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はじめに 

 

 

この１年半ほどの間、新型コロナウイルス感染拡大という災厄が世界を覆うなかで、各地

への出張を伴う調査研究をはじめ地域構想研究所の活動は大きな制約を受けることを余儀

なくされた。その中にあっても、本研究所においてはさまざまな研究や社会実装が展開さ

れ、一定の成果を上げることができたと考えている。 

そうした成果などを研究所紀要としてまとめたのが本「地域構想」である。 

全体を概観していただくとわかるように、コロナ禍の影響などに考察を加えた論文であ

るとか、ポスト・コロナ時代を展望したもの、またそうした困難な環境下での新しい試みの

報告など、新型コロナウイルス感染拡大に関連するコンテンツが多く目につくのは至極当

然の成り行きであるように思う。こうして敏感に時代を写す鏡ともなるのは、リアルな地域

社会をフィールドとした実践研究に軸足を置く本研究所の真骨頂ともいえることではなか

ろうか。 

ところで、この場を借りて本研究所の今後の活動などにも触れておきたい。 

経済分野の碩学である小峰隆夫教授を塾長とする「地域戦略人材塾」が、連携自治体職員

を対象として昨年10月にスタートし、防災・減災、グリーンインフラ、コロナショック、シ

ティプロモーションなどをテーマにこれまで４回が開講された。これはオンライン型の講

座の可能性をも模索したものであると考えており、今後さらなる展開を予定している。 

同様に、若手企業人を対象とした「未来創造塾」も新年度にスタートすべく準備を進めて

きた。こちらは元三重県知事の北川正恭最高顧問を塾長として対面型で実施することを予

定している。 

また、昨年度の５周年シンポジウムと同様の形態で、11月に「地域構想研究所シンポジウ

ム2020〜地域における防災戦略・人材育成戦略〜」を開催したが、これは本研究所のこれか

らの大きな研究テーマとして「防災・減災」を提起するものとなった。 

さらに大学全体のトピックに目を転ずれば、秋に文科省の公募した「知識集約型社会を支

える人材育成事業」に本学の「新時代の地域のあり方を構想する地域戦略人材育成事業」が

採択されている。その計画の中で、地域構想研究所は地域や社会とのインタラクションを強

化し地学連携を推進するという重要な役割を与えられており、それを意識した活動展開が

期待されている。 

このようなさまざまな新機軸に取り組むにあたっては、設置から７年目を迎えてなお弛

まざる創造の精神を高く掲げていきたいと考える。新しい時代において地域構想研究所は

どのような姿であるべきなのか、基本的なありようを見つめ直していく。 

関係各位のご指導とご協力を切にお願い申し上げたい。 

 

地域構想研究所副所長（副学長） 首藤正治 
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コロナショック下の日本経済と地域 
            

小峰 隆夫 

大正大学 地域構想研究所 教授 

 

（要旨）新型コロナ感染症の影響（以下、コロナショックと呼ぶ）によって、日本の経

済はこれまで経験したこともないような大きな影響を受けた。マクロ的には、支出面、

生産面、所得面、雇用面それぞれについて極めて特徴的な動きがあった。この影響は、

短期的・一時的なものばかりではなく、日本の経済・社会を長期的・構造的に変えつつ

ある。地域との関係では、テレワークの浸透によって集積の利益に変質が生じているこ

と、東京都への人口移動が流出超に転じたことなどが重要である。 

 

キーワード：貯蓄率、潜在的失業率、テレワーク、中間知 

 

 

１．コロナショックのマクロ経済への影響 

 

コロナショックによって、日本経済は前例のな

い大きな影響を受けたのだが、その特徴的な姿が

次第に統計的に明らかになりつつある。以下では

これを、支出、生産、所得という三つの側面に分

けて考察する。 

まず、経済全体の動きを GDPで見ると、何とい

ってもその大きな落ち込みが最大の特徴である。

コロナショックによる影響が最も大きかったのは、

2020年４－６月期だったが、この時の GDP（実質）

は、前期比マイナス8.3％、年率マイナス29.2％と

なった。これは戦後最大の落ち込みである。 

これを支出項目別にみると、家計消費（前期比

マイナス5.7％）、輸出（同マイナス17.1％）の二

つが特に大きく落ち込んだ。輸出については、リ

ーマンショック時などに大きく落ち込んだ経験が

ある。しかし、消費は通常は安定的に推移する傾

向があり、これほどの落ち込みはほとんど経験が

ない。 

生産面では、製造業も非製造業も大きく落ち込

んだのだが、今回は非製造業の落ち込みが特徴的

であった。生産の動きを製造業と非製造業に分け、

製造業の動きを鉱工業生産指数で、非製造業の動

きを第３次産業活動指数で代表させ、リーマンシ

ョックの時（2008年９月以降）と今回のコロナシ

ョック時（2020年１月以降）を比較してみよう。

図１の①は、鉱工業生産指数の動きの比較だが、

こちらは両方とも大きく落ち込んでいる。共に、

世界貿易の大きな落ち込みによって輸出が減少し、

その影響で製造業の生産が大きく落ちたのである。 

図１の②は、第３次産業活動指数を比較したも

のである。こちらは、リーマンショック時は安定

的であるのに対して、今回のコロナショックでは

大きく落ち込んでいるという違いがある。今回は、

外出の自粛などにより、旅行、外食などの対面型

サービス産業を中心に非製造業の落ち込みが大き

かったのである。 

これを事業者の側から見ると、製造業について

は、これまでの不況期にも生産が減少した経験が

あるのに対して、非製造業の従事者は、これまで

そうした経験がないだけに、ショックも大きかっ

たのではないか。 

所得面の変化はさらに驚くべきものだった。表

１は、内閣府の「家計可処分所得・家計貯蓄率四

半期別速報」の結果を示したものだ。この統計は

2019年から公表が始まった新しいものなので、ま

だあまり知られていないようだが、大変重要な統

5



①製造業（鉱工業生産指数）             ②非製造業（第３次産業活動指数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ コロナショック時とリーマンショック時の生産活動の比較 

（出所）経済産業省「鉱工業生産指数」「第３次産業活動指数」 

 

表１ コロナショック下の所得面の変化 

（出所）内閣府「家計可処分所得・家計貯蓄率四半期別速報」    

 

計である。すなわち、この統計が発表されるよう

になる前は、GDP 統計は支出面のみであり、所得

面の動きは１年以上待たないと分からないという

状況だったのだが、それが四半期の姿を比較的早

く知ることができるようになったのである。この

統計は、コロナショック下で家計の所得・貯蓄に

何が起きたのかを明らかにしている。 

日本経済がコロナショックの影響を最も大きく

受けたのは2020年４－６月期だが、この時、家計

の賃金所得（雇用者報酬）は、11.1兆円の減少と

なっている（年率表示なので、実際の変化は、こ

こで示された額の４分の１）。言うまでもなく、経

済の落ち込みによって、残業時間やボーナスが減

ったり、雇用機会そのものが消失したからである。

ところが、「その他の経常移転」が39.5兆円も増え

て、賃金所得の落ち込みをカバーした。これは、

全国民への一律10万円給付が行われたからである。

このため、家計の可処分所得はむしろ30.5兆円も

増えた。一方で、消費は25.7兆円減った。所得が

増えて、消費が減ったのだから、貯蓄は56.2兆円

も増え、その結果、家計貯蓄率は実に21.8％とい

う、見たこともないような高水準となった。 

 つまり、日本全体が一つの家計だったとすると、

10万円給付はそっくりそのまま貯蓄に回ったとい

うことになる。なお、７～９月期においても高水

準の貯蓄率は続いている。このことは、10万円給
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付の意義について改めて考えさせるものとなって

いる。 

 

２．コロナショック下の雇用の動き 

 

続いて、コロナショック下で日本の雇用情勢に

何が起きたかを考えよう。 

 コロナ危機下で、日本の雇用情勢に大きな変化

が起きたのは、2020年の３月から４月にかけてで

ある（表２参照）。まずこの間に就業者は107万人

減少した。コロナ下で、輸出や消費の落ち込みを

主因に経済活動が大きく縮小したからだ。しかし、

就業者の減少率は1.6％であり、４月には鉱工業生

産指数（製造業）が9.8％の減、第３次産業活動指

数（非製造業）も8.0％減となったのに比べると、

就業者の落ち込み度合は小さかった。 

 これは、就業者ではあるが仕事をしていない「休

業者」が452万人も増えたからだ。これには政府の

雇用調整助成金も貢献していただろう。こうして、

企業が景気の下降期にも従業員を抱え込むことは

「雇用保蔵」と呼ばれており、これまでもしばし

ば見られた、日本型の長期雇用慣行ならではの現

象である。ややセンセーショナルに「企業内失業」

と呼ばれることもある。 

 もう一つ特徴的だったのは、就業者が107万人減

少したにもかかわらず、失業者は６万人しか増え

なかったことだ。これは、就業者にも失業者にも

入らない「非労働力人口」が94万人も増えたから

だ。非正規として働いていた女性や高齢者が、仕

事がなくなったため、求職活動は行わないで家庭

内に回帰したのだと考えられる（求職活動を行う

と失業者になる）。いわば「家庭内失業」だ。 

 やや乱暴ではあるが、仮にこうした休業者や非

正規労働力が失業者になっていたとした場合の失

業率を「潜在的失業率」として試算してみよう。

通常の失業率は、次の式で計算される。 

 失業率＝失業者数÷労働力人口 

ここでの潜在的失業率の具体的な計算式は次の通

りである。 

 

潜在的失業者＝休業者＋失業者＋３月からの非

労働力人口の増加分 

潜在的労働力人口＝休業者増を除いた就業者＋

潜在的失業者 

潜在的失業率＝潜在的失業者÷潜在的労働力

人口 

 

これを計算すると、４月は実際の失業率は2.6％だ

ったが、潜在的失業率13.4％に達していたことが

分かる。ただし、こうしたやや異常な雇用の姿は

次第に元に戻りつつあり（表の３月から11月の変

化を参照）、同じように11月の潜在的失業率を計算

すると、5.4％となる。 

 こうして、当面のところは、コロナ下の雇用崩

壊を何とか防ぐことができた。しかし短期と長期

の矛盾に留意すべきことを指摘しておきたい。も

ともと、長期的な雇用慣行は労働力の流動性を阻

 

表２ コロナ危機下の雇用の推移 

 就業者 

（万人） 

休業者 

（万人） 

失業者 

（万人） 

非労働力人口 

（万人） 

失業率 

（％） 

潜在的失業率 

（％） 

2020年３月 6,732 200 172 4,180 2.5  

   ４月 6,625 652 178 4,274 2.6 13.4 

３月→４月の変化 －107 ＋452 ＋6 ＋94 ＋0.1  

   11月 6,701 195 198 4,158 2.9 5.4 

３月→11月の変化 －31 －5 ＋26 －22 ＋0.3  

（出所）月例経済報告関係閣僚会議参考資料資料（2021年１月）を基に筆者作成。元のデータは総務省「労働力調査」

の季節調整値。ただし、休業者は内閣府による季節調整値。潜在失業率は筆者試算。 
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害することによって、また、非正規を中心とした

雇用増は、教育訓練の機会を得にくい労働者の比

率を高めることによって、経済全体の生産性の上

昇を抑制すると考えられてきた。これからも雇用

に大きな影響を及ぼすような経済状況となること

は当然あり得るが、今後もこうしたメカニズムに

頼って雇用を守ろうとすることは、短期的には雇

用を救うが、長期的には成長力にマイナスとなる。

この矛盾を解消するためには、成長力の底上げに

つながるような労働改革を進めるとともに、流動

的な雇用の下でも短期的なショックに耐えられる

ようなセーフティーネットの構築を図ること（再

就職支援のための教育訓練の充実や生活困窮者に

的を絞った救済の仕組みの整備など）が必要であ

る。 

 

３．コロナショック下の日本経済の特徴 

 

ここまでは既に判明している経済データを元に、

コロナショック下の経済の動きを概観してきた。

しかし、コロナショックの影響は、本稿執筆時点

（2021年２月）以降もまだまだ続く。そこで、将

来予測も加えて、さらに長めの視点で、マクロ経

済の特徴を考えてみよう。ここでは、将来予測に

ついては、日本経済研究センターが毎月実施して

いる「ESP フォーキャスト調査」をつかう。これ

は、約40人の第一線エコノミストに毎月、経済予

測をアンケート調査し、その平均値を公表すると

いうものである。つまりここでは、第一線エコノ

ミストの平均的な予想をベースに将来を延長して

考えているということである。すると、次のよう

な特徴が浮かび上がってくる。 

 第１は、成長率がかなり激しい上下動を繰り返

すことだ。成長率（実質年率）の動きを見ると、

2020年４－６月期がマイナス29.3％の後、７－９

月期が一転してプラス22.7％、10－12月期もプラ

ス12.7％だった。ここまでが実績である。ここか

ら先が予測になるが、2021年１－３月期は再度一

変してマイナス5.5％となった後、４－６月期はま

た一変してプラス5.8％となると予想されている。 

 このように激しい変動を繰り返すのは、言うま

でもなくコロナショックの影響である。緊急事態

宣言が出たりして、人々の外出が抑制されると、

対面型サービス（外食や旅行）が控えられ、経済

は大きく落ち込む。そしてそれが解除され、経済

活動が正常化に向かうと、落ち込みが大きかった

分だけ回復テンポも速く、高い成長が実現するこ

とになるのである。 

 ワクチンの接種が進んで、コロナが収束するま

で、こうした激しい経済変動が続く可能性は高い。

このことは機動的な経済運営を難しくするだろう。

統計が明らかになるにはタイムラグがあるから、

現実の経済は好転しているのに、最新の統計は落

ち込みを示したり、逆に、現実の経済は悪化して

いるのに、統計上は改善を示すということが起き

るからである。 

 第２は、総じていえば、方向としての経済は、

比較的順調に回復していると評価できることだ。

成長率という点では、日本の場合は1.5％程度が潜

在的な成長率と言われているのだが、2020年７－

９月期以降は、2021年１－３月期を除けば、1.5％

以上の成長率が続くと見られているからだ。 

 なお、一般に「景気が良いか悪いか」の判断は、

経済の方向に基づいて下されることになっている。

すると、20年の７－９月期以降は「景気は回復し

ている」状態だということになる。ESP フォーキ

ャスト調査によると、第一線エコノミストたちの

ほぼ全員が、「景気の底は20年５月だった」と答え

ている。 

 第３は、「方向はプラスだが、水準はマイナス」

という状態が続くことだ。ところが、図２に示し

たように、経済の水準を見ると、ここしばらくの

間は、コロナショック前（2019年10－12月期）を

下回る状態が続く。2020年４－６月期の落ち込み

があまりにも大きかったため、元に戻るのに時間

がかかるのである。最新のコンセンサス予想に基

づいて水準を延長してみると、GDP が2019年10－

12月期の水準を上回るのは、2022年４－６月期と

なる。つまり、経済は2020年４－６月期以降、約

２年間は水面下に沈んだ状態を続けるのである。 
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図２ 

（出所）日本経済研究センター「ESPフォーキャスト調査」（2021年２月）より筆者作成 

 

 

このことは「実感なき景気回復」をもたらすだ

ろう。「景気は上向いている」と言われても、多く

の人は、「コロナ前の自分の店の売り上げはもっ

とあったはずだ」「コロナ前の給料はもっと多か

ったはずだ」と考えるからだ。 

前述のコンセンサス予想は、今後ワクチンの接

種も進み、新型コロナ感染症の影響は徐々に薄れ

ていくという前提に立っていると考えられるが、

仮にそうした順調な姿が実現したとしても、しば

らくの間は、厳しい経済情勢が続きそうである。 

 ここでは GDPを中心に議論してきたが、同じ議

論は他の経済指標についても成立する。消費や企

業の売り上げも、今後増えては行くものの、コロ

ナ前にはなかなか戻らないということになるだろ

う。各地域の経済も同じだ。例えば、今後観光客

は徐々に増えていくだろうが、コロナ前のレベル

を取り戻するにはかなりの時間がかかるだろう。 

 

４．テレワークと中間知領域の拡大 

 

次に、コロナショックが、長期的に日本の経済

社会にどのような影響を及ぼすかを考える。その

影響は多様なものがありそうだが、ここでは、テ

レワークの拡大と東京からの人口流出という二つ

の問題を考える。ともに地域問題を考える上でも

重要なポイントになりそうである。まず、人口の

集中と集積の利益について考えよう。 

しばしば「東京一極集中」と言われるのだが、

私はこの考え方に必ずしも賛成できない。 

東京一極集中是正が多くの人に受け入れられや

すいのは十分理解できる。東京圏に住む人は、自

分の選択で東京圏に居住しているわけだから特に

不満はないはずだ。しかし、東京圏以外で、何と

か自らの地域を活性化しようとしている人たちか

らは、東京一極集中は要するに東京の１人勝ちだ

と考える。したがって、その1人勝ちが是正されれ

ば東京圏以外の地域の地位が上がるはずだと考え

るのは自然だ。 

しかし私は、この東京一極集中という診断その

ものに疑問がある。実際のデータを見れば、人口

が集中しているのは東京だけではないし、東京よ

りも集積が進んでいる地域もある。例えば、近年

の人口の推移を見ると、札幌、仙台、福岡など地

方中核都市の人口増加率は、東京都区部や首都圏

主要都市よりも高い。 

すなわち、全国では東京への集中が生じている

のだが、各ブロック（北海道、東北、九州など）

ではブロック中心都市（札幌、仙台、福岡など）

への集中が進んでおり、「各府県では府・県域の中

心（府・県庁所在地）へ」「各地域では中心都市へ｣

という具合に、各階層において集中が起きている

と考えるべきではないか。したがって私は、「東京
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一極集中」というより「多層的集中」と呼ぶべき

ではないかと考えている。 

つまり、全国に１つあればいいもの（例えば、

企業の本社機能）は東京に、ブロックに1つあれば

いいもの（例えば、プロ野球の球団）はブロック

中心都市に、県に１つあればいいもの（例えば、

県立大学）は県庁所在地にという具合に、機能の

階層ごとに地域集中が起きており、それが総合さ

れて日本全体で多層的な集中が起きているという

のが正しい診断ではないか。 

ではなぜ前述のような多層的集中が起きている

のだろうか。これが、経済社会の自然の流れとし

て、起こるべくして起きていると考えると、集中

が起きるのは、集中することに大きなメリットが

あるからだと考えるのが自然である。しかも、こ

のところ多層的集中傾向が強まっていることを考

えると、近年における経済社会の流れがその集中

のメリットを強めていると考えるべきであろう。 

集積のメリットを強めている経済社会の流れと

しては、サービス化がある。サービス産業には規

模の経済性が強く作用する。それはこういうこと

である。サービス産業の特徴は、サービスの購入

者が生産者のところに行かなければならないとい

うことだ。製造業であれば、九州で車を作って、

それを全国の購入者に配達することができる。し

かし、床屋で頭を刈って欲しい人（購入者）は、

床屋さん（生産者）に行かなければならない。 

すると、人口が多いほど多様なサービス産業が

成立するようになり、そのサービス産業で働く人

が集まってくるからさらに人口が増えるという人

口増加のメカニズムが生ずるのである。 

もう一つの流れは情報化だ。我々の身の回りに

は、二種類の知識がある。一つは、文字や映像で

知ることのできる「形式知」であり、もう一つは、

フェイス・ツー・フェイスでしか知ることのでき

ない「暗黙知」である。 

さて、情報化が進むと、形式知の相対的な価値

は低下する。インターネットの発達で、距離を無

視して、簡単に無料で入手できるようになってき

たからだ。例えば、役所が公表するデータは、昔

は役所に取りにいかないと入手できなかったが、

今ではネットを通じて無料で手に入る。すると、

逆に暗黙知の相対的な価値が上昇する。暗黙知の

価値が上昇すると、集積の利益が高まる。暗黙知

を入手するには、対面で情報交換する必要があり、

人が密な方が効率的になるからである。多くの企

業が東京に本社機能を集中させ、大学や研究機関

が大都市に集まるのも、暗黙知が得やすいからで

ある。 

今回のコロナショックは、この暗黙知と形式知

の境界を大きく変えつつある。人々はテレワーク

を強いられる中で、対面での会議が意外に不必要

だということに気が付いた。酒を酌み交わしてこ

そお互いに腹を割った付き合いができると思って

いたら、ウェブ上の親睦会でも結構楽しいことが

分かってきた。 

もちろん暗黙知の領域は残るが、それは本当に

対面が必要な純粋暗黙知に限定されていく。する

と、暗黙知と形式知の間に「形式知ではないが、

ネット上で創生・伝達が可能」という「中間知」

とも言うべき領域が広がる。 

中間知の存在を認識した組織・人々は、もう元

には戻らない。それは単なる情報伝達にとどまら

ない。前述の理屈を反転させると、中間知の拡大

は集積の利益を弱め、多層的集中への動きを変え

るきっかけになるかもしれない。 

 

５．東京都の人口が流出超に転じたことをどう

考えるか 

 

コロナショックを契機とした変化で、このとこ

ろ注目されているのが、東京都の人口移動が流出

超に転じたことだ。これが本当に長期的な変化だ

とすれば、今後、東京圏への人口集中の是正が進

み、地方への人口の流れが進むことが期待される。 

ただし私はこの点について、コロナショックで

人々の生活や勤務形態への意識、人の流れ、居住

地の選択などがかなり変化したことは間違いない

としても、それが東京圏への人口集中の是正につ

ながるかどうかという点についてはまだ懐疑的で

ある。2021年１月に発表された、総務省「住民基

本台帳人口移動報告（2020年）結果報告」を材料

にして私がなぜ懐疑的かを述べてみよう。 

コロナショックをきっかけに、東京を中心とし
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た人の流れが大きく変化したことは間違いない。

図３に示したように、東京都はこれまで長い間、

転入者数が転出者数を上回る純流入超の状態が続

いていたが、これが2020年５月に転出超となり、

６月は一旦転入超に戻ったがその後は、12月まで

一貫して転出超の状態が続いている。これは確か

に画期的である。 

 

 

図３ 東京都の人口純流入者数 

（出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

 

人々の意識が変わり、地方移住への関心が高ま

っていることも事実だ。内閣府「新型コロナウィ

ルス感染症の影響下における生活意識・行動の変

化に関する調査」（2020年６月）によると、感染症

の影響で通勤時間が減少した人の割合は56.0％で

あり、東京23区在住者で通勤時間が減少した人に、

「現在の通勤時間を今後も保ちたいと思うか」と

尋ねると、72.7％が「そう思う」と答えている。 

テレワークを経験した人の意識も変化しており、

「今回の感染拡大で、仕事より生活を意識するよ

うになった」という答えが、テレワーク未経験者

が34.4％であるのに対して、経験者は64.2％に達

している。「地方移住への関心が高まった」という

答えも、未経験者が10.0％であるのに対して、経

験者は24.5％となっている。 

しかし、新型コロナ感染症が収束した後を見据

えた時、これによって東京一極集中が是正されて

いくとは必ずしも言えないと私は考えている。 

第１に、人口移動は東京圏内にとどまっている

ようだ。東京都の人口は、５～12月の累計で約２

万１千人の流出となったのだが、これを東京圏（東

京都、千葉県、埼玉県、神奈川県）で見ると、依

然として約２千人の流入超過である（図４参照）。

このことは、人口移動は東京都から周辺県へとい

う、東京圏内での移動にとどまっており、東京圏

から地方部への移動はまだそれほど大規模には生

じていないということを示している。都心の狭い

住宅から、周辺県のやや広い住宅に移って、テレ

ワークのスペースを確保しつつ、通勤も可能な地

域へと移住した結果だと考えられる。 

第２に、コロナ危機で人口が流出に転じたと言

われると、「都心の居住者が出ていった」という印

象を受けるが、それだけではない。人口が転出超

になる理由は、「転出が増える」か「転入が減るか」

のどちらかである。2020年の年間ベースで見ると、

東京都の転出者は1.8万人増えているが、転入者は

3.4万人の減少である。 
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図４ 東京圏の人口純流入者数 

（出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

 

つまり、どちらかと言うと、「東京都に移住して

くる人が減った」という要因の方が大きい。これ

は、コロナ下で、仕事を求めて東京に向かう人が

減り、特に、大学の休講や遠隔授業の実施で、東

京に居を移す学生が減ったことが影響している可

能性がある。だとすると、コロナ危機が収まれば、

東京に再流入してくる動きも出るのではないか。 

第３に、人口移動が集中するのは年度の境目の

３～４月である。2019年の場合、東京都の流入超

過数は年間約７万６千人だったが、そのうちの約

４万６千人は３～４月に起きている。東京圏で見

ても、年間約14万９千人の流入超のうち約９万６

千人が３～４月である。人口移動は圧倒的に年度

代わりの就職、就学、転勤に伴って起きているか

らだ。コロナ危機が本格的な人口移動をもたらす

かどうかは、2021年の３～４月の人口移動を見極

める必要があるだろう。 

第４に、東京圏内での移住と東京圏から地方へ

の移住ではかなり一人一人の決断の重みが違う。

東京圏内の移住であれば、勤務先を変える必要は

ないが、東京圏を離れる場合には、勤務先を変え

る必要性が高まるだろうし、居住環境も相当変化

する。これはかなり高いハードルだ。 

これまでのところ、東京都を中心に生じている

人口移動は、都心で居住していた層が、テレワー

クなどのために、手狭な住宅から、郊外のやや広

めの住宅に住み替える動きが中心ではないかと思

われる。すると、勤務先はそのままで、都心への

通勤が減る分、満員電車の苦痛が軽減される。こ

れは、東京圏で勤務する際の弊害を減らすことに

なり、東京圏の魅力を高めるから、東京圏への集

中はさらに加速する可能性すらあると私は考えて

いる。 

 

我々が経験しつつあるコロナショックは、歴史

的にもまれに見る大きなショックである。その影

響は多岐に渡っており、10年くらい後になって振

り返ると、「これがこうなったのはコロナショック

がきっかけだった」というような事象がたくさん

出てくるだろう。阪神淡路大震災が、日本におけ

るボランティア活動の始まりになったようなこと

だ。割れえ割れはその帰趨を冷静に見つめなおし、

こうした長期的な影響が、日本の経済社会にプラ

スになるよう心がけていく必要がある。 
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移住希望者が有する地方とのつながり・縁 

―東京圏在住者を対象とした調査結果を踏まえて― 

塚﨑 裕子 

大正大学 地域構想研究所 教授 

 

（要旨）本稿では、東京圏に住む移住希望者の地方との様々なつながりや縁に焦点を当

てた。東京圏に住む人は、出身、転勤、親戚訪問、出張、観光、特産物購入等により、

多くの地域とつながり・縁を持っている。その中で、転勤や出張といった就労に関わる

経験や観光での訪問が将来の移住の意向に大きな影響を与えていることがわかった。ま

た、移住希望者について分析を行った結果、地方圏に移住を希望する人のうち、将来移

住したい場所と同じ市町村或いは同じ都道府県につながり・縁がある人の割合は、それ

ぞれ約２割、約半数であること等が明らかになった。移住希望者は、地域とのつながり・

縁の類似度によって、「複数のつながり」、「出身地」、「転勤」、「少ないつながり」の４

グループに類型化できる。移住希望者の地方とのつながりや縁の実態把握・分析は、移

住促進や東京一極集中の是正にも資すると考える。 

 

キーワード：地方移住、つながり・縁、移住希望者、関係人口 

 

１．はじめに 

 

「関係人口」は、移住した「定住人口」でもな

く、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地

域の人々と多様に関わる人々とされ、関係人口の

創出・増加が将来的な移住増加にもつながること

が期待されている。田園回帰や地方回帰の志向の

強まり等を背景に、生活の質の向上を求めて都市

から地方への移住を希望する者1が特に若い世代

において増加していることもこうした関係人口の

概念を後押ししている。 

本稿では、東京圏2在住者を対象に行ったアンケ

ート調査の結果を基礎に、将来移住を希望する人

の関係人口としての側面、即ち、地域とのつなが

り・縁について取り上げる。関係人口が関わる地

域を起点に考察するのではなく、移住希望者から

 
1 こうした生活の質の向上を求めて行う移住は、Benson & 

O’reilly（2009）の提唱した「ライフスタイル移住」に当たるとい

える。 

出発し、移住希望者の地域とのつながりや縁に着

目して分析・考察を行う。具体的には、地域との

つながり・縁が将来の移住の意向に与える影響、

移住希望先とつながり・縁を持っている場所との

関係、地方とのつながりや縁による移住希望者の

グループ化について検討を行いたい。 

こうした移住希望者の地方とのつながり・縁の

実態の把握は、移住促進や地域活性化の取組に活

かしていくことができると考える。 

 

２．先行研究・調査 

 

関係人口について、小田切（2019）は、関わり

の階段（①特産品の購入→②寄付→③頻繁な訪問

→④地域でのボランティア活動→⑤二地域居住）

を経て地方移住が生じるプロセスを明らかにする

2 東京圏は東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県としている。 
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という意義があることを強調する一方で、関わり

の階段を上ることに必ずしもこだわりを持たない

人や関わりの階段から意図的に外れる人の存在を

指摘する。作田（2019）は、関係人口を交流人口

と定住人口との間のステップとしてのみではなく、

新しい時代における都市地域と農山漁村地域との

関わり方の一つとして捉えるべきであること、関

係人口は多様であり、４類型に分けることができ

ることを指摘する。指出（2017）は、「積極的に地

域の人達と関わり、その社会的な足跡や効果を『見

える化』しているのが『関係人口』」であり、関係

人口における地域との関わり方には様々なパター

ンがあると指摘する。田中（2017）は、「都市の人

から見れば、関係する地域は、１つではなくても

いいし、複数持つことができる」との問題提起を

行っている。 

関係人口の実態について、国土交通省（2020）

は、東京都に在住する訪問系の関係人口3の関わり

先の41.4％が首都圏内である一方、28.5％が三大

都市圏、政令市及び中核市以外の地方部であるこ

と等を明らかにしている。平井（2020）は、国土

交通省（2020）等を踏まえ、県単位の人口ピラミ

ッドで関係人口の可視化を試みた上で、今後、地

方圏内の関係人口が可視化されれば、地方の未来

持続可能性が見通せる展望があると指摘する。 

以上のように、関係人口に関して、様々な観点

からの研究・調査がみられる。しかし、関係人口

が関わる地域を起点に考察するのではなく、移住

希望者に着目し、移住希望者の関係人口としての

地域とのつながりや縁について、分析・考察を行

った研究は管見の限り見当たらない。 

そこで、本稿では、東京圏在住者を対象に行っ

たアンケート調査の結果を基礎に、地域とのつな

がり・縁が将来の移住の意向に与える影響、移住

希望者の将来移住したい場所と移住希望者がつな

がり・縁を持つ場所との関係、地域とのつながり

や縁による移住希望者の類型化等について検討し

たい。小田切（2019）等が指摘するように、「移住

などは考えない人々も立派な関係人口であり」、移

 
3 訪問系の関係人口は、単なる帰省でもない、日常生活圏

や通勤圏以外の特定の地域と継続的かつ多様な関わりを

持ち、かつ、訪問している人と定義されている。 

住・定住を必ずしもゴールとして目指す必要はな

いが、既に地方移住を希望している人の地方との

つながりや縁に着目し、その実態を把握・分析す

ることは、移住促進や東京一極集中の是正に役立

つ面があると考えるからである。 

本稿では、まず、分析の基礎となった調査につ

いて説明した後、調査で把握できた地域とのつな

がり・縁の現状について述べ、東京圏以外と地方

圏とのつながり・縁が将来の移住に与える影響を

みる。その上で、移住希望者の将来移住したい場

所とつながり・縁を持つ場所との関係、地方との

つながりや縁による移住希望者の類型化について

分析・考察を行い、最後に今後の課題を述べる。 

 

３．調査の概要 
 

本稿が分析の基礎とする調査は、大正大学地域

構想研究所が NTTコム・オンライン・マーケティ

ング・ソリューション（株）に委託して2019年12

月に実施したインターネット調査「東京圏に住む

人々の地方とのつながり・縁についてのアンケー

ト調査」である。表１のとおり、各年齢層の割付

を約２割として、東京圏に住む人を対象に実施し、

943人から有効回答を得た。記述統計量は表１に示

したとおりである。本調査では、回答者の属性の

他、地域とのつながり・縁、将来移住したい場所

等について尋ねている。 

表１ 記述統計量（N＝943） 

  平 均 標準偏差 

男性 0.63 0.48 

25以上34歳以下 0.19 0.39 

35以上44歳以下 0.20 0.40 

45以上54歳以下 0.19 0.40 

55以上64歳以下 0.20 0.40 

65歳以上- 0.21 0.41 

就労 0.66 0.48 

既婚 0.59 0.49 

同居の子供 0.32 0.47 

（注）全ての変数はダミー変数化している。 

（資料出所）大正大学地域構想研究所「東京圏に住む人々の地方

とのつながり･縁についてのアンケート調査」（2020年）。以下

の表も同じ。 
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４．地域とのつながり・縁の現状及びつなが

り・縁が将来の移住に与える影響 

 

（１） 地域とのつながり・縁の現状 

本調査では、関係人口とも位置付けられる地域

との一定程度強いつながりや縁について、東京圏

在住者に質問している。具体的には、「大学や専門

学校に進学するため、それまで住んでいた場所か

ら転居した場所」、「親戚訪問で年１回以上訪れる

場所」、「転勤で３ヶ月以上居住した場所」、「出張

で年１回以上訪れる場所」、「観光で年１回以上訪

れる場所」、「イベントで年１回以上訪れる場所」、

「毎年特産物を購入している地域」について、そ

れぞれの有無とその都道府県・市町村について尋

ねている。 

上記の場所があるとした割合、及び場所がある

とした人における場所の数の平均は、表２のとお

りとなった。なお、大学や専門学校進学のための

転居は通常１回と考えられるので、進学のための

転居の場所数は調べておらず、場所数の平均は１

としている。

表２ 東京圏在住者のつながり・縁がある場所 

  進学のための転居 親戚訪問 転勤 出張 観光 イベント 特産物購入 

場所がある割合 30.9% 40.2% 28.5% 12.2% 23.6% 7.4% 11.8% 

場所の数の平均 1 1.3 2.1 1.9 1.7 1.1 1.2 

 

それぞれのつながりや縁がある場所については、

都道府県・市町村まで尋ねているので、その情報

を用いて、これらの場所を東京圏、東京圏以外の

大都市圏・都市圏、地方圏の３つに分類する。こ

こでは、大都市圏・都市圏4は、2015年の国勢調査

の結果で設定された地域区分を使い、地方圏5は、

大都市圏及び都市圏以外の地域としている。 なお、

本稿は日本国内における移住や地方圏の活性化を

念頭に置いて分析を行っているので、以後の分析

において、海外とのつながり・縁のみしかつなが

り･縁を持たない人は、分析対象から除外している。 

この地域区分を用いて、地域とのつながり・縁

がある人を、つながり・縁の種類ごとに、東京圏

につながり・縁がある人、東京圏以外につながり・

縁がある人、地方圏につながり・縁がある人に３

分類する。複数の場所につながりや縁がある人に

ついては、一つでも地方圏が含まれている場合は、

地方圏につながり・縁がある人に分類し、東京圏

と東京圏以外の大都市圏・都市圏につながり・縁

がある人の場合は、東京圏以外の大都市圏・都市

圏につながり・縁がある人に分類する。 

本調査では、「出身地（中学校卒業時の居住地）」

の都道府県・市町村を聞いているので、出身地の

地域区分による分類も加える。 

結果は、表３のとおりとなった。出身地、進学

のための転居、イベント参加では、東京圏につな

がり・縁がある人が約７割と多かった。転勤、出

張では、東京圏につながり・縁がある人が約２割

で、残りの半数弱が地方圏につながり・縁がある

人になっている。観光と特産物購入では、地方圏

につながり・縁がある人がそれぞれ約６割、約７

割と多かった。親戚訪問では、東京圏につながり・

縁がある人と地方圏につながり・縁がある人が約

４割ずつを占めるという結果になった。

表３ つながり・縁がある場所の地域区分による分類 
 

出身 

地 

進学のた 

めの転居 

親戚 

訪問 
転勤 出張 観光 

イベン 

ト参加 

特産物 

購入 

東京圏につながり・縁がある人 73.6% 65.6% 39.6% 19.7% 20.9% 20.9% 68.5%  8.1% 

東京圏以外につながり・縁がある人 26.4% 34.4% 60.4% 80.3% 79.1% 79.1% 31.5% 91.9% 
 うち地方圏につながり・縁がある人 14.2%  7.2% 37.2% 33.1% 37.4% 59.1% 4.3% 67.6% 

 
4 大都市圏及び都市圏は中心市及びこれに社会・経済的に

結合している周辺市町村によって構成される。大都市圏の中

心市は、東京都特別区部及び政令指定市とし、都市圏の中

心市は大都市圏に含まれない人口50万人以上の市とする。

周辺市町村は、大都市圏及び都市圏の「中心市」への15歳以

上通勤・通学者数の割合が当該市町村の常住人口の1.5％以

上であり、かつ中心市と連接している市町村とする。 
5 東京圏の中の大都市圏・都市圏以外は地方圏に分類して

いる。 
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（２） 東京圏以外と地方圏とのつながり・縁が将来

の移住の意向に与える影響 

本調査では、「将来移住したい場所」の有無とそ

の都道府県・市町村についても尋ねている。そこ

で、ここでは、東京圏以外や地方圏とのつながり・

縁が東京圏や地方圏に将来移住したいという意向

に与える影響について検討する。東京圏以外との

つながり・縁は東京圏以外への移住に、地方圏と

のつながり・縁は地方圏への移住に影響を与える

と考えられることから、東京圏以外と地方圏に分

けて分析を行った。 

初めに、目的変数は、東京圏以外に将来移住し

たい場所がある場合に「１」、それ以外を「０」と

するダミー変数で、二項ロジスティック回帰分析

を行った。説明変数は、出身地、「転勤で３ヶ月以

上居住した場所」、「出張で年１回以上訪れる場所」、

「観光で年１回以上訪れる場所」、「毎年特産物を

購入している地域」が東京圏以外である場合は

「１」、それ以外は「０」とするダミー変数とした。

出身地と重なりが大きいと考えられる親戚訪問と、

表３で地方圏の回答数が少なかった進学のための

転居とイベント参加は説明変数から除外した。 

分析結果は表４に示した。出張や観光で年１回

以上訪れる場所が東京圏以外である人ほど、東京

圏以外に将来移住したいとする傾向がみられた。

また、東京圏以外に転勤した人ほど、東京圏以外

に将来移住したいとする傾向が認められた。 

 

表４ 将来移住したい場所が東京圏以外 

（二項ロジスティック回帰分析） 

（注）+:P<0.1、*：P<0.05, **：P<0.01 
 

 
6 Williams and Hall（2000）もライフスタイル移住において観光

と移住の関連が深いと指摘する。 

次に、目的変数は、地方圏に将来移住したい場

所がある場合に「１」、それ以外を「０」とするダ

ミー変数で、二項ロジスティック回帰分析を行っ

た。説明変数は、上記と同様に、出身地、転勤地、

出張地、観光地、特産物購入地が地方圏である場

合は「１」、それ以外は「０」とするダミー変数と

した。 

分析結果は表５に示した。移住希望先が東京圏

以外についての分析結果と同じく、観光で年１回

以上訪れる場所が地方圏である人ほど、地方圏に

将来移住したいとする傾向がみられた。また、地

方圏に転勤した人ほど、地方圏に将来移住したい

とする傾向が認められた。 
 

表５ 将来移住したい場所が地方圏 

（二項ロジスティック回帰分析） 

（注）*：P<0.05, **：P<0.01 

 

以上から、東京圏以外や地方圏への転勤や出張

といった就労に端を発する経験や観光での訪問6

が将来の移住の意向に大きな影響を与えているこ

とが明らかになった。 

移住促進策を推進している市町村の側から考え

ると、転勤者、出張者、観光訪問者との間でその

地に移住したいと思わせるような関係を築き、そ

れを維持・継続することが移住促進につながる可

能性が高いことがわかる。表２でみたように、転

勤、出張、観光の一人当たりの場所数は、それぞ

れ2.1、1.9、1.7となっており、こうした機会を持

つ人は多くの地域を知っていることが多いと推測

される。そうした中で移住先として選ばれるため

には、移住先としての魅力を積極的にアピールす

ることが肝要となろう。  

    B   Exp(B) 

出身地(東京圏以外) 0.371  1.450 

転勤(東京圏以外) 0.456 + 1.578 

出張(東京圏以外) 0.635 * 1.888 

観光(東京圏以外) 0.742 ** 2.099 

特産物(東京圏以外) 0.393  1.481 

定数項 -2.676 ** 0.069 

Nagelkerke 0.0708  

-2対数尤度 612.55  

χ2乗 42.05 ** 

N 943  

      B  Exp(B) 

出身地（地方圏） 0.536  1.709 

転勤（地方圏） 0.908 * 2.480 

出張（地方圏） 0.137  1.147 

観光（地方圏） 1.310 ** 3.704 

特産物（地方圏） -0.026  0.975 

定数項 -3.233 ** 0.039 

Nagelkerke 0.0798  

-2対数尤度 412.72  

χ2乗 28.45 ** 

N 943  

16



 

５．移住希望者の地方とのつながり・縁 

 

（１）移住希望先とつながり・縁を持つ場所との関係 

ここでは、移住希望者の地方とのつながり・縁

に着目し、将来移住したい場所を挙げた人のうち、

将来移住したい場所とつながりや縁がある人の割

合はどのくらいになるのかを分析する。地域との

つながり・縁の種類ごとに割合をみた上で、将来

移住したい場所とつながり・縁が１つでもある人

の割合もみる。一致の程度としては、市町村レベ

ルと都道府県レベルでの一致をみる。一人の人が

将来移住したい場所を複数挙げている場合、それ

らの中で一つでもつながりや縁がある場所と同じ

場所がある場合は一致するとしている。 

分析結果を表６に示した。全体では、「親戚訪問

で年１回以上訪れる場所」、出身地、「観光で年１

回以上訪れる場所」、「転勤で３ヶ月以上居住した

場所」の順で同じ市町村の割合が高い。都道府県

レベルまで範囲を広げると、市町村レベルより２

倍近く割合が高くなり、出身地、親戚訪問、観光、

転勤の順に同じ都道府県の割合が高くなる。移住

希望先とつながり・縁が１つでもある人の割合は、

市町村レベルでは35.0％、都道府県レベルでは

60.0％となった。 

東京圏は、他の地域区分に比べ、出身地、進学

のための転居が高く、観光と転勤が低いことが特

徴となっている。移住希望先とつながり・縁が１

つでもある人の割合は、市町村レベルでは16.7％、

都道府県レベルでは77.8％となった。東京圏の経

済圏としての一体性の高さから、市町村レベルで

は最も低く、都道府県レベルでは最も高くなって

いると考えられる。 

東京圏以外では、市町村レベルについては全体

の傾向と同様であるが、都道府県レベルでは観光

と親戚訪問が同じ割合となり、最も高く、出身地

は３番目となっていることが特徴といえる。移住

希望先とつながり・縁が１つでもある人の割合は、

市町村レベルでは39.0％、都道府県レベルでは

56.1％となっている。 

地方圏では、市町村レベルでは割合はやや少な

いが、傾向は全体とほぼ同じである。同一都道府

県の割合は、観光が最多で、次いで出身地、親戚

訪問が続くことが特徴となっている。移住希望先

とつながり・縁が１つでもある人の割合は、市町

村レベルでは20.3％、都道府県レベルでは49.2％

と東京圏以外よりも低くなった。 

以上より、東京圏以外に移住を希望する人のう

ち、将来移住をしたい場所につながり・縁がある

人の割合は、市町村レベルでは約４割、都道府県

レベルでは６割弱、また、地方圏への移住を希望

する人のうち、移住希望先につながり・縁がある

人の割合は、市町村レベルでは約２割、都道府県

レベルでは約半数になっていることが明らかにな

った。 
 

表６ 将来移住したい場所とつながり・縁がある場所との一致 

  

  
将来移住したい場所を挙げた人 

全体（100) 東京圏（18) 東京圏以外（82)  

 

うち地方圏（59) 

同一 

市町村 

同一 

都道府県 

同一 

市町村 

同一 

都道府県 

同一 

市町村 

同一 

都道府県 

同一 

市町村 

同一 

都道府県 

出身地 13.0% 24.0% 16.7% 44.4% 12.2% 19.5% 10.2% 16.9% 

進学のための転居 1.0% 3.0% 5.6% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

親戚訪問 14.0% 22.0% 5.6% 27.8% 15.9% 20.7% 10.2% 13.6% 

転勤 6.0% 12.0% 0.0% 5.6% 7.3% 13.4% 5.1% 11.9% 

出張 2.0% 4.0% 0.0% 5.6% 2.4% 3.7% 0.0% 3.4% 

観光 11.0% 18.0% 0.0% 5.6% 13.4% 20.7% 8.5% 20.3% 

イベント参加 3.0% 4.0% 0.0% 5.6% 3.7% 3.7% 3.4% 1.7% 

特産物購入 3.0% 8.0% 0.0% 0.0% 3.7% 9.8% 3.4% 8.5% 

つながり・縁が１つでもある人 35.0% 60.0% 16.7% 77.8% 39.0% 56.1% 20.3% 49.2% 

（注）（ ）内の数値は、それぞれの地域区分に該当する将来移住したい場所を挙げた人の人数である。 
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（２）地方とのつながり・縁による移住希望者類型化 

次に、ウォード法による階層型クラスター分析

により、東京圏以外と地方圏を将来移住したい場

所として挙げた人を、地域とのつながり・縁7の類

似度が近い人同士のグループに分ける。 

 移住希望先を東京圏以外とした人は４グループ
8に分けられた。各グループの人数、地域とのつな

がり・縁に係る変数の平均値、各グループの特徴

を踏まえてつけたグループ名を図１に示した。 

グループ１は、東京圏以外に「出張で年１回以

上訪れる場所」、「毎年特産物を購入している地域」、

「観光で年１回以上訪れる場所」等、複数のつな

がり・縁を持つグループ、グループ２は、全員の

出身地は東京圏以外で、東京圏以外に「転勤で３

ヶ月以上居住した場所」等がある人が一部含まれ

るグループ、グループ３は、全員東京圏以外に「転

勤で３ヶ月以上居住した場所」があり、東京圏以

外に「観光で年１回以上訪れる場所」がある人が

半数含まれるグループ、グループ４は東京圏以外

に「観光で年１回訪れる場所」がある人が４割含

まれるが、基本的に東京圏以外とのつながり・縁

が少ないグループとなっている。 

各グループに含まれる人の属性は表７のとおり

となった。グループごとに属性に大きな差異があ

ることがわかる。東京圏以外に転勤地があるグル

ープ３はほとんどが男性であり、出身地が東京圏

以外のグループ２は最も女性比率が高い。グルー

プ１とグループ３は55歳以上が半数以上を占め、

年齢層が高いのに対し、グループ２は44歳以下が

半数を超え、年齢層が低い。 

各グループに属する人のうち、移住希望先の市

町村、都道府県につながり・縁がある割合を表７

の下段に示した。出身地が東京圏以外のグループ

２は、同一市町村の割合が最も高い。東京圏以外

に転勤地があるグループ３は、同一都道府県の割

合が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（ ）は各グループに含まれる人数である。表中の値はダミー変数化した変数の各グループの平均値である 

図１ 東京圏以外を将来移住したい場所とする人のつながり・縁による類型化 

表７ 東京圏以外を将来移住したい場所とする人のグループごとの属性と市町村･都道府県の一致 

  グループ１（11） グループ２（23) グループ３（16) グループ４（32) 

男性 0.636 0.609 0.938 0.750 

25-34 0.091 0.304 0.125 0.219 

35-44 0.091 0.217 0.125 0.219 

45-54 0.091 0.261 0.188 0.219 

55-64 0.364 0.174 0.375 0.094 

65- 0.364 0.043 0.188 0.250 

就労 0.818 0.696 0.813 0.844 

既婚 0.636 0.652 0.625 0.500 

同居の子 0.364 0.435 0.250 0.375 

同一市町村 0.273 0.522 0.438 0.313 

同一都道府県 0.545 0.652 0.813 0.375 

（注）（ ）は各グループに含まれる人数である。表中の値はダミー変数化した変数の各グループの平均値である。 

 
7 ４（２）の分析と同様、出身地と重なりが大きいと考えられる

親戚訪問と、表３で地方圏の回答数が少なかった進学のため

の転居とイベント参加は変数から除外している。 

8 将来移住したい場所として東京圏以外を挙げた人も地方圏

を挙げた人も階層型クラスター分析による樹形図の形から４

グループに分けることが適当と判断した。 

グループ1（11）

＜複数のつながり＞

グループ2（23）

＜出身地＞

グループ３(16)

＜転勤＞

グループ4(32)

＜少ないつながり＞

出身(東京圏以外) 0.182 1.000 0.188 0.063

転勤(東京圏以外) 0.364 0.435 1.000 0.000

観光(東京圏以外) 0.636 0.000 0.500 0.500

出張(東京圏以外) 0.909 0.130 0.063 0.000

特産物(東京圏以外) 0.818 0.174 0.000 0.125

0.0

0.5

1.0
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図２に示したように、地方圏を移住希望先とす

る人は、東京圏以外と同じような４グループに類

型化できた。ただ、地方圏の４グループそれぞれ

を、東京圏以外のグループのうち類似するグルー

プと比較すると、地方圏のグループの方がいずれ

もつながり・縁は少なかった。 

グループ１は、地方圏に「観光で年１回以上訪

れる場所」がある人が約９割を占め、観光以外の

つながり・縁が地方圏にある人が一部含まれるグ

ループ、グループ２は、全員の出身地は地方圏で、

地方圏に「転勤で３ヶ月以上居住した場所」等が

ある人が一部含まれるグループ、グループ３は、

全員地方圏に「転勤で３ヶ月以上居住した場所」

がある人のグループ、グループ４は、地方圏との

つながり・縁がない人が大部分であるグループと

なっている。 

各グループに含まれる人の属性は表８のとおり

となった。地方圏に転勤地があるグループ３は全

て男性であり、出身地が地方圏であるグループ２

は最も女性比率が高いという東京圏以外のグルー

プと同様な傾向が認められた。グループ１とグル

ープ４は55歳以上が半数以上を占め、年齢層が高

いのに対し、グループ２は34歳以下が約５割と年

齢層が低い。 

東京圏以外のグループと同様、同一市町村であ

る割合は、出身地が地方圏であるグループ２が最

も高く、同一都道府県の割合は、地方圏に転勤地

があるグループ３が最も高い。
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）（ ）は各グループに含まれる人数である。表中の値はダミー変数化した変数の各グループの平均値である 

図２ 地方圏を将来移住したい場所とする人のつながり・縁による類型化 

表８ 地方圏を将来移住したい場所とする人のグループごとの属性及び市町村･都道府県の一致 

  グループ１（21） グループ２（11） グループ３（7） グループ４（20） 

男性ダミー 0.810 0.727 1.000 0.750 

25-34 0.190 0.455 0.000 0.200 

35-44 0.095 0.273 0.286 0.150 

45-54 0.190 0.000 0.429 0.150 

55-64 0.190 0.182 0.143 0.200 

65- 0.333 0.091 0.143 0.300 

就労 0.810 0.636 0.857 0.800 

既婚 0.619 0.636 0.571 0.550 

同居の子 0.333 0.455 0.429 0.400 

同一市町村 0.143 0.545 0.429 0.000 

同一都道府県 0.571 0.636 0.714 0.250 

（注）（ ）は各グループに含まれる人数である。表中の値はダミー変数化した変数の各グループの平均値である。 

 

地方とのつながり・縁によって類型化したグル

ープごとに、将来の移住の希望の実現に向けた方

策を考察する。移住希望先につながり・縁がある

移住希望者と移住希望先につながり・縁を持たな

い移住希望者に係る方策に大別して考える。 

第一に、移住希望先につながり・縁がある移住

希望者に係る方策を述べる。まず、東京圏以外と

地方圏のグループ１のうち、移住希望先につなが

り・縁がある人についてであるが、これらの人は、

年齢層が高く、複数のつながりを通じて、将来の

グループ１(21)

＜複数のつながり＞

グループ２(11)

＜出身地＞

グループ３(7)

＜転勤＞

グループ４(20)

＜少ないつながり＞

出身(地方圏) 0.048 1.000 0.000 0.050

転勤(地方圏) 0.095 0.364 1.000 0.000

観光(地方圏) 0.905 0.182 0.000 0.000

出張(地方圏) 0.238 0.000 0.000 0.000

特産物(地方圏) 0.190 0.000 0.000 0.150

0.0

0.5

1.0
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移住に関する情報を時間をかけて積極的に収集し

ていることがうかがわれる。ただ、ほとんどの人

は、移住希望先に住んだ経験を持たないので、移

住後、期待していた生活と異なるといった事態が

生じないよう、観光や出張等で訪れるだけではわ

からない、居住するために必要な様々な地域の情

報を入手していくことが移住実現にとって重要と

なろう。 

東京圏以外と地方圏のグループ２の半数以上は

出身地にＵターンしたいという希望を持ち、約１

割は出身地のある都道府県に移住したいという希

望を持っている。これらの人は、年齢層はいずれ

も若く9、女性も少なくない。就労先や子育て環境

等、条件さえ合えば移住したいという人も多いと

考えられるので、移住希望先との間で様々な地域

の情報を絶えず得られるような関係を構築・維持

することが必要となろう。移住先の自治体等にと

っては、出身者へのきめ細かな情報提供が移住促

進につながる。 

東京圏以外と地方圏のグループ３は、７割以上

が転勤したことのある都道府県に移住したいと考

えている。これらの人にとっては、移住希望先と

の間に地域情報を得られるような関係を構築し、

維持することに加え、転勤先の都道府県には勤務

先の拠点があると考えられることから、勤務先の

支援を得て、移住することも有効な方策となり得

る。勤務先の支援の中身としては、再度の転勤、

転職支援、起業支援等が考えられる10。特に東京圏

以外のグループ３は、55-64歳という通常の定年年

齢が含まれる年齢層の人も多く、企業にとっては、

地方移住の支援が高齢者雇用確保措置にもなる可

能性がある。 

第二に、移住希望先とのつながり・縁がない移

住希望者に係る方策を述べる。表６のとおり、都

道府県レベルでみると、東京圏以外を将来移住し

たい場所として挙げる人の約４割が移住先につな

がり・縁を持っていない。グループとしては、東

京圏以外と地方圏のグループ４が中心となる。こ

うした移住先とのつながり・縁をまだ持っていな

い人については、移住先に将来住むことの実現に

向けて現実的な道筋をつけるために、まずは、人

的ネットワークを始め、移住先とのつながりを築

き、様々な実践的な準備を段階を踏んで進めてい

くことが必要となろう。 

 

６．今後の課題 

 

本稿では、移住希望者が有する地方とのつなが

り・縁に焦点を当てて考察した。新型コロナウイ

ルス感染拡大の現下において、場所を問わない働

き方の普及等に伴い、地方移住への関心は高まっ

ている。地方移住をめぐる状況もめまぐるしく変

化している。今後、新たな傾向を踏まえた、綿密

な実態把握と分析、きめ細かい政策提言が必要と

なるだろう。 
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10 塚崎（2018）は、都市企業勤務者を対象とした調査に基づ
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少子化対策に求められる新アプローチ 

大沼 みずほ 

大正大学 地域構想研究所 准教授 

 

（要旨）少子化社会対策大綱が昨年５年ぶりに改定された。出生数は年々減少し、コロ

ナ禍であることも影響し、今年の出生数は、85万人を切ることも予測されている。過去

５年の間、政府は待機児童解消キャンペーンや保育士の処遇改善などの政策を次々と発

し、幼児教育の無償化や高等教育の奨学金制度等の充実を後押しし、子育てにおける教

育費の減額を実現してきた。しかし、これらは長年の子育て世帯への「経済的支援」と

仕事と子育ての「両立支援」の二本柱の強化であり、急速な少子化に歯止めをかけるた

めには、少子化対策について、日本の社会、文化、伝統をも包括して議論していく必要

がある。新大綱でも示された予期せぬ妊娠への更なる支援の強化や地方における女性が

活躍できる開かれた地域づくりといった新たなアプローチが求められている。 

 

キーワード：少子化社会対策大綱、予期せぬ妊娠への支援、女性が活躍できる地域づくり 

 

 

１．はじめに 

 

（１）少子化の現状 

2019年の出生数は、90万人を割り、86万台に突

入した。合計特殊出生率は、1.36まで下がってい

る。現在の傾向が続けば、日本は45年後、すなわ

ち今の20歳が65歳になる頃には、人口がおよそ

8800万人まで減少すると予想されている。昨年か

ら続くコロナ禍によって、今年の出生数は85万人

を切ることが予想される。人口減少は国防、社会

保障など国の根幹制度を揺るがす。そして、急激

な人口減少によって、消滅していく地域が次々と

出現することになる。  

日本が戦後、極めて短時間で世界第二の経済大

国になれたのは、急激な経済成長を支える人口ボ

ーナスが大きな要因の一つでもあった。1人口は国

家を構成する重要な要素である。しかし、一端、

人口減少のサイクルに入った国はなかなかそこか

ら脱することはできず、人口減少のデフレ状態に

 
1 注：人口ボーナスとは、総人口に占める働く人の割合が上

昇し、経済成長が促進されることを示す。日本では、2005年

以降、人口ボーナス期が終了し、少子高齢化社会に突入した。 

なっていく。人口減少をいかに緩やかにし、過疎

で苦しむ地域やすでに財政を圧迫している社会保

障制度を支えていくのか。少子化は止まってはく

れない。その現状は想像以上に猛スピードで進ん

でいる。 

 

（２）少子化対策の経緯 

1990年の出生率、1.57という数値を受け、日本

の少子高齢化が国家的な課題として認識されて、

早20年が過ぎた。もちろん、20年の間、政府が何

もしてこなかったわけではない。しかし、少子化

問題が政治的なイシューとして大きく社会で取り

上げられたのは、2009年の民主党政権が「こども

手当25000円」を掲げて、政権交代した時であろう。

2010年には、「子ども・子育て新システム検討会

議」が発足し、新たな子育て支援の制度について

検討を進め、2012年３月には、「子ども・子育て

新システムに関する基本制度」が決定された。こ

れに基づき、政府は、社会保障・税一体改革関連
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法案として、子ども・子育て支援法等の３法案を

国会に提出。社会保障・税一体改革においては、

消費税の充当先が、従来の高齢者向けの３経費で

ある基礎年金、老人医療、介護から、少子化対策

を含む社会保障４経費（年金、医療、介護、少子

化対策）に拡大されることとなった。ここにおい

て、少子化対策が初めて「予算」を大きく伴う国

家的課題として、表舞台にようやく立つことが許

されるようになった。 

 

（２）安倍政権下での少子化対策 

その後、自民党に政権が移った2013年時点でも

人口減少は止まらず、子ども手当は所得制限を設

けつつ、一万円減額されたものの継続された。し

かし、政権復帰当初、人口減少の穴埋めをどう埋

めていくかという議論は、「女性」と「高齢者」

を労働市場にもっと送り込むという解決方法が、

喫緊の解決方法として掲げられ、待機児童解消キ

ャンペーンが大々的に打たれることになった。

2014年に、消費税引上げ（5％→8％）の財源を活

用し、待機児童が多い市町村等において「保育緊

急確保事業」が行われ、企業主導型の保育所の整

備なども進み、現在も政府上げて、自治体ととも

に取り組んでいる。取組みの強化により、今年は

待機児童が一番多かった東京都においても、４年

前のおよそ8400人に対し、約2300人と大幅に減少

している。2 

また、少子化の最大原因とされる未婚化に対し、

自治体と連携して取り組みを進めていくことが認

識され、国としていわゆる婚活事業に予算が付い

たのは2013年のことであった。こうして自民党政

権下においても、少子化対策の重要性は、幅広く

認知され、７年間の安倍政権の下、待機児童問題

の解消、幼児教育の無償化、男女の働き方改革に

よる男性の育児への参加など、矢継ぎ早に政策が

打たれた。 

 

（３）本稿の目的 

日本の少子化対策は、これまでは各国同様、子

ども手当、幼児教育の無償化などの経済的支援と

 
2 「出生率向上 負担軽減カギ」『日経新聞』2020年7月10日 

保育所の整備や育児休業制度の拡充など仕事と子

育ての両立支援の二本柱で政策が進められてきた。

しかしながら、少子化対策は、伝統や文化、社会

情勢など様々な要因が複雑に絡み合う複合的課題

である。政府の少子化対策に新たなアプローチと

してどのようなことが必要なのか。これまで論じ

られてこなかった分野での議論を喚起させていく

必要がある。そうした意味で、本稿は少子化対策

に求められる新たなアプローチを提示するもので

ある。 

 

２．少子化社会対策大綱 

 

５年毎に見直しが行われる少子化社会対策大

綱は、2020年５月末に改定された。ここでは、2015

年の大綱と今回の大綱を比較した上で、今後の政

府の少子化対策の方向性を俯瞰し、前提となる課

題の整理をしていきたい。 

 

（１）2015年少子化社会対策大綱 

2015年の大綱に沿った施策は、まず①子ども・

子育て支援新制度の円滑な実施を最初に掲げてい

る。そのため、待機児童の解消などの「量的拡充」

ならびに職員の配置や処遇改善などの「質的向上」

が柱となっている。これは、2014年の第187回国会

で安倍晋三首相（当時）が、所信表明演説の中で、

「女性が輝く社会」の構築をテーマとして取り上

げ、同国会において、女性活躍推進法案を提出し

たことからも、2015年は、女性活躍推進を更に進

め、子育てと仕事の両立支援のために待機児童の

解消が政策テーマとして最重要課題だったことに

裏付けされている。 

次に、②若い年齢での結婚・出産の希望が実現

できる環境の整備が謳われ、現在の日本にとって、

若い世代の経済的基盤の安定が喫緊の課題との認

識が打ち出された。これは、少子化社会対策大綱

が最初に出された2004年から継続して打ち出され

ている政策である。すなわち、非正規雇用問題な

ど、戦後の高度経済成長期には、顕在化しにくか

った課題である。高度経済成長期には、年々給与
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が上がり続けていた時代であったが、現代社会に

おいては、雇用形態の多様化により、給与が右肩

上がりにはならず、社会保険料などの負担も年々

大きくなってきている。若者の経済的基盤は、結

婚の前提条件ともなっており、２番目の政策課題

として提起されている。 

次に、③多子世帯への一層の配慮が示され、特

に第３子以降の保育料無料化や保育所などの優先

利用などが政策項目として挙げられた。過疎地域

になればなるほど、自治体の方が先行してこうし

た政策をすでに実行しており、国としても後追い

する形で多子世帯への一層の配慮という政策が初

めて打ち出されることになった。 

そして④男女の働き方改革の促進として、長時

間労働の是正や男性の育児休業の取得促進、男性

の家事・育児の促進が示されるとともに、女性が

仕事と子育てを両立できるよう時短勤務や看護休

暇などの制度の定着支援や育児休業中の経済的支

援が謳われた。 

最後に⑤として地方創生の取り組みと連携した

取り組みについて言及がなされている。 

 

（２）2020年少子化社会対策大綱 

2020年に改定された大綱では、まず①結婚・子

育て世代が将来にわたる展望を描ける環境をつく

ることが挙げられ、若者の雇用の安定、男女の働

き方改革などが盛り込まれた。 

前回の大綱では、消費増税の実現とそれに伴う

待機児童の解消が最大の課題であったが、政府の

目標に従って、確実に解消されてきているため、

今回の少子化大綱では、少子化の最大原因は、「未

婚化・晩婚化」であるという認識の下、結婚した

くても、経済的理由でためらう若者を支援するこ

とが重要課題として最初に列挙されている。 

非正規雇用率と婚姻率においては、反比例の関

係がみられ、非正規雇用率の有配偶率は正社員の

半分以下となっている3ことからも、若者の就労支

 
3 平成29年度版少子化社会対策白書、第一部少子化対策の

現状、第一章少子化を巡る現状、3結婚を巡る意識等 
4 現代日本の結婚と出産―第15回出生動向基本調査（独身

者調査ならびに夫婦調査）報告書―、国立社会保障・人口問

題研究所2017年3月31日、第１章結婚という選択、p13-14、 

援や非正規雇用対策の推進、高齢世代から若者世

代への経済支援の促進や住宅供給、結婚に対する

取り組み支援は最重要政策であろう。また、「ワン

オペ育児」という言葉が初めて盛り込まれ、女性

に偏っている家事・育児に対し、男性の家事・育

児への参画促進が謳われた。 

ａ）結婚できない若者 

今回の大綱では、少子化の原因を「未婚化、晩

婚化、有配偶者出生率の低下」として、全面に打

ち出している。これまで、結婚は個人の自由の問

題として認識されてきた。しかし、問題は多くの

未婚者が、結婚を望んでいるにもかかわらず、結

婚できないということにある。 

いずれは結婚しようと考える未婚者の割合は、

依然として高い水準にあり、18～34歳の男性では

85.7％、同女性では89.3％である。4見合い結婚が

主流だった頃から恋愛結婚が主流になってくると、

結婚するためには、「恋愛」をしなければならない

という前提条件が発生する。そのための出会いの

場がないと応えている未婚者は、全体の36.1％に

上る。5 

こうした現状を見れば、政府として、地域や企

業、NPO などの協力を得て、出会いの場をさらに

増やせるような取り組みを促進していくことが重

要だろう。 

ｂ）多様化する子育て家庭への支援 

次に、②多様化する子育て家庭のニーズに応え、

在宅の子育て家庭、ひとり親家庭、低所得の子育

て家庭、障害児や医療的ケア児を育てる家庭、多

子世帯、多胎児を育てる家庭、再婚家庭などに配

慮するとし、とりわけ、第３子以降を持ちたいと

の希望に関しては、経済的負担の重さが希望の実

現の大きな阻害要因となっていることから、多子

世帯に配慮し様々な面での負担の軽減策を推進す

るとした。 

多子世帯への拡充、重点化は、５年前の大綱で

はじめて掲載された。戦中の「産めよ、増やせよ、

5 令和元年度版少子化社会対策白書、第一部少子化対策の

現状、第一章少子化をめぐる現状、p5 
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国のため」スローガンに対し、戦後長らく、結婚

や子供を産む、産まないは個人の選択肢であり、

国が政策として介入すべきではないという風潮が

あった。 

今回の大綱においても、「もとより、結婚、妊 

娠・出産、子育ては個人の自由な意思決定に基づ

くものであり、個々人の決定に特定の価値観を押

し付けたり、プレッシャーを与えたりすることが

あってはならないことに十分留意する」との一文

が入っているように、政府としても個人の価値観

を大切にしていることが分かる。一方で、少子化

が急激に進む中で、現状としてすでに地方自治体

が行ってきた多子世帯への支援策というものが国

民の中で定着してきたことにより、国としても積

極的に多子世帯支援を打ち出せるようになったと

言える。 

日本ではフランスの少子化対策が手本となる

事例が多くあるが、フランスでは第二次世界大戦

後、人口こそが国を強くするという理念の下、人

口増加策を取っている。戦後、人口抑制策を取っ

た日本とは、スタートの時点で考え方が異なって

いる。また、大家族を支援する政策に加え、家族

のあり方についてフランスは日本以上に柔軟であ

る。こうした２つの理念に支えられた結果、フラ

ンスにおける少子化対策は概ね成功しているので

あり、日本も多子世帯への支援とともに、家族の

あり方にも、柔軟な考えを持ち、議論していくこ

とが肝要であろう。 

さらに、在宅子育て家庭に対する支援が今回初

めて掲載されたことも注目に値する。これまで専

業主婦世帯への支援というものは、少子化対策に

は盛り込まれてこなかった。しかし、今回の大綱

ではすべての子育て世帯への支援を明確にしてい

る。税制を検討するに当たっても、「子育てやこれ

から家族を形成しようとする若い世代に重点的に

配慮する」との一文が入った。例えば、配偶者特

別控除については、これまで働く配偶者対専業主

婦の対立構造で議論されがちであった。今後は、

単身世帯と子育て世帯をも包括した幅広い視点で

 
6 福田宣孝：子育て支援政策の国際比較―日本･ドイツ･フラ

ンスを中心にして、「教育と医学」2018.3，p26-33 

の議論が進むことが期待される。日本は、フラン

スやドイツと比べても、子供のいる世帯と単身世

帯との純所得額の差額が相当程度少ないことが先

行研究でも指摘されている。6諸外国の事例も踏ま

え、少子化対策に資する税制へと改革が進むこと

を期待する。 

ｃ）少子化対策と地方創生 

次に③地域の実情に応じたきめ細かな取り組

みとして、国が地方自治体の取り組みを支援する

としている。５年前には、最後の項目だった地域

との連携が３番目に挙げられており、少子化対策

と地方創生の一体的な取り組みへの支援が謳われ

ている。 

東京都の児童数はこの10年間増加傾向をたど

ってきた。一方、地方は、若者の人口流出と少子

化により、人口の自然減に拍車がかかってきてお

り、地域の伝統や文化はじめ地域を存続させるこ

とができない集落も生まれてきている。総務省が

今年８月５日に発表した住民基本台帳にもとづく

今年１月１日時点の人口動態調査によると、 日本

人の人口は、特に東北で減少率がはげしく、秋田

県が-1.52％、青森県が-1.36％、山形県が-1.27％、

岩手県が-1.25％と全国最下位が東北６県のうち、

４県を占めている。7少子化対策は地方がより一層

危機感を持って取り組んでいる課題であり、国と

して地方へのさらなる後押し、連携が必要である。 

ｄ）公共交通機関での子育て支援 

次に④結婚、妊娠・出産、子供・子育てに温か

い社会をつくるとし、公共交通機関での子供連れ

家族への配慮などが謳われている。これは2018年

の少子化克服戦略会議で出された提案を基に、松

山政司少子化担当大臣（当時）が国交省に提案し

国交省では概ね３年以内に全てのサービスエリア

と道の駅でのベビーコーナーの設置等を約束した

ことから始まった。その後戦略会議から派生した

「子育て応援コンソーシアム」において民間の企

業との話し合いで、電車でのベビーカースペース

の設置、陣痛タクシーの全国展開などが提案され、

実施されている。 

7 総務省、住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯調

査、令和2年8月5日  
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ｅ）ICT や AI の活用 

最後に⑤結婚支援・子育て分野における ICTや

AI 等の科学技術の成果の活用促進が初めて重点

課題の中の一項目として取り上げられた。これも

初めて掲載された項目だ。現在、政府が進めてい

るデジタル化により、結婚相手を選ぶ際の人工知

能のさらなる活用や保育所の ICT化による保護者、

保育士の負担減少へ期待が高まっている。 

ｆ）予期せぬ妊娠に対する支援 

今回の大綱では、高等学校等の生徒が妊娠した

場合には、 母体の保護を最優先としつつ、 教育

上、必要な配慮を行うべきものであることについ

て、周知徹底を図る。予期せぬ妊娠等に悩む若年

妊婦等が必要な支援を受けられるよう、NPO など

とも連携しながら、取組を進めるといった項目が

入ったことも注目に値する。年間16万件の人工妊

娠中絶が行われ、そのうち５万件は25歳未満であ

る。望まない妊娠を防止するとともに、出産を望

むカップルに対する支援を国としてもしっかり行

っていくべきである。 

ｇ）不妊治療の保険適用 

不妊治療に関しては、「適応症と効果が明らか

な治療には広く医療保険の適用を検討するために、

2020年度に調査研究等を通じて不妊治療に関する

実態把握を行うとともに、効果的な治療対する医

療保険の適用のあり方を含め、不妊治療の経済的

負担の軽減を図る方策などについての検討のため

の調査研究を行うこと」が明記された。これだけ

具体的な施策が盛り込まれたことは、５年前の大

綱からの大きな進展であった。 

年間45万件に迫る不妊治療の現状の中で、16人

に１人、５万7000人が体外受精児である。菅首相

が総裁選の時に掲げていた政策の柱の一つが、「不

妊治療の保険適用」であった。首相就任後、すぐ

にこの課題に対処し、2021年１月の施政方針演説

で、菅首相が「不妊治療の保険適用を来年４月か

らスタートし、男性も対象にします。それまでの

間は、現行の助成制度の所得制限を撤廃するとと

もに、２回目以降の助成額を倍額にし、」と述べ、

 
8 内閣府、選択する未来2.0中間報告 参考資料 2020年7月

1日、p8 

実現化に向け大きく前進したのも大綱に具体的な

施策が盛り込まれていたことが土台となっていた

からだろう。 

これまでの大綱は、結婚後の仕事と子育ての両

立支援であったり、児童手当や幼児教育の無償化

といった経済的支援が大きな柱であったが、今回、

「未婚化・晩婚化」を少子化の大きな原因として

全面に打ち出し、結婚し、子どもを持とうとする

人々への支援の強化や在宅子育て家庭や多胎妊婦

や予期せぬ妊娠への支援といったこれまでになく、

きめ細かな支援を盛り込んだことは、少子化対策

の多層性を広げ、今後さらに、多くの分野で少子

化対策が論じられる芽吹きを感じるものであった。 

 

３．各国との比較 

 

（１）家族関連支出 

OECDの家族関連支出について、日本は2015年時

点において、対 GDP比1.3％とスウェーデン3.5％、

フランス2.9％、ドイツ2.2％と比べて差があった

が、この５年間で幼児教育の無償化や保育所の整

備が進み現在の割合は、1.9％となっている8。そ

れでも、2％には達していない。経済的支援につい

ては、いわゆる児童手当に相当するものは、日本

よりもフランス、ドイツといった国の方が多い。

現在の支給額の増額や支給期間を延ばすことは、

経済的理由により子どもを持たない、第二子を持

たないカップルに対して、ある程度有効な手立て

となりうる。 

 

（２）育児休業制度 

産前産後休暇並びに育児休業制度について、日

本は各国に比べて遜色ないものの、取得条件とし

て雇用保険の被保険期間が一定期間以上とされて

いるのは、日本と韓国のみであり、転職が当たり

前となってきている昨今、取得条件の緩和も必要

となってきている。2020年12月14日の厚生労働省

の審議会において、働いて一年未満の非正規雇用

の働き手でも育休を取れるようにする制度改正が
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決まったことは、一歩前進である。また、給付金

についても日本は就労期間が短ければ給付されな

いが、スウェーデンなどでは、失業者や学生など

に対して、 390日間、月およそ８万円が給付され

る｡9 この点もセットで議論されるべきであろう。 

 

（３）男性の育児休業取得率や育児家事時間 

日本では、各国の事例を参考に法律の改正が重

ねられ、制度としては産前産後休暇、育児休業、

看護休業などが整備され、時間毎の取得や時短勤

務導入なども年々進んできている。 

一方で、男性の育児休業取得率は各国と比べ低

く、2018年で6.16％と目標の13％の５割にも満た

ない｡10また男性の家事育児参加時間も2018年で

83分と北欧諸国や米国、ドイツのおよそ３時間と

比べると低く、家事については、共働き世帯の８

割の夫が行っておらず、育児についてもおよそ７

割の夫が行っていない11。 

これらを単なる文化の違いとしてかたづけるの

ではなく、抜本的な改革が行われるようなインセ

ンティブを効果的に付けていくことが重要である。

この度の大綱改正の中でも、「有価証券報告書など

の企業公表文書などへの育児休業取得率の記載」

や「男性の育児休業取得など次世代育成支援に積

極的な事業主に対するインセンティブについて検

討」という文言が入ったことは注目に値する。 

しかしながら根本的な問題として、男性の家 

事・育児時間を確保できる働き方改革やテレワー

ク、時短勤務の推進など、長時間労働の是正の取

組みをさらに断行していく必要がある。 

男性の休日の家事・育児時間が長いほど第二子

誕生率が高いことは明らかになっており12、共働

き家庭が今後も増加することが予想される中で、

いかに男女ともに働きながら子育てできる環境を

整えていくかについて、さらに深い議論が必要で

あろう。男性の産後休暇制度の導入が早ければ今

年の通常国会で議論されるとの報道は朗報であ 

 
9 諸外国における育児休養制度等仕事と育児の両立支援に

かかる諸政策、JILPT、No197, 2018年3月 
10 仕事と生活の調和レポート2019、2020年3月仕事と生活の

調和連携推進･評価部会、p107 
11 男女共同参画白書令和元年版、第２章就業分野における

男女共同参画、p107-108 

る｡13 

スウェーデンのように、家事代行サービスなど

に対する税額控除を導入することで、家事・育児

で負担感を感じている子育て世帯の負担を軽減す

るなどの取組みも参考にすべきだろう。昨年末の

税制改正で、ベビーシッター代の非課税化が盛り

込まれたことはその第一歩として歓迎される。 

 

４．少子化対策に求められる新たな視点 

 

今回の大綱では、新たに在宅子育て家庭に対す

る支援が初めて掲載された。子どもを持つ、もし

くは、子どもを持とうとするすべての人たちへの

支援という視点は、今後さらにもっと広く持たな

ければならない視点である。 

 それは、家族のあり方という議論も喚起させる。

日本においても、戦後長いことモデルとされてき

た「父母こども二人」という家庭のあり方は、急

速に変わってきている。３組に１組が離婚をし、

シングルマザーやシングルファーザー、未婚のま

まシングルマザーになる人は増加傾向にあり、

LGBT の人たちも伝統的な家族の枠組みに入りた

いと法律婚を望み、子どもを持ちたいと希望する

人たちもいる。 

フランスでは事実婚も法的に守られ、結婚せず

して子供を持つカップルも多くいる。日本におけ

る家族のあり方も、多様化しつつあり少子化対策

は、家族のあり方をも包括して考えていく必要が

ある。少子化対策と家族という切り口は切っても

切り離せない関係にある。社会が変わっていく中

で、制度や法律が追認するというのはよくある話

だ。しかし、制度や法律が新たにできることで、

家族のあり方もより柔軟で多様化される。 

さらに、フランスでは中絶禁止法があるが、日

本には、宗教上の制約もないため、中絶を禁止す

る法律は存在しない。年間、公表されているだけ

で16万件の人工妊娠中絶が行われている。その理

12 令和元年版少子化社会対策白書、第一章少子化をめぐる

現状、p30 
13 「夫の産休創設へ、育休より給付金手厚く」『読売新聞』

2020年7月26日 
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由は様々であるが、産みたいと願いながら、中絶

せざるを得ない状況があるのであれば、それは少

子化対策の中でも議論すべき事項であろう。 

また、地方では希望出生率1.8を掲げ、様々な施

策を打っているが、地方の最大の問題は、若者の

人口流出であり、出生率が一番低い東京に若者が

吸い込まれている現状にある。その背景は学業、

就職など様々だが、近年、女性が活躍しにくい地

域という課題が浮かび上がってきている。 

家族のあり方は大きなテーマであるが、今回は、

予期せぬ妊娠への支援強化、少子化対策と東京一

極集中是正、地方の少子化対策の３点を深掘りす

べき新たなアプローチとして取り上げる。 

 

（１）予期せぬ妊娠への全面的支援 

前章でも述べた通り、 昨年の大綱で、 初めて

「予期せぬ妊娠への支援」が少子化対策の中に盛

り込まれた。予期せぬ妊娠が人工妊娠中絶に結び

ついている現実を踏まえ、少子化対策の中でもこ

の問題を提起すべきであるという意味において、

人工妊娠中絶と少子化問題を関連させて議論する

タブーを破り、画期的であった。 

今回の大綱での支援は、若年層に対する支援に

ついて述べられているが、日本においては、毎年

16万件以上の人工妊娠中絶が行われ、そのうち20

歳から44歳までの年齢幅において14万件が占めら

れ、25歳以上の人工妊娠中絶が10万件を超えてい

ることに鑑みれば、予期せぬ妊娠は若年層に限っ

た話ではない。 

政府が、産みたいのに産むことのできない女性

に寄り添った政策を実行してきたかどうかを振り

返れば、個人の問題として放置されてきた分野で

あると言えよう。若年層の問題として捉えるので

はなく、人工妊娠中絶そのものを政策課題として

捉え、すべての予期せぬ妊娠への支援を包括的に

議論していくべきである。 

政府は毎年、衛生行政報告例の概況の中で、人

工妊娠中絶の件数並びに実施率などを公表してい

る。件数はここ数年微減だが、根本的な解決施策

 
14 「人工妊娠中絶、産めない理由は経済的理由が最多」『ヘ

ルスケアニュース』、2016年11月11日 

は立案されていない。大綱を受け昨年から若年妊

婦等支援事業が始まったが、あくまで若年妊婦に

範囲が限られていることから、まずは現状を調査

した上で、産み育てたいと望みながら、人工妊娠

中絶を悩む女性達に対する方策を練っていくべき

である。 

各都道府県の女性人口あたりの中絶件数は必

ずしも都市部が突出しているわけではなく、全国

的に同様の傾向が見られる。つまり女性10万人に

対し、200件から400件程度になっており、地域に

よって大きな差はない。それぞれの自治体でのボ

トムアップ方式での支援のあり方を国に挙げる形

で、現場に寄り添いながら、対応策を講じていく

ことが大切であろう。 

母体保護法には第14条一項で、「妊娠の継続又

は分娩が身体的又は経済的理由により母体の健康

を著しく害するおそれのあるもの」との規定があ

る。人工妊娠中絶の最大の理由は経済的理由であ

ることはアンケート調査からも明らかになってい

る14ことからも、第二子、第三子に対する経済的

支援の拡充が重要となってこよう。第三子には出

産祝い金100万円といった現金給付や学費負担ゼ

ロなどの思い切った政策が必要になってくる。 

保守論客は、早い段階からの性教育に性の乱れ

を懸念し学校での性教育に反対し、女性の権利を

主張する左派団体は、人工妊娠中絶は、女性の権

利と主張し、母体保護法の「経済的理由」削除反

対運動を主導してきた。しかし政策として一番大

事なことは、望まない妊娠をいかに減らし、産み

たいと望む女性にいかに寄り添いサポートするか

という政策である。それが欠落しているのではな

いかという思いがある。 

表に出てくる数字だけでも、年間16万件の人工

妊娠中絶が行われている。望まない妊娠を防ぐと

ともに、産みたいと望む女性達に対する政策を充

実させることを議論することは、少子化対策とい

う枠組みの中では始まったばかりである。若年層

のみならず、すべての年代の女性に寄り添い、さ

らに深く掘り下げた議論をしていくことが大切 
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である。 

 

（２）少子化対策と東京一極集中是正 

ａ）東京の児童数は増加傾向 

東京の合計特殊出生率は、全国で一番低い1.15

にもかかわらず、児童数はここ５年間増加傾向に

あり出生数は年10万人を超えている15。       

合計特殊出生率は、一人の女性が出産可能とさ

れる15歳から49歳までに産む子供の数の平均を示

すため、若年女性の数が多ければ、その数字も下

がってくる。出生率が低いということは若い女性

の数が多いということの裏返しでもある。若い女

性が東京へ流入すると出生率は低下する。昨年だ

けで、全国の39道府県で９万２千人の女性が減っ

ており、９割が埼玉、千葉、神奈川の三県を含む

首都圏への転出超過で、20代が８割を占める。東

京の女性は４万７千人の純増で、転入超過数は男

性の1.34倍となっている。16 

ｂ)若年女性の転入超過数と出生数の関係 

2010年から15年の出生数増加率は、東京都が１

位で、プラス4.7％、２位以下はすべてマイナスと

なっているが、その減少幅が小さいという意味で、

２位が沖縄県、３位が福岡県、４位が鳥取県、５

位が島根県、６位が熊本県、７位が徳島県、８位

が石川県、９位が滋賀県、10位が埼玉県、11位が

宮城県となっている｡17 

これを15歳～49歳の女性の転入超過数との関係

で見てみると、超過数の１位は、東京都。２位、

３位、４位と埼玉県、千葉県、神奈川県と首都圏

が上位を占め、福岡県、大阪府、愛知県など大都

市圏が続くものの、石川県が９位、滋賀県は、10

位、宮城県は11位、沖縄県は12位、香川県が13位､

鳥取県が14位、島根県が15位となっており、若年

女性の転入超過数と出生数の関係には相関関係が

あることが分かる。 

つまり、合計特殊出生率が全国一の沖縄県は15

歳～49歳の女性の転入超過数が25人減と都市部を

除く地方で最も少ないことからも明らかなように、

 
15 東京都子供・子育て支援総合計画（第二期）令和2年3月30

日、ｐ27 
16 「出生率が映さぬ少子化」『日経新聞』2020年7月27日 

女性が県から出ていく数が少ない地域ほど、出生

数の増加率が高くなっている。 

少子化対策は、出生率に目を奪われてばかりい

ては進まない。東京への若年層の流入こそ、合計

特殊出生率を下げている一因である。ゆえに合計

特殊出生率は低いが、東京での出生数は増加して

いるという一見、矛盾していると思われる状況を

生み出している。 

東京一極集中を是正していくことはイコール少

子化対策にも寄与することになる。なぜなら、東

京都の未婚率が全国よりも高く、結婚や初産年齢

も全国平均より高いことが少子化の一因にもなっ

ているからである。18 

 

（３）地方の少子化対策 

ａ)出生率と出生数 

全国の少子化対策は、出生率ではなく、出生数

に注目すべきではないだろうか。安倍前政権は、

新三本の矢を発表する際、「希望出生率1.8」とい

う数字を掲げ、2015年の６月には当時の石破茂地

方創生担当大臣が、「地方創生における少子化対策

の強化について」という文章を発表し、「地域によ

って出生率をめぐる社会経済状況は大きく異なっ

ている。『地域・働き方アプローチ』は、個々の地

域において、その特性や課題に即して、きめ細や

かな少子化対策を推進するものである。」とし、地

方創生と少子化対策を連携させ、地域からのボト

ムアップによって、少子化対策を動かそうとした

ものの、この５年間での様々な取り組みは、自然

減と出生数の低下の大きな波に飲まれ、東京への

転出超過もその傾向に変わりはない。一極集中是

正のために、地域おこし協力隊の増員、移住者や

地方での起業支援といった政策が打たれたが、こ

うした政策は一定の効果を得ているものの、大き

な流れを変えるまでには至っていない。 

国が希望出生率1.8を掲げたことで、地方自治体

も横並びに同じように「希望出生率1.8」を掲げた

が、地方が行うべきは「出生数〇〇〇〇人」を目

17 まち・ひと・しごと創生本部、地域少子化・働き方指標（第三

版）平成29年5月12日、p126-p127 
18 東京都子供・子育て支援総合計画（第二期）令和2年3月30

日、ｐ30－ｐ32 
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標に掲げることだろう。そのために何をすべきか

を考えなければならない。例えば平成30年におい

て、山形県では希望出生率は0.03ポイント上昇し

ているものの、出生数は、7,259人から減少して、

6,973人となっている｡19出生率は上がっても、出

生数は減少しているのである。 

ｂ）女性が活躍できる地域づくり 

出生数の減少は、ほかならぬ若者の都市部への

流出が大きな要因である。政治、経済、社会とす

べての中心が東京に集まり、人口のおよそ２割が

東京に集中しているいびつさを政府はもっと認識

しなければならない。首都移転の話は出ては消え、

現在に至る。また、地方交付税の在り方を含め、

地方に自由に使えるお金が制限されていることも

大きな課題である。大学などの教育機関が都市部

に集中していることも一因だろう。 

2020年７月に公表された「第五次男女共同参画

基本計画策定に当たっての基本的な考え方（素

案）」において、女性が都市部へと流出する背景と

して女性にとって働きにくい環境であるために東

京に移動している可能性が指摘され、地方におい

て、女性が能力を発揮して働ける環境の整備や女

性の活躍に向けた意識改革を積極的に進めること

が重要とされた。これまで、政府であまり議論さ

れてこなかった視点である。 

実際、地域おこし協力隊は、始まった当初は89

名だったが今は、5500名とおよそ60倍にもなって

おり、任期終了後の定着率も６割となっているが、

女性の定着率は、38％にとどまっている。自らが

活躍できる場所を都市部に見いだそうとしている

女性達が、自ら活躍できる環境を都市部に求めて

出てきているのであれば、地方が考えるべきは、

女性が活躍できる開かれた社会の構築であろう。

女性が生きがいを持って働き、チャレンジしやす

い環境の整備は喫緊の課題である。 

 

５．結び 

 

2020年は５年に一度の少子化社会対策大綱の見 

 
19 本県の平成30年出生に関する統計について 知事コメント 

| 山形県 (pref.yamagata.jp) 

直しの時期であり、これを受けて、政府の少子 

化対策は、今後５年間これまで以上に充実したも

のになっていくだろう。 

大綱には、「未婚者・晩婚者対策こそが少子化対

策」といった概念が大きく打ち出され、若者の雇

用や出会いの場といった政策の重要性が反映され

た。さらに、菅首相が公約にも掲げた「不妊治療

の保険適用」に向け、今年度より調査を行うこと

が少子化社会対策大綱にすでに明記されていたこ

とは、この公約を後押しするに十分な内容であり、

公約実現は、関係者にとっても悲願であった。多

胎妊婦への支援や在宅での子育てに対する支援な

ど、幅広く子育て世帯に目配りされ、若年での妊

娠へのケアも初めて盛り込まれたことは注目に値

した。 

その上で、少子化対策に新たな求められるアプ

ローチとして、人工妊娠中絶16万件という数字に

向き合い、予期せぬ妊娠に対し若年層だけにとど

まらず、妊娠を望むすべての人達へのサポートを

少子化問題の中でも議論すべきだと提言した。こ

の問題を真正面から議論し、政策に反映させてい

くことが必要だ。 

また、希望出生率1.8という政府の数字を各自治

体が掲げ、施策を進めることは悪いことではない

が、地方においては、出生率より出生数に注目し

て政策を立案することや女性が活躍できる環境の

整備の重要性を提起した。 

そして、何より東京の一極集中是正をしていく

ことは、イコール少子化対策にもつながるという

視点を持つことの重要性への問題提起だ。首都移

転はじめ地方交付税の在り方、高等教育機関の分

散化も少子化対策の中のテーマとして総合的に議

論していくべきであり、大綱の柱の一つとなって

もよい。 

今回の新型コロナウィルスの流行により、テレ

ワークが一気に進んだ。これまでも、政府は、地

方への移住支援（100万円）や起業支援（200万円）

などの補助制度で若者の地方移住を促してきたも

のの、個人向けの制度であり、企業を巻き込んだ
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政策は不十分であった。まさに、働き方改革と感

染対策といったリスク管理、ワーケーションとい

った取り組みの中で、政府と企業ができることは

まだまだ無限大にある。少子化対策とセットで移

住政策も考えてよい。 

総務省統計局による東京の人口移動報告を見て

も昨年夏以降、３ヶ月連続で転出超過となってい

る。20しかし、その転出は関東地域の域を出ない。

均衡の取れた人口配置を目指し、抜本的な税制な

どを通じて、東京の一極集中を是正していくこと

が、しいては少子化対策にも直結する。 

これまで、少子化対策とは切り離されて論じら

れてきたテーマも、包括的に少子化対策の中で議

論することは、新たな対策のアプローチになるだ

ろう。
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地域包括ケアシステムと寺院の連携についての試論 

―月参りの現状と可能性― 

小川 有閑 

大正大学 地域構想研究所 研究員 

 

（要旨）我が国で推進されている地域包括ケアシステムでは、医療、介護、生活支援・

介護予防の３つのフィールドが想定されているが、そのなかでも「生活支援・介護予

防」は今後重要度が増すことが予想され、その担い手としてインフォーマルセクター

の強化が必須と考えられる。高齢者を孤立させず、地域とのつながりを保ち、見守り

をすることが、広い意味での介護予防となる。そこで、菩提寺の僧侶が毎月、檀信徒

宅を訪問する「月参り」が、高齢者の見守りとなりうるのではないか、寺院・僧侶が

インフォーマルセクターとして地域包括ケアシステムに参画する可能性があるので

はという仮説のもと、質的調査・量的調査を実施した。その結果、月参りのなかで、

すでに高齢者にたいして様々な支援を行っていることが明らかとなった。また、月参

りの実施率は地域性があらわれる結果が見られ、地域の特性に応じて構築される地域

包括ケアシステムとの接合可能性を見出すことができた。 

 

キーワード：月参り、地域包括ケアシステム、インフォーマルセクター、見守り・生活支援 

 

 

１．はじめに 

 

高齢化率が上昇の一途をたどる我が国では、

今後、医療や福祉、介護の需要が一層増加するこ

とが予測される一方、医療・介護の担い手不足や

社会保障分野の財政負担増加が懸念される。そ

こで、厚生労働省は「地域包括ケアシステム」を

推進し、来るべき社会の変化への対応を急いで

いる。厚生労働省ホームページ内の「地域包括ケ

アシステム」のモデル図（図－１）には、次のよ

うな説明が付されている。１点目と３点目を紹

介しよう。 

 

○団塊の世代が75歳以上となる2025年を目途に、

重度な要介護状態となっても住み慣れた地域

で自分らしい暮らしを人生の最後まで続ける

ことができるよう、住まい・医療・介護・予防・

生活支援が一体的に提供される地域包括ケア

システムの構築を実現していきます。 

○人口が横ばいで75歳以上人口が急増する大都

市部、75歳以上人口の増加は緩やかだが人口

は減少する町村部等、高齢化の進展状況には

大きな地域差が生じています。 

 地域包括ケアシステムは、保険者である市

町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に

基づき、地域の特性に応じて作り上げていく

ことが必要です。 

  

  

図－１ 厚生労働省「地域包括ケアシステム」図 
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 高齢化にともなう医療・介護負担増加を人的・

財政的制約のなかでどう解決するか。その解決

策として、要介護状態にあっても出来る限り高

齢者が自立して生活ができる仕組みの確立を早

急に目指そうというものである。 

具体的なシステム構築にあたっては、都市や

農村部など、地域によって高齢者の生活のあり

方は大きく異なるため、国からのトップダウン

の全国一律のシステムではなく、それぞれの地

域の実情に合った「地域包括ケアシステム」が

求められる｡1 また、図－１には「地域包括ケア

システムは、おおむね30分以内に必要なサービ

スが提供される日常生活圏域（具体的には中学

校区）を単位として想定」と記されている。つま

り、そのシステムは基礎自治体よりも狭い範囲

であり、なおかつ、距離ではなく、時間を基準と

した半径30分の移動距離円という生活の現場に

即した考え方が示されている。さらに、現在は、

85歳以上人口が１千万人を超える見通しの2040

年に射程を伸ばした「地域共生社会」の実現が目

指され、そのための「システム」「仕組み」が地

域包括ケアシステムと位置付けられている｡2  

 図－１には高齢者支援の分野として「医療」

「介護」「生活支援・介護予防」の３分野が描か

れ、「医療」の担い手は病院、「介護」の担い手は

介護福祉事業者、「生活支援・介護予防」は「老

人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等」とあ

る。2016年度「地域包括ケア研究会報告書」で、

住民が「地域でつながる」ことが2040年に向けた

重要なテーマの一つとして示されたように、高

齢者が地域社会の一員として参加し続けること、

地域住民が高齢者を見守り、支えることが介護

 
1 2014年に施行された「地域における医療及び介護の総合

的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法

律」第２条においても「この法律において『地域包括ケアシス

テム』とは、地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住

み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるよう、医療、介護、介護予防（要介護状態

若しくは要支援状態となることの予防又は要介護状態若しく

は要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、住まい

及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制

をいう。」と規定されている。 
2 「地域共生社会と地域包括ケアシステムの関係について

整理すると、「地域共生社会」とは、今後、日本社会全体で

予防の推進に不可欠と考えられ始めている。そ

の担い手は、図－１で描かれるところの「老人ク

ラブ・自治会・ボランティア・NPO等」となるだ

ろう。これらはインフォーマルセクターとも呼

ばれ、今後、重要度が増すことが予測される｡3 実

際、高齢者は病気になったり要介護状態になっ

たりしたときの不安だけでなく、自立した日常

生活が困難になることや社会参加の機会減少へ

の不安も抱えており、地域包括ケアシステムで

は「疾病管理だけでなく、人が地域社会で自立・

自律的に生活することの意味にも目を向けた支

援が重要」4 になってきているのだ。 

 本稿では、寺院・僧侶が高齢者を見守り、支え

ることができるのではないか、「地域でつながる」

インフォーマルセクターの一つとして機能する

のではないかという仮説のもと、「月参り」に焦

点を当てて考察を行う。 

 月参りとは、その家の直近の死者の月命日に、

檀那寺の僧侶が檀信徒宅を訪問し、読経する習

慣である｡5 つまり、僧侶が毎月、定期的に檀信

徒の住居を訪問するのだ。しかも、仏壇のある生

活空間に自然と足を運ぶことができる。もし、高

齢者の居宅であれば、生活状況の把握もでき、見

守り支援になりえるだろう。月参り自体は、檀信

徒宅における先祖供養・死者供養の儀礼執行と

檀信徒教化が主たる目的であるが、そこには、上

述のような高齢者支援の要素が十分備わってい

る。本稿は、そこに焦点を当て、いわば月参りの

影のファンクションとしての高齢者支援機能を

明らかにしていきたい。僧侶が高齢者を見守り、

日常生活を送れるようにサポートし、月参りが

高齢者と社会がつながる機会となるならば、寺

実現していこうとする社会全体のイメージやビジョンを示すも

のであり、高齢者分野を出発点として改善を重ねてきた「地

域包括ケアシステム」は「地域共生社会」を実現するための

「システム」「仕組み」であるとまとめられる。」（「地域包括ケ

ア研究会報告書」(2017)6頁） 
3 筒井（2012）、竹内美保（2009）など 
4 上野・渡辺・山中（2020）64頁 
5 直近の死者の月命日だけでなく、月に複数回訪問する場

合もあれば、僧侶が平日勤務の別の仕事をしている場合に

は、土日に固めて行なうなど各寺院によって差異がある。本

稿では、「月参り」を用いる、地域によっては、月忌参り、逮

夜参り、月経（つきぎょう）、朝経などと呼ぶ。 
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院もインフォーマルセクターになりうると考え

る。 

本稿は、まずは月参りの実態を把握するため

のインタビュー調査結果について考察し、次に

全国での実施状況の分布図を紹介することとす

る。月参りに関する先行研究は極めて少なく6、

その実態や全国の実施状況については謎に包ま

れており、本研究は月参りそのものの研究とし

ても大きな画期となるだろう。 

 

２．月参りの実態―インタビュー調査から 

 月参りが実際にどのように行われているのか

を把握するため、インタビュー調査を実施した。

その概要は以下の通りである。 

・対象：僧侶７人（神奈川県：２人、大阪府：４

人、愛知県：１人）―機縁法による 

・2018年６月～12月に各僧侶が住する寺院を訪

問 

・半構造化インタビュー 

   ・一か月の訪問件数 

   ・滞在時間 

   ・訪問先の状況 

   ・認知症の方への対応経験 

   ・行政や民生委員などとの連携 等 

 
6 管見の限り、月参りに類する単語を論文タイトルに含めて

いるものは、伊東秀（2009）のみである。 

（１） 月参りの現状把握  

７名へのインタビューから客観的なデータを

まとめたものが表－１である。本節では表をも

とに考察をしてみたい。 

ａ） 増減傾向と世帯状況の関連 

 １ヵ月間の訪問軒数は、多くて250、少なくて

も50という数字となっているが7、注目したいの

は、増減傾向である。ここ10年、20年ほどの増減

傾向を尋ねたところ、神奈川の吉田氏、前川氏、

愛知の加藤氏は変化がなく横ばいとなっている

一方で、大阪の藤本氏、吉見氏、谷崎氏はきわめ

て顕著な減少傾向を示していることが分かる。

10年、20年で半減に近い勢いとなっている。しか

し、同じ大阪でも古屋氏は若干の増加が報告さ

れている。これは訪問先の世帯状況と関連して

おり、横ばい・微増の４氏の訪問先は多世帯同居

が多いのに比べて、激減の３氏の訪問先は高齢

者の独居・夫婦のみの世帯が高い割合を占めて

いる。つまり、高齢者夫婦のみの世帯では、どち

らかが先に亡くなり、独居世帯となる。そして、

その住民が死去してしまうと月参りが途絶えて

しまうということが頻繫に起こっているのだ。 

３氏は次のように語っている。 

「（減少の）理由はやっぱり跡を引き継ぐ人が、

7 谷崎氏の軒数が延べ数と実数に分かれているが、これは

月に2回、3回と訪問する檀信徒宅があるためである。 

表－１ 
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主に子どもやけれども、結局、（月参りを）引き

継がないよね。」（谷崎氏） 

「跡継ぎさんがそのお宅におられず、別に住

んでおられて、実家はもう無くすのでというか

たちで、お参りしなくなるいうことが多いです

ね｡」（吉見氏） 

「代替わりをされたときに終わってしまうの

が多いですね。おばあさんが亡くなられてしま

うと、あとはもう平日に家にいないので、お盆だ

けでいいですとか、法事だけお願いしますとい

う感じです。」（藤本氏） 

 別居している子世代が月参りを継承する例は

ゼロではないが、数は多くない。なかには、高齢

の親が「それ（子世代が月参りを引き継がないこ

と）をもう見越して、子どもは多分引き継がんか

ら、法事なんかの区切りでここでやめておきま

すわ、みたいな感じ」になることもあると谷崎氏

はいう。３氏と古屋氏は同じ大阪府が所在地で

はあるが、３氏は比較的都市部、古屋氏は郊外と

いう違いがある。都市における核家族化が月参

りの世代間継承に影響していることがうかがわ

れる。 

ｂ） 高齢者との交流 

増減傾向・世帯状況には異同があるものの、訪

問先の会話の相手は高齢者が多くを占めている。

僧侶の訪問時、「お嫁さんが在宅していても、読

経中に座っているのはおばあちゃんだけ。読経

が終わるとお嫁さんがお茶を出してくれるけど、

またどこかに行ってしまう」という話を何度と

なく聞いたが、吉田氏を除くと、どこでも僧侶の

相手をするのは、その家の高齢者の役目となっ

ているようだ。月参りはただ読経するだけでは

なく、お茶が出され、檀信徒との会話が発生する。

平均して15分から20分ほどの会話をしており、

僧侶と高齢者のコミュニケーションの機会とな

っていることが分かる。 

ｃ） 月参りの移動範囲 

 エリアの項目を見ると、寺院の周辺の集落や

同じ市内をまわることが多く、移動時間はほと

んどが30分以内で収まる。これは地域包括ケア

システムが想定する「おおむね30分以内に必要

なサービスが提供される日常生活圏域」と重な

ることに注目したい。 

 

（２） 地域包括ケアシステムとの接合点  

 それでは、僧侶と檀信徒（主に高齢者）との間

でどのようなやり取りが行われているのか、地

域包括ケアシステムとの接合を意識して、イン

タビュー内の発言をいくつかの項目に分けて紹

介しよう。 

ａ） 定期訪問による信頼構築 

「『ああ今日も来てくれた』っていう安心感ね。

そういうものが強くなるみたいですよ。何か家

族みたいな感じでね。ですから、いろんなそこの

おうちの困ったことから喜びまで、全て分か

る。」（前川氏） 

「月参りだと本当に他人と身内の半々みたい

な感じなので、身内のこと言っても分かるし、か

といって身内じゃないしっていう。」（藤本氏） 

「（筆者：どのお宅もどんな親族・家族がいる

かというのは把握しているんですね？）そうで

すね、仲良くなれますから、毎月顔を合わせてい

ると基本的に。」（吉見） 

「今まで住んでいた所を離れて、娘の近くに

家を借りて住むようになったんだけども、とに

かく近所の人との交流をゼロから始める段階で、

いろいろ悩み事とかを娘夫婦には遠慮して言え

なくて、月に一回、僕が行ったら話をしてくれは

るという人はいていたかな。だから、そういう人

なんかは多分、民生委員さんに何かを話しする

っていうのもハードルが高いのかな。自分のこ

とをどこまでしゃべっていいのか分からへんで、

それを近所に言いふらされるのも嫌やしって。

だからお寺さんを待っているという人はいた。」

（古屋氏） 

毎月会うことで、他人と身内の中間のような

関係性、信頼を得ている様子が分かるだろう。古

屋氏のエピソードからは、娘の近所に引っ越し

たものの、孤立傾向にある高齢女性が月参りに

より「つながり」を維持できていることがうかが

われる。 

ｂ） 日常生活支援 

「エアコンの設定が分からへんとか、そうい

うのは必ず年に何回かは絶対あるね。冬場に行
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ったらエアコンの設定が冷房になってはって、

いつまでも温かくなれへんとか、夏は暖房にな

ってはって、いつまでも涼しくなれへんってい

うのは年に10回ぐらいはあるかな。」 

「この間、地震があったでしょう。地震があっ

てガスが止まるのね、ガスメーターのとこに復

旧ボタンが付いてあるのだけど、老夫婦とかの

ところって大阪ガスが止めたって思ってはって

一生懸命電話かけるんだけども全然つながらん

で、しばらく待たなあかんかなって思ってはる

人が結構いた。しばらく水で生活していました

なんていう人がいていて、慌てて復旧させに行

ったりとかはあるけども。いや、お寺さん来てく

れはってガス復旧させてくれはったわって言わ

れることが何回かあった。」（いずれも古屋氏） 

 微笑ましいエピソードであるが、日常のささ

いな、しかし、生活の質に大きく関わる生活支援

が月参りのなかで行われている。 

ｃ） 見守り・異変への気付き 

「明らかにちょっと様子おかしかったときは、

別に住んでいたとしても、子どもさんの連絡先

が分かっていれば、ちょっと電話したことはあ

ります。（中略）別のとこでその子どもさんなり

に会うたりしたときに、ちょっと様子伝えたり

っていうのは時々あるかな。それは子どもさん

とかがそばに住んではったりとかいう場合やけ

どね。」（谷崎氏） 

「（離れている家族から）時々お問い合わせあ

って、元気にしてはりますよみたいなんは言う

んですけど。『ちょっと実家顔出してないんです

けど』って尋ねてくる。事情はいろいろあるんで

しょうね。『お母さん元気にしてはりましたよ』

と答えることはあります。」（藤本氏） 

「（高齢者の身体の異変は）分かる、分かる。

弱ってきているというか、衰えてきたというか、

元気がなくなってきたとか。あるいは人によっ

てはちょっと認知症疑わしいなとか思うことは

あるね。それはいろんなやりとりの中で感じる。

認知症の場合だと、同じ話するというのは認知

 
8 祥月命日や月命日が近づくと、死別の悲嘆感情が強まる

という反応。 

症に限らず高齢者には割とあるので、例えばそ

の月参りの日にちを忘れている。忘れているの

はまれにあっても、こっちがお参りに行って、お

ばあさんが月参りを思い出したときに、その対

応の仕方がちょっとおかしいとか、うっかりし

ていたっていうのとは違う怪訝な雰囲気がある

とか。」（谷崎氏） 

「今まで認知症で急激に目に見えてその家が

散らかっていくというのはあんまりないですね。

僕の経験としては、もう亡くなられた方でもよ

ければ、時間の感覚が分からなくなって夜中に

電話していらっしゃるとか。月命日の夜中２時

ごろに、『藤本さん、まだですか？』という電話

が２～３回あって、『あした行くから大丈夫です』

って答えるというのはありましたね。」（藤本氏） 

高齢者の様子を見守り、離れて暮らす家族に

安否を伝えたり、高齢者の異変に気付いたりと

いったことは、毎月会うからこそ可能となる関

係性と言えるだろう。 

ｄ） グリーフケア 

「心に折り合いを定期的に付けるというのは

やっぱり大事かなと思っていて、僕は月経には

そういう力があると思ってます。命日反応8のケ

アというところが主になると思います。単純に

定期的にやることがあって、人が来て、話す人が

いるというのは、やっぱり日々の活力を得てい

く一つの糧になれるといいなという、そんな願

いはやっぱりあって。（中略）『月々自分のご先祖

様を思う時間があるというのは、やっぱり自分

自身の日常の糧になってる』とおっしゃる方も

中にはいます。その人がおっしゃったのは、『不

思議なんですけど、月ごとに出てくる思いとい

うのは違うんですよ』と。その時々に自分自身の

心を洗いなおすのに、月々参ってくれてすごく

ありがたい、ありがたいって言ってくださった

人はいましたね。それはすごく印象的でした。」

（加藤） 

 グリーフケア（死別の悲嘆のケア）も今後、死

者数が増えていく我が国では重要な課題となる。
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伴侶を亡くした高齢者は精神的に落ち込み、外

出も控えるようになることが指摘されている｡9

また、工藤朋子・古瀬みどりによる遺族支援に関

する訪問看護師への質問紙調査では、「日本のグ

リーフケアは制度としての位置づけがなく、収

益につながらないため、訪問看護師は遺族の状

況が気になるものの、継続した関わりに限界を

感じていた」10という分析がなされている。直近

の死者の月命日のお参りは、高齢者の精神的健

康を支える訪問型グリーフケアであり、グリー

フケアが制度化されていないなかで、遺族を継

続支援できる希少な活動とみなすことができる

だろう。 

ｅ） 在宅介護支援 

「お経を読みに行くと、その家の高齢者がま

だちょっとでも動けるような状態だと、仏間に

出てきてくれたりする。椅子に座って、お経が終

わるまでいてくれたりね。『ありがとうございま

す』『また会えたね。良かった』なんて言ってさ。」

（前川氏） 

「関係性にもよるけど本当にずっと前からの

お付き合いのとこやったら、お参りして、おばあ

さんの寝てるお部屋をちょっと訪ねて、ちょっ

とお声だけでも掛けるっていうことはよくして

いたけども。」（谷崎氏） 

 在宅介護の状態になると、高齢者が交流する

のは介護・医療関係者に限られてしまうが、月参

りが継続される場合は、かつて知った仲である

菩提寺の僧侶と短くとも交流が可能となる。そ

れが「社会とのつながり」となり、精神的なハリ

につながることが想像される。また、本稿では取

り上げていないが、筆者が秋田で行ったインタ

ビュー調査では、「家族介護者が近所にはこぼせ

ない介護の愚痴・不満を月参りの僧侶には話し

てくれる」という話を聞くこともでき、被介護者

だけでなく、家族介護者を心理的にサポートす

る可能性が示唆された｡11 

 

 
9 藤田幸司・山崎幸子・藺牟田洋美「高齢期におけるネガテ

ィブ・ライフイベントのメンタルヘルス及び外出頻度との関連」

（2019年「日本老年社会科学会第61回大会」ポスター発表） 

ｆ） 他職種連携 

「どうもここの家は、民生委員にちょっと耳

に入れといてやったほうがいいのかな、なんて

いう感じのときは、『あそこ、ちょっと見回って

やってくれる？』とか、『どうもちょっと危なっ

かしいから』とか言ってね。そうすると『そう？

私も気にしていたんだけど、じゃあ、行ってきま

す』なんて行ってくれたりさ。やっぱりそういう

連携プレーというの必要だからね。何かに気付

いたなら、お互いに『役目じゃないから知らない

よ』じゃなくて、お役所仕事じゃなくて、お寺っ

ていうのはそういうところが大切だろうと思う

のね。（中略）やっぱりお互いに地域の仲間だも

んね。連携できるとこはする。」（前川氏） 

 高齢者を支援する他職種との連携では、守秘

義務や個人情報の保護の問題も生じるが、前川

氏のように地域住民として民生委員につなぐと

いう方法は、ある意味では専門職ではないから

こそできる連携と言えるかもしれない。 

 

（３） 課題点  

 前節では月参りと地域包括ケアシステムとの

接合点となりうる事例を示してきたが、インタ

ビュー調査からはいくつかの課題も発見された。 

ａ）家族の壁 

「正直、認知症であることは分かるんです、お

話ししていれば。でもご本人は、楽しくお話しし

ていらっしゃるし、こちらも10分前と同じ話を

されていようが別に構わないんですが、息子さ

んとか娘さんが嫌がってしまってもうやめなさ

いと。『もう迷惑だから、お母さん、ももういい

から』みたいな感じで、『ちょっと母がああなん

で、お参りもおしまいにしましょう』と言われて

しまうと、もうどうしようもない。」（藤本氏） 

「基本的に介護を受けるようになってくると

お参りはちょっとやめてくださいみたいなこと

言われることが多いです。家の中大変だからと

か理由で。ヘルパーさんが来ますとかいろいろ

10 工藤子・古瀬（2016） 
11 現時点で秋田市内の６人の僧侶にインタビュー調査を行

っている。稿をあらためて報告したい。 
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あったり。」（吉見氏） 

 在宅介護の開始とともに、家族によって高齢

者が月参りから遮断されてしまうことが多いと

いう。その理由としては、家族が恥ずかしいと感

じてしまうから、仏間に介護用ベッドが設置さ

れるから、子世代が僧侶の相手をつとめること

を億劫に思うからといった声が聞かれた。医療・

介護につなげたから良いということではなく、

高齢者が望むものを、家族が遠ざけてしまうな

らば、それは地域包括ケアシステムの理念とは

相違することであろう。 

ｂ）僧侶のためらい 

「そういう病気（＝認知症）は何となくこう、

たまたま月一回行ってその日だけが様子おかし

いというだけで、そこまで家族に言うていいの

かどうかというのは確かにちょっと気になるね。

だからなかなか家族には言えないよね。」（谷崎氏） 

「（高齢者の異変を）伝えることならできるけ

ど、家族の受け取り方によっては、もうこっちと

の関係もなくなってしまう。親族が（そんなこと

を言ってくる僧侶を）よく思わなくなるのもあ

るでしょうし、親族が恥ずかしいと言って、おば

あちゃんを遠ざけちゃうというのもあります

し。」（藤本氏） 

「（家族に異変を伝えたら）余計なことをして

っていうふうに怒られるんじゃないかな、思わ

れないだろうか。（中略）積極的に関わっていき

たい気持ちは僕の中にはあるんですけど、一歩

踏み出せない。」（吉見氏） 

毎月会っているとはいえ、たかが月に１回2，

30分の交流で、どこまで踏み込んで良いのか、失

礼にならないだろうかといったためらいが僧侶

の側に見られる。 

ｃ）連携先や専門知識の不足 

「いわゆるどういう行政サポートがあるかと

かの知識がまず必要だと思いますし。認知症で

あったり、その他の病気についての知識という

のはやっぱりある程度知っておかないとあかん

だろうなとは思いますよね。」（吉見氏） 

「ためらい」を生む要因ともいえるが、病気や

行政サービスへの専門知識が無いことで、適切

な対応が取れない不安が生じている。また、気が

かりな檀信徒と同じ中学校区であれば、民生委

員や地域包括支援センターも分かるが、30分以

内の移動距離であっても違う校区になれば、ど

こにつなげれば良いのか分からないという声も

聞かれた。 

ｄ）経済的な制約 

「月参りってお金がかかるんですね。お布施

で。そうするとある程度生活に余裕のある方の

ところにしか私たちは行けないので、どうして

もそういう意味では（支援の）必要性がない。月

2,000円～3,000円出せて、かつお仏壇があるっ

ていうことは家族の状況がおおむね安定してい

るお家なんですね。子どもさんがいらっしゃら

ないにしても、ある程度お家が安定していると

ころだと思うので、あんまりその困難なケース

と当たらないというか。（中略）だから民生委員

さんと関わるような人と檀家さんとは結構ぱし

っと分かれている感じですね。」（藤本氏） 

 民生委員も務めている藤本氏は、月参りは布

施（現金支出）が伴うために、経済的制約が発生

してしまうことを指摘している。 

ｅ）僧侶のルーティン意識 

「言葉は悪いですけど今までやってきたこと

をやってきている。ただ、一生懸命やっています

けどそれだけなんで、社会資本とか福祉だとか

そんな概念は多分私だけじゃなくほかの方もほ

とんど持ってないでしょう。それは専門家、病院

だとかケースワーカーだとかソーシャルワーカ

ー、民生委員、そういった方々がするもの、月参

りとは別物と思っている方が多いと思います。」

（藤本氏） 

「うちの檀家さんでも民生委員さんいてはる

けれど、それ（＝連絡）はしたことないね。でき

るもんなのかな、どうなのかね。民生委員側のほ

うは守秘義務もあるやろうし、こっちもそれは

あるっちゃあるんやけど、どこまでそういう情

報を共有していいのか。（中略）情報を仮に共有

して、あそこの人、ちょっと注意しないといけな

いねと言って、それ以上は何ができるんだか、難

しいよね。明らかにもう倒れていたりしたら緊

急事態やから病院に搬送はできるんやけど、そ

うでなかったら無理やりどっか連れて行ったり、

37



診せたりってわけにもいかんやろうから、ほん

まに見守る以外のことはできないかな。」（谷崎氏） 

 自分の祖父、父が行っていたことを、ただ習慣

として、仕事としてつとめているに過ぎないと

いうルーティン意識が、月参りの持つ潜在力を

僧侶自身に気付かせずにいるのだ。また、「見守

り」以外はできないという谷崎氏の発言は、「見

守り」機能の過小評価と見ることができる。 

 以上、５つの課題を挙げたが、僧侶側のためら

いや専門知識不足は啓発・研修によって改善さ

れるだろうし、経済的制約の意識は、公的機関で

はないので全ての住民を見守る必要はなく、関

わりのある高齢者をまずは見守り、支えれば良

いという意識に変化させることで可能性が広が

るだろう。12 

本節では、月参りが高齢者の見守り、生活支援、

精神的サポートを既に行っており、今後、僧侶の

意識や社会の理解が深まり、課題が解消されれ

ば、より一層その可能性が広がることを示すこ

とができたと考える。 

 

３．ＧＩＳによる月参りの実施状況把握 

 

次に、現在の実施状況を正確に把握する必要

があろうと考え、全国の月参り分布図を作成す

ることにした。仏教各宗派は、それぞれ所属寺院

を対象とした宗勢（教勢）調査を定期的に実施し

ている。檀信徒の数や法要件数など、寺院の経済

状況・教化状況を詳細に尋ねるものである。 

寺院数の上位10教団中、この10年以内に宗勢

調査を実施し、月参りの実施状況について質問

項目がある教団は、曹洞宗、真言宗智山派、浄土

真宗本願寺派、真宗大谷派であった。曹洞宗の調

査結果は公にされているが、真言宗智山派、浄土

真宗本願寺派、真宗大谷派は公にしていないた

め、依頼状を送付し、閲覧・複写を許可していた

だいた。また、浄土宗については、独自に量的調

 
12 「地域包括ケアシステム構築に向けた民間企業による高

齢者向けヘルスケアビジネス等の展開に関する調査研究事

業報告書」（日本総合研究所、2016）では、市場サービス購

入による「自助」は、高齢者の生活の質を高めることになる

査を実施した（後述）。 

それら５宗派の調査結果を GIS（地理情報シス

テム）に落とし込み実施状況（全寺院数に対して

月参りを実施している寺院数の割合）を可視化

し、月参りの実施状況には、宗派による差がある

のか、それとも地域による差があるのかを明ら

かにしたい。 

 

（１） 曹洞宗  

2015年の曹洞宗宗勢調査の結果が表－２、そ

のデータを地図に表したものが図—２である。曹

洞宗の地域分類は県別ではないため、細かな地

域を確認することはできないが、北海道の実施

率の高さが際立っている。 

図－２ 曹洞宗の月参り分布図 

ので、その進展がよりよい地域包括ケアシステム構築に必

須であるとしている。月参りでの経済的負担は、宗教行為に

対する布施（寄付）であり、市場サービスの購入と言い切れ

るものではないが、布施が必要となることが、地域包括ケア

システムのセクターとしての欠格要件にはならないはずだ。 

表－２ 地域ブロック別にみた月参りの実施状況 

（曹洞宗） 

 地域ブロック 行っている

北海道（441ヵ寺） 96.1%（424）

東北（2,280ヵ寺） 18.0%（441）

関東（2,058ヵ寺） 8.0%（164）

甲信越（1,578ヵ寺） 27.4%（432）

北陸（541ヵ寺） 45.5%（246）

東海（2,683ヵ寺） 34.8%（935）

近畿（1,115ヵ寺） 33.0%（368）

中国（1,001ヵ寺） 18.0%（180）

四国（197ヵ寺） 10.7%（21）

九州・沖縄（776ヵ寺） 51.8%（402）

合計（12,670ヵ寺） 28.3％（3,583）
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（２） 真言宗智山派  

真言宗智山派は2015年に総合調査を実施して

いる。智山派は寺院の分布に偏りがあるため、地

域ブロック分類が特異な点に注意が必要である。

東北地域は北海道を含み、東神地域は東京、神奈

川、山梨の１都２県、近畿地域は、東北・信越・

埼玉・千葉・東神以外の全ての府県から構成され

ている。 

 

図－３ 真言宗智山派の月参り分布図 

 

（３） 浄土真宗本願寺派  

浄土真宗本願寺派は2015年に宗勢基本調査を

実施している。本願寺派は全寺院中の月参りの

実施割合が65.6%と過半数を超えており、そのた

めか、月参りに関する質問項目も、「月参りの月

間平均回数」、「そのうち、複数回お参りする軒

数」、「おつとめ平均時間」、「法話平均時間」、「滞

在平均時間」と詳細なものになっている。本願寺

派では教区別の実施状況を報告しているので、

それぞれ教区が該当する都道府県におきかえて

地図化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 浄土真宗本願寺派の月参り分布図 

 

（４） 真宗大谷派  

 2012年に教勢調査を実施している真宗大谷派

では、月参りを「門徒の大部分＋半分以上に行っ

ている」、「門徒の大部分＋半分以上＋一部分に

行っている」という質問を設けている。全寺院で

見ると、「門徒の大部分に行っている」が22.0％、

「門徒の半分以上」が19.1％、「門徒の一部分」

が34.2％と、過半数の寺院で月参りが行われて

いるのだが、過去2回の調査と比較すると、「門徒

の大部分」の割合が大きく減少していることが

分かる。実施状況の割合を見る時に、こうした変

化も留意しなければならない。なお、大谷派の教

区の一部も広い都道府県をカバーしており、た

とえば、東京教区には、茨城・栃木・群馬・千葉・

表－３ 地域ブロック別にみた月参りの実施状況 

（真言宗智山派） 

 

表－４ 教区別にみた月参りの実施状況 

（浄土真宗本願寺派） 

   

教区 ％

北海道 98.6 

東北 36.4 

東京 36.6 

長野 35.3 

国府 88.8 

新潟 90.7 

富山 97.1 

高岡 96.0 

石川 53.0 

福井 68.4 

岐阜 77.1 

東海 72.2 

滋賀 62.1 

京都 71.5 

奈良 81.8 

大阪 97.1 

教区 ％

和歌山 62.1 

兵庫 74.3 

山陰 28.5 

四州 34.7 

備後 23.3 

安芸 72.7 

山口 34.8 

北豊 99.1 

福岡 62.6 

大分 74.3 

佐賀 58.4 

長崎 70.7 

熊本 85.2 

宮崎 21.4 

鹿児島 4.9 

沖縄 0.0 

地域ブロック 行っている

東北（317ヵ寺） 12.3%（39）

信越（269ヵ寺） 16.4%（44）

北関東（250ヵ寺） 0.4%（1）

埼玉（508ヵ寺） 1.0%（5）

千葉（492ヵ寺） 2.4%（12）

東新（213ヵ寺） 7.5%（16）

近畿（243ヵ寺） 28.4%（69）

合計（2292ヵ寺） 28.3％（3,583）
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東京・神奈川・埼玉・山梨・長野・静岡の一部が

含まれ、京都教区には滋賀の一部・京都・鳥取・

島根・兵庫の一部が含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－1 真宗大谷派の月参り実施率経年比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 真宗大谷派の月参り分布図 

（「門徒の大部分＋半分以上＋一部分に行っている」） 

表－６ 教区別にみた月参りの実施状況②（真宗大谷派） 

「門徒の大部分＋半分以上＋一部分に行っている」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 真宗大谷派の月参り分布図 

（「門徒の大部分＋半分以上＋一部分に行っている」） 

 

（５） 浄土宗  

 浄土宗は５年に一度、宗勢調査を実施してい

るが、月参りに関する質問項目は設定されてい

ない。約7000の浄土宗寺院への調査は困難であ

るため、次のような方法を採用した。浄土宗はほ

ぼ都道府県と合致する形で47の教区に分かれ、

そこからさらに316の組に区分される。各組には

組長と呼ばれる取りまとめの僧侶がいるので、

各組長に組に所属する寺院が月参りをどの程度

実施しているかを尋ね、「①ほとんどの寺院がや

っている、②半数以上の寺院がやっている、③半

表－５ 教区別にみた月参りの実施状況①（真宗大谷派） 

「門徒の大部分＋半分以上に行っている」 

  教区 門徒の大部分+
半分以上(％)

大垣 49.0 

岐阜 60.7 

岡崎 19.8 

名古屋 73.0 

三重 12.9 

長浜 11.9 

京都 28.7 

大阪 80.9 

山陽 47.0 

四国 10.3 

日豊 43.2 

久留米 40.8 

長崎 32.6 

熊本 49.2 

鹿児島 4.3 

教区 門徒の大部分+
半分以上(％)

北海道 63.0 

奥羽 23.6 

山形 9.2 

仙台 2.9 

東京 1.2 

三条 49.3 

高田 67.2 

富山 48.3 

高岡 51.2 

能登 11.2 

金沢 72.6 

小松 5.5 

大聖寺 18.4 

福井 25.5 

高山 16.0 

教区 門徒の大部分+半分
以上+一部分(％)

大垣 87.2 

岐阜 84.8 

岡崎 80.8 

名古屋 97.7 

三重 52.3 

長浜 41.9 

京都 64.0 

大阪 94.3 

山陽 79.4 

四国 48.6 

日豊 79.4 

久留米 72.4 

長崎 75.5 

熊本 88.4 

鹿児島 32.0 

教区 門徒の大部分+半分
以上+一部分(％)

北海道 97.0 

奥羽 61.8 

山形 54.6 

仙台 19.2 

東京 42.4 

三条 82.6 

高田 91.0 

富山 83.7 

高岡 85.9 

能登 54.7 

金沢 95.1 

小松 65.9 

大聖寺 86.8 

福井 77.6 

高山 58.0 
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数以下の寺院しかやっていない、④ほとんどの

寺院がやっていない、⑤わからない」の５件法で

回答を求めた。その結果を地図上に落とし込ん

だものが図－７である。 

 

 

 

図－７ 浄土の月参り分布図 

（組の所属寺院の半数以上が行っている」n=153） 

 

各宗派での地域の分類方法や質問文が異なり、

一律に比較することが難しいという限界があっ

た。特に曹洞宗や智山派は地域ブロックのエリ

アが大きく、月参りの地域性が見えたとは言い

難い。しかし、本願寺派、大谷派、浄土宗の地図

データからは、北海道・関西地方・東海地方・北

陸地方・九州北部などの地域では、高い実施率が

共通して見られ、月参りが宗派性よりも地域性

によるものであることを示すことができた。 

 

４．おわりに 

 

インタビュー調査と各宗派の宗勢調査からは、

一部は減少傾向にあるとはいえ、現在も月参り

が多くの僧侶によってなされており、その対象

とする檀信徒（多くは単身もしくは夫婦世帯の

高齢者）の数を考えれば、寺院は超高齢社会にお

ける社会資源とみなすことができよう。 

地域包括ケアシステムは「地域の特性に応じ

て作り上げていく」ものである。GIS で見られる

月参りの濃淡も、一つの地域特性といえるもの

であり、月参りが盛んな地域であれば、月参りを

通じて寺院が地域包括ケアシステムのインフォ

ーマルセクターとして参画する可能性は十分に

あると考えられる。 

認知症や要介護状態になっても、高齢者が暮

らし続けることができるよう、様々な支援の連

携が急務であるという点には、異議を唱える者

はいないだろう。しかし、全国一律の制度運用で

ないからこそ、「ほとんどの自治体が試行錯誤の

段階にあり、必ずしも円滑に取組が進んでいる

とはいえない13」状況にある。月参りが根付いて

いる地域であれば、寺院を地域包括ケアシステ

ムのインフォーマルセクターと見なし、地域の

高齢者を良く知る職種として僧侶が参画してい

くことが期待される。社会的認知が高まり、社会

実装にたどりつけるよう、質的・量的に裏付ける

調査を今後も進める所存である。 

 

資料を提供いただいた真言宗智山派、浄土真宗本願寺派、真宗大谷派に感謝申し上げる。本研究は JSPS

科研費 JP 20K20336の助成を受けたものである。また、本稿の内容の一部は、「超高齢社会における寺

院・僧侶の可能性」（『認知症ケアジャーナル』12巻4号）ですでに公表したものである。 
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オンラインでの実習教育におけるプログラム評価 

～「オンライン日報」を中心的な素材として～ 

福島 真司
１
、中島 敏博

２
、出川 真也

３
、林 恒宏

４
、和田 浩行

５
 

１
大正大学 地域創生学部 教授、

２
大正大学 非常勤講師、

３
大正大学 専任講師、 

４
大正大学 准教授、

５
大正大学エンロールメント・マネジメント研究所 研究員 

 

（要旨）2020年度から流行を始めた新型コロナウイルス感染症の拡大は、大学における

実習教育にも影響を与えた。オンラインによる実施を余儀なくされた実習教育について、

2020年度大正大学地域創生学部で実施した「地域実習Ⅰ」を事例に、教育プログラムを

どのように評価すべきかについて、「オンライン日報」を中心的な素材として、教員の

学生評価、学生の関心度を併せて考察した。その結果、「オンライン日報」のプログラ

ム評価への有用性が確認された。また、教員の学生に対する評価と、学生の地域創生へ

の関心テーマについて、一定の関係性が見出された。  

 

キーワード：オンライン日報、実習教育、プログラム評価、学生の関心テーマと教員の評価 

 

 

１．はじめに 

 

高大接続システム改革会議が、2016年３月31日

に公表した「最終報告」では、「これからの時代に

向けた教育改革を進めるに当たり、身に付けるべ

き力として特に重視すべきは、（１）十分な知識・

技能、（２）それらを基盤にして答えが一つに定ま

らない問題に自ら解を見いだしていく思考力・判

断力・表現力等の能力、そして（３）これらの基

になる主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ

態度である」と明示し、これらの要素を「学力の

３要素」と呼んだ。これに続いて、文部科学省高

大接続改革プロジェクトチームが2017年１月31日

に公表した「高大接続改革の動向について」では、

学力の３要素を「① 知識・技能の確実な取得」

「② (①を基にした）思考力・判断力・表現力」

「③主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態

度」とやや簡素な表現で言い換え、この育成と評

価が、「高等学校教育」、「大学教育」、「大学入学者

選抜」の一体的改革の中心的なテーマとして取り

沙汰されることとなった。 

大正大学（以下、本学）地域創生学部（以下、

本学部）は、経済学ディシプリンをもとに、「行

動する経済学部」をキャッチフレーズとして2016

年４月に開設して以来、本学部の根幹をなす科目

として「地域実習」を開講してきた。これは、１

年次から３年間に亘って配置される必修科目であ

り、第３クオーターの７週間に亘って行われる長

期の実習教育である。１年次の「地域実習Ⅰ」は

地方地域で、２年次の「地域実習Ⅱ」は都市地域

である東京で、３年次の「地域実習Ⅲ」は再び地

方地域で実習を行い、地方地域と東京を交互に学

ぶ設計となっている。 

この長期の実習教育によって、いわゆる「座学」

から学んだ地域創生に関する「知識・技能」を活

用しつつ、地方地域と都市地域の双方での長期で

の取組を通し、実践的な場面での「思考力・判断

力」を磨き、また、地域創生に取り組む地域の多

くの住民との関わりの中で、「主体的」に「協働し

て学ぶ」ことで、構想力や企画力、そして、それ

を伝える「表現力」も身に着けていくプログラム

である。 
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高木（2016）は、学力の３要素との関係におい

て、地域での体験や実習に着目し、「地域の特色

に根差し、地域の資源を活用したカリキュラムの

実現」や「学びと社会のつながりを意識させるた

めに、地域と連携したカリキュラムにすべき」と

の内容を提起しているが、正に、「地域実習」は、

複雑化・高度化する最新の地域創生の現場での実

践を通し、学力の３要素を育成する教育内容と言

える。 

ところが、2020年度はコロナ禍の影響を受け、

「地域実習」は、ほぼ全面的にオンラインでの実

施となった。これにより、１年次に実施される「地

域実習Ⅰ」では、講義、ディスカッション、グル

ープワーク等を一体的に組み合わせた実習プログ

ラムを構成することとなり、従来は、原則７人が

１チームを構成しそれぞれの実習地に赴く計画が、

全員がオンラインで、同じプログラムに取り組む

という内容に変更せざるを得なくなった。2020年

度のオンラインでの実習教育という特殊な教育環

境は、受講した学生にとって、どのように評価さ

れたのであろうか。 

本稿は、オンラインでの実習教育のプログラム

や成果を、受講生である学生側の視点を中心に議

論し、オンラインでの教育プログラムの可能性や

課題を考察するものである。本稿では、「プログ

ラム評価」を、オンライン実習教育プログラムに

よる学生の学びへの介入効果を、統計的分析手法

を用いて検討することを示す用語として取り扱う。

具体的には実習中に学生が記録したオンライン日

報を素材とし、統計的分析を行うことで、学生の

学びへの効果を測定・評価しようとするものであ

る。オンライン日報は、学生からプログラムに対

する評価、プログラムを通じて得られた自己評価、

学生間の相互評価（個人・及びチーム）を含むも

のとなっており、実習という多面的な学びの側面

を持つプログラムを分析する上で有用な素材であ

ると考えられるからである。 

 

２．2020年度「地域実習Ⅰ」の概要 

 

（１） 「地域実習Ⅰ」の科目設計とコロナ禍の対応 

従来「地域実習Ⅰ」では、先述したとおり、１

年次に本学地域構想研究所の連携自治体のうち15

の実習地に赴き、現地に長期間滞在しながら、農

林水産業や商工業、観光業などの地域資源調査や、

地域課題の解決に向けた企画の策定や提案を行う

ものである。 

しなしながら、今年度の「地域実習」は、コロ

ナ禍における緊急対応として、２年次に実施され

る「地域実習Ⅱ」及び３年次に実施される「地域

実習Ⅲ」含め、全てのプログラムがオンラインで

実施されることが原則となった。また､「地域実習

Ⅰ」は東京をテーマとして実施し、「地域実習Ⅱ」

及び「地域実習Ⅲ」は地方地域をフィールドとし

て実施するという変更が行われた。 

 

（２） 2020年度「地域実習Ⅰ」の実施内容 

「地域実習Ⅰ」の実施期間は、第３クオーター

にあたる９月28日（月）から11月13日（金）の７

週間であり、原則土日祝日を除き、実働日数は34

日間であった。また、今年度の「地域実習Ⅰ」は

東京をテーマとし、東京周辺地域を拠点として実

践されている地域課題を解決するための取り組み

や地方地域の支援活動等を主に実践例から学び、

地域創生に取り組む上での自分自身の価値観を、

今後の活動の軸として定めることを目的として実

施した。授業形態は、Microsoft Teamsや Zoomを

活用した原則オンラインでの実施であった。 

実習内容およびスケジュールは、①主に１週目

（９月28日から９月30日）は、ガイダンスや実習

に必要な基礎的な技法等の講義及び実習チームの

決定とチームビルディング、②主に２、３週目（10

月１日から10月16日）は、毎日主担当教員がそれ

ぞれのテーマをオムニバス形式で担当し、地域創

生の具体的なテーマや手法と、その実践例の講義、

ディスカッション、ワークショップ、③４週目か

ら６週目（10月19日から11月６日）は、Microsoft 

Officeや Tableau（Business Intelligenceツー

ル）の操作や活用方法を学び、学修成果をまとめ、

発表技術を習得する PC研修プログラム、 ④７週

目（11月９日から13日）は、これまで得た成果を

総括する報告会という、４つのプログラムを柱と

している。 

「地域実習Ⅰ」の成績評価は、①日々の活動記
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録と期間中３回の自己評価から学修進度、②テー

マごとの地域創生事例の学修に対する理解度、③

期間中３回のピアレビューからチーム内での貢献

度、④発表や報告における Microsoft Office や

Tableau 等の活用技術の習得度、⑤最終プレゼン

テーションや最終レポートから実習の総括的な成

果の５つを評価した。 

なお、評価方法①と③では、期間中、毎日提出

を求めた「オンライン日報」と、実習期間中の最

初の期間（１週目)、中間の期間（２週目、３週目）、

最終の期間（４週目から７週目）に行った実習チ

ーム内の「ピアレビュー」（自己評価と他者評価）

のデータを中心的に活用して評価した。 

 

３．本研究における調査概要 

 

（１） 評価観点導出の基本方針 

表１は「地域実習Ⅰ」の評価観点を表している。 

 

表１ 「地域実習Ⅰ」における評価観点（７項目） 

 

注 （ ）内は学力三要素との対応を示す。 

 

（２） 地域実習の構成要素と対応した評価項目設定  

評価観点の運用にあたり、今年度は、学習形態

のオンライン化に伴い、通常年度に実施している

実習の構成要素との差異が生じている。それを対

比されたものが、表２である。 

表２ 実習要素と評価観点の対応（オンラインと過年度比較） 

表２から看取される通り、通常年度に、実習地

において実施してきた「調査・研究活動」、「参加・

体験活動」や「試行活動」を、今年度は、オンラ

インによる「調査・研究活動」として集約し、講

義、ディスカッション、グループワーク等の中で

取り組むこととなった。 

先述の通りであるが、「地域実習Ⅰ」の評価には、

毎日提出を求めた「オンライン日報」と実習期間

中３回実施した実習チーム内の「ピアレビュー」

（自己評価と他者評価）を用いたが、これにより、

学生に対する評価のみならず、学生からのプログ

ラム評価という点において、教育効果の検証もで

きると考えた。そのため、「オンライン日報」や

「ピアレビュー」は、記載する学生が、可能な限

り答えやすい形式になるよう配慮した。 

 

今年度のオンライン実習 通常年度の実習 

評価観点 実習要

素 
内容 

実習要

素 
内容 

調査・

研究活

動 

①ガイダンス及び基礎的な技法

等の講義や実習チーム決定と

チームビルディング 

②12名の主担当教員による地域

創生の具体的なテーマや手法

と実践例の講義、ディスカッ

ション、ワークショップ等 

③PC研修とプレゼンテーション 

④成果報告会（チームごとの最

終プレゼンテーション） 

調査・研究

活動 

地域から学び、学ん

だことを活かした

地域への提案（寄

与） 

①地域づくりに必要な知識や技能が

向上した 

②自己の関心テーマを見つけ考えを

深めることができた 

⑦他者の意見を聞きながら、自分の

意見や考えを表明できた 

参加・体

験活動 

地域とのコミュ

ニケーション実

践 

③地域の魅力や課題を発見できた 

④地域の方々の気持ちを理解できた 

試行活

動 

地域との協働的

実践 

⑤リーダーシップを発揮した 

⑥チームで協力して目標を達成した 

① 地域づくりに必要な知識や技能が向上した 

② 自己の関心テーマを見つけ考えを深めることが

できた 

③ 地域の魅力や課題を発見できた 

④ 地域の方々の気持ちを理解できた 

⑤ リーダーシップを発揮した 

⑥ チームで協力して目標を達成した 

⑦ 他者の意見を聞きながら、自分の意見や考えを表

明できた 
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（３） 「オンライン日報」の概要  

本研究では、多面的側面を持った実習教育プロ

グラムによる学生の学びへの介入効果を検討（＝

「プログラム評価」）するため、「オンライン日報」

を素材として用いる。これは、７週間の「地域実

習Ⅰ」の期間中、プログラムを実施した実働日34

日間について、毎日提出を求めたものである。  

「オンライン日報」は、10の質問から構成され

ている。最初の３問は、学籍番号、氏名、日報の

日付であるため、実質の質問項目は７問であるが、

それを表３にまとめる。 

 

表３ 「オンライン日報」の評価回答項目 

項目の種類 具体的な質問内容 回答方法 

プログラムの評価

に関わる回答項目 

本日の実習プログラムを通して、あなたは、将来、地域（東京を含む）におい

てプロジェクト（事業）を創る上で、必要な知識を得られたと思いましたか。 

５段階評価 

本日の実習プログラムを通して、あなたは、将来、地域（東京を含む）におい

てプロジェクト（事業）を創る上で、必要な心構えや姿勢での成長を得られた

と思いますか。 

５段階評価 

本日の実習プログラムを通して、あなたは、将来、地域（東京を含む）におい

てプロジェクト（事業）を創る上で、具体的な実践力を得られたと思います

か。 

５段階評価 

本日の実習プログラムのうち、将来、地域（東京を含む）においてプロジェク

ト（事業）を創る上で、最も役に立ったと思うことは何だったでしょうか。自

由に記載してください。ないと思われる場合は、「特になし」と回答してくだ

さい。 

自由記述 

情意的領域に関わ

る回答項目（プロ

グラムにおける自

己評価） 

本日の実習プログラムの個人ワーク（講義受講、記録、課題等）に対して、あ

なた自身の取り組み姿勢は十分だったと思いますか。 

５段階評価 

本日の実習プログラムのグループワークに対して、あなた自身の取り組み姿勢

は十分だったと思いますか。 

５段階評価 

本日の実習プログラムのグループワークに対して、チーム全体として、取り組

み姿勢は十分だったと思いますか。 

５段階評価 

７問のうち、最初の４問は、プログラム評価に

実質的に関わる質問項目である。３問で、それぞ

れ地域創生に関する「知識」「心構えや姿勢」「実

践力」を聞いており、これらは大括りの質問とも

言えるが、毎日提出を求めるという性質上、この

ような形式で質問を行った。４問目には、「最も役

立ったと思うこと」について自由記述で回答を求

めた。 

これに続く３問は、自分自身、そして、自分の

チームの日々のプログラムへの取り組み姿勢を聞

くものである。学生個々人に対するものと、チー

ムに対するものの両方の質問がある。当時ながら、

取り組み姿勢には、プログラム内容が関係してい

ることが推察される。また、学生自身の興味・関

心の高いテーマであったり、その日の主担当教員

の授業方法にも影響を受ける可能性が考えられる。

そのため、この３問も、プログラム評価に対し有

用なデータであると考えた。 

回答方法の「５段階評価」は、「強くそう思う」

「ある程度そう思う」「どちらとも言えない」「あ

まりそう思わない」「まったくそう思わない」か

ら１つを選択する形式のことをさしている。また、

「オンライン日報」は、Google フォームを利用し

て作成し、学生は日々オンラインにて、これに記

載し送信することで日々の記録を行った。 

 

（４） 調査方法 

本調査では、プログラム評価への素材として、

先述の「オンライン日報」を用いるものであるが、

分析の考察を深めるためのデータとして「主担当

教員の評価」「最終レポート」も利用することとし

た。 

「主担当教員の評価」については、本年度「地

域実習Ⅰ」は、10月１日から16日の期間（以下、
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TXPJ期間1と呼ぶ）について、日々の主担当教員が

それぞれの評価手法を用い、個々の学生を10点満

点で評価しており、そのスコアを用いる。 

「最終レポート」は、テーマの１つとして、TXPJ

期間に経験した12のプログラムから、自分自身の

関心の高いものから順に３つを回答させているた

め、どのプログラムを挙げたのかをデータとして

用いた。 

なお、今年度「地域実習Ⅰ」の受講学生は96名

であった。 

 

４．調査結果 

 

（１） オンライン日報  

ａ） 「オンライン日報」の提出状況 

「オンライン日報」の34日間を通しての回答状

況は、図１の通りであった。日々の上昇や下降は

あるものの、全体的に見た場合、34日間を通じて、

徐々に提出率が下降する傾向が見られた。なお、

期間全体を通しての回答率は92.9％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 「オンライン日報」の提出率 

 

ｂ）「オンライン日報」のスコアの実習期間中の推移 

 「オンライン日報」の学籍番号、氏名、日付を

除いた７問のうち、前半４問は、プログラム評価

に直接的につながる質問である。一方で、後半の

 
1 今年度「地域実習Ⅰ」ではこの期間を「TX プロジェクト

WEEKS【大正大学 X・TOKYOX・地域創生 X～社会・地域・そし

て、そこに生きる人への想いや見る目を変革する～】」と名付

３問は、学生の取り組み姿勢を問うものであるた

め、間接的にプログラム評価に関係する可能性が

ある質問と考えられる。そこで、この両者を分離

して、前半４問のうち、自由記述を除くスコア化

可能な３問について、34日間の回答の平均値の推

移を表したものが図２である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ プログラムから「得られたもの（前半３問）」の平均値 

 

「地域実習Ⅰ」のプログラムは、「ガイダンス期

間」「TXPJ期間」「PC 研修期間」「報告会期間」に

分かれている。図２を見ると、「ガイダンス期間」

は２日しかなかったが、２日目のスコアの方が高

い。１日目は、プログラムに関する説明等の内容

であったが、２日目は実際に地域で活躍する NPO

法人等のメンバーを交えたワークショップやチー

ムビルドであったことがこの結果に反映されてい

ると考えられる。続く「TXPJ期間」は、日々オム

ニバスで主担当教員が入れ替わるプログラムが展

開されたため、日々のテーマと学生の興味・関心

等の在り方によって、スコアの高低に大きな差異

が見られる。一方で、それに続く「PC 講座期間」

は、同じ顔ぶれの指導陣による統一された指導方

法での３週間であったため、スコアの高低差が少

ない。ただし、最終日である11月６日は、この期

間の集大成である実際の企業データ分析結果にも

とづく当該企業の上級管理者への提案プレゼンテ

け、「大正大学地域創生学部学生」、「東京」、「地域創生」の

それぞれローマ字表記の頭文字である「T」をとり、地域創生

に関する学生自身の「想い」や「研究・実践のあり方・考え方・

視点」を「変革」させる期間として位置付けていた。 
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ーションであったため、大きくスコアが上がって

いる。最後の「報告会期間」は、５日間中、準備

が2.5日、報告会本番が1.5日、最終の総括が１日

という割り当てであったため、徐々にスコアが上

がり本番でピークを迎え、最終日の総括では少し

低下が見られる。 

「知識」、「心構えや姿勢」、「実践力」の関係で

は、「ガイダンス期間」は「心構えや姿勢」を最も

得られ、「知識」がほぼ同スコアで続き、「実践力」

は最も低いが、これが「TXPJ期間」になると、「知

識」が最も高く、同程度で「心構えや姿勢」、「実

践力」と続くが、後２者のスコアはほぼ同じ程度

になっている。「PC講座期間」では、「知識」、「実

践力」、「心構えや姿勢」の順の差異が明確で推移

するが、最終日はこの３者がほぼ同スコアで重な

る。最後に、「報告会期間」では、「心構えや姿勢」

が突出して高くなる。 

次に、後半３問の34日間の回答の平均値の推移

を表したものが図３である。 

図３を見ると、図２と似た形状であることがわ

かる。すなわち、プログラムから得られたものが

大きいかどうかという評価と、取り組み姿勢は関

連していることがわかる。 

 「個人ワークの取り組み姿勢」、「グループワー

ク（以下、GW）の取り組み姿勢（個人）」、「GW の

取り組み姿勢（チーム）」の関係では、前２者が、

回答者自身の姿勢に関する評価であり、後者は、

回答者自身を含めた自分の所属するチーム全体の

姿勢を聞いたものである。 

 

 

図３ プログラムへの「取り組み姿勢（後半３問）」」の平均値 

 「ガイダンス期間」では、３者はほぼ一致してい

る一方で、「TXPJ期間」では、日によって異なるが、

概ね「チーム」の姿勢の方が、「個人」の姿勢を上回

っており、「GW 取り組み姿勢（個人）が最も低い傾向

にある。この期間、この３者は、一定程度スコアに差

があることがわかる。続く「PC講座期間」では、当初

は「個人ワークの取り組み姿勢」が突出して最も高

かったが、徐々に３者が一致を始め最終日に向かっ

て、GWでの個人とチームの姿勢が一致して、「個人

ワークの取り組み姿勢」を上回る。最後の「報告会

期間」では、一貫して「GW取り組み姿勢（チーム）」

がトップであり、最終日の総括では、３者が一致する。 

 ところで、「得られたもの」に関する３問と、「取

り組み姿勢」に関する３問の相関関係を求めた結

果を表４として表す。 

 まず、34日間の期間全体について、まず、得ら

れたものに関する３問（問４から問６）では、「知

識」と「実践力」に、強い正の相関が見られた。

続いて、「知識」と「心構えや姿勢」、「心構えや姿勢」

と「実践力」の順に、やや正の相関が見られた。 

次に、「取り組み姿勢」に関する３問（問８から

問10）では、「個人ワークの取り組み姿勢」と「GW

の取り組み姿勢（個人）」、「GWの取り組み姿勢（個

人）」と「GWの取り組み姿勢（チーム）」、「個人ワ

ークの取り組み姿勢」と「GWの取り組み姿勢（チ

ーム）」にやや正の相関が見られ、「個人ワークの

取り組み姿勢」と「GWの取り組み姿勢（チーム）」

には弱い正の相関が見られた。 

 得られたものに関する３問と、取り組み姿勢に

関する３問の関係を見ると、「個人ワークの取り

組み姿勢」は、「実践力」との間に強い正の相関が

見られ、「知識」との間にやや正の相関が見られる

一方で、「心構えや姿勢」との間には、有意な相関

関係がない。これは一見すると奇異に見えるが、

そもそも取り組み姿勢が十分な個人であれば、「心

構えや姿勢」の更なる成長は得られにくいのでは

ないかと考えられる。一方、「GW の取り組み姿勢

（チーム）」と「心構えや姿勢」の間には、やや正

の相関が見られる。チーム全体の取り組み姿勢が

良ければ、個々人の「心構えや姿勢」には資する

ところが生まれ、この結果につながっているので

はないか。また、「GW の取り組み姿勢（チーム）」
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は「実践力」との間にもやや正の相関が見られる。 

以上、34日間の期間全体を通して見ると、取り

組み姿勢と得られたものの間には、一定の正の相

関関係性が認められた。得られるものがあれば取

り組み姿勢は向上するのか、取り組み姿勢が良け

れば得られるものも大きくなるのか、因果関係を

単純に推察はできないが、前者であるとすれば、

取り組み姿勢は、プログラムの内容によって影響

を受けるため、プログラム評価の指標となり得る

と考えられる。 

表４ ６つの質問間の相関係数（34日間全体） 

  

ｂ） 「オンライン日報」に見られるプログラム特性 

 表４は、34日間の全体を通した結果であった。

プログラムの特性によって、この関係性は、異な

ってくると考えられるため、期間中２週間以上

（実働10日間以上）の期間があった「TXPJ 期間」

と「PC講座期間」に分けて相関関係を求めたもの

を、表５（TXPJ期間）、表６（PC研修期間）とし

て示す。 

 表５を見ると、「TXPJ 期間」に関しては、34日

間全体に比較して、相関関係が強いことがわかる。 

表５ ６つの質問間の相関係数（TXPJ期間） 

 一方で、表６を見ると、「PC 講座期間」につい

ては、反対に相関関係が弱いことがわかる。特に、

「PC講座期間」においては、プログラムの特性が

色濃く表れた結果だと考えられるが、得られたも

のに関する３問と、取り組み姿勢に関する３問の

間には、有意な相関関係が認められない。PCスキ

ルは、地域創生学部を進路先に選択したことと、

強い関連があるとは予想されないため、不得手な

学生も多い可能性はある。その場合は、取り組み

姿勢の良い悪いと、得られるものには、関係性が

弱くなってしまうかもしれない 。 

 

 

表６ ６つの質問間の相関係数（PC講座期間） 
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（２） 「オンライン日報」と評価及び関心度  

 「TXPJ期間」は、先述したように、毎日主担当

教員が入れ替わり、各々のテーマをオムニバス形

式で、地域創生の具体的なテーマや手法や実践例

の講義や、ディスカッション、ワークショップを

実施するという内容であった。主担当教員は12人2

である。この12日間については、毎日担当する教

員が、取り組み姿勢や個々の学生に与えた課題等

を評価し、10点満点で成績評価を行っていた。 

一方で、学生には、「地域実習Ⅰ」の最終レポー

トにおいて、「TXPJ 期間」で取り上げたテーマの

うち、「自分自身の関心の高いものから順に３つ

を挙げ」、それぞれに学んだことの概要や今後自

分自身が取り組む地域創生の活動との関係性等を

記載することを求めた。すなわち、12のテーマの

中から３つを選んだわけであるが、これについて

分析するため、１番目に選んだテーマに３点、２

番目に２点、３番目に１点を配することとした。

このスコアは、テーマに対する関心度とも言える

ものである。 

この12人の教員による学生の評価と、最終レポ

ートで学生が記載したテーマに対する関心度と、

「オンライン日報」の得られたものに関する３問

及び取り組み姿勢に関する３問との相関関係を表

したものが、表７である。 

 

表７ 教員の評価・学生の関心度と６つの質問間の相関係数（TXPJ期間） 

 

これを見ると、TXPJ期間全体では、教員の学生

に対する評価と、学生のテーマに対する関心度と、

得られたもの、そして、取り組み姿勢には、殆ど

相関がないことがわかる。 

これについて、12日間の個々のテーマをそれぞ

れ取り上げてみたところ、学生のテーマに関する

関心度については、どの項目とも相関が見られな

かった。一方、教員の学生に対する評価について

は、「個人ワークの取り組み姿勢」との間に、12テ

ーマ中、３つのテーマにおいて、弱い正の相関が

見られた（それぞれ、0.298**、0.304**、0.474**）。

また、その３つのテーマのうちの１つについては、

他に、教員の学生に対する評価と「心構えや姿勢」

（0.366）、「実践力」（0.346）、「GWの取り組み姿

勢（個人）」（0.319）との間にも弱い正の相関が見

られた。この３つのテーマについて、他の９つの

テーマとの差異は明確ではないが、比較的プログ

ラム中に、学生に求める課題の分量が多かったよ

うに思われる。学生に対する評価を算出する際に、

エビデンスとなる課題の分量が多い方が、「個人

ワークの取り組み姿勢」との関係が強くなると可

 
2 学外の NPO 法人が担当した 1 日もあったため、正確には

能性が示唆された。 

 

（３） 最終レポートにおける学生の関心が示すもの  

 「地域実習Ⅰ」の最終レポートでは、先述した

ように、「TXPJ 期間」で取り上げた12のテーマの

うち、「自分自身の関心の高いものから順に３つ

を挙げ」、それぞれに学んだことの概要や今後自分

自身が取り組む地域創生の活動との関係性等を記

載することを求めた。 

 この記載内容を分析することは、直接的にはプ

ログラム評価とはならないが、今後の「地域実習

Ⅰ」のプログラムを検討する上で有用であると考

えられるため、最後に、これを分析し、考察する

こととする。 

 まず、学籍番号を縦軸に、12プログラムを横軸

にした表を作成し、関心が高い順に１、２、３と

記録した。出来上がった表を植物社会学で使われ

る Braun-Blanquet（1964）の方法を参考に、行列

を入れ替えながら、似た傾向にある学生を集め、

関心が高いプログラムの傾向からグループ名を作

成した。 

11 人と 1 機関である。 
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 Braun-Blanquet の方法は同じ大きさの調査サ

イトを複数調査した場合に出現する植物の種類と、

調査地内を占める優先度などを記録し、調査地の

特徴を掴むための手法の一つである。同一系統の

調査地をグループ化し、グループごとの特色を分

析することで環境特性を推定する。分析について

は行に植物名、列に調査地名を記録し、優先度が

高い植物を上位に、優先度が高い植物が記録され

ている調査地列を左に移動することで、複数の調

査地の特色を掴み、そのグループを構成する植物

によって名付けて傾向を分析していく。 

本調査では関心の強さ（順位）と選んだ組み合

わせから学生の関心傾向を掴みたかった。そのた

め、調査地を学生、植物名を「関心を寄せた授業

（１位～３位で記録）」に読み替えて、近い関心を

持つ学生をグループ化することで分析が可能では

ないかと考えた。 

 

表８ 学生が関心を寄せるプログラムの順位別の選択数 

DAY タイトル 第一 第二 第三 学生数 

9 公共交通・交通局 1 3 4 8 

3 地域創生のためのイノベーション入門講座 2 2 4 8 

8 CSR・企業 4 1 5 10 

      

      

4 クチコミ分析・ICT・地域資源マップ 7 2 2 11 

11 音楽・文化を活かしたまちづくり 7 4 6 17 

13 バーチャル四の市見学 1 7 11 19 

14 地域通貨・商店街 1 7 13 21 

7 地域に根差した学修・地域 CC等 10 6 5 21 

5 地域人材・高校生 11 7 7 25 

10 スポーツツーリズム等 15 11 6 32 

6 公共空間利用・みどり・コミュニティ  8 11 17 36 

12 まちあるき・地域コミュニティ 29 35 16 80 

 n= 96 96 96 96 

 

ａ） 学生が関心を寄せるプログラムの傾向 

 まず、学生が関心を寄せたプログラムについて

一位から三位まで記述しているので、プログラム

別に各順位ごとの学生の選択数から、その傾向を

整理する（表８）。 

 学生が関心を寄せたプログラムを見てみると、

「DAY12まちあるき・地域コミュニティ」は殆どの

学生（80/96名）が選択しており、非常に高い関心

がうかがえる。選択した学生数で見ると、２位以

下は36名以下であるため、極めて高い数字である

ことがわかる。「DAY6公共空間・みどり・コミュニ

ティ」も学生の選択数（36名・２位）であること

を考えると、学生の「コミュニティ」への関心の

高さを感じる。 

続いて多い「DAY10スポーツツーリズム等」は、

唯一観光系を題材にしており、またスポーツも組

み合わさることで関心を高めたかもしれない。

「DAY11音楽・文化を活かしたまちづくり」と併せ

て、余暇の使い方等への関心の高さが伺える。 

「DAY5地域人材・高校生」、「DAY7地域に根差し

た学修・地域 CC等」は、教育・学習を題材とした

プログラムであったが、これも46名と半数近い学

生が選択しており、学修機会と地域創生のつなが

りに学生の多くが関心を寄せていると言える。 
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ここで、Braun-Blanquet（1964）の方法を参考

に、選択傾向から学生の志向性を分類してみたと

ころ、表９のように分けることができた。なお、

グループ名については三位までの関心を寄せたプ

ログラムの選択傾向、志望順位から特色を把握し、

任意で特徴を表す名前を付けている。 

表９ プログラムの選択傾向に見る学生のグループ化 

グループ名 学生数 グループの説明 

都市を中心に幅広いテーマに関

心（G1） 
23名 

DAY6、12を軸に、スポーツ、文化芸術、商店街、口コミ分析・公共交通

など都市型と思われるプログラムへの関心を寄せたグループ 

活動的なテーマに関心（G2） 17名 
DAY10、DAY12、DAY13バーチャル四の市などを選んだグループで、スポ

ーツ、まちあるき、商店街散策など活動的な内容を好むと考えられる 

高校生と教育テーマに関心（G3） 17名 
DAY5、DAY12を軸としたグループで、高校生と地域コミュニティに関心

が高いと考えられる 

商店街を中心としたコミュニテ

ィテーマに関心（G4） 
7名 

DAY6、DAY14地域通貨・商店街を軸としたグループで、商店街を軸とし

たコミュニティに関心が高いと考えられる 

文化と教育のテーマに関心（G5） 7名 
DAY11を軸に、DAY5、7を組み合わせて回答するグループで、音楽など文

化と教育に関心が高いと考えられる 

他のグループに当てはまらない

特定のテーマに関心（G6） 
23名 

他と傾向が同じにならず、DAY3地域創生のためのイノベーション入門講

座（8名）、DAY4クチコミ分析・ICT・地域資源マップ（6名）、DAY7、DAY8 

（3名）、CSR・企業（4名）のそれぞれに特化して関心が高いと考えられ

るグループ 

 『都市を中心に幅広いテーマに関心』のグルー

プは、コミュニティを掲げるプログラムを選択し

たうえで、都市部に特化しやすい課題を取り扱う

プログラムを選択する傾向にあった。特化した関

心というよりは都市全体に関心が強いと考えて良

いかもしれない。 

『活動的なテーマに関心』のグループは、まち

あるき、スポーツ、「バーチャル四の市」（商店

街イベントの踏査・探索）等の実際に体を動かす

ようなテーマに関心を寄せており、もともと体を

動かしていくことに興味が強い可能性がある。 

『高校生と教育テーマに関心』のグループは

DAY5と DAY12を軸としているが、やや DAY5地域人

材・高校生に重きがあるグループになっている。

教育によって地域創生における課題解決に関心を

寄せているようである。 

『商店街を中心としたコミュニティテーマに関

心』のグループは DAY14地域通貨・商店街と DAY6

を組み合わせたグループで、都市の中でも商店街

に強い関心を持つグループだと考えられる。 

『文化と教育のテーマに関心』のグループは

DAY11音楽・文化を活かしたまちづくりを第一希望

としながら、DAY5、DAY12にも強い関心を持つ層と

なっている。学生の中に音楽・文化と教育を結び

付けて考える層が一定数いると推測される。 

『他のグループに当てはまらない特定のテーマ

に関心』のグループは、他との組み合わせの傾向が

同じにならず、それぞれが特定のプログラムに特化

して関心を持っている可能性が高いと考えられる。 

ｂ） 学生の関心グループ別のプログラムごとの平均

スコアの比較 

 表10は、各関心グループの学生のプログラムご

とに、教員からの評価のスコアの平均を比較した

ものである。表中の太字は、全体の平均よりも高

いスコア、細字（太字以外）は平均以下のスコア

である。また、太字に下線を付したスコアはその

日のプログラムで最も高い平均スコア、細字（太

字以外）に下線を付したスコアは最も低いスコア

である。いずれも傾向を俯瞰する目的であるため、

小数点第一位までで十分であると判断した。また、

スコアは各プログラムの主担当の評価基準によっ

て10点満点で付けられるものであるため、評価基
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準が統一されているとは言えない。そのため、そ

れぞれのプログラムの中で、評価が高いか低いか

は論じることができるが、数量的な差異を議論す

ることは難しい。数量的な差異を見る場合は評価

基準を統一すること、今回傾向として捉えたグル

ープを仮説として、サンプル抽出して十分な調査

件数を得たうえで分析する必要がある。 

 表10を見ると、最もスコアが高いものは『高校

生と教育テーマに関心（G3）』であった。続いて『他

のグループに当てはまらない特定のテーマに関心

（G6）』が高くなり、『都市を中心に幅広いテーマ

に関心（G1）』と『文化と教育のテーマに関心（G5）』

は同程度であった。グループとしては、高校生・

教育・特定の講義科目など関心を特化していると

みられるグループの成績が比較的高く、この時点

で目的意識の明確化ができている可能性がある。 

 

表10 学生の関心グループ別のプログラムごとの評価の平均スコア 

 DAY3 DAY4 DAY5 DAY6 DAY7 DAY8 DAY9 DAY10 DAY11 DAY12 DAY13 DAY14 
全体 
平均 

G1 8.4 7.9 7.6 8.8 7.8 8.4 5.6 10.0 5.6 8.1 8.3 8.3 7.9 

G2 8.6 8.1 6.2 7.9 7.5 7.7 5.6  9.8 4.0 7.6 7.2 7.4 7.3 

G3 9.1 8.6 8.2 9.2 8.1 8.7 5.5 10.0 5.4 8.8 8.5 8.3 8.2 

G4 8.3 7.1 6.4 8.3 7.4 6.1 5.5  9.7 3.4 6.4 7.7 8.3 7.1 

G5 9.0 9.0 7.0 8.9 7.1 9.0 5.7 10.0 5.6 8.6 7.9 6.9 7.9 

G6 8.7 8.1 7.3 9.0 7.4 8.1 5.7  9.8 5.7 9.6 8.4 7.9 8.0 

合計 8.7 8.1 7.3 8.7 7.6 8.1 5.6  9.9 5.2 8.4 8.1 7.9 7.8 

 平均スコア 太字：平均より上・細字：平均より下 太字下線：最高平均スコア 細字下線：最低平均スコア  

 

 一方で、『活動的なテーマに関心(G2）』、『商店

街を中心としたコミュニティテーマに関心（G4）』

はスコアが低かった。G2についてはスポーツやま

ち歩きなど活動的な内容に関心が高いと言えるが、

その一方で座学などが苦手などの可能性がある。

G4については集合した根拠となった「地域通貨・

商店街（DAY14）」だけ成績が良いという結果であ

り、それ以外のプログラムは平均以下で、半数が

最下位という成績であった。 

感心とプログラムの成績の関係については、「地

域に根差した学修・地域 CC等（DAY7）」を見ると、

関心グループ分けの根拠に使った G3では高い成

績になるが、G5では最低の平均となっていて、相

関関係を見ることはできない。G4において関心が

成績に結びついたというにはより詳細な分析を必

要とする。 

ｃ） 学生の関心と教員からの評価との関係 

 最終レポートで学生が挙げた３つの関心と、プ

ログラムごとの教員からの評価の関係については、

以下のようにまとめられる。 

 学生たちは「コミュニティ」、「余暇の過ごし方」、

「教育」等への関心が高い傾向にあった。2020年

度「地域実習Ⅰ」の「TXPJ期間」は、地域創生に

関わる様々な視点を提供し、学生の関心を広げつ

つ、自分が関心を持てるテーマを見つけていくた

めの基礎を作ることをめざしていた。そこから考

えると、学生がもつ地域創生への関心は、最終レ

ポートの段階で３点に偏る傾向にあり、意図した

幅広く関心を持つよりも取り組むべき課題が、最

終レポートの段階で絞り込まれている可能性があ

る。 

 その一方で、教員からの評価との比較をしてみ

ると、関心が高いプログラムと評価の関係性は、

今回の結果では相関があるとは言えず、評価が高

い学生は、ある程度関心が絞られていて、また、

評価が低い学生は、活動的なテーマに関心が強い

ことがわかった。地域創生学部では、高校時代か

ら活動的に地域創生に関わる学生もおり、また、

スポーツに力を入れてきて、「何か行動すること

が好き」という学生が一定程度いる。そうした学

生が活動的なテーマを選んだ可能性がある。 

 

５．おわりに 

 

 これまでの分析から、大きくまとめると、次の

ような知見が得られた。 
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① 「オンライン日報」の分析から、「地域実習

Ⅰ」において、地域創生に関する「知識」を

得ることと「実践力」を得ることには強い関

係性が認められ、「知識」と「心構えや姿勢」

との間、「心構えや姿勢」と「実践力」との間

に、やや関係性が認められた。今年度「地域

実習Ⅰ」はオンラインでのプログラムであっ

たが、「知識」をより得られた者は、より「実

践力」を得られ、「心構えや姿勢」も得られた

ことを示唆している。 

② 「地域実習Ⅰ」のプログラムへの取り組み

姿勢に関しては、「個人ワークの取り組み姿

勢」と「GWの取り組み姿勢（個人）」との間、

「GWの取り組み姿勢（個人）」と「GWの取り

組み姿勢（チーム）」との間、「個人ワークの

取り組み姿勢」と「GWの取り組み姿勢（チー

ム）」との間にやや関係性が認められ、「個人

ワークの取り組み姿勢」と「GWの取り組み姿

勢（チーム）」にはそれよりも弱い関係性が認

められた。すなわち、個人ワーク、GWでの個

人の取り組み、GW でのチームの取り組みは、

影響を与え合っていると言えるかも知れない。 

 ③ 「地域実習Ⅰ」で得られたもの（「知識」

「心構えや姿勢」「実践力」）と取り組み姿勢

（個人ワーク、GWでの個人の姿勢、GWでのチ

ームの姿勢）との関係を見ると、「個人ワーク

の取り組み姿勢」は、「実践力」との間に強い

関係性が認められ、「知識」との間にやや関係

性が認められる一方で、「心構えや姿勢」との

間には、殆ど関係が認められなかった。「GWの

取り組み姿勢（チーム）」と「心構えや姿勢」

にやや関係性が認められた。個人ワークと GW

との傾向の違いが明らかになった。 

 ④ ただし、①から③の関係は、個々のプログ

ラムの特性によって、差異がある。 

 ⑤ 学生が得られるものが多いほど、取り組み

姿勢が良いことから、プログラムへの取り組

み姿勢は、プログラム自体の評価の指標にな

り得る可能性がある。 

⑥ 「地域実習Ⅰ」のプログラムでは、学生は

「コミュニティ」、「余暇の過ごし方」、「教育」

等への関心が高い傾向にあった。 

 ⑦ 教員からの評価が高い学生は、ある程度関

心分野が絞られており、一方で、評価が低い

学生は、活動的なテーマに関心が強い傾向に

ある。 

 本研究は、2020年度に本学が実施した「地域実

習Ⅰ」を事例に、オンラインでの実習教育のプロ

グラムをどのように評価するのかを考察したもの

である。プログラム評価の一般的な手法としては、

授業実施後に行われる学生による授業評価アンケ

ートがある。しかしながら、それは、「地域実習Ⅰ」

のような長期に亘るプログラムであり、その中に

目的の異なる複数のプログラムが混在していたり、

一定数の教員が関わる場合、評価としての有用度

には限界がある。本研究では、学生に期間中毎日

記載を求めた「オンライン日報」を中心的な素材

に、教員からの学生に対する評価、最終レポート

に挙げられた学生の関心やコンテキストを分析し、

それらを用いることで、2020年度「地域実習Ⅰ」

の精緻なプログラム評価を実証的に行った。ここ

から得られた知見は、今後の「地域実習Ⅰ」のみ

ならず、オンラインでの実習教育に関する評価の

一助をなすものと考える。 

今後、複数年に亘り継続することで、「地域実習

Ⅰ」の学びの質を向上させると共に、同種の教育

プログラムに汎用的に資する評価のあり方を深耕

させたいと考える。 
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ウィズ・コロナ時代の働き方 

―企業ヒアリングの結果を中心にー 

  大沼 みずほ１、村木 太郎２、塚﨑 裕子３、金子 順一４ 

１大正大学 地域構想研究所 准教授、２大正大学 地域構想研究所 教授 
３大正大学 地域構想研究所 教授、４大正大学 地域構想研究所 客員教授 

 

（要旨）地方に拠点を置く全国企業はコロナ禍にあって、この危機をチャンスに変える

べくどのように動いたのか。北は山形県から南は福岡県まで、全国的に著名な企業５社

を取り上げ、社長インタビューを行う中で、ウィズ・コロナ時代に企業はどのような変

化を迎えたのかを追った。５社すべてで、コロナ対策としてのデジタル化や密を避ける

流れの中で、ビデオ会議を中心とするオンラインでの活動が一般化されることで、在宅

ワークや時差出勤といったフレックスな働き方が進められ、オンラインでの採用活動が

多様性のある人材登用という点で利点をもたらす一方、社員の閉塞感や一体感の欠如、

残業の在り方といった課題もまた浮彫りになった。 

 

キーワード：企業ヒアリング、デジタル化、働き方の変化、オンライン採用 

 

１．問題の所在 

  

コロナに始まり、コロナに終わった2020年。多

くの企業が前年費より売り上げが下がる中、昨年

12月18日に発表された政府の経済見通しでは、「令

和２年度は、感染症の影響で厳しい状況となり、

４、５月を底に持ち直しの動きが続いているもの

の、 実質▲5.2％程度、名目▲4.2％程度の成長が

見込まれる。 令和３年度は、総合経済対策の円滑

かつ着実な実施により、公的支出による経済の下

支えと民間需要の喚起、民需の自律的な回復も相

まって、実質4.0％程度、名目4.4％程度と見込ま

れ、年度中には、 経済がコロナ前の水準に回帰す

ることが見込まれる。」との発表がされた。 

マイナス５％相当の成長率がプラス４％まで

回復するかどうかは、まさにこれからの感染症対

策にかかっていると言っても過言ではないだろう。 

2021年の年明けは、緊急事態宣言から始まった。

これまで、政府が掲げてきた「経済と感染症対策」

の二本柱は、まずは感染症を抑え込むことに大き

く舵が切られた。昨年の日本経済は、マイナス成

長ではあるが、「巣籠り効果」という言葉にもある

ように、ネットショッピングやウーバーイーツや

出前館といった配達業界はプラス利益を上げてい

る。また、これまで中々広がらなかった在宅ワー

ク、テレワークが一気に進み、オンライン会議な

どは日常の一部になってきている。 

コロナ禍において、地方を拠点とする企業の意

識はどのように変わったのか。働き方に変化はあ

ったのか。コロナ対策はどのようなことがなされ、

売上げはどうだったのか。また、一極集中是正に

向け、政府の地方の移住政策にも力が入ってきて

いる。人口減少の進む地方の企業にとって、いい

人材の確保は最大の課題である。採用において、

それぞれの企業でどのような工夫がなされたか。

ａ)コロナの影響（売上げ等）、ｂ）働き方の変化に

ついて、ｃ）コロナ対策、ｄ）採用に関して、と４

つの項目別に、2020年秋に行った５社の企業インタ

ビューを基に、ウィズ・コロナ時代の働き方、暮ら

し方について報告するとともに、地方で活躍する

企業のウィズ・コロナ時代の在り方を考察する。 
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２．調査対象企業 

 

全国的に名前の知られている企業を中心に、北

は山形県から南は福岡県と５社を選び、社長イン

タビューを実施した。千葉県銚子市にあるヤマサ

醤油株式会社、福岡県久山町にある久原本家グル

ープ、長野県伊那市にあるハナマルキ株式会社、

静岡県富士市にある大昭和紙産工業株式会社、山

形県酒田市にある株式会社平田牧場。いずれも、

本社は東京以外の地方都市に位置しており、東京

をはじめ支社や支店は全国を網羅している。 

 

表－１ 調査対象企業 基礎データ 

 

 

（１）石橋直幸社長（ヤマサ醤油株式会社） 

ａ）コロナの影響（売上げ等） 

外食店を相手にしている業務用部門では、業態

によるが、前年比70～80％ぐらいになり、大幅な

減収減益となった。一方で、スーパーマーケット

などで販売している家庭用部門は家で食事する機

会が増えたので前年比110％ぐらいで推移する商

品も少なくなく、増収増益となった。全体として、

業務用、家庭用のトータルでは、ほぼ前年並みで

あった。 

しかし、課題としては、感染症対策やいざとい

う時に工場が稼働できなくなることを考え、在庫

を多くかかえるようにしなければならないなど

BCP（事業継続計画）に影響が出てきているといっ

た側面はある。 

ｂ）働き方の変化について 

コロナで、通勤含め、リモートでの仕事への転

換が進んだ。春先は営業職の出社率を３割として

ビデオ会議などを駆使して営業も行うようになっ

たが、食品を扱っている以上、味を見てもらわな

いといけないということもあり、最近はかなり、

現場に戻ってきている。 

働き方が変わったことに関しては、社員からポ

ジティブな反応であり、時差出勤やビデオ会議の

利用など続けられるところは続けていきたい。こ

れまでデジタル化が必要だと分かってはいたが、

なかなかできなかった。それが、「明日からやれ」

となったらできるものだと実感した。取引先も受

け入れてくれている。時差出勤は東京支社では制

度上は可能だったが、工場では在宅ワークや時差

出勤ができないため、社内の一体感を重視して従

来は積極的に推進していなかった。それが今回営

業部門などで、できるようになったのは、コロナ

という外圧があったからだ。 

ただ、現在は、元々知っている者同士がオンラ

イン会議などを通じて意思疎通をしているのでそ

れほどの弊害は無いが、今後新卒や中途採用など

初対面の人が増えてきた時に、オンライン会議だ

けで充分だろうかという思いはある。 

ｃ）コロナ対策について 

銚子にある受注のコールセンターなどは家でも

できるように、自宅にファックス、プリンターを

設置するなどの投資をして、クラスターを発生さ

せない努力をしている。 

工場の更衣室については、密にならないように

時間をずらしたり、アルコール消毒徹底などで現

場対応した。食堂については、以前は並んだ長テ

ーブルに６名／卓ぐらいで座っていたが、現在に

至るまで２名／卓（向かい合わない、隣一つ空け

る）で、極力喋らないという運用をしている。当

然一度に入りきらないので、時間帯を３つに分け

て入れ替え制にし、入れ替えの間でテーブルのア

ルコール消毒を行っている。 

ｄ）採用に関して 

採用に関しては、人材の必要度というのは変わ

らなかった。退職者との兼ね合いで新卒を採用し

ている。たまたまだが、今年はコロナに関係なく

オンライン面談を導入する準備を進めていたため、

スムーズに機能した。全国から技術者を採用して

いるので、オンラインの方がむしろメリットがあ

ると感じている。就職活動の側もわざわざ地方か

創業 従業員数 売上高 支社数 工場数

ヤマサ醤油 1645年 849名 562億円 10 2

久原本家 1893年 1288名 281億円 5 4

ハナマルキ 1918年 290名 202億円 3 2

大昭和紙工産業1940年 610名 403億円 10 9

平田牧場 1964年 660名 151億円 5 2
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ら来なくてもよいし、互いに間口が拡がるのでは

ないか。ただオンラインは一次、二次に限定し、

最終面談は社長が対面で行った。 

わが社では、千葉県出身の学生に対し、将来的

に千葉に戻る可能性のあることを見越して特別仕

様の DMを出すなどの工夫もしている。 

 

（２）河邊哲司社長（久原本家グループ） 

ａ）コロナの影響（売上げ等） 

 若干のマイナスだが、３％にも満たない。 30

年前から通信販売に力を入れており、コロナ禍で

通信販売が伸びたので、ここに攻勢をかけている。

一方で、東京都内の店舗はじめ、路面店は苦しい

状況が続いている。 

ｂ）働き方の変化について 

 コロナという想像もつかない現状の中で、様々

な取り組みを後追いで色々やっているという感じ

だ。在宅勤務、時差出勤、サテライトオフィスの

設営を利用して、通勤時間やオフィス間の移動時

間短縮など効率的な業務を推進するきっかけとな

った。一方で、在宅勤務で不安や閉塞感を感じた

社員が存在することもある。社員へのヒアリング

を通じて最適なものを追求していきたい。 

これまで、東京での会議に何かしら参加してい

たが、東京での会議に参加しなくとも十分できる

と分かった。一方で、面と向かって話すことで話

が発展することもあり、リモートと現場に足を運

ぶのと併用していく必要がある。 

わが社は女性に買っていただく商品を扱ってい

るので、女性職員をみんなで応援していこうとい

う雰囲気があり、女性活躍委員会を置いており、

時短勤務も推奨している。企業内保育所も今後設

置していきたいと考えている。 

久原本家では45人の技能実習生が働いているが、

技能実習生が出国できない、ベトナムから入国す

る予定であった人数の半分しか入国できていない

という状況はある。外国人労働者は、人件費が安

いからということで受け入れるのではなく、人材

として受け入れ、活躍していってもらいたいと思

っている。 

ｃ）コロナ対策について 

巣籠という状況の中で、通信販売が伸びている

ため、工場や通信販売のコールセンターなどでク

ラスターが起きないように気を付けている。 

ｄ）採用に関して 

リモートワークなど働き方の変遷や EC サイト

市場拡大に対応すべく、これまで以上に ITのスペ

シャリストが必要だが、そういった人材は地元に

おらず、東京近郊に集中している。九州出身者で

介護などを理由に親元に戻る人が福岡県まで戻っ

てきており、こうした人たちをうまく取り入れて

いきたいと考えている。 

採用活動では、社内の雰囲気を直接見て感じて

もらいたいものがリモートになったことで、リア

ルな体験なしのリモートだけでは限界があると感

じた。 

 

（３）花岡俊夫社長（ハナマルキ株式会社） 

ａ）コロナの影響（売上げ等） 

売上げについては、３月から５月までは顕著な

差があった。業務用が落ち込み、家庭用の小売の

販売量は10％アップというような状況だったが、

夏以降は、1，2％のアップのみで、給食などは回

復してきており、病院などヘルスケア関係もよい。

ただ、グーグルジャパンの食堂などの需要が減っ

てきているので、全体の８割くらいまでの回復と

なっている。 

居酒屋はおそらく現在は60％くらいだが、Go To 

Eat のおかげで、８割まで戻すのにはそう時間は

かからないのではないかと考えている。しかし、

Go To がなくなった以降の揺れ戻しが怖いと感じ

ている。 

ｂ）働き方の変化について 

社員50％の出勤を続けている。昨年秋に、シス

テムを一新し、新しいシステムを導入し、総務、

会計などをテレワークできるようにクラウド化し

ていた。これは、タイ工場が出来るにあたって、

進めていたものだったが、これのおかげでコロナ

禍にあっても、日本でもスムーズに移行できた。

今後は働き方も変わっていくだろう。実際、リモ

ート業務を続けたいという希望者は多い。営業職

は、緊急事態宣言の間は他社を訪問するのは、難

しかったが、現在、大手企業は会ってくれるよう

になった。一方、地方の取引先とは、たとえば、
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塩麹につけた豚肉とそうでない豚肉を冷凍で送り、

相手に商談の日に食べてもらって、オンラインで

やりとりをするということを始めた。まだまだ、

東京からの出張者を受け入れていただけない雰囲

気は、地方の方が強いと感じる。コロナ禍だから

こそ、新規開拓など、ここは攻めどきであり、ど

んどんやっていきたい。 

ウェブ会議中心となり、大阪をはじめ他地域か

ら集まって東京で行っていた会議も現在は、すべ

てウェブとなっている。そのことにより、行き来

の時間の節約、合理化につながっている。一方、

会議の間のお茶飲みの時にふとアイディアが浮か

んでいたというようなことはなくなった。また、

対面の会議の時には、本音をひそひそ話で話して

いたが、それもできなくなった。年に一度くらい

全員が集まる会議を東京でしてもいいかもしれな

いが、現在のところ、未定である。工場勤務は通

常時間に戻っている。 

ｃ）コロナ対策について 

工場では、サーモグラフィーの設置や食堂の時

間制限、更衣室の増設なども行った。現場では、

日系ブラジル人も多いので、平面のディスプレイ

に映像や文字を表示するデジタルサイネージを活

用し、映像や画像も使って多言語でお知らせを伝

えたり、コロナについての注意喚起をしたりして

いる。 

ｄ）採用に関して 

中途採用に力を入れてきている。コロナ禍で、

いい人材が労働市場に出てきている。これまでは、

６対４で新卒対既卒の割合だったが、現在は、半々

くらいになってきている。オンラインでの採用も

行ったが、最終面談は社長が対面で行った。新卒

の内定者の中には、一年先延ばしし、第二新卒で

就職したいので辞退したいという人もいて、コロ

ナ禍の影響を感じた。 

みそづくり体験館を100周年に合わせて作った

が、実際にみそづくりを体験することで、地元で

希望者が増え、いい人材が来てくれるようになっ

たと感じている。本社では、台湾出身のマーケテ

ィング担当者もいて、多様性のある会社は成長す

るとの思いから、今後も外国人は積極的に採用し

ていきたいと思っている。 

（４）齋藤了介社長（大昭和紙産工業株式会社） 

ａ）コロナの影響（売上げ等） 

改めて取引先が多いと実感している。インバウ

ンドや修学旅行相手のお菓子屋さんやお菓子につ

らなる紙類の売り上げが落ちる一方、軽減税率対

策でドライブスルーを導入していていたファース

トフード関係は、売り上げアップにつながった。 

一方、自動車関連や空港・デパート関係は大打

撃となっている。東近江市が脱プラということで、

予算を付けて紙袋をつくり、商店などに配布して

いる。コロナで売り上げが下がった分は、ここ数

年動き出してきた「環境問題解決カンパニー」と

して、行政を含めて、紙袋普及の働きかけをして

いきたい。 

ｂ）働き方の変化について 

拠点が分散しているのでリモート会議は便利だ

と感じている。月曜の朝一の会議は、海外も含め

てズームで行うようになった。これまでは、海外

組は入っていなかったが入るようになったのは、

コロナがきっかけだ。また、工場と営業の工営会

議が盛んに行われるようになったことはいいこと

だと感じている。フレックス制度は、制度上はあ

ったがあまり使われていなかった。コロナで進ん

だと言える。 

客との営業は大企業に限られ、中小・零細企業

の取引先は７月以降、対面営業に戻ってきている。 

ｃ）コロナ対策について 

リモートワークが可能な社員についてはイント

ラネットの入ったパソコンを貸与するなどした。

営業の３割をリモートで試みた結果、今も週２日

出勤などの人もいる。 

一方、会計、総務などの事務処理は富士市で行

っており、富士市はコロナ患者が少ないというこ

ともあり、毎日出勤している。工場はリモートワ

ークができないため、出社を減らすなどのコロナ

対応を取り、雇用調整助成金ももらった。 

10月下旬に久しぶりに対面の取締役会を行った

が16人一堂に会すのはまた違うと感じた。心を一

つにするには会うことはやはり大切なことで、使

い分けが必要だと感じた。 

ｄ）採用に関して 

オンラインでの採用試験を行ったが、最終面談
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は社長が対面で行った。地方工場での採用は地方

において、対面で行った。コロナということでの

人材採用に影響はなかった。むしろ、こうした時

期だからいい人材が採れ、長期の人材ピラミッド

をつくることができるから、思い切って採用をや

れと言った。辞退率は例年より少なかったように

感じる。慢性的に10％ほどの人手不足だったが、

コロナで売り上げも落ちているので、現在は、ち

ょうどいい状態になっている。 

 

（５）新田嘉七社長（平田牧場） 

ａ）コロナの影響（売上げ等） 

コロナ禍の影響で巣ごもりが広がったことで販

売事業は好調であるが、宴会、外食、駅での販売

はよくない。 

外食・小売店舗について雇用助成調整金を2020

年４月から受給している。「新型コロナ特例措置」

の適用期間中は、引き続き受給申請する予定だ。

また、東京では、都の休業協力金なども受給して

いる。 

わが社としては、スマホに２万円費やすより、

スマホに費やす5000円減らして、美味しく健康的

な食べ物を食べるだけで幸福度は上がる。食を通

じての幸せというものを提案していきたい。 

ｂ）働き方の変化について 

コロナによるテレワークの普及で物理的な距離

についての意識はなくなった。出張がほとんどな

くなり、出張にまつわるストレスがなくなった。

刺激がなくなったといえばそうかもしれない。 

ビデオ会議が社内コミュニケーションの主流と

なり、定例のミーティングもビデオ会議で行って

いる。今、インタビューを行っているこの会場も、

これまでは宴会場として使っていたが、現在は

Web 会議の会場にしている。オンラインベースで

コミュニケーションをとることでむしろコミュニ

ケーション自体は密になっている。従前の電話、

ファックスもビデオ会議に置き換わっている。 

現場に入らなくてもよい管理職は自宅からリモ

ートワークをしているし、営業もリモートになっ

た。自宅からリモートワークをしてもらっている

ので、今後の方向性としては営業所を集約し、な

くしていくことも検討している。自宅が事務所で

いいのではないか、という議論になっている。

（リモートワークが広がる中、）ただ単に会社に

出社したからいいということではないと感じて

いる。 

ｃ）コロナ対策について 

不要不急の県外外出を控えるよう指示し、やむ

を得ない場合には、所属長を通じて本社で行動内

容を把握し、自宅待機措置を取るなどしている。 

ｄ)採用に関して 

これまで、デメリットとして、大消費地から遠

いこと、消費者への営業や人材採用などが難しい

ことがあったが、人材採用についてはオンライン

が浸透し、障壁は小さくなってきている。 

コロナがはやる直前まで合同説明会を開いてい

たが、その後はオンライン面接を行っている。採

用数自体は外食や接客スタッフは減少し、巣ごも

り需要を受け、製造現場の方は増加した。オンラ

インでの面接・採用はむしろ良い面もある。採用

してほしいという意欲がオンライン面接での背景

等からわかる。例えば、オンライン面接で背景に

洗濯物があったりすると、意欲の低さが窺われる。

ただ、東京からの応募は少ない。U ターン希望者

が多いのが現状だ。 

 

３．考察 

 

（１）コロナの影響（売上げ等） 

売上げに関しては、インタビューした会社に食

品関係が多かったこともあり、大幅に減収のとこ

ろはなく、3割減から数パーセントの微減のところ

が多かった。 

食品関係では、通信販売など、巣籠り対応がで

きているかが一つの鍵でもあった。路面店は厳し

い状況が続いているものの、在宅ワークが増え、

料理をする機会が増えたことで、通信販売などは

売り上げが増収であった。 

またコロナ禍という状況の中で、いつ工場が稼

働できなくなるかわからないという先行きが不安

な中で、在庫を多く抱えることになることは、ど

の企業にとっても BCP（事業継続計画）に影響を

与えることになるだろう。 
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（２）働き方の変化について 

今回の企業インタビューでは、コロナ禍の中、

どの企業もいち早くデジタル化を進め、ビデオ会

議をはじめリモートによる打ち合わせやサテライ

トオフィスを導入することで、全国の支店をネッ

トワーク化していたことが分かった。すでにコロ

ナ前から、デジタル化を進めていたところも、そ

うでないところも、一気にリモート化をすること

で、出張による人の移動を抑えようとしているこ

とが伺えた。       

多くの企業でリモート化によるメリットを感じ

ながらも、実際に会って話をすることの価値につ

いてもまた重きを置いている経営者も多く、その

バランスに苦心している姿がうかがえた。 

また、10月に GoToトラベルが東京をはじめ、全

国的に解禁された後もリモートによる営業や打ち

合わせといったスタイルを継続しているところが

多く、企業活動の姿そのものがコロナによって大

きく変化したと感じた。 

こうしたデジタル化や密を避けるコロナ対策に

より、在宅ワークや時差出勤などフレックスな働

き方が奨励されていた。ただし、工場現場はそう

したことが難しいこともあり、一部休業し出勤日

を抑えることで、対応しているところが多かった。 

子育て中の女性社員などから、在宅ワークや時

差出勤、時短といった働き方は支持されていると

の話が多く聞かれたことは、すなわち、これまで

の働き方は、子育てや家事との両立が大変で、負

担感のあったことの裏返しでもあり、今後さらに

こうした働き方が推奨されることが、女性や高齢

者の働き方にも好影響を与えるものだろうと感じ

た。実際、2019年５月10日に厚生労働省から発表

された「仕事と育児の両立支援策について」では、

いまだに五割の女性が妊娠をきっかけに仕事をや

め、その理由として、勤務時間があいそうもなか

ったが47.5％、育児休業を取れそうになかったが

35％、職場に両立を支援する雰囲気がなかったが

25％となっており、職場における両立支援への理

解が鍵となっていることがデータからもわかる。 

一方、コロナという外圧によっての改革であり、

子育て中の女性のみならず、全ての社員がこうし

た働き方で効率よく働けるようになるためにどう

したらいいかといった働き方改革といった側面に

おいては、今後さらに改革の後押しが必要だと感

じた。 

また、在宅ワークによるチームの一体感の欠如

や閉塞感、残業の在り方など、一気に在宅ワーク

が進んだことで、その弊害についてはまだまだ分

析、対応しきれていない企業も多く、今後の課題

であろう。2020年８月に厚生労働省で開催された

「第１回 これからのテレワークでの働き方に関

する検討会」で示された「テレワークを巡る現状」

では、労働者に対するアンケート調査の中で、仕

事とプライベートの区別がつかないこと40.4％、

上司・同僚とのコミュニケーションが不足する

37.6％などとなっている。今後、政府としても出

勤７割減を国民にお願いするのであれば、在宅ワ

ークの課題について幅広く分析し企業をサポート

していく必要があるだろう。 

 

（３）コロナ対策について 

コロナ対策では、クラスターが発生しないよう

に、在宅ワークの推奨や時差出勤、リモート会議

による接触人数の制限、アルコール消毒の徹底や

出勤日の抑制に加え、工場の更衣室を増設したり、

食堂の利用人数や時間に制限をしたりする一方、

例えば、コールセンター業務を在宅でできるよう

にファックスなどの機材を在宅用に補助したり、

外国人労働者に対して、会話ではなくデジタルサ

イネージを使うなど映像を取り入れて注意喚起す

るなど画期的な取り組みをしている会社もあり、

興味深かった。 

コールセンター業務は初期にクラスターが多く

発生したこともあり、今後も感染症対策として、

在宅勤務への転換が必要な業態であろう。 

そして、在宅勤務が可能となれば、コールセン

ター業務そのものが今後、大きく変わっていく可

能性を秘めていると言える。最近は人件費を抑え

るため、大連など海外にコールセンターを設置す

る企業もあるが、在宅でできるようになれば、一

か所にコールセンター社員を抱える必要がなくな

り、全国にネットワーク化してできるようになる

という利点も生まれる。 

また、会社の PRビデオなどは映像を活用してい
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るところが増えてきているが、工場での注意喚起

は、紙での貼りだしや朝礼などでの言葉での注意

喚起となっているところが多い。コストはかかる

が、映像による注意喚起は、今後、外国からの人

材を受け入れる際など、紙での貼りだしに比べよ

り効果的であり、コロナ対策として、朝礼をはじ

めなるべく現場で、喋らないといった対策に対し

ても有効だろう。 

 

（５）採用について 

インタビューした５社においては、コロナ禍と

いうことで、採用人数を抑えたというところはな

く、むしろ積極的にいい人材を取ろうとしていた

ことが分かった。また、本社が地方にあることか

ら、今後さらにオンライン採用を活用し、積極的

に全国からいい人材を取れるようにしていきたい

という意欲が感じられた。リモート化が進む中で、

IT スペシャリストなどは東京近郊に人材は集中

していることもあり、それぞれの地域出身者を将

来的に Uターンすることを見越して活動している

企業もあった。   

採用面に関しては、想像以上にリモート面接を

好意的に受け止めているものの、最終面談は対面

で行っているところもあり、併用した方法が今後

も続けられていくものと推察される。 

 

４．結びに 

 

昨年は、働き方をテーマに、地方に拠点のある

全国的に著名な企業と自治体の取り組みを調査研

究し、研究ノートでは、その調査研究から、コロ

ナ禍という特殊な状況に対し、企業インタビュー

を抜粋し、考察を加えた。インタビューに応じて

いただいた企業、自治体関係者に心から感謝申し

上げる。 

自治体側の取り組みについては、ここでは、割

愛することになったが、人口減少にあえぐ自治体

にとって、全国的に著名な企業の拠点があること

は喜ばしいことである。今後、自治体と企業の間

で、様々な連携が生まれることが望ましいと感じ

た。実際、コロナ禍で観光業などは苦しい状況に

置かれてあり、余力のある食品関係の会社との雇

用連携は、自治体が中心となって調整していくこ

とも一案ではないかと感じた。 

今回のコロナ禍という危機をいかにチャンスに

変えることができるか。デジタル化や働き方改革、

オンライン採用などこれまで、やりたかったけれ

ど、できなかったところに、メスを入れることが

できたことは、企業側にとっても危機をチャンス

に変えることのできるいいきっかけとなったよう

に思う。一方で、働き方に関しては、まだまだ外

圧からの変化であり、制度はあるが、実際には運

用しきれていないものもたくさんあるように感じ

た。 

男性の育児休業取得の促進やフレックス制度の

柔軟な運用など、社会全体で進めていくためにも、

企業には今回のコロナをきっかけにさらに、働き

方改革の議論をさらに深堀りしてもらいたい。ま

だまだ、コロナというこれまでにない危機に対し、

どう機動的に対応していけるのか、今年もまたそ

れが試される一年になるだろう。 
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ニューノーマル時代における生活様式の変化と 

アフターコロナの新しい潮流についての考察 
 

北條 規 
大正大学 地域構想研究所 教授 

 

（要旨）新型コロナウイルスの世界的大流行は感染症の影響をはるかに超え、世界の経

済・社会を緊急停止させた。世界的な混乱は飲食、旅行、イベント、衣料、教育など

の消費産業はもちろん、製造業や一次産業まで深刻なダメージを与え、感染の抑制と

経済再生に関して、世界全体で手探りの状態が続いている。非接触、非対面という制

約の中、ライフスタイルが劇的に変化し、コロナが収束してもコロナ前にはもはや戻

ることはないだろう。人々はこれまでにないニューノーマルを受け入れながら、コロ

ナと共存して生きていくことになる。歴史的大きな転換期となり、これからの経済・

社会がどのように進んでいくのか先は見えていない。本稿では、コロナに伴って生ま

れてきた生活様式の変化と新しい消費スタイルを取り上げるとともに、アフターコロ

ナ時代の DXの加速と、新しい潮流について考察する。 

 

キーワード：新型コロナウイルス感染拡大、テレワーク、オンライン、ニューノーマル、DX 

 

 

１． はじめに 

 

2020年１月９日、中国武漢で原因不明の肺炎患

者から「新型コロナウイルス」が検出された。そ

れからウイルスは瞬く間に日本や欧米に飛び火し

ていった。2019年４月の非常事態宣言が発令され

るまで僅か３か月の間にコロナのパンデミックは

日本経済・社会を緊急停止させ、混乱を引き起こ

したのである。ロックダウンこそなかったものの

雇用と暮らしは脅かされ、不要不急の外出を自粛

する中、生活必需品の確保にも苦労した国民は、

現代の社会の脆さを知ることになった。本稿で

は、新型コロナウイルス感染拡大が非常事態宣言

発令までの国内の混乱を振り返り、外出自粛や商

業施設の休業によって日本の消費市場への影響を

整理する。さらに、パラダイムシフトによるニュ

ーノーマル時代の中での生活者の行動変容や意識

の変化を取り上げ、巣ごもり消費によって消費者

に受け入れられたビジネスモデルの事例を解説す

る。混迷するアフターコロナの時代、生活者の価

値観は大きく変わり、デジタル化の加速とともに

今までにない新たな潮流を考察する。 

 

２． コロナ感染拡大で一変した生活と生計 

 

（１） 我が国の経済・社会の混乱 

政府の緊急事態宣言発令までの混乱を整理しよ

う。2020年１月９日の中国での新型コロナの発生

から暫くして、日本でも感染者が確認されたが、

楽観視する声もあり、この時点では対岸の火事だ

った。しかし、２月のダイヤモンド・プリンセス

号の横浜来航によって、国内の状況は一変する。

同号は着岸しないまま、国の検疫が始まった。国

民は報道で発表される感染者の増加状況を観るこ

とになる。全員が下船する３月１日までの間に乗

客の感染者数は日に日に増え、最終的には3,700

人の乗客乗員のうち感染者は700人超、10人以上

が死亡した。国民の不安は一気に拡大し、国内の
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ドラッグストアやコンビニからマスクや消毒液、

石鹸が消える事態にもなった。その後に感染拡大

でイベントの自粛、大手企業の在宅勤務の実施な

ど、緊急の対応が相次ぎ、テレワークを採用する

企業も一気に増加していった。政府も企業も家庭

もほぼ手探り状態での対応が続いていった。 

３月11日には WHO からパンデミック（世界的大

流行）が宣言され、各国に対して対策を強化する

よう訴えた。対応するワクチンや治療法はまだ確

立されていないだけに、各国はその対応に追われ

る。そして、政府が要請していた全国の小中高の

一斉臨時休校がついに実施された。年度末前だけ

に前例のない休校に教育関係、家庭も対応に追わ

れ、卒業式や入学式といった学内行事も中止に追

い込まれていった。プロ野球やＪリーグの開幕延

期、選抜高校野球も中止となり高校球児は涙を呑

んだ。３月24日、政府は苦渋の決断の末に東京オ

リンピックパラリンピックの１年延期を発表、日

本中に衝撃が走った。多くの企業が開催を前提に

投資や事業拡大の計画を立てており、インバウン

ドの消費を期待していた地域経済は、観光戦略の

見直しを余儀なくされていったのである。 

４月になって、感染拡大は収束する気配もなく、

混乱は国内製造業にも広がっていった。販売不振

に加えて、部品の調達にも影響が出始め、自動車

に加えて、機械や電機も含めた国内の製造業も稼

働の一時停止や生産調整に追い込まれるなど、日

本経済は悲鳴を上げ始めた。そして４月７日、つ

いに安倍晋三首相から新型インフルエンザ等対策

特別措置法に基づく「緊急事態宣言」が発せられ

た。対象は感染拡大が続く東京・千葉・埼玉・神

奈川・大阪・兵庫・福岡の７都府県で１か月後の

５月６日を期限と定めた。しかし、その後も感染

拡大は収まらず、16日には緊急事態宣言の対象地

域を全国に拡大するに至った。新型コロナウイル

ス感染拡大はわずか３か月で仕事、学校、日常生

活にまで影響が及ぶようになった。新型コロナは、

経済も雇用も消費も急失速させ、これまで当たり

前だったライフスタイルを一変させ、先が見えな

い混迷の時代に突入していった。 

 

（２） コロナ感染拡大下のふたつのパラダイムシフト 

一方で、感染の広がりは、多くの分野で当たり

前だと思われてきた常識が激変し、経済・社会の

パラダイムシフトを生み出している。１つは非接

触という行動変容が世の中の生活様式や価値観を

大きく変化させ、テレワークと言われる在宅勤務

がどんどん取り入れられたことである。テレワー

クはコロナの前から言われてきた働き方改革の一

環として、政府が推進していた制度であったが企

業の導入が進んでいなかった。皮肉にもコロナの

影響で、この文脈が待ったなしの状況になってい

る。もう１つは、緊急事態宣言下において移動自

粛という行動変容の中で急激に拡大したオンライ

ン化だ。対面を回避し、日常の買い物、セミナー

や商談会、飲み会からツアー、ライブイベント、

病院の診察そして大学の授業までもオンラインで

実施されるようになった。Zoom などのソフトを

活用しながらの新しいオンラインのスタイルが

様々な場面で取り入れられている。行政手続きの

オンライン化も、自宅や仕事先から PC やスマー

トフォンで行えるように、法整備がなされながら

導入の動きの鈍い面もあったが、新型コロナウイ

ルスの感染拡大が後押しした格好だ。このパラダ

イムシフトが社会生活に大きな変化をもたらした。

次章ではその変化をみてみよう。 

 

３． ニューノーマル時代の変化 

 

ふたつのパラダイムシフトが人々の生活スタイ

ルや意識に大きな変化を生み出している。この章

では主な変化について整理する。 

 

（１） テレワークの導入の拡大 

パラダイムシフトのひとつであるテレワークの

導入だが、東京都のテレワーク導入に関する実態

調査によれば、都内企業（従業員30人以上）のテ

レワーク導入率は57.8％。令和元年度の調査

（25.1％）に比べて2.3倍に大きく上昇。大企業

だけでなく、中堅・小規模企業においても導入が

加速した。従業員が多い企業ほど導入率は高く、

300人以上の企業では導入率は76.8％となってい

る。また、今回テレワークを導入したことによる

効果に関しては、通勤時間の削減や非常時の事業

継続、育児・介護対応など、働き方改革や危機管
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理に関して、テレワークの導入効果を実感してい

る回答が上位を占めている。 

そして、今後テレワークの継続・拡大意向につ

いて、導入をした4割の企業は、テレワークを

「継続・拡大したい」意向をもっており、「継続

したいが、拡大は考えていない」を含めると継続

したい企業は８割にのぼっていることが分かった。

今後、アフターコロナの場面になってもテレワー

クを中心とした働き方はニューノーマルの新常識

として定着すると言われている。 

図－１ 東京都テレワーク導入実態調査 

＊出典：2020年09月14日 産業労働局 報道資料より 

 

（２） 東京集中から地域分散への意識の変化 

新型コロナの感染拡大によって、東京や大阪な

どの大都市圏への人口集中の弊害が露呈し、東京

から人が流出する動きが顕在化している。テレワ

ークの拡大によって、在宅でも仕事ができること

から、都内のオフィスにリスクの高い満員電車で

通わなくても働ける労働環境に変化してきてい

る。働き手は居住地選択の自由度が高まり、地方

都市に暮らしながら、首都圏の企業人として仕事

ができるようになってきた。この傾向が人口減少

の著しい地方への人口移動になると期待するのは

早計過ぎるが、都市部の「蜜」から「疎」への意

識は高まっているのは確かだ。総務省が2020年11

月に発表した住民基本台帳の人口移動報告による

と、10月の東京都からの転出者数は30,908人で昨

対10.6％の増加、転入者数は28,193人で昨対

7.8％減少し、４か月連続で転出者が上回ってお

り、人口の地方分散への変化の兆しが生まれている。 

また、内閣府の「新型コロナウイルス感染症の

影響下における生活意識・行動の変化に関する調

査」によれば、今回の感染症の影響下において、

地方移住への関心の変化について質問したとこ

ろ、20代が37.2％と関心が高く、地域別では東京

23区が最も高いことが分かった。 

図－２ 新型コロナウイルス感染症の影響下における  

生活意識・行動の変化に関する調査 

＊出典：令和2年5月内閣府より 

 

コロナ対策から導入されたテレワークによって

通勤日数が減少したことで、勤務先や仕事を変え

ることなく、住まいを地方都市や郊外に移すライ

フスタイルが可能になってきた。これまで移住促

進政策のネックは、移住先での収入の確保であ

る。地域への移住を意思決定する際に、雇用のリ

スクによって移住を断念するケースも多かった

が、最近は副業も認められる職場環境にもなって

きており、複数の仕事で収入構成を組み立てる人

も今後増えてくるだろう。 

一方で、テレワークに舵を切った企業サイドに

おいても、家賃の高い不要なスペースを見直す動

きが加速しているほか、従業員の安全確保、災害

への対応と企業活動の維持（BCP）という観点で

も、東京集中から地方への分散によってリスクを

回避する傾向が出てきている。これまで地方創生

第一期の五カ年で様々な施策を講じながら、東京

一極集中の是正はできなかったが、これからのア
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フターコロナ時代において、社会構造の変革が求

められていることから、潮目が変わっていること

を各自治体は意識した政策が必要となってくるだ

ろう。 

 

（３） 二拠点居住による多様な働き方・暮らし方 

以前は、現役時代でバリバリと都市部で働き、

一区切りついたら自然豊かな地方に移り住んでゆ

ったりとした暮らしをするといった、ステレオタ

イプの価値観が主流の時代もあったが、リモート

と副業との組み合わせにより、都市部と地方を行

き来し、生活の拠点を２つもつ、二拠点居住や二

拠点就労など多様なライフスタイルを取り入れる

人たちが出現してきている。自然豊かな田舎暮ら

しはしてみたいが移住するにはハードルが高いと

いった人達が、平日は仕事の拠点がある東京で暮

らし、週末はもう１つの拠点の田舎で生活を送る

スタイルだ。こういった変化を受けて、内閣府で

は令和２年７月に「経済財政運営と改革の基本方

針2020～危機の克服、そして新しい未来へ～」が

閣議決定され、二地域居住、兼業・副業、地方大

学活性化等による地方への新たな人の流れの創出

が盛り込まれ、地方回帰に資するテレワークの推

進、地方移住にもつながるサテライトオフィス 

の設置、デジタル産業等の起業、地方での兼業・

副業支援を強化する計画である。IT やデザイン

などのクリエーター的な関連の仕事であれば、テ

レワークで十分仕事をこなすことができることか

ら、インターネット環境が整っている地域に移住

して時間を有効に活用しながら暮らすスタイルも

今後は増えてくることが予想される。 

 

（４） デジタルトランスフォーメーションの加速 

一方で、感染拡大は社会、地域、企業、家庭、

個人を混乱に巻き込み、三密を避ける行動が求め

られる中、今までにないニューノーマルに対応し

た商品やサービス、プラットホームの誕生につな

がった。新型コロナウイルスとの共存が必要とな

った今、これらの変化は新しいスタンダードとし

て社会や生活に定着してきているものもあり、緊

急事態宣言のステイホーム環境下でデジタル体験

したことで、国際的に遅れていた我が国のデジタ

ル化の加速を生み出す要因となっている。政府も

新型コロナウイルスの感染拡大を踏まえ、2020年

の12月に地方創生の方向性を決める「総合戦略」

の改訂版を閣議決定した。テレワークの推進と、

デジタル分野の専門人材を派遣して市町村を支援

することなどが盛り込まれ、アフターコロナの時

代において官民ともに変革が求められている DX

（デジタル・トランス・フォーメーション）はそ

の中核に位置付けられている。コロナの影響で今

後のビジネススキームはもとより、日常の暮らし

の中にもどんどんデジタル化が取り入れるきっか

けとなった。 

 

４． 消費市場の変化 

 

緊急事態宣言下での行動変容によって引き起こ

されたパラダイムシフトによって、環境が激変

し、ニューノーマルに対応したビジネスや商品、

サービスも続々誕生している。この章では消費生

活のトレンドについて整理したい。 

 

（１） キャッシュレスの普及 

コロナ感染が拡大する中、3密やソーシャルデ

ィスタンスという言葉が叫ばれるようになり、 

人々が集まる施設や店舗では、体温の測定やマス

ク着用や咳エチケット、手洗い、うがいの徹底な

ど生活習慣の見直しも重要と言われるようになっ

た。清潔好きな日本人は概ねそのマナーを守りな

がら、自らの感染予防に注力している。そのよう

な中、消費市場にも変化が生まれてきた。ひとつ

は非接触型の購買スタイルである。不特定多数が

触る紙幣や硬貨といった現金を通した感染から防

衛するために、消費者もキャッシュレス化のニー

ズは急速に高まると考えられる。消費者にとって

も売り場の店員にとっても感染予防になること

と、決済する運営主体が各種割引や便利でお得な

ポイント、特典など、利便性、効率性などのメリ

ットを付与したことによって、大規模な小売店舗

に限らず、街の商店街の個人店舗まで導入をする

ようになってきた。売り場側のマンパワー不足の

解消にもなることからも、クレジットカードのみ

ならず、デビットカード、電子マネー、スマホの
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QR コード決済など普及が広がっている。2019年

10月の消費税増税に合わせて導入した「キャッシ

ュレスポイント還元事業（2020年６月修了）」の

アンケート調査によれば、20代～60代の約５割前

後、10代・70代以上の約３割の消費者が、還元事

業をきっかけにキャッシュレスを始めたり、支払

手段を増やした結果が出ており、コロナが追い風

となっている。政府は2019年に26.8％の普及率を

大阪万博が開催される2025年までに40％にするこ

とを目標としている。 

 

（２） 巣ごもり消費、ネット通販利用が拡大、利用世

帯は50％を超えた 

新型コロナウイルスの影響による外出自粛にと

もない、自宅にいながら買物をしたり、ネットで

の娯楽を楽しんだりするなどの「巣ごもり消費」

という新しい消費者行動が拡大した。満員電車に

よる通勤リスクを避けるために職場はテレワーク

の導入そして飲食店の休業によって外食ができな

くなり、自宅で自炊による食品の需要あるいはフ

ードデリバリーの利用が増加。特に商業施設が休

業に追い込まれたことでネット通販の利用が急激

に高まった。 

総務省の家計消費状況調査の「ネットショッピ

ングの状況について（２人以上の世帯）」によると、

ネット通販の支出額の推移は2018年から上昇傾向

にあるが、2020年の４月の緊急事態宣言以降は大

きく伸びており、５月に初めて50％を超え、12月

には55％に近づいている。１世帯当たりのネット

通販の月間支出額は平均21,579円（名目増減率は

前年同月比23.6％増）。EC 利用世帯に絞ったネッ

トショッピング利用１世帯当たりの支出額は

39,558円で名目増減率は同3.4％増となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ ネットショッピングの支出額の推移 

 ＊出典 総務省「家計消費状況調査」より抜粋 

流通側の視点では、通販に対してのマインドを

もっている人は年々増えてきているが、現物を手

にしない状態や対面販売でない環境で購入するこ

とに強く抵抗を示すのは中高年に多くみられると

言われているが、今回のコロナ禍での外出自粛の

環境下では店舗での購入が困難なため、これまで

積極的ではなかった層にも通信販売費用が増えて

きている。 

一方、世帯主の年齢階級別にネットショッピン

グ利用世帯の割合の推移を見てみると、コロナ禍

以前に関しては65歳以上の世帯の利用のみが伸び

が鈍かったが、新型コロナウイルス感染症下にお

いては、65歳以上の世帯においても27.1％（４

月）、30.3％（５月）と著しく伸び、これが全体

の伸びにも寄与し、６月に入っても他の年齢階級

とは異なり、31.2％と上昇を続けている。これま

でネット通販には否定的だった高齢世帯でも３割

がネット通販を利用するようになり、ネットショ

ッピングが当たり前の時代になりつつあることが

分かる。2019年に総務省が実施した「通信利用動

向調査」によると、国民全体のインターネット利

用率89.8%に対して、65歳以上の利用率は72.4%、

60～69歳での割合は90.5%と9割を超えている。高

齢者のスマホの普及も高まりつつあるため、今後

ネット通販の利用率はますます高まることが予想

される。 

 

 

 
図－４ ネットショッピング利用世帯の割合の推移 

（世帯主の年齢階級別） 

（二人以上の世帯、2017年1月～2020年6月） 総務省 

＊出典：総務省統計局 「新型コロナウィルス感染症で

変わる、ネットショッピング家計消費状況調査より 
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（３）D2C（Direct to Consumer）ビジネスモデルが増

える 

コロナ禍で新しいビジネスモデルも実績を伸ば

した。そのひとつが D2C である。D2C とは、実店

舗を持たない企業が企画して製造した商品を、消

費者に直接届ける販売方法である。問屋や仲介業

者などのチャネルを通さずに、企業が自社で運営

する web通販サイトで直接販売するビジネスだ。

その企業や製品のブランドイメージをダイレクト

にエンドユーザーに伝えられ、ローリスク、ロー

予算から始められるため、スタートアップ企業の

参入も多い。デジタルマーケティングと webでの

販売で完結できるため、商圏が従来の実店舗型ビ

ジネスよりも広く、手数料や中間マージンを介さ

ない分、収益性の高い経営ができる点が参入障壁

を低くしている。 

そこで、D2C モデルの人気サイトの事例とし

て、株式会社ビビットガーデンが展開する「食べ

チョク」というこだわり農作物のオンライン直売

所を紹介する。農家の収益性は低く、年々農業人

口は激減しつつあるが、規模の小さい生産者にと

って、今の流通構造は、利益を上げていくのが非

常に難しい仕組みとなっている。農家に生まれ育

った秋元社長が、農家の仕事が正当に評価される

仕組みを目指そうと進めてきたモデルだ。自作の

野菜や果物の値段を自分で設定し、食べチョクの

サイトで販売する。購入者が注文すると、農家か

ら直接注文品が送られてくる。卸売業者を通す一

般的な販売ルートだとおよそ３割が農家の取り分

だが、食べチョクでは中間業者を通さないため、

手数料２割を除いても実に売値の８割が生産者の

手元に残るスキームとなっている。生産者は2000

件を超え、コロナ禍で行き場を失った生産者の野

菜などの流通に最適だったことで、今後もインフ

ラとして機能し、事業を拡大していくだろう。 

 

 

 

 

 

 

図－５ 通常の流通ルートと食べチョクの流通ルートの比較 

SNS の利用が増えた中で、消費者も企業もダイ

レクトにコミュニケーションを取る時代となって

いる中で、D2C はミレニアム世代からも利用評価

が高い。例えばある消費者が使い心地や使用価

値、食べた感想、その商品の付加価値やストーリ

ーへの共感などを SNS上にアップする。するとそ

のメッセージやコメントを見たユーザーがそれに

共感して拡散し、自らその商品を購入するといっ

た連鎖が生まれてくる。いわば共感型マーケティ

ングともいえる。従来のように企業が巨額の予算

を投じてメディアに出す広告にはなびかない。し

かし、レビューを参考にしながらや個人の情報発

信の方が評価される、リアリティを持った使い心

地や付加価値を発信する方に心を動かすのであ

る。売り手と買い手の関係ではなく、思いに共感

し、ともにブランドを育てていく仲間（コミュニ

ティ）であり、企業と消費者が直接的な関係を生

み出し、深めていきながら LTV（ Lifetime 

Value）を積み上げるようになってきている。D2C

のビジネスモデルは、企業が直接消費者にアプロ

ーチして継続的な関係性を作れるという面で有効

なモデルであり、農作物やアパレル、コスメなど

ジャンルも広がっている。 

 

（４） 応援消費 

2011年には、東日本大震災で甚大な被害を受け

た東北地方の名産品を積極的に購入することによ

って、経済的な支援をし、併せて風評被害の払拭

を目指すムーブメントが高まった。ボランティア

活動とは別に買い物ツアーなどで被災地域に貢献

する活動なども多かった。今回は、新型コロナウ

イルスの感染拡大による非常事態宣言の影響で苦

境に立たされている地域や生産者の商品を購入す

ることで、応援しようという消費スタイル「応援

購入」が人気となっている。もともとこの概念を

提唱したのはクラウドファウンディングの最大手

MAKUAKE だ。2013年のサービス開始後、EC サイト

で取り上げられたプロジェクトは累計で１万件を

突破し、事業の拡大は著しく、３億円を超える支

援金額を集めるプロジェクトもある。  

コロナ禍で外出を自粛し EC サイトで買い物す

る人が増えている中で、これまでの消費スタイル

の変化が生まれてきた。それはモノ消費やコト消
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費とは異なる価値判断に基づくもので、新商品の

開発のストーリーや、その背景にある情緒的価

値、あるいは開発にかける思いへの共感やプロジ

ェクトを進める仲間たちとのつながりなどを合わ

せてセットで手に入れるものである。コロナ以前

では寄付や活動支援といった文脈が強かったが、

コロナ感染拡大で行き場を失った一次産品を買い

物で応援しよう、苦境に立つ生産者や地域、事業

者を応援しようというムーブメントが沸き起こっ

てきた。まさに「買って応援・食べて応援」だ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ クラウドファウンディングの仕組み 

 

（５） 大正大学地域創生学部の応援購入モデル 

ここで、大正大学地域創生学部・東京実習で実

施した「応援購入」モデルを紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 大学生が15地域にＢｕｙ返しオンラインマルシェ開催 

ａ)  実施に至った経緯 

大正大学地域創生学部の二年次は第三クォータ

ーで東京を拠点として「地域実習Ⅱ（東京実

習）」のプログラムで学んでいる。この実習は三

年次の実習Ⅲにおける卒業研究の準備をつなぐカ

リキュラムとなっており「都市と地方の共生」を

実習テーマとして実施しているものである。一年

次に地域で培った知識と関係性をもとに、東京と

地方との共生を目指し、関係性ができた自治体、

地域の関係者と連携して地域の特産品販売や観光

情報などを大学キャンパス、すがものアンテナシ

ョップ「座・ガモール」、都内の商業施設などで

学生が企画し継続的に実施してきている。しか

し、2020年度は、新型コロナウイルスの感染拡大

の影響で、学生の登校や地域に出向いての仕入交

渉はもちろん、消費者との対面販売も自粛せざる

を得ないことから、オンラインでの地域フェア

「オンラインマルシェ」を実施することに至った

のである。そもそも2020年度は新学期から対面授

業ができず、全てオンラインで授業を行っていた

が、商習慣もマルシェもクラウドファウンディン

グの応援購入の仕組みもわからない２年生約60名

の学生が、15地域に班分けしてこの取り組みに参

加した。 

 

ｂ）実施概要 

〇応援販売プロジェクト名 

お世話になった15地域に学生が恩返し！ オン

ラインマルシェ開催！Web で応援－with C－

「大学生が15地域に Buy返し」 

〇コンセプト 

：コロナ禍で困っているお世話になった地域を

オンラインマルシェで応援し恩返しする 

：マルシェを通して地域のファンを醸成し、関

係人口の拡大に寄与する 

〇サイトオープン：2020年10月23日（金） 

〇受注締切：2020年11月24日（火） 

※期間中、限定数に達したら SOLD OUT 

〇発送：2020年12月上旬 

〇発送方法：産地直送 

※地域の事業者様より申込者様へ直送 
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〇実施 webサイト：クラウドファウンディング

「READYFOR」上で受注 

〇販売形態：応援購入  

〇販売商品：コロナで影響を受けている生産者や

事業者の特産品のセット 

〇販売数量：15地域の特産品詰め合わせを各地域

50セット限定 

〇販売価格：5,000円（税込）、送料・手数料は大

学負担 

 

ｃ）教育環境および指導内容 

〇Zoom：オンラインでの共通指導 

マーケティング、プロモーション、応援購入の

スキーム、人・もの・お金の流れ、商習慣、交

渉から見積もり、発注、デリバリー、仕入、請

求、支払までのマネジメント、品揃え商品の品

質管理、コンプライアンス、消費者対応 

外部講師セミナー①編集制作・広報 PR ②マ

ーケティングプロモーション 

 

〇TEAMS：マネジメント関係指導、各種データ・

材料の格納、情報可視化、地域班、役割、制作

物、提出物、web 広告材料（テキスト・画像）等、

各種管理シート（タスク表、スケジュール表

等）地域とのコンタクト履歴打合せ議事録、活

動報告書、プレスリリース、メディア掲載実績 

図－８ オンライン指導の様子 

 

ｄ）実施体制 

・地域創生学部２年生60名を15地域に班分けする

（各班原則４名） 

・全体統括メンバーを4名選出（地域班と兼務） 

・各地域班メンバーを２つに役割分担 

①プロモーション担当 （web制作、広報、PR、パ

ンフレット作成、プレスリリース） 

②ストア担当  (品揃え、価格交渉、在庫確保、

品質、デリバリー) 

③リーダーとサブリーダーを選出（①②と兼務） 

・指導教員２名 

 

ｅ）実施フロー 

図－９ 東京実習オンライン地域フェアフロー 

 

ｆ）応援販売セット内容 

応援販売する商品を選定するにあたり、学生た

ちは電話によるヒヤリング、自治体担当とのメー

ル、メディアでの情報など様々な通信手段で情報

を集め、それを品揃えに反映し、コロナの影響を

多くの方々に発信するようにした。例えば、延岡

では毎年開催される「鮎簗イベント」が縮小され、

大量の子持ち鮎がだぶついていたため、「鮎のセ

ット」を販売、山形県最上町では、秋の風物詩で

もあるいも煮が中止となり、農家の里芋が出荷で

きない状況であったため、「いも煮セット」を販

売した。コロナの影響をしっかり把握したことで、

学生が支援して恩返しする思いがどんどん醸成さ

れていき、現地の方々との連携関係を強固にした。 

図－10 応援販売セット内容 
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ｇ）主な広報活動 

・各班 SNS（Facebook、Instagram、Twitter）オ

ープン 

・地域の自治体に協力してもらいポスター掲出 

・地域メディア告知（新聞、地域フリーペーパ

ー、自治体 HP、地域 FM等） 

・各地域の首都圏ネットワークを活用して地域出

身者への告知 

・学内教職員への告知 

・東京事務所、都内のアンテナショップへポスタ

ー掲出 

 

ｈ）実績・成果 

15地域で用意した50セットを全て完売  

支援総額：3,750,000円（サイト内：3,735,000円、

サイト外：15,000円） 

支援者数：524名 (サイト内：521名、サイト外：

3名) 

※サイトオープン初日で108万円、25日で250万円

支援達成 

クラウドファウンディングサイトを利用する消

費者は一般的な ECサイトと異なり、「応援購入」

に対する独自のマインドを持っている。特に、こ

のサイトでは購入者が自由にプロジェクト実行者

側に「応援メッセージ」を書き込むことができる

点が支援者拡大を高めている。この応援メッセー

ジで励まされ、共感が生まれ、情報の波及につな

がる効果的な仕組みとなっている。 

 

ｉ）応援メッセージの事例 

「昨年にコンフィチュールを食べさせてもらった

のですが、美味しかったのでこの場を借りて、身

内の分を再度購入しました！「美味しい」と共感

してもらえたら嬉しいなと思ってます！」 

「両親が奄美大島出身です。今年はコロナ禍の

為、帰省できず寂しがっています。奄美の味で元

気づけたいと思っています。」 

「これからも若い感性で色々なことにチャレンジ

し、色々な人と出会ってください。 

出会った人も皆さんからエネルギーがもらえて

いるはずです！」 

「地域に恩返しする活動を心から応援していま

す！！これからが勝負です。ラストスパート頑張

れ！！」 

「現在、世界がこのような状況の中で前に踏み出

す、チャレンジする意識に心打たれました。自分

も何か行動を起こさなければと感化されました。

心が透き通るような湯呑みを親にプレゼントした

いと思います。ありがとうございます。」 

 

このように、応援メッセージが共感・感動・応

援を呼び、拡散につながり、支援者の輪が拡大し

ていくのである。その心を動かされる要素は下記

である。 

①受注の状況が全地域リアルタイムで可視化され

ていることで励みになる（モチベーション） 

②他地域の受注状況を見ることで、故郷への支援

の輪が広がっていく要因となる（故郷愛） 

③共感に対する応援メッセージを誰でも見れるの

で、プロジェクトの評価が高まる（評価） 

④サイト利用者は世の中に役に立ちたいというマ

インドが強い（応援志向） 

⑤お届けした商品の中にサンキューレター等の学

生制作のメッセージを入れたことで、支援した

ことに対する満足度が高まる（購入後満足） 

⑥商品や応援メッセージを通して交流機会が創出

され、ファンが醸成される（ロイヤリティ） 

⑦支援者側にとって、プロジェクトで同じ意識や

思いを持った実行者とつながる（交流） 

 

東日本大震災以降、被災者支援はボランティア

活動や買い物ツアーなど現地に足を運んで応援し

たり、寄付による方法が主流であったが、コロナ

禍では他人との接触を避けながらできるオンライ

ンを活用して商品を購入し、消費することで応援

するモデルが多く登場してきた。D2C の食べチョ

クも生産者の応援という切り口で業績を拡大して

いる。オンラインが様々な分野に利用されるよう

になり、新しい機能のツールもスマホで簡単に操

作できるものもどんどん開発され、ますます無店

舗のオンライン市場で拡大していくと考えられ

る。 
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５． まとめ 

 

さて、新型コロナウイルスの感染拡大は第三波

まで拡大し、収束の気配がみられない。コロナワ

クチンの接種が医療関係者から始まっているが、

変異株の拡大懸念もあり、なお予断を許さない状

況が続いている。世界中の多くの分野でまさに手

探りの状態で、今までにないニューノーマルに対

応した商品やサービスが誕生し、ライフスタイル

が大きく変化している。新型コロナウイルスとの

共存が避けられなくなった今、新しいスタイルは

スタンダードになり、社会や生活に定着してきて

いるものもある。また、緊急事態宣言によりステ

イホームの生活を余儀なくされ、買物、サービ

ス、仕事、ビジネス、教育など様々な分野でデジ

タル体験したことで、国際的に遅れていた我が国

のデジタル化の加速が生み出された。新型コロナ

ウイルスの感染拡大が落ち着いてもコロナ以前の

ライフスタイルには戻らず、新たな価値を持った

今までにないスタイルが誕生していく。まとめと

して、アフターコロナ時代の新しい生活様式を考

える。 

 

（１） 働き方の多様性 

新型コロナウイルスの影響でテレワークの導入

率は飛躍的に上がり、デジタルを活用した非接触

でのワークスタイルへのシフトは急速に進みつつ

ある。しかしながら、職場内にある PC でなけれ

ば出来ない業務や、情報漏洩への対策やセキュリ

ティー上の問題でリモートではできない仕事も多

く、業務プロセスやシステムが従来のままで、遠

隔で仕事する内容が限られているケースが多い。

企業も地方自治体も加速するデジタル化に対応し

て、万全なセキュリティー体制はもちろんシステ

ムやワークフロー、組織等の大幅な改革に迫られ

ている。 

我が国でも第四次産業革命の源泉と言われる５

G 通信の商用化が始まり、IoT 社会を支える基盤

として波及効果が期待されているが、デジタルを

担える人材育成と確保は急務である。デジタル化

が進む中でインターネットや SNS、IoT など人々

がネットワークに繋がるオンラインテクノロジー

が急速に普及していく時代だ。その潮流に対応し

ていくには、スピード感を持って、社内の人材に

はないノウハウや知見や経験、視座視点を持った

副業人材を受け入れることも考えられる。コロナ

禍でのテレワーク浸透をきっかけに「時間」も

「場所」も自由裁量が広がり、暮らしや仕事を見

直す人が増え、二拠点生活で副業する人も増えて

いる。今後は、副業といった人材の流動化による

働き方の多様性が求められる時代になるだろう。 

 その意味でも地方に二拠点居住する都市部の人

材との接点は重要になってくる。政府は、第二期

の地方創生総合戦略・改定版には地方創生のテレ

ワークの推進が盛り込まれ、「新しい生活様式」

に必要なテレワークを地域に普及させ、地域分散

型の活力ある地域社会の実現に貢献の創設や整備

事業の推進などを計画している。これまでも全国

で個が集まるサテライトオフィスやシェアオフィ

ス、コワーキングスペースなどがオープンしてき

たが、成功事例は決して多くはない。施設を用意

すれば有機的なつながりが創出され、地域に人の

流れができると想定しているが、人と人をつなぐ

コミュニケーターや内外の人材の知見と経験、ノ

ウハウをコーディネートする人材、リーダー人材

がいなければ、成功にはつながらない。デジタル

が急速に進む中で、地域戦略人材育成は急務だ。 

 

（２） デジタル化が企業と消費者の関係を強固に 

コロナ禍での非対面、非接触への対応がオンラ

イン化を促進させたが、アフターコロナの経済で

のキーワードはデジタルであることは言うまでも

ない。D2C やキャッシュレス、ネット通販、オン

ライン配信、サブスクリプションビジネスなどが

どんどん普及していくと、インターネットを使っ

て消費者や市場のニーズを吸い上げてくることが

容易になる。そこで得られたデータを分析して新

しい商品やサービス開発に活かしていくことがで

きるようになるわけだ。価値観の多様化によって

消費者はより自分に合った商品やサービスを求め

るようになっており、企業側からパーソナライゼ

ーション、すなわち商品情報を用意して消費者の

アクセスを待つアプローチから、顧客ひとり一人

のライフスタイルにマッチした商品やサービスを
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タイムリーに提案していく逆の流れが重要になっ

てくる。例えばアレルギーや疾患を持った方に向

けた食品や化粧品の提案などは典型だ。少子高齢

化が進み、国内市場が縮小傾向にある中で、一度

購入してくれた既存顧客との継続的な関係性の強

化はビジネスの効率を大きく左右する。デジタル

で企業と消費者がつながり、売り手は継続率や

LTV（Lifetime Value）を高めることで収益基盤

を安定させることができるようになり、買い手は

自分にとって有益な商品情報やサービスが欲しい

時に手に入るようになっていく関係が成立するわ

けだ。 

一方で、スマホの普及率はどんどん上がる中、

人々はオンラインにつながる端末を常に持ち歩く

時代である。アカウントを取って様々なアプリを

ダウンロードしている。どんなルートを通って今

どこにいるかの動向や位置情報、商品の購入履歴

や検索履歴など個人情報も含めて企業が保有する

ようになっている。 

また、街を歩いていても人感センサーや監視カ

メラなどのネットワークにつながる設備に把握さ

れ、常にネットワークにつながっている状態なの

だ。従来のリアル店舗では手間のかかる顧客情報

が、オンラインを通して入手できるため、ユニク

ロ等のオフラインの店舗を運営している企業もア

プリをダウンロードさせ、顧客の囲い込みや新し

い商品やサービスを提供している。すなわち、オ

ンラインとオフラインをデジタルで接合して、新

しいバリューを生み出しているわけである。ポイ

ント付与を実施しているリアル店舗が多くなった

が、ポイントや暖簾だけで消費者との関係性を維

持することはもはや困難であり、これからの時代

は淘汰させるであろう。百貨店等小売り業界が苦

戦しているが、従来のように顧客を店舗に集客し

て商品を買ってもらう伝統的な手法は、アフター

コロナの時代では通用しなくなる。アフターコロ

ナ時代はこうしたデジタルを制した生活者と企業

がつながる進化系モデルを開発した企業が市場を

制するといっても過言ではない。 

 

７．参考文献の引用とリスト 

 

参考文献 

1）経済産業省の商業動態統計調査、2020年 

2）東京都テレワーク導入実態調査（2020年９月14日 産業労働局 報道資料より） 

3）令和２年５月内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における 生活意識・行動の変化に関する調査」 

4）総務省の家計消費状況調査の「ネットショッピングの状況について（二人以上の世帯）」 

5）総務省統計局「新型コロナウィルス感染症で変わる、ネットショッピング家計消費状況調査」 

6）「消費者のデジタル化への対応に関する検討会 報告書」、令和２年７月 

7）内閣府「消費動向調査」、令和３年２月実施調査結果 

8）「ものがたりのあるものがたり」、山田敏夫著、日経 BP社 

9）「DX経営戦略」、ジェラルド・C・ケイン他著、NTT出版 

10）「アフターコロナのマーケティング」、森泰一郎著、株式会社翔泳社 

11）「アパレルの終焉と再生」、小島健輔著、朝日新書 

12）「コロナ徹底検証」、週刊東洋経済、2020年７月18日号 

13）「コロナ後の世界」、PRESIDENT 2020.10.16号 

14）「アフターコロナ」、日経 BPムック 

15）「これからの DX」、内山悟志著、株式会社 MdNコーポレーション 

16）内閣府令和２年７月、「経済財政運営と改革の基本方針2020～危機の克服、そして新しい未来へ～」 

17）2020年12月一般社団法人キャッシュレス推進協議会、（ポイント還元事業補助金事務局）消費者向け＜キャッシュレ

スの利用状況＞ 
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ガモール TV「まる一日 TV」研究ノート 

石原 康臣 

大正大学 地域構想研究所 准教授 

 

（要旨）2020年に大正大学ではガモール TV という企画が始まった。そしてガモール TV

の開局記念として行われた「まる一日 TV」の制作に携わった経験から、その制作手法

と今後の課題、そして継続可能なモデルへの提案を行うことを目的とする。まず、準備

方法についてまとめ映像制作についての手法を分析する。その後に、担当した５つの番

組の構成についてまとめていくこととする。それらの行為の結果から、今後の「まる一

日 TV」の持続可能性を見つけ出すことを目的とする。 

 

キーワード：VP、TV番組、YouTube、映像制作 

 

 

１．はじめに 

 

ガモール TV とは、「大正大学が運営する新し

いプラットフォーム。YouTube や SNS を通じて、

大正大学に関わりのある皆さんに向けて新鮮な

情報をスピーディに届け」ることを目的に設置

されたものである。（大正大学プレスリリース 

2020年10月29日より一部抜粋） 

大学内の情報発信のために従来の広報誌や

website に加えて YouTube や SNS 等の新たなプ

ラットフォームを積極的に利用して発信してい

く試みである。その第一弾の開局記念として「ま

る一日 TV」という YouTube 上で大正大学に関連

する映像コンテンツを24時間分放送するという

試みが、2020年11月６日（金）19:00から7日（土）

19:00に渡って行われた。 

この「まる一日 TV」では、実際の TV 番組と同

じように、数時間ごとにブロックを区切り、様々

なコーナーを作り、大正大学や近隣地域の魅力

が伝わるような構成となっている。（図１参照） 

11月６日（金）19:00のオープニングには、竣

工したばかりの新８号館の図書館棟を会場に、

新潟県佐渡市を拠点に国際的な活動を行う和太

鼓集団の鼓童による演奏が行われ、そこに大正

大学の太鼓部である鼓鴨や巣鴨で太鼓の活動を

行う鼓友のメンバーが共演を行った。まさに「地

域と連携し社会に貢献していく大学」（地域構想

研究所 website より）を象徴する映像化となっ

た。 

筆者はこの「まる一日 TV」の番組中で、以下

の５つの番組と、各番組の合間に流れる１つの

CM 制作をディレクターとして担当した。 

 

『地域とつながる大正大学』（11/7・7:30〜9:30） 

『すがもオールキャンパス「立川志ららの商店

街で街ブラ！in 巣鴨」』（11/7・9:30〜10:30） 

『TAISHO LIFE CLUB and CIRCLE』（11/7・13:30

〜15:30） 

『「落語に ZOOM」立川一門の落語バラエティ』 

（11/7・15:30〜17:30） 

『光とことばのフェスティバル2020〜祈り〜』

（11/7・18:00〜19:00）＊VTR 部のみ担当 

『地域人 CM』大正大学出版会（地域構想研究所

編） 

 

そこで今回、それらの映像コンテンツの制作

についての手法や、制作後の振り返りによる問

題点の発見、そして今後に向けた改善点につい
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てまとめていく。映像制作には多くの時間と人、

そして予算がかかる。今後も継続可能なものに

するための方向性が見えてくることを目標とし

たい。 

 

図１ 「まる一日 TV」番組表 

 

２．「まる一日 TV」前の映像制作 

 

（１）TMJ（ティーマップジュニア） 

「まる一日 TV」の制作に先立って、2020年４

月から TMJ と呼ばれる株式会社 T-map の新入社

員４名に対して、映像制作を可能とする人材育

成を目的として行なった。その内容は、映像制作

に関する講習会と実制作の繰り返しである。 

TMJ は前年度に大正大学地域創生学科を卒業

した卒業生や、他大学からの卒業生で構成され

ている。中には「座・ガモール」の運営に携わっ

ていた卒業生も含まれており、以前に筆者が行

った学生向けの動画制作の研修会経験者もいた。

だが、知識の偏りやコミュニケーションの差が

生じないように、再度ゼロからの映像制作のス

タートとして講習会を計画し、徐々に彼らの役

割を高度にしていく方法で実制作を行うことと

した。 

最初に行ったのが映像制作のためのオンライ

ン講座である。 

（２）オンライン映像制作講座 

2020年４月、初めての TMJ メンバーとの顔合

わせが行われた。折しもコロナ禍のため、ZOOM で

の開催となった。事前に３時間程度で行うこと

を大学側と打ち合わせていたので、その時間で

一通り映像制作についての方法を説明する内容

とした。もちろんこの時間の講義だけでいきな

り映像制作ができるようになるのは不可能であ

る。そのため制作のワークフローと、特に制作す

る上で大切になるポイントとして、企画を固め

る方法、そしてそれを構成表に落とし込んでい

く方法について重点的に説明することとした。

また誤りがちな映像制作の具体例を出し、注意

点を促した。簡潔にまとめると以下である。 

・映像制作は映像という視覚的で具体的なビジ

ュアル制作を行うものであるという点、つま

り企画上ではどうしても理念や思いと言った

抽象的な観念で語られてしまっていることを、

具体的な画にする作業であること。 

・そしてクライアントは依頼時点では具体的な

内容が固まっていないことが多く、ヒアリン

グを行うことで共にイメージを作り上げ、共

有していくことが大切であるということ。 

・そして映像制作では上記の作業を綿密に、繰

り返し行うことで企画書化し、その企画書を

元に撮影するための準備を行うということ。

これら撮影前の企画決定及び撮影準備作業の

ことをプリプロダクションと言い、その作業

が制作全体の過半数の時間がかかるというこ

と。 

注意点として釘を刺したのはこのプリプロダ

クションの作業である。どうしても映像制作と

いうとカメラを構えて撮影するというイメージ

が強い。とりあえず企画が決まっていないのに

カメラを持って撮影に出てしまうと、結果何を

取れば良いのか分からなくなくなってしまう。

その結果、無駄なショットを多数撮り、方針も決

まっていないまま編集作業を行うことで無駄に

時間を浪費することとなる。また、撮影には様々

に権利クリアしなくてはいけないことがあり、
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それらを知らずに行ってしまうと気づかぬうち

に法律違反をなってしまう。上記のことを特に

注意し、プリプロダクションの大切さと大変さ

の講習を行った。あわせて簡易ではあるが、撮影

時の注意すべき権利クリアとして、肖像権の問

題について次のようにまとめた。 

・被写体には撮影許可が必要であること。 撮影

前に口頭で許可をもらったとしても、撮影後

に必ず承諾書にサインをもらうこと。撮影許

可時には具体的に映像の使用の範囲を明記す

ること。 

その後、実例として筆者が過去に制作した某

大手飲料メーカーの広告映像であるビジュアル

プロモーション（以下 VP）を見せ、その制作の

流れを当時の資料の提示とともに行った。その

映像制作のワークフローは以下のようになる。 

・某大手飲料メーカーVP 

クライアント（某大手飲料メーカー）が新たな

商品を告知するVP制作の依頼を広告代理店に発

注。 

広告代理店がヒアリングを行い、企画を立ち

上げる。何度もやり取りを重ねて企画が完成す

る。 

広告代理店がその企画を映像制作会社に発注。

映像制作会社のプロデューサー（以下 P）が企画

を映像化するためにスタッフィング、キャステ

ィングを行う。（筆者はディレクター（以下 D）

として招聘された） 

D は企画書を踏まえ、絵コンテを作成する。絵

コンテから必要なロケ場所や小道具、大道具な

どをプロダクションマネージャー（以下 PM）が

調達準備する。 

すべてが準備できたら PPM（プリプロダクショ

ンミーティング）を行い、撮影。撮影後、D がオ

フライン編集を行う。その間に P や PM は作曲家

の選定、ナレーターの選定、編集スタジオやミキ

シングや音の編集を行うMAスタジオの抑えなど

を行い、オフライン編集が終わると本編集を編

集スタジオで行う。 

その後ナレーション収録を行い、音の編集で

ある MA 作業を行い0号が完成。クライアントと

代理店に向けて試写を行い、OK が出た時点で編

集スタジオにて納品形式にメディア変換を行い、

納品。 

簡潔にまとめると映像制作の流れは以上のよ

うになる。それぞれの専門性の業務が複合的に

協働しながら作り上げられるのである。 

ちなみに、撮影前までの企画から準備までを

プリプロダクションと言ったが、同様に撮影後

の編集から完成映像の制作までをポストプロダ

クションと呼ぶ。 

この一連の映像制作の流れを実際の資料とと

もに講義を行い、特に進めていく上で重要なポ

イントとして次の点を提示した。それは企画が

決まるまでと、画コンテが出来た時、またオフラ

インが完成した時、ナレーター選定、音楽選定と

いった映像作品の要所要所となる箇所で、逐一

代理店に確認連絡を取り、クライアントに了承

してもらうということである。 

なぜその確認が重要であるかというと、出来

上がった映像がクライアントのイメージと違っ

てしまうと制作した意味がなくなってしまうこ

と、また途中でクライアントの意図変更があっ

た場合など、再度作り直すこととなってしまう

からである。一般的に、代理店が企画を固めてい

く中で、制作費も一緒に決まっていく。その制作

費の中で収まるように作業をしなくてはならな

いのだが、途中で計画変更となったり、再度撮影

し直しとなるとさらに制作費がかかってしまう。

本編集を終えた映像を見て「違うから作り直し。

でも追加の制作費は出せない。」などと言われて

しまうと、もうどうしようもなくなってしまう

からである。 

クライアントは映像制作のプロではない。本

来は出来上がったものを見てしか判断が出来な

いのはある意味仕方ない点もある。しかし制作

費の予算が潤沢な企業であれば再制作が可能で

あるが、一般的にはそうはいかない。つまり要所

要所で確認を取ることは、制作の進行が順調で

あるとクライアントを安心させるとともに、思
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い描いているイメージと違っていないかを確認

し、違っていたとしても微修正で済ませられる

ようにするためである。そのような代理店業務

が重要となってくる。 

そしてもう一つのポイントとして、出来上が

った映像を見せたときに、クライアントの想像

を超えたものにできるとクライアントも、また

制作しているこちら側も幸せになる仕事となる

ということを伝えた。 

以上のことを踏まえ、次は実際に動画制作を

行なった。 

 

（３）「大正大学における tableau 導入動画」 

大正大学をクライアントとし、大正大学が

2020年度から行う新たな学びの紹介を目的とし

た動画制作を行なった。尺は１分。具体的には

tableau を使用した授業がこれから展開される

ということ、そしてその結果、どのような人材育

成となるかということを表現するものとなった。 

ただし、代理店は入れずに TMJ のみでの制作

を行わなくてはいけないこととなった。いきな

りではあるが、プリプロダクションの作業から

実践で鍛える内容となった。 

そこで tableau の授業を担当されるという先

生を呼んでヒアリングを行い、具体的に何がで

きるのか、そしてどのような力を学生が身につ

けられるのかということを聞き出した。ヒアリ

ング内容だけではまだまだ抽象的であったため、

それを具体的なナレーション原稿に落とし込む

作業を TMJ に行わせ、さらにその原稿の上に乗

せる映像はどのような画であるかを考えさせる

こととした。 

映像とナレーションの関係でまずやってしま

いがちなミスとして、画の説明をナレーション

でそのまま言ってしまうということがある。例

えば、犬だけを画面の真ん中に撮影した画に「大

きな犬がいます」というナレーションを乗せる

というようなものである。これでは映像作品化

する意味があまりない。ナレーションは映像の

補足ではない。画をより効果的にするものでな

くてはならない。よく言われることが、画とナレ

ーションは＋（プラス）の関係ではなく、×（か

ける）の関係でなくてはならないと言われる。 

そこで次に、実際に番組等のナレーターを行

っている現役のプロのナレーターを招聘し、講

習会を行うことで、ナレーション原稿の向上を

目指した講習会を行うこととした。 

 

（４）ナレーション講習会 

さて、映像制作の流れを２―（２）でまとめた。

そこではひとつの映像制作には様々な専門のス

タッフが関わっていることが見えた。どのポジ

ションも一朝一夕に習得ができるようなもので

はなく長い修行期間が必要になるが、その中で

も特に素人がすぐに習得することができない技

術で、しかし映像作品のクオリティに直結する

作業としてナレーション作業がある。これは同

じナレーション原稿をプロのナレーターと素人

に読ませ、それぞれを同じ映像に付けると明確

に違いがわかる。 

そこで今回の「大正大学における tableau 導

入動画」では、TMJ がナレーションを付けるので

はなく、映像のナレーション原稿が作れるよう

になること、そして MA スタジオでのナレーショ

ン収録を行うことができるようになることを目

標として行った。 

講師は大正大学出身で、現在フリーの声優や

ナレーターとして活躍している斎藤琴絵氏にお

願いをした。斎藤氏は筆者の教え子でもあり、大

学在学中から声優の養成所にも通いダブルスク

ールを行ってもいた。卒業後はナレーターの事

務所へ所属し、企業 VP や Web CM のナレーショ

ン、商業施設の館内アナウンス、ドキュメンタリ

ー番組のボイスオーバーなどで活躍している。

現在は所属事務所の解体によりフリーとなり、

朗読劇を自身の演出＆プロデュースでも行うな

ど、さらに活動の幅を広げている。豊富な活動歴

に加え、やはり大正大学出身のOGということで、

TMJ により親近感を感じてもらえるようにと人

選を行った。 
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事前に今回の講習内容とその目的についてを、

現在制作している「大正大学におけるtableau導

入動画」の詳細を伝え、目的を認識してもらい作

成してもらった。そこからより具体的な内容に

ついて詰めていき、大きく４つの柱での講義兼

実習という形とした。 

・『自己紹介』（過去の制作物の提示も） 

・『ナレーションて何？〜「ライオンとヌー」の

画から考える』 

・『実際の収録資料 〜ある番組の資料を見てみ

よう』 

・『ナレ原稿を完成させよう！ 〜大正大学

tableauVP のナレ原稿を読んでみよう。』 

『自己紹介』は斎藤氏の経歴と現在の活動な

どを説明してもらい、そして『ナレーションてな

に？』ではナレーションの言葉の意味が話術や

物語ることであるという説明から行った。そし

て遠景にヌーの群れが走り近景にライオンが一

頭写っている写真、そしてヌーの喉元に噛み付

いているライオンの写真を提示した。そこから

この画にナレーションを加えるとしたらどうい

ったナレーションが入れられるかを考えさせる

ことを行った。 

当初はやはり見たままの画の説明である、「ヌ

ーが走っています」や「それをライオンが追いか

けています」といったものが多かったが、繰り返

すうちに画の説明ではない言葉が出てくるよう

になった。それは、ライオンの気持ちを語るもの

であったり、ヌーの気持ちを語るものであった

りした。 

すると同じ画でも全く逆の意味を表現するこ

ととなるという気づきが生まれ、ナレーション

ひとつで画の意味が変わるということを講義で

きた。そしてナレーションとは「作り手の意図と

視聴者を繋ぐパイプ役」であったり「視聴者に寄

り添う、チューニング役」であったりもすると結

論づけることができた。 

そして次に実際の現場で使われた番組の台本

とナレーション原稿を見せ、TMJ に仮に作らせた

「大正大学における tableau 導入動画」のナレ

ーション原稿と照らし合わせを行った。そこか

ら違いの発見を行わせた。結果としては、横書き

ではなくナレーション原稿は縦書きであること。

ナレーションを入れ始める画のきっかけ（キュ

ー）を書くこと。ナレーションの箇所は Na、撮

影した現場での声は Onと書くこと。またタイム

コードを起こすことなどの違いが見えてきた。

（図２，３参照） 

その後絵コンテからナレーション原稿を作る

方法の指導を行い、実際に「大正大学における

tableau 導入動画」のナレーション原稿を作るこ

とに成功した。 

そして最後に、このナレーション原稿を実際

に斎藤氏に読んでもらい収録を行った。収録は

大正大学3号館地下の MA スタジオを使用し、ス

タジオ管理者の吉木歩夢氏、勝木駿氏に協力を

頂き、Protools で収録。収録音源をデータでい

ただき、動画編集にて MA を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 絵コンテ（TMJ作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ナレーション原稿（斎藤琴絵さん作成） 
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実際のナレーションの収録では、Q 出し（ナレ

ーションを話し始めるタイミングを合図するこ

と）や、ナレーションの雰囲気の演出をディレク

ターが行う。今回はディレクターである筆者が

実際に行ってみせ、TMJにはスタジオ収録の経験

をつけさせた。ここでの演出は具体的に指示を

するということが大切である。例えば、もう少し

高めの声が欲しい時には、「少し高めで」という

演出ではどのくらい高いのが良いのかナレータ

ーにはわからない。そこでは「３歳若く」といっ

た具体的な演出が有効となる。また「親近感や親

密感をもっとだして」ではなく「八百屋の女将風

で」というような演出になることを指導した。 

ナレーションの意味と実例、ナレーション原

稿作成、そして実際に収録体験という音声につ

いて一通りを体験させることができた。 

 

（５）タイトル作成講習会 

ナレーションと同様に、一朝一夕で習得でき

るものではないのが、映像作品のクオリティに

直結する作業としてタイトルデザインが挙げら

れる。これもナレーション講習会と同様に、タイ

トル作成の講習会と実制作を併せ、今回の映像

制作に結び付けられるように企画し実践した。 

講師のデザイナーには、自身の会社でデザイ

ン業務を数多くこなしている高橋憲也氏にお願

いをした。高橋氏は不動産の広告や店舗のメニ

ューなどの商業デザインを行うデザイン事務所

でデザイナーとして活躍し、その後大手生命保

険会社のインハウスデザイナーとして活躍され

た。現在は独立して自身の会社を立ち上げ、デザ

インに web や映像を関連させより幅の広いデザ

イン制作を行っている。 

映像作品におけるデザインには、タイトルや

コーナータイトル、ボイスフォローなど様々な

種類の情報がある。そのすべてを一度に教える

ことは出来ないため、今回は映像作品の全体的

なトーンを作り上げるタイトル作成を中心に行

った。高橋氏には斎藤氏と同様に、事前に目的を

伝えて講義内容の打ち合わせを行い、最終的に

以下の3つを柱としての講習兼実習とした。 

・『自己紹介』（過去の制作物の提示も） 

・『今回のタイトルを高橋氏だったらどのよう

なデザインにするか』（４例の提示） 

・『４例の具体的な作り方指導』 

（Adobe Illustrator） 

事前に高橋氏に「大正大学におけるtableau導

入動画」のタイトル案を４つ作っていただき、そ

れらはどのように作るのかという手順を実際に

Mac を使いながら手順を見せてもらい、その後に

同様にTMJが行うことで習得を行うこととした。 

タイトルは今回の映像の正式タイトルとなっ

た「INNOVATE! 大正大学の学びは新たなステッ

プへ」を『ポップで動きのあるデザイン』、『先

進性を感じさせるデザイン』、『３Ｄの文字を使

ったデザイン』、『メタリックな質感のデザイン』

の４パターンで制作をしてもらった。 

ここから同じタイトルでもデザインを変える

ことで受ける印象が全く違うということが提示

できた。（図４,５,６,７参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４           図５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６           図７ 
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載せた際に、映像作品全体の雰囲気を感じさ

せ、伝わるようにするのがタイトルの目的であ

る。作り方の実習の後に『ポップで動きのあるデ

ザイン』を例にして、そのイメージが生まれるま

でを具体的に講義を行った。 

それはタイトルの中にあるステップという言

葉に注目し、ステップという言葉から一歩前に

踏み出すというイメージを喚起する。そして一

歩前という抽象的なイメージを具体的なデザイ

ンにすることで足跡とした。また、INNOVATE!の

文字を二重にしてその間を少し開けることで立

体的にし、前進した距離を表すというものであ

った。また躍動感を出すために少しだけ斜めに

角度を付けるというものであった。 

今回はこの４案の中から『ポップで動きのあ

るデザイン』が一番今回の映像作品の雰囲気を

表しているということが TMJ メンバーの一致し

た答えとなったため、このデザインを使用させ

ていただくこととした。 

 

（６）「大正大学における tableau 導入動画」のまとめ 

以上のようにナレーション講習会、タイトル

作成講習会を重ね、TMJは初めての映像制作を一

貫して行った。この講習会の他にも、筆者による

動画編集の講習会を行い、映像編集技術を身に

つけていったりもしたが、今回は紙面文字数の

関係からその箇所は省略する。 

まとめると、特に綿密に指導を行ったのは、企

画を絵コンテにしていく作業であり、制作して

上がったものに筆者が赤を入れて直していくと

いう改訂作業を何度も行った。そこで大切なこ

とは前述したように抽象的な思いを具体的な表

現にしていくということである。そして何度も

出来上がったものをクライアントに提出し、意

思疎通を図るということであった。 

ただこれも前に少し書いたが、クライアント

も素人である。クライアントチェック後に再度

抽象的表現に戻ってしまうという堂々巡りもあ

った。本来であれば代理店がそういったことを

回避するようにクライアントの教育という面も

ある程度行いながら話を進めていくのだが、今

回の制作は代理店は不在。そして経験のない TMJ

ではなかなか解決の難しい出来事となった。 

これが TMJ ではなく学生が制作することにな

っていたとしたら、ダブルバインドと受け止め

られてしまい途中で制作放棄ということになり

やすい。過去に学生に大学の映像や近隣地域の

映像制作依頼があっても完成しなかったことが

あるのだが、それらの例はこのクライアントに

原因がある点が大きい。 

今後、映像制作を継続化していく際の改善点

として、映像制作の流れを理解し代理店的業務

ができるプロデューサー人材の経験者が求めら

れる。映像制作には、実際に制作を行う業務であ

るディレクターと、運用していく業務のプロデ

ューサーが両輪となって進めていくことが大切

なのである。 

その上で、TMJ は実際の撮影にあたっては PM

の制作業務ができるようになる必要があったが、

現場経験のない状態でいきなりはなかなか難し

い。そこで具体的な機材についてはまたスタジ

オ管理者の両名に手伝ってもらい、撮影の具体

的な方法や準備についてはディレクターの筆者

が具体的な指導を行いながら、TMJにカメラを回

させた。それにより完成を迎えることができた。

製作開始から２ヶ月近くかかったが、初めての

制作においては十分に一連の制作の経験ができ

た結果となった。 

 

３．「まる一日 TV」制作 

 

「大正大学における tableau 導入動画」を皮切

りに、「学生 welcome 動画」、「秋学期からの対面

授業での感染予防対策について」VP などの制作

を重ねた。映像制作は企画によって制作準備や

予算が全く変わってくるが、様々な映像を制作

することでプリプロダクションからポストプロ

ダクションの一連の作業手順はより強固に身に

付けられた。それらの経験を踏まえ、いよいよガ

モールTV「まる一日TV」に活かすこととなった。 
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今回筆者は以下の５つの番組の作成をディレ

クターとして担当したが、具体的にその制作方

法や演出方法をまとめていく。 

 

（１）地域とつながる大正大学 

2020年11月７日（土）A.M7:30〜9:30放送。ス

タジオ収録を主に、連携自治体の現地とスタジ

オとをZOOMで中継しスタジオの出演者と対話す

る形とした。制作費を抑えるためにスタジオの

美術セットは一切なく、センターに大型モニタ

ーを配置し、その両脇にMCとして立川志らら氏、

そしてアシスタントに職員で鴨台会事務局の清

水瑞衣氏の二人がゲストを交え、進行していく

形とした。 

立ち位置は画面左手（下手）に司会者（以下 MC）

画面右手（上手）にゲストとした。これは演劇メ

ソッドから映画においての演出にも使用されて

いる主と従の位置の演出である。今回は地域の

紹介を主とするためにゲストを上手に置くこと

とした。そのためゲスト不在の地域では地域紹

介を行うアシスタントを上手に置きゲストに近

い役割とした。 

番組の構成として、制作時間を短縮させるた

めにアヴァン（タイトル前の部分）をカットし、

タイトルからスタートさせることとした。また

そのタイトルは、以前タイトル作成講習会の際

にお世話になったデザイナーの高橋憲也氏にお

願いし作成してもらった。タイトルにもなって

いる「地域とつながる」というところを一番に表

現していただき、そのつなぎ役に大学があると

いうことを表現してもらうデザインとしてもら

った。 

番組タイトルの後、鴨台会の紹介映像、そして

順番に長野県小布施町、三重県伊勢市、松阪市、

鹿児島県奄美市、山形県新庄市、宮崎県延岡市、

兵庫県淡路市の紹介をしていく形とした。基本

的には鴨台会が作成した各地域の説明パワーポ

イントを流すという演出であるが、全てがパワ

ーポイントであると一辺倒になってしまい飽き

てしまうため、各地域ごとに一部の紹介方法を

変える形で行った。 

長野県小布施市では、スラックラインという

ロープを使ってその上で飛んだりはねたりする

競技の紹介を行ったのだが、その紹介の後に実

際に現地で行っている映像を取り寄せて組み込

む形とした。それにより、より臨場感のある実際

の動きが感じられることとなった。 

同様に三重県の松阪市では、鴨台会の三重県

支部が行った合同コンサートの映像を組み込ん

だ。 

これ以降も同様に、現地動画の組み込みを行

うと、今度はそれがルーティンとなってしまい

マンネリ化してしまう。そこで次の鹿児島県奄

美市では、地域の紹介のあとに鴨台会の常任理

事である渡辺道夫氏にインタビューを別撮りし、

構成に加えた。渡辺氏は奄美市へ学生の引率経

験もあり、その時に起こった出来事の詳細を語

っていただくことができ、非常に奄美市と大正

大学の関係のリアルなお話をいただくことがで

きた。 

次の山形県新庄市では、新庄市の説明の後に、

巣鴨の駅前から大正大学までを会場として行わ

れた新庄まつりの記録映像を、清水氏のナレー

ションを入れた映像を作成し組み込んだ。それ

により番組のタイトルでもある「地域とつなが

る大正大学」をより体現できるものとできた。さ

らに新庄市は、現市長の山尾順紀氏が大正大学

の出身ということもあり、ZOOM 出演していただ

きリアルなお話を聞くことができた。 

宮崎県延岡市では説明の後に、現在の大正大

学副学長であり元延岡市長である首藤正治氏に

スタジオにお越しいただき、MC と対談する演出

とした。これにより ZOOMでの対談とまた区別化

できた。 

さらに地域紹介の合間には鴨台会南九州市部

の支部長である野中玄雄氏を ZOOMでつなぎ、学

生の地域実習の現状について語ってもらった。

これによって地域の紹介のみではなく、学生と

地域の関係性を表すことができた。 

最後に、兵庫県淡路市では、淡路市局長の山中
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昌幸氏にスタジオに出演いただき、淡路市局で

制作した現地の紹介映像を放映していただいた。

この映像は奄美市の映像制作会社に制作しても

らったものということで、非常にクオリティの

高い、そして美しい風景などの映像となってい

た。 

このように、地域の紹介を行うにあたって地

域ごとに少しずつ違った方法を演出することで

一辺倒にならないようにすることができた。こ

れらはこの番組の主体となった鴨台会の方々、

そして「まる一日 TV」の制作全体を統括してい

る魅力化推進部の方々、そして TMJ の綿密な計

画と準備によって可能となった。そして ZOOM で

の中継とスタジオ収録を併せるという高度なシ

ステム設計は、スタジオ管理者の協力により可

能となった。 

この番組のさらなる向上を目指すとすれば、

今回は制作時間がタイトだったために各地域の

紹介はパワーポイントでのものとなったが、こ

の部分を映像化することである。現地へ行き実

際の風景を撮影したり、学生が実習を行ってい

る様子を撮影したりすることでよりリアルな地

域と大学の関係性が表現できるであろう。また

そのイメージをより広げられるようなスタジオ

の美術セットや、今回はコロナ禍のため招聘出

来なかったが、実際に地域実習に行った学生を

登壇させ、MC と対談させるなどのコーナー演出

も効果的となるであろう。 

 

（２）すがもオールキャンパス「立川志ららの商店街

で街ブラ！in 巣鴨」 

2020年11月７日（土）A.M9:30〜10:30放映。オ

ールロケ。MC の立川志らら氏と学生の富田沙樹

氏が巣鴨駅前からスタートし、大正大学と連携

している巣鴨駅前商店街、地蔵通り商店街、庚申

塚商栄会を通りながら大正大学まで辿り着く街

歩き番組とした。 

街歩き番組の制作で重要な点は、事前準備で

ある。一見、演者が気の向くままに歩きながら、

気になったお店に入っていくというように見え

るが、撮影には許可が必要であり、またお店のか

たは仕事中であるため急な対応が難しい。そこ

で事前にリサーチと許可取りが重要になってく

る。実際の制作ではまずリサーチャーやアシス

タントディレクターが現地へ行き、ネタになり

そうな場所を探す。視聴者が知っている店や予

想のつきやすいネタでは見てもらえないからで

ある。 

今回は TMJ と魅力化推進部がリサーチャーの

代わりとして各店舗を周り、撮影許可とおすす

めの商品を聞き出すことから行った。また撮影

可能時間をヒアリングし、撮影順を決めていっ

た。 

しかし番組の構成としては、巣鴨駅前から始

まり商店街を歩き、大正大学に到着するという

内容とした。それにより巣鴨の駅前から大正大

学までの道のりを理解してもらい、その道中の

魅力を描くためである。しかし実際の撮影順は

撮影可能時間で店舗を回っている。そこで注意

しなくてはいけないのは日の光である。当日は

午前９時から撮影が開始された。この番組は1時

間番組であるが、もちろん１時間で撮影が終わ

るわけではない。１店舗３分の紹介尺でも全17

箇所の撮影がある。そして店舗間の移動がある。

さらに、許可を取っていても急な来客対応や予

想外の出来事が起こるのが通常である。実際に

撮影が終わったのは午後５時ころとなった。 

今回の制作ポイントとしては、一般的な番組

では３倍回し、ドキュメンタリーでは10倍回し

と言われる撮影方法を取ることをやめたことで

ある。事前のリサーチで紹介する商品を決めそ

の話のみとし、各店を３分で終わらせるように

タイムキーパーには演者への合図を行わせるこ

ととした。それによって撮影した映像をほぼほ

ぼ使い、編集時間を短縮させるという方法とし

た。そのため事前に出演者には台本で、具体的に

紹介する商品と店舗の情報を示しておいた。そ

れでももちろん３分きっかり収録が完了するこ

とはなく、多少の素材の過不足は出ることにな

った。撮影素材が足りない場合は返って編集時

83



間がかかってしまうので大変怖いことであった

が、今回のロケでは長く話をしてくださる店の

人が多く、その心配はなかった。だが多すぎても

編集に時間がかかってくる。残念ながらとても

良いコメントでもカットすることとなった箇所

もでた。 

今後の改善点としては、今回は撮影許可の取

れた店をすべて回る形で行ったが、何かしらの

テーマの下で回る店を演出することなどが考え

られる。一般的に知られたお店だが、初めて紹介

する商品に限ったり、大正大学との関係に焦点

をあてた話のみに限ったりという感じである。

今回はそのテーマがなかったために残念ながら

話が表層的になることが多く、強くメッセージ

を表現することにはなりにくかった。だが協力

してくださる店舗が多く大変ありがたいことで

あった。この企画をより膨らませ、また丁寧に制

作ができるようになれば、各店舗の広告映像に

も使えるようになるであろう。そのような形で

恩返しができるようになればよいと思う。 

また、街歩き番組の撮影ではあまり見えない

仕事ではあるが大変大切な仕事がある。それは、

通行の際の誘導である。番組中では何事もなく

演者が歩いているように見えるが、演者の周り

には演者の何倍ものスタッフがいる。カメラ、デ

ィレクター、先回りして店舗へ連絡するスタッ

フ、交通誘導スタッフなどである。画面上何も問

題なく街を歩いて、店に入っていくためには非

常に大勢の労力がかかっているのである。そん

なスタッフワークを今回は TMJ 及び魅力化推進

部が大変綿密に準備を行い、大きな問題なく無

事に撮影終了できたことは良いポイントであっ

た。 

 

（３）TAISHO LIFE CLUB and CIRCLE 

2020年11月７日（土）P.M1:30〜3:30放映。番

組前半に室内ロケ、後半に VTR。前半の室内ロケ

は大正大学構内の体育棟にて収録。後半のVTRは

各団体が制作した団体紹介の VTR とした。MC に

立川志らら氏を迎え、パフォーマンス研究会、ダ

ンス愛好会、カバディ部、太鼓部、茶道部、バレ

ーボール同好会の６団体を紹介した。VTR は上記

以外の団体のものとした。 

室内ロケとしての基本的な番組構成は「地域

とつながる大正大学」と似るため、MC を主軸に

ゲストへインタビューする形式とし、上手を MC

とした。また、「地域とつながる大正大学」のゲ

ストは基本的にインタビューなどに慣れている

大人であった事に対し、「TAISHO CLUB snd 

CIRCLE」に登場するゲストは慣れていない学生

が多いことを配慮し、MC が主に回す形とした。 

イントロダクションには大正大学学生部の石

田充敏氏に登場いただき、大正大学の部活、サー

クルの特徴や歴史についてを話していただき、

よりわかりやすくするために石田氏のお話の上

に過去の写真等を被せて紹介する映像とした。

また、イントロダクションは学生部が説明を行

い主軸として回すため、この箇所は学生部を上

手に登場させる構成とした。 

この番組も編集時間を短縮するために、一団

体の尺の収録時間を予め決め、基本的には団体

の魅力、歴史、部員数など同じ質問を行い、その

中で魅力的に広げられる内容について時間内に

広げてもらうという形となった。またトークの

最後には各団体のパフォーマンスコーナーを設

け、ジャグリングの実演やダンスの実演、また茶

道部はお点前を行ってもらい、より団体の具体

的なイメージがわかる紹介となるようにした。 

収録方法は、室内ロケであるためスタジオ収

録と同様にカメラ３台での収録とし、１camがMC、

２cam が全景、３cam が学生を撮影するように配

置した。また編集時間を短縮させるため、カメラ

ごとに記録を行うパラ回しも行いながら、リア

ルタイムで使う画を切り替えるスイッチングを

行い、その結果を収録出来るようにシステムを

設置した。これにはまたスタジオ管理者の両名

に協力を依頼し、システム設計の打ち合わせを

重ねることで作り上げた。 

編集方法は、できるだけ学生の元気な雰囲気

を出すために、話している内容を画面に文字で
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出すボイスフォローを行った。 

今後の改善点としては、団体が実際に活動し

ているところを取材に行き、映像化して組み込

むとよりイメージを伝えやすくなるであろう。

コロナ禍では各団体の活動自体が制限されてい

るので取材は難しいが、今後の状況に期待した

い。 

 

（４）「落語に ZOOM」 立川一門の落語バラエティ 

2020年11月７日（土）P.M3:30〜5:30放映。ス

タジオ収録。筆者が担当した番組の中で一番の

バラエティ色の強いものとした。MC に立川志ら

ら氏を上手に配置し、下手に立川一門の立川志

獅丸氏、立川志のぽん氏、立川かしめ氏を二列に

配置。２時間尺の番組のため、大きく３つのテー

マでトークをしてもらい、各トークの合間に下

手の３名に落語を披露してもらい挟み込む形と

した。トークテーマは「落語家ってどんな仕事な

の？」、「落語家の会話のつかみ術を教えます」、

「落語家生活珍道中」の３テーマを MC の立川志

らら氏に提案してもらい採用した。そしてその

テーマを事前に出演者に共有していただき、台

本上はフリートークとしスムーズな流れで収録

ができた。また挟み込む落語は立川かしめ氏は

「ん回し」、立川志のぽん氏は「がまの油」、立川

志獅丸氏は「子ほめ」をそれぞれ選出していただ

き実演してもらった。 

収録方法としてはトークの３テーマを順撮し、

その後に３名の落語を構成と逆の順で撮影を行

った。トークと落語を固めて撮るのはセットチ

ェンジを１回で済ませ、収録時間を短縮するた

めである。また、落語を逆の順で行うのは年配者

からの収録を行うことで、若手の気持ちを楽に

することの演出である。 

しかし番組の構成ではトーク→落語→トーク

…と繰り替えすことで番組の流れのマンネリ化

を抑え、飽きさせないようにした。出演者はトー

クコーナーの冒頭部では、あたかも落語の演目

を聞きそれを受けた形でスムーズに会話の導入

が行われている。これはこちらの演出を超えて、

MC や出演者のプロの力量を見せつけた遊びの演

出となった。 

今後の改善点としては、美術セットをより落

語バラエティ風にすることである。今回は毛氈

を敷いたのである程度雰囲気は出た。また画面

に立体感を出すために４本の柱を立てたが、落

語の雰囲気まではまだ出せていない。スタジオ

収録にはセットの美術費がかかることを認識し、

より制作費をかけることでクオリティが上がっ

てくる。このトーク番組の企画はテーマを変え

ることと落語の演目を変えることでさらに展開

していくことができる。今後も継続可能な番組

企画となっているので、美術費にどうか力を入

れていきたい。 

 

（５）光とことばのフェスティバル2020〜祈り〜 

2020年11月７日（土）P.M6:00〜7:00放映。ス

タジオ生放送と収録 VTR。このブロックでは筆者

は収録 VTRを担当した。収録 VTRは２種類あり、

１つ目は2010年に行われた第一回目の「光とこ

とばのフェスティバル」の模様を収録したドキ

ュメンタリー風のVTRで、２つ目は2011年〜2020

年までの第二回から九回目までの「光とことば

のフェスティバル」の記録をダイジェストVTRと

した。そしてその映像を見ながらスタジオの MC

やゲストが語るという番組構成となった。 

１つ目の VTR は、実は今回の番組用に制作し

たものではない。これは第一回目の「光とことば

のフェスティバル」の企画内に組み込まれてい

たものである。第一回目は現在の「光とことばの

フェスティバル」のように学生がグループごと

に全員で１つのものを作るという方針ではなく、

グループ内でねぷた制作班と映像班という役割

を分け、各班ごとに自分たちの制作記録番組を

作るという企画が含まれていた。 

これには全体の映像制作の指導と取りまとめ

を、当時 NHK エデュケーショナルのディレクタ

ーであった森川健太氏を招聘し担当していただ

いた。そのため映像の内容は非常に細かく演出

されており、各チームの紹介の回や制作途中の

85



回、また完成してイベントの本番を迎える回な

ど、ひと班につき複数の記録映像が制作された。

今回の番組内ではそれらすべてを流す尺がなか

ったため、イベント当日の回のみを放映するこ

ととした。 

２本目の VTR については、各年度のダイジェ

ストを昔のものほど長く、近年のものは短くと

いう構成で制作を行った。近年のものは動画素

材が少なかったため、静止画を使用したスライ

ドショーとなっている。 

第二回目の「光とことばのフェスティバル」か

らは、学生は全員でねぷた制作を行うことにな

ったため、第一回目ほど密着した映像記録が残

っていなかった。だが、「光とことばのフェステ

ィバル」経験者の上級生による各班への FA 制度

が導入されたため、記録も上級生が撮影すると

いう形が行われた。そこで上級生が撮影、編集し

まとめた「光とことばのフェスティバル」の映像

を素材に、抜粋しながら作成を行った。 

また、今年の「光とことばのフェスティバル」

を見ると、今までのような記録映像ではなく、

YouTube ライブ配信を行うなどのような新たな

記録の仕方を行っている。番組化するだけでは

なく、今後の新たな表現方法が模索されている。 

 

４．まとめ 

 

その他に大正大学出版会の月刊誌「地域人」CM

制作を行ったが、これについても今回は文字数

の関係から割愛する。 

今回、約一年の月日をかけて TMJ への映像制

作指導を行い、その成果として「まる一日 TV」

の制作までを行ってきた。その成果として映像

制作の一通りの経験と制作準備のスキルを身に

つけさせることができたと思う。しかし一朝一

夕で出来ないスキル習得については、ディレク

ターに関しては今後も筆者が対応しながら指導

を行うことで継続的に改善していくことができ

る。しかしその他に関しては、今後もその道のプ

ロを招聘し、手伝ってもらうことが必要となる。

特に映像制作の現場を経験し運用を行うことの

できるプロデューサーの必要性や十分な制作費

の確保、そして映像制作の制作期間の確保など

の課題点は解決していく必要が見えてきた。制

作期間に関しては、今回この５番組を約２ヶ月

で制作するという私にとっても経験したことの

ない忙しさとなった。特に最後の２週間は大学

に泊まり込みの作業となり、１日20時間近くの

作業という状態になったことは改善していかな

くてはならない。１年間をかけて、多くてもひと

月に１本の制作というスタンスで行えるように

する必要がある。さらに今後も「まる一日 TV」

を継続するのであれば、今回の番組の中から継

続番組の選定と新番組の企画立案などの企画会

議を行い、コンスタントに制作が行われる体制

づくりが必要であろう。そのためにもプロデュ

ーサーの役割が非常に大切になってくるのであ

る。 
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コロナ禍におけるフィールドワーク型授業の試み 
 

齋藤 知明 

大正大学 地域構想研究所 特命講師 

 

（要旨）新型コロナウイルスの感染拡大防止が話題の中心だった2020年度、大学のフィ

ールドワークはどのように展開されたのだろうか。ここでは、大正大学で筆者が実施し

た３つのフィールドワーク系授業での活動を事例として紹介し、コロナ禍でのフィール

ドワークの意義を問い直した。その結果、コロナ禍でのフィールドワークは学生が地域

に出て学外者と交流することは困難だったものの、オンラインミーティングツールや動

画共有サービスを駆使してこれまでの知見を発信することでが可能であることがわか

った。また、オンラインのフィールドワークにおいては、既存のコミュニティの再活用・

再接続が重要であることも理解できた。 

 

キーワード：新型コロナ、サービスラーニング、オンライン、盆踊り、クラウドファンディング 

 

 

１．はじめに 

 

2020年度は、新型コロナウイルスの感染拡大防

止の対応に追われることから始まった。これはど

この大学、どこの研究機関も同じだったであろう。

例に漏れず、大正大学も３月初旬には卒業式・入

学式の中止が決定し、その後、新年度春学期の開

始延期、オンライン授業での展開など、約２か月

の間で目まぐるしく状況が変化していった。 

３月の全国的な休校措置、４月の緊急事態宣言

等で、人々の移動や交流は物理的に遮断された。

「おうち時間」「巣ごもり」「テレワーク」「リモー

ト」などの言葉が登場・流布し、外出することす

らままならない状況であった。 

そのなかで、大正大学における筆者の担当授業

や職分の大半は「フィールドワーク」や「プロジ

ェクト」であった。フィールドワークといえば、

大学の外に学生が飛び出し、地域のモノ・コト・

ヒト・バショの調査が思いつくであろう。また、

本学のフィールドワーク系授業においてプロジェ

クトというときは、まちづくりやひとづくりのた

めの企画・運営などの仕掛けが想起されるのでは

ないだろうか。 

しかしながら、フィールドワークは岸政彦によ

れば、「さまざまな方法をミックスして対象を総

合的に理解し分析するため」に、歴史的資料、行

政資料、統計データ、新聞記事、儀式や行事、音

楽や舞踊、神話や伝説、道具等々を対象にして、

「ある地域や集団を対象とした、総合的な実態調

査」と定義される（岸2016）。つまり、決して地域

に出て調査活動することのみがフィールドワーク

の重点ではなく、フィールドで得た知見に加えて

多くの資料などをもとに「総合的に理解し分析す

る」ことにも重きが置かれているのである。 

この理解をもとに、全世界的なコロナ禍のなか

で、大正大学の地域連携・社会貢献活動としての

フィールドワークはどのように展開していったの

か。そして、なぜそれらの活動が可能だったのか。

また、そのような活動の意義とは一体何だったの

か。本稿では、コロナ禍で実施したフィールドワ

ーク型授業や活動事例を紹介し、それらの点を明

らかにしたい。 
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２．大正大学の対応 

 

まずは、大正大学の新型コロナ対応について振

り返ってみたい。 

新年度は、４月７日に発出された全国的な緊急

事態宣言を背景に、連休明けとなる５月11日(月)

から開始となった。もちろん、全面オンライン授

業での授業運営が指示された。また、一セメスタ

ー14回の授業が、特例として13回に縮小され、夏

季休暇前に10回、夏季休暇後に３回という異例の

飛び石配置で運用された（クオーター制の学部で

は１Ｑが７回、２Ｑが６回であった。なお、学期開

始前に学科共通課題が課されるなどの縮小に対す

る措置も図られた）。これは、当初は夏を越えたあた

りで感染拡大状況の沈静化がみられ、春学期終盤

の授業は対面での運用で実施することを見越して

の処置であった。しかしながら、８月31日に再開

された春学期はオンラインでの授業が継続された。 

オンライン授業の方法として、大正大学では大

きく５つの方法が示された（令和２年４月15日版

「本学におけるオンライン授業について）。 
 

 ①資料(PDF)＋課題 

 ②資料(PDF)＋音声データ(mp3)＋課題 

 ③資料(PowerPointの音声付スライド)＋課題 

 ④オンデマンド型(非同期型)授業動画 

 ⑤授業のリアルタイム配信(同期型) 
 

各教員がそれぞれの授業の属性・性質や到達目

標に合わせてオンライン授業を展開していった。

筆者が実施した授業は、授業の特性上、ほぼ全て

で⑤授業のリアルタイム配信（以下、ライブ型）

とした。この方法を成立させるオンラインミーテ

ィングシステムとして、Zoomビデオコミュニケー

ションズの「Zoom」とマイクロソフトの「Teams」

の活用が奨励された。 

秋学期は、学事日程通り９月28日から開始とな

った。授業回数も予定通り14回である。学生は大

学のキャンパスに入構することが可能となり、学

内での受講も許された。また、春学期は全面オン

ライン授業だったが、秋学期は一部の授業で対面

も再開された。 

2021年１月８日に発出された２度目の緊急事態

宣言では、あらためて全面オンライン授業に戻る

ことはなく、これまで同様の十分な感染対策をお

こなったうえでの入構や受講、対面授業の実施が

認められた（一方で、集団での課外活動について

は制限が加えられた）。 

Facebook に「新型コロナのインパクトを受け、

大学教員は何をすべきか、何をしたいかについて

知恵と情報を共有するグループ」（旧「新型コロナ

休講で、大学教員は何をすべきかについて知恵と

情報を共有するグループ」）という大学関係者が意

見交換や情報共有する約2.1万人も所属する（2021

年２月時点）巨大なグループがある。そこで、2020

年４月当初はオンライン授業対応についての各大

学の対応について多くの情報が挙げられたが、そ

れらの事例と比較すると大正大学の授業運営側へ

の対応は非常にシンプルでわかりやすかったので

はないかと考える。オンライン授業サポートチー

ムの立ち上げ、Zoomのライセンスの取得や配布そ

して使用方法の説明、すでにライセンス契約をし

ている Teamsを含む Microsoft365の活用例の提示

など、迅速かつ的確な対応であり混乱を抱くこと

はなかった。ただ、この点に関しては、別途客観

的な検証が必要であろう。 

 

３．フィールドワーク系授業の行方 

 

本稿で事例として取り上げる大正大学のフィー

ルドワーク系授業は３つである。ここでは、主に

サービスラーニングと東京実習の運営の展開につ

いて説明していきたい。時系列に並べると下記の

通りとなる（プロジェクト名の右の括弧は、運用

した授業名）。 
 

①第10回鴨台盆踊り（サービスラーニング B） 

  5月-7月（本番は7月10日、11日） 

②オンラインマルシェ（東京実習） 

7月-1月（本番は10月23日-11月24日） 

③すがもプロジェクト（サービスラーニング D） 

  5月-3月（通年での開催、本格稼働は秋学期） 
 

まず、サービスラーニングは、社会貢献活動の

実践を目的として開講される大正大学の全学年全

学部が履修可能な授業群である。授業としてのサ
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ービスラーニングの詳細は、本誌前号で述べたの

でそちらを参照されたい（齋藤2020）。 

サービスラーニングは当初、フィールドに出て

の調査や実際に対面しての実践が中心的活動だっ

たこともあり、開講が見送られていた。しかしな

がら、オンラインでも可能な活動に修正できる授

業に関しては開講することが認められた。そのた

め、地域の子どもへの学習支援や、巣鴨地域の高

齢者との交流活動を目的とした授業は閉講となっ

た。一方で、オンラインでの開催を試みた「第10

回鴨台盆踊り」や、オンラインでの運用を図った

「すがもプロジェクト」を運営する授業は開講す

ることになった。 

シラバスでは次の通り、ライブ型授業に対応し

た文言を加えた。 

 

サービスラーニング B 

◆4/22追記 

 情況を鑑み、大学構内に集まってのイベント

開催が困難とみなし、オンラインでの鴨台盆踊

りを開催することとなった。どのような形とし

て迎えられるのかは現時点ではなかなか予測で

きないが、こういう時代だからこそ挑戦してい

きたいと考えている。 

 今後も社会情勢を注視しながら授業内容の修

正を図るが、サービスラーニングの理念の一つ

である自身の専門性を社会・地域で応用する点

は一貫して変わることはないことを強調してお

きたい。 

 

サービスラーニング D 

◆4/24改訂【重要】 

 夏までの期間がオンライン授業として開講す

ることとなったが、本授業は Teams・Zoom等の

オンラインアプリを使って同期的（LIVE）に展

開する。 

 したがって、それに適した通信環境が必要と

なる（通信無制限 wi-fi、スマホではなく PCや

タブレット等の大型の視聴デバイス）。 

 また、グループワーク等もあるので、授業を

受ける際には周囲の環境も、「声を出せる」「周

囲の音が入らない」「他の人が入ってこない」

状況が望ましい。 

 さらには、これまで同様、授業外でのミーテ

ィングや作業も想定されるので留意されたい。 

 

 次に、東京実習は、地域創生学部の必修科目で

あり、２年生全員を対象として３Ｑ全ての期間を

使って展開される。東京実習の正式名称は地域実

習Ⅱである（分かりやすくするために、引き続き

東京実習と呼ぶ）。例年通り、大学周辺の巣鴨地域

を中心とした東京都豊島区などでフィールドワー

クを予定していた。しかし、春からの準備作業も

全てオンラインということもあり、オンラインで

も可能な実習に変更する必要が生じた。ちなみに、

１年生必修の地域実習Ⅰ、３年生必修の地域実習

Ⅲは、大正大学の連携協定自治体などを中心とし

た地方への長期実習となっているが、地方への移

動・滞在が困難なこともあり、前者が東京を中心

としたオンラインでの実習、後者が地方とオンラ

インでつないだ実習として対処された。 

 大学による今年度の地域実習に対する方針が正

式に決まったのが６月初旬であったが、担当教員

内では４月からオンラインでも可能な東京実習へ

と舵を切って準備を進めていた。実際には、先述

した通り秋学期以降は学生の大学入構が可能とな

ったため、完全オンラインでの運用に限らなかっ

た。しかし、たとえば地方の実家に戻っていた学

生は上京が難しいこともあり、実際にはオンライ

ンでの展開を中心としたハイブリッドでの授業運

営をおこなった。 

 

４．コロナ禍でのフィールドワーク 

 

 本節では、コロナ禍でのフィールドワークがど

のように展開していったのかを、担当教員である

筆者の視点から論じる。やや主観が混じった叙述

となることを先に述べておく。 

  

（１）第10回鴨台盆踊り 

大正大学では、例年７月上旬に「鴨台
おうだい

盆踊り」

を開催している。2011年に第１回が始められて

以来、昨年で第９回を数えた。第９回鴨台盆踊

りは過去最高の6,700人を超える来場者を迎え

て、現在では巣鴨の夏の風物詩として定着して

いる。近年は浴衣姿の大学生の参加者も増え、
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多くの世代が声をあげながら踊る姿が目立つよ

うになり、盆踊りを通した世代間交流が活発化

していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９回鴨台盆踊りの様子 

 

今年も３月に、例年通り盆踊りの準備に動き出

した矢先、新型コロナの影響で先行きが不透明と

なった。４月にはオンラインでの開講が決まった

ことで、今年は実地での盆踊りの開催を断念せざ

るを得なくなった。 

しかし、４月上旬に YouTubeを中心に、著名人

や数多くの市民が「うちで踊ろう」の動画を制作・

公開されていたことに筆者がインスピレーション

を受け、stay home のままオンラインで盆踊りが

できるのではないかと考えた。 

次に、毎年盆踊りの指導を担う日本舞踊の坂東

扇太惠師に連絡をとり、伝統ある盆踊りをオンラ

インで実施することに対しての確認を取った。坂

東師からは「ぜひやりましょう！」との強い後押

しをいただき、オンラインでの盆踊り開催の準備

を始めた。 

そして、４月中旬にオンラインで盆踊りを実施

することを、履修を予定した学生らに伝え快諾を

受けた。 

実際にプロジェクトをつくるプレーヤーとなる

学生との下準備と並行しながら、大学との交渉も

おこなう。オンライン授業では当然ながら、通常

のフィールドでの活動はできないゆえに、フィー

ルドワークをともなう授業は当初閉講の予定であ

った。しかし、完全テレワークで盆踊りの準備運

営をすること、web をフィールドにしたフィール

ドワークとして実践することを、筆者は大学側に

訴えた。４月下旬に、担当部署に企画書と行程表

を提出して開講とオンラインでの盆踊り開催を認

めてもらった。 

なお、当初より Zoom の使用を想定していたが、

企画書では「web をフィールドとした感染の不安

がない準備・作業・運営を展開」とのみ記載した

（４月24日制作「サービスラーニング科目の開講

に際して」）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催決定後 SNSにあげた告知画像（学生制作） 
 

学期開始１週間前の５月６日に履修予定生約80

人に対して、授業の運用に関する齟齬が出ないよ

うにオンライン盆踊りに関する事前説明会を実施

した。その後、履修生は55人となり、５月13日に

初回授業で初顔合わせとなった。このときすでに

本番の７月10日、11日まで２か月を切っていたが、

まずはアイスブレイクや希望調査などを、例年通

り順を追って進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

準備は全てオンライン上で実施 

 

５月下旬に①全体統括、②デザイン、③実演管

理、④企画演出、⑤地域広報、⑥SNS広報の六グル

ープに分けて学生を配置した。 

それ以後、本格的にグループワークが始まり学

生たちの活動が軌道に乗り始める。しかし、準備

を進めていくなかで、実地での盆踊りとは全く異
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なる問題への対処が求められた。 

第一に、著作権・肖像権の問題である。実地の

盆踊りでは楽曲を使うことは著作権法で認められ

ているが、オンラインでは「公衆送信権」の観点

から認められていない。また、画面に映る参加者

の肖像権も考慮すべき問題であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10回鴨台盆踊りポスター（両面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10回鴨台盆踊りポスター（両面） 

 

なお、著作権に関しては、楽曲を限定的に使用

することが認められている YouTubeをプラットフ

ォームに使用することで、肖像権に関しては、明

確な規約を設けて事前参加の際に同意してもらう

ことで対処した。 

第二に音ズレの問題である。Zoomの特性上、音

源の PCと参加者の PC間では、近い距離であって

も微細なズレが生じることが避けられない。また、

使用者の通信環境によってもズレに幅が生じた。

この問題は、根本的な解決は不可能であると考え、

いかにしてズレを最小限に抑えるかを検討した。

その結果、Zoom ホストとなる PC と音声を共有す

る PC、そして踊りの手本を映す PC とを分けるこ

とで対処した。 

本番の１週間前からは、実地の盆踊りではおこ

なうことがなかったリハーサルを７月３日、４日、

７日、８日の計４回実施し、本番に臨んだ。 

７月10日、11日の本番当日は、MCを務める学生

と全体の流れを把握している全体統括班の学生の

み大学構内に入ることが許可された。７号館２階

のラーニングコモンズに本部を設営し、一方で画

面の向こう側には自宅で待機している他の履修生

たちもそれぞれ準備を進めた。 

本番での体制は、監督１名、助監督１名、外部

連絡１名、スイッチャー兼入室者管理（Zoomホス

ト）１名、画面・音声共有１名、メイン MC２名、

MC付きアシスタントが２名であった（筆者はスイ

ッチャー兼入室者管理で、それ以外は全て学生）。

また、実演管理班を中心に、曲ごとの振り付けの

見本を踊るつぼみの会の方々とともに別会場の運

営に参加した学生もいた。それ以外は全て自宅か

らの参加となった。 

２日間の Zoom 参加者は延べ371人、YouTube 

Live視聴者は3,330人であった。YouTube Liveの

放送が予告なく運営側から止められたり、音源が

うまく流れなかったりするなどのハプニングはあ

ったが、運営に支障が出るような大きなトラブル

はなく２日間を終えることができた。 

今回の盆踊りには、北は北海道、南は九州まで

全国各地からの参加者があった。事後にアンケー

トを実施した結果、満足度は90%を超えた（満足、

どちらかといえば満足の割合 N=57）。このことか

らオンラインであっても一体感を持って踊ること

が可能であり、そして感情も共有することができ
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たのではないだろうか。 

一方で、大学周辺地域への告知や参加方法の案

内が十分にできなかったこともあり、これまで参

加者の中心であった地域の方々の参加が少なかっ

たという課題も残った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

オンライン盆踊りの様子 

 

（２）オンラインマルシェ 

 東京実習は従来、東京で生活をしている方々を

ターゲットに、地域の特産品や魅力を伝えるため

のフェアの開催をプログラムの一つとしていた。

2020年度の東京実習がオンラインが中心となるこ

とが決まった６月に、高橋若木・地域創生学部専

任講師、北條規・地域構想研究所教授ら東京実習

担当教員と協議を始めた。そこで、オンライン上

でも地方の情報や知識が集積される環境として

「東京」を定義し直し、クラウドファンディング

サイト「Readyfor」を使った「オンラインマルシ

ェ」として特産品販売を展開することが決まった。

そして、地域創生学部２年生100人のうち、東京の

コミュニティ問題への調査・研究に従事するチー

ム（comチーム）40名、オンラインマルシェを運営

するチーム（web チーム）60名に分けて体制をつ

くった（筆者は webチームを担当）。 

オンラインマルシェを開催する意義は次の通り

であった。新型コロナの影響により、県をまたぐ

移動やイベントの制限、行動の自粛等が続き、地

域の経済は現在進行形で大きな打撃を受けている。

実際に、観光客の減少により公共交通機関や宿泊

施設の利用者は減少しており、観光や旅行に関連

するサービス業では売り上げが大きく落ちている。

そのような状況下でも実習でお世話になった15地

域へ恩返しをしたいと考えたのである。 

よって、オンラインマルシェには、①web マー

ケットの運営という実践の場の提供、②コロナ禍

における地域経済の客観的な分析という経済学・

経営学的視点に加えて、③コロナ禍での新たな地

方の販路拡大、④web やクラウドファンディング

を活用した新しい地域創生手法の試みという地域

創生学的視点の醸成が期待された。 

特に、今回クラウドファンディングを利用する

ことで、マーケットの範囲が従来の「東京」から

「全国」へと大幅に拡大された。そのため、「地域

魅力の全国発信」「各地域の関係人口の拡大」「生

産者・事業者に対する新規顧客の獲得」が可能と

なった点を、プロジェクト内で強調した。 

web チームの指導体制は筆者と北條教授の教員

２名で構成された（実習準備サポートとして大学

関連部署の職員２名も９月初旬まで在籍）。オンラ

インマルシェで特産品販売の協力を依頼した実習

地は次の15地域である（どれも、2019年度に学生

が派遣された実習地）。 

 

宮城県南三陸町 

宮城県栗原市 

山形県最上町 

山形県長井市 

新潟県佐渡市 

新潟県越後地域(柏崎市、十日町市、南魚沼市) 

長野県小布施町 

長野県箕輪町 

静岡県藤枝市 

岐阜県中津川市 

兵庫県淡路市 

島根県益田市 

徳島県阿南市 

宮崎県延岡市 

鹿児島県奄美市 

 

７月の第２Ｑから、Teams などのオンラインツ

ールを活用しながら、授業内外で地域側との調整

や商品の選定が始まった。その後、８月の夏休み

期間も週に１度の全体ミーティング、そして一チ

ーム平均２回の個別ミーティング、８月25日の15

地域への全体説明会を経て、９月の実習本番を迎

えた。その間、学生たちは地域の生産者や事業者
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と電話やメールを駆使して連絡を取り合いながら、

商品販売の準備を進めた。 

９月28日から実習が始まったが、実質７月から

スタートしていたと言える。９月28日から10月16

日までの19日間は、すべてオンラインマルシェの

準備に時間が充てられた。とはいえ、感染対策上、

大学に滞在できる時間帯は限られていたので、一

日の活動は10時から16時までのうち５時間とした

（12時から13時までは休憩）。 

実習中の学生たちの活動は、主に広報活動と地

域 PR・商品 PR のパンフレット制作活動だった。

一班平均４名で構成されたが、主な制作の役割分

担は次の通りだった。 

 

・サイトに掲載する商品の PR文章執筆 

・生産者や地域の魅力発信情報の文章作成 

・商品に同梱するパンフレットの作成 

・商品に同梱するサンキューレターの作成 

 

 上記の制作に合わせて、10月６日には商品サン

プルの撮影、10月9日に L-AND株式会社の青島舞友

代表による PR文章執筆講座、10月12日に株式会社

ニューモアの宮島依子代表によるパンフレットデ

ザイン講座を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オンラインマルシェのポスター 

 

10月23日にクラウドファンディングサイト

「READYFOR」上で「お世話になった15地域に学生

が恩返し！ オンラインマルシェ開催！」をタイト

ルとしたオンラインマルシェを実施した。「大学

生が15地域に Buy返し！」をキャッチコピーとし

たポスターも作成し、11月24日まで販売を続けた。 

全15地域それぞれの特産品を、各5,000円（税込）、

限定各50セットの商品として準備した。なお、送

料およびクラウドファンディングサイトの手数料

は大学が負担した。 

広報活動についても触れておきたい。クラウド

ファンディングは、初日の支援額によってその後

の支援額が大きく変わると言われている。そのた

め学生たちは、SNS 発信、大学広報課との打ち合

わせ、各地方自治体への協力要請、地域メディア

へのプレスリリース、ステークホルダーへの呼び

かけ等、地道なプロモーションを継続しておこな

った。協力地域の新聞、ラジオ、テレビなどへの

掲載・出演は合計20件を超えた。また、関係団体

のサイト・SNS での掲載・発信等は優に50を超え

た。その甲斐もあってか、初日で第一目標金額と

して設定していた35万円を大きく上回る108万円

を記録した（初日に100万円を超えるプロジェクト

は稀少である）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

READYFORでのプロジェクトページ 
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その後もプロモーションを続け、最終的に521人

の支援者によって、支援総額は15地域完売となる

375万円に到達した。 

 初日に100万円を超えてからは、11月５日（14日

目）で200万円、11月20日（29日目）で300万円を

突破した。当初は完売までは至らないとの予想は

立てていたが、最終日となる11月24日の終了間際

（終了は23時）に完売となる。最終日の支援額は

23万円であった。なお、アクセス解析を見ると、

33日間の訪問者数は7,395人、購入率は4.88％であ

った。 

 その後、11月末から２月にかけて、リターン品

の配送、請求書の依頼、送金作業等をおこない、

オンラインマルシェのプロジェクトは完了した。 

 

（３）すがもプロジェクト 

 「日本最大級の『地域に根ざした学び』」。他

大学と比べて、大正大学が高校生に向けて独自

性を強調する「５つの教育」（大正大学公式サイ

ト）で筆頭に掲げられているのが、この地域教

育である。ここでは七点の事例が紹介されてい

るが、多くが大正大学の位置する巣鴨地域をフ

ィールドとして展開、巣鴨の魅力を発信、巣鴨

の課題を解決する活動が提示されている。2020

年度は「すがもオールキャンパス」のスローガ

ンの下、これまで以上に地域教育が活発化して

いく予定であった。 

しかし、新型コロナの影響でその動きは停滞

を余儀なくされる。一方で、学生だけでなく教

職員も協働して巣鴨のまちづくりをおこなう

「すがもプロジェクト B」（以下、すがも P。な

お、すがもプロジェクト A はリカレント教育が

テーマ）が、前年度から準備を進めてきていた。

すがも P は、宮本俊澄・学生支援部部長をプロ

ジェクトリーダーとし、教員としては筆者のほ

か、宮崎牧子・人間学部教授、塩入法道・仏教

学部教授、古田尚也・社会共生学部教授、髙瀨

顕功・社会共生学部専任講師の合計５人が学生

指導や各テーマの責任者として担当し、職員と

しては各部署から20を超える人数が運営に関わ

っている。すでに、これまでも全学的に地域教

育を展開してきた授業「サービスラーニング D」

の枠組みを用いて運営されることが予定されて

いた。 

新型コロナの対応の検討を図っていた４月下

旬、関係者間で協議を重ね、2020年度はオンラ

インでも可能なフィールドワークを実施してい

くことが決まった。 

 

コロナ前に実施していたフィールドワーク例 

（2019年制作パンフレット） 

  

５月の学期開始で集まった学生は24名だった。

学生は履修生のほか、履修生と教職員の間に立

って後述する７つのテーマを円滑に進めるすが

もプロジェクトスタッフ（SPS）の学生７名とで

構成される。 

また、すがも P は７つの個別のテーマに分か

れる。テーマごとの活動内容やミッションは下

記の通りである。 

 

1．歩こう巣鴨・・・巣鴨地蔵通り商店街や庚

申塚商栄会などの巣鴨地域を学生が歩く

仕掛けをつくり巣鴨地域のにぎわいをつ

くる（担当・齋藤） 
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2．学食 in 巣鴨・・・昼食時に学生が巣鴨の

町に行きやすくするために特別メニュー

を作ってもらうなど飲食店と協力する（担

当・宮崎） 

3．祈りのまち巣鴨・・・鴨台観音堂（さざえ

堂）を中心に仏教や祈りを通じたまちづく

りを実現する（担当・塩入） 

4．南門活用計画・・・大正大学・南門広場で

様々なイベントや空間デザインなどを仕

掛け、西巣鴨地域の憩いの場として活用す

る（担当・髙瀨） 

5．キャンパス農園・・・キャンパス内の空き

スペースを農園として活用し農作物を育

て収穫物をシェアするなどで世代間交流

を図る（担当・古田） 

6．東北復興活動・・・大正大学が震災直後以

降継続している東北復興活動を企画・実施

するとともに東北の現状や学生の活動を

東京・巣鴨に伝える（担当・齋藤） 

7．メディア・・・すがも P などの学生の地域

活動や巣鴨の魅力を学内外に発信し大正

大学の魅力を広報する（担当・齋藤） 

 

「サービスラーニング D」の授業は、セメス

ターごとに開講される。授業は集中講義の形を

とるが、原則隔週1回で全員が集まる（2020年度

は木曜５限）。授業内容はいわゆる「全体会」と

なる。各班の２週間の活動を授業前までに議事

録として提出し、授業ではその活動を共有し合

い、教職員がコメントをして翌週以降の活動に

つなげるというものである。 

よって、活動自体は授業外活動がメインとな

る。どの班も週に１回以上は（オンライン上に）

集まりミーティングを実施する。春学期はオン

ライン授業ということもあり、秋学期以降フィ

ールドでの活動ができることを念頭に置いた企

画会議が中心となった。 

そのなかでも春学期に対外的に活動できた例

として東北復興活動班の「南三陸オンライン研

修ツアー」がある。大正大学がエリアキャンパ

スを置く宮城県南三陸町と連携を図り、夏季休

暇中にオンラインツアーを実施した（８月27日、

28日）。一般社団法人南三陸研修センターのスタ

ッフの協力もあり、画面越しながらも町の復興

の現状や、新しいまちづくりに奮闘する町民の

活動を、双方向のやりとりをしながら視聴する

もので、これにより現地を訪問しての研修ツア

ーと遜色のない学びが実現できた。 

ツアーでは、事前に南三陸の特産品が自宅に

送付され、物理的に離れていても参加者間で五

感を共有することで「旅行」の楽しみを演出し

た。さらには、自宅で参加するツアーだからこ

そ、現地にいるよりも集中して講師の話を聴く

ことができたとの声もあり、新しい学びのスタ

イルを開拓できた感触を得た。 

オンラインツアーでは全員がまゆづくりを体験 

 

本格的に各班のアクションが実施されたのは

秋学期以降である。秋学期はオンライン授業が

継続されたが、キャンパスやフィールドでの活

動が実施可能となった。春学期から継続して履

修する17名に加えて11名の新規履修者を迎え、

これまで企画してきたアクションを、秋学期に

実践していった。 

具体的な活動内容は次の通りである（１月ま

での活動内容を記載）。 

 

歩こう巣鴨 

・巣鴨オンラインツアー（11月22日） 

・JR 東日本と連携した「駅からハイキング」

のコースづくりと運営（１月の緊急事態宣

言発出により中止） 

・LINE ポイントを使った巣鴨駅から大正大学

までの歩いて登校促進キャンペーン（１月

末から２月末まで） 

学食 in 巣鴨 
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・大学周辺飲食店へのインタビュー（12月か

ら1月） 

・インタビュー内容の Twitter での宣伝（１

月） 

祈りのまち巣鴨 

・さざえ堂の解説動画制作・公開（11月） 

・さざえ堂参拝しおりの制作・頒布（11月-１

月） 

・東日本大震災10周年追悼オンラインイベン

トの法要コンテンツ担当（11月-１月） 

南門活用計画 

・ニューノーマルなイベントの調査（10月） 

・南門周知度のアンケート調査（11月） 

・東日本大震災10周年追悼オンラインイベン

トの全体統括担当（11月-１月） 

キャンパス農園 

・キャンパス農園の活動紹介動画の制作・公

開（10月-１月） 

・キャンパス農園ツアー（11月22日） 

・種子屋街道の紹介動画の制作（１月） 

東北復興活動 

・南三陸自主制作ドキュメンタリー映画の紹

介と主演との対談企画（11月22日） 

・東日本大震災10周年追悼オンラインイベン

トの南三陸コンテンツ担当（11月-１月） 

メディア 

・大正大学の地域活動を広報するメディア

「あるきめでぃあ（note、Twitter）」の運

用（10月-１月） 

・各班の活動の撮影（10月-1月） 

巣鴨オンラインツアーは大学祭で実施 

 

上記の通り、感染予防に最大限の配慮を重ね

た上で、オンラインとオンサイトを掛け合わせ

た多種多彩なフィールドワークを展開すること

ができた。また、アクション自体を第８回鴨台

祭（11月21日、22日オンライン開催）で出展し

た班もあった（歩こう巣鴨、祈りのまち巣鴨、

キャンパス農園、東北復興活動）。さらには、

２月27日に開催するオンラインでの東日本大震

災追悼イベント「復興祈
ふ っ こ う き

11-21」を、ミッション

の異なる三班で連携して運営する動きもあった

（祈りのまち・南門活用計画・東北復興活動）。 

 

 
「復興祈11-21」ポスター（両面） 
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５．おわりに 

 

ここまで早足だったが、３つのフィールドワ

ーク系授業の展開をみてきた。コロナ禍以前の

地域に出てのフィールドワークとは全く異なる

活動であった。一方で、オンラインだからこそ

可能となった活動もあった。その点も踏まえて

のメリットとデメリットを整理すると下記の通

りである。 

 

メリット 

・地域と地域、人と人とを容易につなげるこ

とができる 

・視覚と聴覚のみ感覚を使うため画面のこと

に集中することができる 

・普段は行かなければ学べない遠方のことも

気軽に学べる 

・自宅から家族も参加することができる 

・オンラインミーティングツールは動画とし

て録画できるのでそのまま記録や広報材料

として応用できる 

 

デメリット 

・地域内交流・世代間交流が難しい 

・誰でもいつでもどこからでも参加できるの

でイベントならではの非日常性が薄れる 

・通信機器や知識の差でデジタルディバイド

が生じる 

・感覚の共有ができず一体感を感じることが

困難である 

 

 もともとオンラインでの活動は、対面での活

動の代替であった。しかし、今年度のオンライ

ンでの活動により、代替以上の機能を確認する

ことができた。今後対面での活動ができたとし

ても、オンラインを活用することで範囲を広げ

た活動が可能になるだろう。オンラインのデメ

リットは、そもそも対面活動では問題とはなら

ない。一方で、対面活動にオンラインのメリッ

トを加えることができれば、さらなる学習効果

の向上や地域活動の拡大につながることが期待

される。 

 さらに、オンラインでのフィールドワークは

活動の範囲だけでなく、活動の前提となるコミ

ュニティの範囲も広げることができる。すでに

20世紀前半で R・M・マッキーヴァーが、アソシ

エーションと対比しながらコミュニティのこと

を「地域という空間だけに限定されない伸縮自

在」（マッキーヴァー1927:2009）なものと指摘

しているように、共同体の範囲は決して地域に

限定されるものではない。これは、コロナ禍に

よってオンラインでの活動が多く展開された現

代においては、非常に明快に理解できよう。 

また、ジェラード・ディランティは、インタ

ーネットが一般に普及し始めた21世紀初頭にお

いて、ヴァーチャルなコミュニティに関して次

のような興味深い論を示唆している（ディラン

ティ2003：2006）。 

 

おそらく、ヴァーチャル・コミュニティ

について特徴的なのは、それがコミュニケ

ーションの役割を高めているという点であ

る。それぞれのヴァーチャル・コミュニテ

ィは、コミュニケーション・コミュニティ

である。言い換えれば、それらは帰属をよ

り対話的なものにする。人々は、ローカル

なコミュニティ集団にとどまるよりも、グ

ローバル化された社会的ネットワークに接

続し、新しいテクノロジーを活用している。

しかし、このことは、場所が無効になって

いることを意味するものではない―コンピ

ューターに媒介されたコミュニケーション

は、社会的な真空状態の中にではなく、社

会的ネットワークの中で生じる。これらの

ネットワークは、ローカルな帰属の形態を

掘り崩すというより、高めることができる。

当面の帰結としては、情報通信技術はコミ

ュニティのネットワークがすでに存在する

ところではそれを活性化するが、新たなコ

ミュニティを生み出すことはほとんどない、

というところである。 

 

 ヴァーチャル・コミュニティをオンラインでの

関係性と置き換えて考えてみよう。オンラインで
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の関係性は、あくまでも「コミュニケーション」

の機能を高めるものであって、新しいコミュニテ

ィを生むものではないという。しかしながら、オ

ンラインでのコミュニケーションは、既存の（ロ

ーカルな）関係性を「より対話的」にし、「高め

ることができる」という。 

 「新たなコミュニティを生み出すことはほとん

どない」という結論については、現代では SNSや

ヴァーチャル空間での出会いなどの事例があり、

言い切れるものではないが、前段の既存のコミュ

ニティやコミュニケーションの機能を高めること

ができる点に関しては、深く同意できるのではな

いだろうか。 

 振り返れば、オンラインでのフィールドワーク

は、これまでつながってきた／共に活動してきた

コミュニティと、これまでとは異なるオンライン

でのコミュニケーションを取ることで活動できた。

つまり、これまで大学や大学関係者が築いてきた

社会関係資本の網を太くすることができたと考え

る。もちろん新規の関係性を構築できたケースも

あったが、この状況でのフィールドワークを可能

するにあたり、対内的（授業内）な関係性、対外

的（各地域）な関係性、どちらも既存のコミュニ

ティとの連携が重要であったことは間違いない。 

 一方で、これまでの「交流」型の地域活動では

なく、オンラインミーティングツールや動画共有

サービスを用いての「発信」型のフィールドワー

クであったことは否めない。これまで自分たちが

活動してきた知識・経験を整理し、発信すること

が可能となったのは、そのようなテクノロジーが

あったおかげである。 

 来年度以降も、コロナ禍の継続あるいはコロナ

後の状況を見極めた上で、今年度やコロナ前の時

期とは異なるフィールドワークのあり方が求めら

れるだろう。コロナ前に、一度つながりかけて、

オンライン状況下ではつながることができなかっ

たコミュニティとの再接続も必要となろう。コロ

ナ後は、感染対策を施した上での対面・オンライ

ン双方における新たな「交流」が鍵になると考え

ている。  

 

 本研究の一部は、公益財団法人サンベルクス真

澄財団による助成金「宗教文化を活用したコミュ

ニティづくりに関する応用的研究」の助成を受け

たものである。ここに謝意を表する。
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地域社会を支える新しいネットワーク構築の取組み 

―川崎ネット縁を事例に― 

長島 三四郎
１
、髙瀨 顕功

２
、竹島 正

３
 

１
大正大学 地域構想研究所 研究員、

２
大正大学 地域構想研究所 専任講師 

３
大正大学 地域構想研究所 客員教授 

 

（要旨）本論は、川崎市川崎区内において発足した地域の現場支援者のネットワーク「川崎

ネット縁（えにし）」を対象に、コロナ禍における各施設の対応とその変化を時系列に沿っ

てまとめ、実践知を記録・蓄積していくことを目指した。本論では、2020年３月から12月

までの時期に限定したうえで、①新型コロナウイルスの感染状況と、それに伴う川崎市行

政等の動向を整理し、②感染者数の波から３つの区分を設定し、４つの施設の議事録内容

を検討した。第1期（2020年4-6月）では物資の不足や情報共有の困難さが、第２期（2020年

7-10月）では一般の人々と医療・保健・福祉の現場との危機意識の違いが、第３期（2020年

11-12月）では長期化への懸念と増え続ける情報への取捨選択等が、課題として明らかとな

った。また、高齢者を対象とする施設では施設でのゾーニングに関して、子ども・家庭支援

を行っている施設では家庭への負担に関して等、施設ごとの課題の相違も明らかとなった。 

 

キーワード：ネットワーク、新型コロナウイルス、多機関連携、川崎市 

 

 

１．はじめに 

 

新型コロナウイルスは私たちの生命や健康を

脅かすだけでなく、外出自粛要請やリモートワ

ークの推奨等、社会生活にも大きな制限をもた

らした。 

しかし、医療や福祉に従事するエッセンシャ

ルワーカーは、患者や利用者の健康や生活を支

えるため対面でケアを提供してきた。 

一方、これまで行われてきた職場内外での会

議等が感染症拡大防止の観点から、中止、延期に

なることも少なくなく、マスクや手袋等のケア

提供に必要な物資の不足だけでなく、状況把握

のための情報も不足していた。 

このような状況にあっても、オンラインを駆

 
1 川崎市内の取り組みについては、川崎市新型コロナウイ

ルス感染症対策本部会議[川崎市ＨＰ（最終閲覧日2021年5

月20日） 

使して情報共有や、情報交換、さらには相互支援

を行った地域福祉医療ネットワークの存在もあ

る。 

そこで、本論は、川崎市川崎区内において、福

祉・医療・まちづくり等の、地域の現場支援者の

ネットワーク「川崎ネット縁（えにし）」を対象

に、コロナ禍における各施設の対応とその変化

を時系列に沿ってまとめ、現場の実践知を記録・

蓄積していくことを目指した。 

 

２．川崎市と新型コロナウイルス 

 

川崎ネット縁の取り組みに先立って、本節で

は、川崎市内における新型コロナウイルスの感

染状況と川崎市の取り組みについて把握する1。 

https://www.city.kawasaki.jp/170/page/0000116182.html] 

を参照のこと。 
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川崎市が公表しているデータ2によれば、川崎

市内の陽性者数は、４月から５月に一度目の感

染拡大があり、７月から10月までは、一定数の陽

性者が確認されたものの、１日の陽性者数が30

人を超える日は数えるほどである【図－１】。 

また、全国の陽性者数が増加し始めた11月以

降は、市内でも陽性者数が増えている。このこと

から、概ね、全国と川崎市とで陽性者数は同様の

推移をたどっているといえよう。 

地区別に陽性者数をみるとによると、最も多

いのが川崎区で、次いで中原区、高津区、多摩区、

宮前区、幸区、麻生区となっている【図－２】。 

 

【図－２】川崎市７区ごとの陽性者数 

 

 
2 川崎市は、市の HP で「新型コロナウイルス感染症発生状

況データ」として、陽性者数等を詳細に公開している。【図—

１】・【図—２】・【図—３】は、いずれも川崎市の同データに基づ

年代別の陽性者数では、最も多いのが20代であ

り、全陽性者数のうち24.1％と全体の４分の１

に迫る人数である【図－３】。 

次に、新型コロナウイルスに関連した、川崎市

の取り組みを把握していく。WHO が新型コロナウ

イルスを確認したのは2020年１月14日であり、

国内最初の感染者が確認されたのは、１月15日

である。１月30日、WHO は、「国際的に懸念され

る公衆衛生上の緊急事態」だと宣言した。 

こうした中で、１月31日に川崎市は川崎市新 

型コロナ感染症対策本部を設置し、２月５日に

は川崎市新型コロナウイルス感染症対策本部会 

 

【図－３】川崎市の陽性者数（年代別） 

 

いている[川崎市ＨＰ（最終閲覧日2021年5月20日） 

https://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000116827.html]。 

 

【図－１】川崎市内の新型コロナウイルス陽性者数 
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議（第１回）を開催した3。 

また、福田紀彦市長の指示により、各局区によ

る情報収集や外国人市民を含めた情報提供や啓

発の実施、感染拡大が生じた際の業務体制の確

認を行った。同日、川崎市内の医療関係５団体は

情報共有や連携を図るため連携会議を開催して

いる。市行政では、２月10日に「帰国者・接触者

相談センター」、「帰国者・接触者外来設置医療機

関」を開設する等、新型コロナウイルスへの対応

が進められた。また、川崎市 HP で閲覧できる「か

わさきコロナ情報」等により、市の情報発信も行

われている。市内の７区でも、本部会議がそれぞ

れ同時期に開催されている。 

２月27日、政府は、３月２日から全国すべての

小学校、中学校、高校等は春休みに入るまで臨時

休校とするよう要請した。これに伴い、２月28日、

川崎市は、臨時休校の期間を３月４日から３月

25日までと発表した。４月２日、市立学校は新型

コロナウイルス感染症拡大の状況等を踏まえ、

４月６日から４月17日までを臨時休校とするこ

とを発表した。その後、休校期間は段階的に延長

し、６月１日に再開した。 

全国で感染者が確認されていく中、３月12日、

川崎市内から初の感染者が発表された。そして、

４月７日、政府は新型コロナウイルス対策特措

法に基づく「緊急事態宣言」を行った4。４月16

日、神奈川県が「特定警戒都道府県」に指定され

た。これを踏まえ、川崎市は４月17日から５月６

日まで、川崎市業務継続計画（BPC）を発動する

ことを発表した。その後、政府による緊急事態宣

言が延長されたことを踏まえ、川崎市の BPC も

５月25日まで延長された。 

【図－１】にもある通り、５月から６月までの

川崎市内の陽性者数は、少人数で抑えられてい

る5。６月には、市内の公共施設やイベントも、

 
3 川崎市新型コロナウイルス感染症対策本部会議は、2021

年１月28日までに計29回開催されている。同会の議事録・

資料等は、市の HP にて公開されている[川崎市ＨＰ（最終閲

覧日2021年５月20日） 

https://www.city.kawasaki.jp/170/page/0000116182.html]。 
4 緊急事態宣言の対象は、東京、神奈川、埼玉、千葉、大

阪、兵庫、福岡の７都府県で、宣言の効力は５月６日までと

した。 

徐々に再開していった。また、行政等の各窓口に

は、新型コロナウイルスやそれに関連する生活

上の困りごとによって、市民からの問い合わせ

が増えていった。例えば、２月20日に開設した、

新型コロナウイルス感染症に関する一般的な相

談を受け付ける市民向けの電話相談窓口 (コー

ルセンター)には、７月27日時点で問い合わせ件

数が87,804件となっている。 

また、市では、緊急小口資金（休業や失業等に

より生活資金でお悩みの方々に向けたもの）等

の特例貸付を実施しているが、３月25日から４

月24日での相談件数は4,541件、申請受付件数が

1,640件（緊急小口資金1,501件、総合支援資金

139件）であった。市では、新型コロナウイルス

対策に加え、市民生活に対する経済的な支援策

も求められていた。市で発行した「川崎じもと応

援券」も、そういった施策の１つである。 

７月から10月まで、全国的に陽性者数は確認

されたものの、第１期の時のように緊急事態宣

言は出されず、不要不急の外出を控えるよう呼

びかける等の対応が出された。しかし、11月に感

染者数が増加傾向に転じた。そして、2021年１月

７日、政府は、東京、埼玉、千葉、神奈川の１都

３県を対象に、緊急事態宣言が発出された。川崎

市内でも、11月に815人、12月に1,690人の感染者

が確認されている。 

以上、2020年１月から2020年12月までの流れ

を概観した。ここまで見てきたように、川崎市内

の感染者数の推移は、全国的な感染状況とほぼ

同様である。また、【図－１】等から、感染状況

の波は、３月から５月までの第１波、７月から8

月までの第２波、11月以降の第３波として、それ

ぞれフェーズを大きく区切ることができる6。本

論では、こうした感染状況の波を基に、３月から

６月（第１波に相当）までを第１期、７月から10

5 川崎市 HP で公表されている、「新型コロナウイルス感染

症発生状況データ」内の「陽性者一覧」によれば、2020年５

月の陽性者数は32人、同年６月は19人であった［川崎市 HP

（最終閲覧日2021年５月20日） 

https://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000116827.html］。 
6 新型コロナウイルスの感染拡大のフェーズを分け方につ

いては、様々な意見がある。本論での第１、２、３波の分け

方は、現時点での大よその枠組みである。 
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月（第２波に相当）までを第２期、11月から12月

（第３波に相当）までを第３期と区分していく7。 

第１期では、全国的な感染拡大が起こり、川崎

市内で初の陽性者が確認された。第１回目の緊

急事態宣言が発出された時期である。 

第２期は、第１回目の緊急事態宣言の解除か

ら始まる。第２期でも感染者自体は確認されて

いたが、全国的に Go To トラベルキャンペーン

等が推進される等、経済的な活動も再開しつつ

あった。 

第３期は、11月以降、全国的にも感染症数が増

加傾向に転じた時期である。また、第１期と第２

期に比べ、新型コロナウイルスに関する情報が、

新聞・TV・SNS 等で幅広く拡散されるようになっ

ていった。 

次節では、具体的な支援活動の現場として、川

崎ネット縁の概要を述べる。その後、同会の議事

録を、前述した区分ごとに検討していく。 

 

３．川崎ネット縁 

 

（１）川崎ネット縁とは 

 川崎ネット縁は、川崎区内の福祉・医療・まち

づくり等の地域の現場支援者、行政関係者、研究

者の三者による有志のネットワークである。 

その目的は、（１）地域住民が抱える多様で複

雑な援助希求に柔軟に対応できる、新しい地域

支援の可能性を、地域のニーズに即して考え、

（２）川崎区内の専門支援機関や、地域の専門支

援機関と寺社・教会、その他支援機関・支援者等

のサポートを行う、プラットフォームの構築を

目指すと同時に、（３）川崎区の地域生活拠点施

設等が持つ理念・ミッションを共有し、それらの

向上・展開に寄与する情報収集や活動を行うこ

との３点である。 

この三者ネットワークは2020年３月に発足し

たが、その前身は、RISTEX「都市における援助希

求の多様性に対応する公私連携ケアモデルの研

究開発」（代表：島薗進）の社会実装として運営

 
7 本論で用いる第１期・第２期・第３期は、あくまで便宜的な

規定であり、2021年２月時点で、新型コロナウイルスは、現

在進行形であることは留意したい。 

された、地域連携モデルを模索する会議体「とこ

とんミーティング」（2018年11月14日～2019年６

月12日）であり、ここですでに現場支援者、行政

関係者、研究者の三者協議は行われていた。 

当初は、上記の目的のうち、特に（２）に該当

する専門支援機関と潜在的地域資源との地域連

携の具体化を実行するための会議を対面で行っ

ていたが、コロナ禍の拡大、長期化により、分断

されつつあった支援現場間の状況確認や現場で

不足しがちな情報を共有するためのオンライン

会議（隔週土曜夕方1時間程度）へと切り替え、

今日まで継続してきた。 

 

（２）川崎ネット縁の参加者 

現在、川崎ネット縁の参加者は21人だが、大き

く分けると、川崎市内（主に川崎区内）の医療、

福祉等の専門的支援を提供する現場支援者と、

川崎市内の行政関係者、および主に RISTEX の研

究にかかわった川崎市内外の研究者とに分かれ

る。 

このうち、川崎市内の現場支援者、行政関係者

は、川崎ネット縁会議を隔週で開催し、そこで地

域内の情報交換や意見交換を行っている。 

他方、川崎市内外の研究者は、外部からの支援

者という意味で「サポーターズ」と名付け、隔週

で会議を開催し、様々なテーマを設定し、川崎区

内の現場に対してどのようなサポートができる

かディスカッションを行っている。ただし、これ

ら２つの会議は、それぞれ独立した会議体では

なく、川崎区内の地域連携を高めていくことを

共通理念として運営されている。 

 

（３）川崎ネット縁会議の開催状況 

 2020年３月８日、川崎ネット縁の初会議（第１

回）を川崎区内の施設 Bで開催した。川崎ネット

縁は、地域での集いの場8を拡充するための活動

を目指したが、政府からの緊急事態宣言を受け

て、５月１日、第３回をオンラインで開催してい

る。以降、土曜日夕方オンライン開催が定例とな

8 「集いの場」に関しては、[竹島・山内・川野・松本・髙瀨・島

薗2020：15]を参照。 
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っている。なお、１月31日時点で、計24回開催さ

れている【表－１】。 

 

【表－１】川崎ネット縁会議の開催日 

回数 開催日 回数 開催日 

第１回 ３月６日 第13回 ８月15日 

第２回 ３月30日 第14回 ８月29日 

第３回 ５月１日 第15回 ９月12日 

第４回 ５月８日 第16回 ９月26日 

第５回 ５月15日 第17回 10月10日 

第６回 ５月23日 第18回 10月24日 

第７回 ５月30日 第19回 11月10日 

第８回 ６月６日 第20回 11月21日 

第９回 ６月20日 第21回 12月５日 

第10回 ７月４日 第22回 12月19日 

第11回 ７月18日 第23回 １月９日 

第12回 ８月１日 第24回 １月23日 

 

その後、人数の増加に伴い、限られた時間内で

の意見交換をしやすくする等の理由により、６

月27日、会を、「川崎ネット縁会議」と、「サポー

ターズ会議」の２つに分け、それぞれ隔週で開催

していく方式となった。８月１日には、「川崎ネ

ット縁準備会」を発足し、会の目的等を再確認し、

一般社団法人化等を視野に入れて、展開方法を

検討している。 

２つの会議体は単に情報交換の場だけではな

く、マスク不足の際にはこのネットワークを通

じた物品の寄付があり、実際の支え合いの場と

しても機能した。 

 

４．支援現場の声－議事録分析 

 

 ここから、本論で設定した各フェーズに沿っ

て、実際の川崎ネット縁の議事録の記録を基に、

各施設の直面した課題や対応等を把握していく。 

本論では、①継続的に参加していることで、議

事録に各フェーズの記録があること、②施設ご

との特性が異なること、の２点に注目し、４つの

施設の記録を中心に検討していくこととする。 

各施設の概要は、【表－２】にまとめた通りで

ある。 

【表－２】各施設（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）の概要 

 施設の主な事業内容 

Ａ 特別養護老人ホーム 

常に介護が必要な方の入所を受け入れ、入

浴や食事などの日常生活上の支援や、機能

訓練、療養上の世話等を提供 

Ｂ 障害者福祉施設 

子どもから高齢者までの相談に対応。地域

や関係機関と連携して包括的支援 

Ｃ 基幹相談支援センター 

地域の相談支援の拠点として総合的な相

談業務（身体障害・知的障害・精神障害）

及び成年後見制度利用支援事業を実施 

Ｄ 訪問看護ステーション 

（多機能型療養通所介護） 

訪問看護師等が住居に訪問し、療養生活の

方の看護を実施 

 

（１）第１期（2020年３月～６月） 

第１期は、３月６日（第1回）から６月20日（第

９回）である。 

新型コロナウイルスに関する情報が錯綜する

中、各支援現場もどのようにしていくべきか試

行錯誤していた時期である。 

また、第１期では、物資の不足に関する声（マ

スク、ガウン、プラスチックグローブ等）や、地

域内の施設同士の情報が届かなくなっていると

いう声、様々な事業・施設の中止・休止に戸惑う

声、地域活動やつながりが止められ、心配する声

が聞かれた。 

次に、第１期の議事録を通して、各支援現場の

コロナ対応の状況や課題等を述べていく。 

 

（１）－１ 施設Ａ 

Ａは、２月末から家族の面会を制限し、各フロ

アも隔離状態（感染対策）にした。また、コロナ

禍では、施設と家との行き来が感染リスクとな

るため、施設利用についても制限が求められて

いった（５月15日）。例えば、「サービス提供時に
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三密を避けるのに苦慮」（お風呂、送迎時等）し

ていることや、「サービス担当者会議が無くなる

等、利用者の状況把握が困難に」なっていること、

「感染リスクから、発熱時等にデイサービス等

の利用について、行政、事業所、家族、利用者で

判断が困難」なことが述べられている（５月15

日）。緊急事態宣言に関連して、「施設はいきなり

開放的にはできない」ことや（５月30日）、「高齢

者施設等は、７月頃までは警戒して対応（第２波

の懸念も）」していることも述べられている（６

月６日）。こうした中、感染対策等で、地域内で

の情報共有が困難となり、各事業所が「陸の孤島

化」していたという（６月６日）。 

なお、３月からの学校休校に関して、子どもの

いる施設の職員への対応・配慮（特別休暇や、半

日勤務等）が必要となっていたこともわかる（５

月30日）。３月から５月は、進学・進級の時期で

もあり、「学校のことで相談したくても、担任の

先生とも関係性ができていない」（新型コロナの

影響で、学年が変わってから会っていない、いき

なり電話はできない）ため、親への負担が増加し

たという（５月30日）。 

 

（1）-２ 施設 B 

Ｂは、川崎区内の食糧支援の拠点となってお

り、新型コロナウイルス以前には、子ども食堂

（地域住民や自治体が主体となり、無料または

低価格帯で子どもたちに食事を提供する活動の

こと）9等の取り組みを継続していた。Ｂをはじめ、

子ども食堂が中止となる中、地域の他の福祉施

設や行政とも協力し、フードパントリー（食品を

必要な方々へ供給する活動）の取り組みを開始

している。 

フードパントリーでは、食糧支援におけるマ

ネジメントの難しさ（お互いに知っていないと

必要な人に渡せない）（５月15日）や、フードバ

ンク（企業等より寄贈された食品等を、支援団体

 
9 子ども食堂については、『子供食堂と地域が連携して進め

る食育活動事例集～地域との連携で食育の環が広がって

います～』を参照のこと[農林水産省 HP（最終閲覧日2021年

５月20日） 

https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/kodomosyokudo.html]。 

等に届ける活動）を継続していく仕組みづくり

が課題として指摘された（６月６日）。その上で、

地域で活動により、「支援を必要とする人が、食

糧支援で把握できたことは重要」だったと述べ

ている（６月６日）10。 

 

（１）－３ 施設Ｃ 

Ｃは、新型コロナウイルスの感染が広がり始

めていく中で、「精神障害の方が外出できず不安

感が高まっている」（５月23日）や「虐待の連絡

が増えている」（５月23日）等、支援現場の変化

を報告している。また、「医療ケアの必要のある

子どもの親が、４月から通所や訪問看護、移動支

援等のサービス利用を全てを止めてしまったケ

ース」（５月23日）や、「精神科のオンライン診療

に関する相談や、給付金の申請に関する問い合

わせ」（６月６日）等、具体的な相談に関する報

告もなされている。 

 

（１）－４ 施設Ｄ 

Ｄでは、物資の不足が報告されている（５月23

日）。特に、ビニールエプロンやプラスチックグ

ローブは使用頻度が多いため、支援現場では深

刻であったといえる（５月23日）。なお、新型コ

ロナウイルス対策では換気が必要とされていた

が、「虫が心配（衛生管理の課題）」も述べられて

いる（５月23日）。その他、新型コロナによる病

院の業績への打撃（５月30日）や、「暑い季節で

の支援に関する不安」（職員も利用者も熱中症の

リスクが高まる）も指摘された（６月６日）。第

１期の時点で、新型コロナウイルスによる中・長

期的な影響を懸念する意見が確認できる。 

 

（２）第２期（2020年７月～10月） 

第２期は、７月４日（第10回）から10月24日（第

18回）である。 

全国的に社会の動き（経済活動の再開等）が戻

10 フードバンクやフードパントリーについては、『フードバンク

ガイドライン』等の資料を参照のこと[公益財団法人日本フー

ドバンク連盟 HP（最終閲覧日2021年５月20日） 

https://foodbanking.or.jp/documents/]。 
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りつつある中、地域の支援現場や、医療・保健・

福祉に関係する施設側の動きは、依然として警

戒感を強めていた。こうした社会と施設側との

認識のギャップは、現場の支援者や各施設の職

員への負担にも繋がっていたと推測される。そ

れに加えて、「三密」防止や、感染症対策の観点

から、テレワーク等のオンライン化を進めてい

く動きが、福祉施設や支援現場でも広まってい

た。 

次に、第２期の議事録を通して、各支援現場の

コロナ対応の状況や課題等を述べていく。 

 

（２）－１ 施設 A 

Ａでは、「高齢者の中には、ADL（日常生活動作）

の低下が見られるケース」があったという。また、

サロンや会食会の中止が、１人暮らしの高齢者

の ADL にも影響する可能性を指摘している（７

月４日）。 

コロナ禍では、いわゆる病院での看取りでも

課題が指摘されている。「病院が面会制限をして

いて、入院中の家族の体調が悪いことを知って

いても、会えないまま亡くなる連絡を待ってい

るようなケースもある。病院は看取りの場合も

認めてないので、家族は喪失感が大きい」という

（７月４日）。 

また、ショートステイという形態に関する課

題も出てきている。「デイサービスや特養老人ホ

ーム等の併設の施設だと、フロアごとに職員で

も接点がない環境になっている。ショートステ

イは、別の生活の空間を作りなさいと言われた。

ショートステイの専用施設ではなく、フロアの

中でショートステイの部屋と、担当の職員、業務、

食事等を、他の職員と分離できるならよいが、そ

ういう作りにはなっていない」（７月18日）。「シ

ョートステイの場合、１つのフロアでショート

ステイの利用者と担当職員しかいない、という

施設と、そうではない施設がある。そうではない

施設では、職員の配置や、生活空間の維持等、難

しい課題がある」（８月１日）。 

その他、中・長期化している感染症対策に関し

て、職員の心身の健康を気にする意見も出てき

ている。「職員は、不安やストレスも溜まるし、

Go To トラベルも利用して旅行に行けない」（10

月10日）、「職場内で職員同士が語り合う場が無

くなっている。愚痴や雑談の場が無く、LINE 等

での噂が広まったりして、関係性がぎくしゃく

しやすい」（10月10日）、「with コロナで経済活動

が始まる中、施設職員には引き続き行動制限が

あり、利用者の家族も面会制限がある。職員たち

に対しても、『コロナはもらい事故だから』『誰が

良い悪いではない、誰がなってもおかしくない』

と伝えている」（10月24日）等の内容は、長引く

感染症対策が、施設で働く人々に大きな負担と

なっていることを示している。 

 

（２）－２ 施設 B 

Ｂは、フードパントリーを継続する中で、地域

での新たな気づきがあったという。「深刻な課題

を抱える家庭からの相談」もあり、「フードパン

トリーを通してできた関係性から、経済的な問

題を抱える家庭も見えてきた」と述べている（７

月４日）。 

その他、７月に開催した川崎区機関連携会議

では、「コロナの中における支援者自身の気持ち

が表出」したとし、「支援者としての思いを発す

ることができる場がない人が心配」だという（７

月18日）。徐々に情報が増えていく反面、新型コ

ロナウイルスの陽性者や濃厚接触者に一喜一憂

する状況が続いており、支援者の不安感が依然

として大きかったことを表している。 

 

（２）－３ 施設Ｃ 

Ｃによると、就労援助が再開するも、「コロナ

の影響で求人が少ない」（１か月で５件の月もあ

った）という状況で、新型コロナウイルスによる

経済的な影響（失職、収入減少等）が確認できる

という（７月４日）。また、感染症対策のための

三密回避等が、様々な支援の現場に影響を与え

ている。例えば、病院では、「退院前カンファレ

ンスが以前のような形でできなくなっている。

そのため、電話のやり取りのみで退院する方も

いて、今までのネットワークをうまく生かせな

い」という（８月15日）。 

障害者支援の現場では、「今まで安定していた
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知的障害の方とか精神障害の方のメンタルが不

安定になり、支援が必要となっている」状況も述

べられている（９月12日）。また、相談支援の中

で、もし、支援している家庭の中で感染者が出た

時、どのような対処が求められるのかも重要に

なっていく。例えば、「利用者の家族で、一緒に

住んでない家族が陽性者になり、母親が濃厚接

触者になった。母親が要観察になり、同居してい

るその利用者が、「母親が入院とかになったらど

うしよう」という話になった」というケースは、

家族内感染による課題を端的に示している（10

月10日）。家庭への相談支援に関しては、「コロナ

禍で親が働けなくなって、お金がなくてどうし

たらよいか、という相談」等、新型コロナウイル

スが契機となり、それまでの生活のバランスが

崩れてしまった家庭も報告されている（10月24

日）。 

 

（２）－４ 施設Ｄ 

Ｄでは、「感染による重症化のリスクを抱えて

いる子どもの親は、訪問は来てほしくないが、就

学の準備や生活もあるのでリモート」で対応し

ていったという（７月４日）。また、訪問看護の

際、利用者の熱を測り、「大人の場合は37度以上、

子どもの場合は37.5度以上でフルプロテクショ

ン」にして業務に当たっている（７月４日）。こ

うした際、暑さ対策に課題（利用者の水分補給の

問題や、熱い中でフル装備になる職員の健康管

理等）があり、とくに、「利用者の中には暑さを

感じにくい人も」（エアコンをつけず、熱中症の

リスク）いるという（７月４日）。現場では、感

染症対策と、熱中症対策の両立が求められてい

た。 

なお、「療養型医療施設や介護老人保健施設の

場合、人の出入りが少なく、利用者も元気な場合

が多く、施設内も落ち着いている」（ただし、発

熱した場合は受診に課題）という（７月４日）。 

こうした中、専門学校生や大学生への実習が

始まり、全てリモートで実習をするため、学生は、

タブレット越しでの利用者とのやり取り等をし

た（９月12日）。実習の際は、「学生専用の部屋を

作り、専用の機材をセットする」等したため、職

員の負担が増えたという（９月12日）。 

その他、会食等は原則禁止とした中、精神的に

不安定になっているスタッフもいるという。「同

僚との食事や、そこでの愚痴の言い合い等があ

った。コロナ禍でそういった機会が無くなり、昼

休みも背中合わせで食べている。スタッフ同士

のコミュニケーションが減っている」ことが背

景にあると推測されていた（10月24日）。 

 

（３）第３期（2020年11月～12月） 

第３期は、11月10日（第19回）から12月19日（第

22回）である。 

新型コロナウイルスに関する情報が幅広く拡

散され、むしろ情報過多の状態となる。支援の現

場では、感染症対策に加え、情報への取捨選択が

求められるようになっていった。 

一方、正しい理解で適切な対応が取れれば必

要以上に恐れなくてよい、という意見も、支援現

場から聞かれ始めている。４月の第１波を超え

る感染者数を記録する中、経験や知識が徐々に

蓄積され、冷静に感染症と向き合える支援者も

増えていった。 

また、長期化するコロナ禍が原因で、体調を崩

したり、職を失ったり、困難に陥る人々がいるこ

とも指摘されていて、支援現場にとって注視し

なくてはいけない状況である。 

次に、第３期の議事録を通して、各支援現場の

コロナ対応の状況や課題等を述べていく。 

 

（３）－１ 施設Ａ 

Ａの議事録では、支援現場で必要な情報をい

かに取捨選択していくのかについて、「地域の事

業所等の情報がたくさん伝えられているが、大

量の情報を職員にそのまま伝えても反って不安

感が増す。集まった情報も慎重に取り扱わない

といけない」と述べられている（11月21日）。Ａ

によれば、地域の病院でクラスターが発生した

際、「病院前のバス停は使ってはいけない」とか、

「（ケアマネージャーの間で）その病院に入って

はいけない」等の話があったという（11月21日）。 

また、「川崎でコロナの感染者数が増えていて、

同じ区内の特養や老人保健施設でのクラスター
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の発生があった。特に老健が大変で、通所リハビ

リが止まったことで、入浴の手段がなくて困っ

ている方が出ている。デイの回数を増やしてほ

しいという相談や、新規で今だけお願いできな

いか、という相談が来ている」という（12月19日）。 

こうした中、新型コロナウイルスに関連して

課題となってきたのが、施設での利用者と家族

との面会ができていないことである。Ａでは、タ

ブレット端末でオンライン面会ができるように

するという。オンラインでは、「特養施設の高齢

者だと、理解できる人は限られているが、遠方の

家族が動画をみたり、繋がったりできる」という

メリットがある。一方、デイサービスやショート

ステイでは、今まで通りの利用者が多く、「家で

どんなふうに誰と接触しているのか、情報把握

が難しい」と課題が指摘されている（12月５日）。 

 

（３）－２ 施設Ｂ 

Ｂは、多忙のため参加ができていないが、年末

年始という時期もあり、Ｂ以外の施設でも参加

回数が減った施設が多い。なおＢでは、地域内で

コロナウイルス感染症に関する噂話が保護者間

で広がっており、それを心配していた。 

 

（３）－３ 施設Ｃ 

Ｃの議事録では、地域の相談機関同士で「事実

の情報」を共有するようにしているという。その

際、「『訪問をして、その人から情報を聞いたがど

こそこがコロナだ』という情報は、一旦受けとめ

て、事実かどうか事業者から連絡が来てから共

有する」ことが重要だという（11月21日）。地域内

でも情報が錯綜する中で、事実に基づく内容か

を確認していく必要があることを示唆している。 

また、相談機関として多岐にわたるケースを

見ているＣだが、「高齢者のグループホームと障

害者のグループホームの違いがコロナ禍で見え

た」という。高齢者のグループホームは、「施設

内で全部完結できるので、グループホームで暮

らしながら他のデイサービスに行ったりヘルパ

ーを使ったりしない」、という支援が可能である。

しかし、障害者のグループホームは、「生活の場

だが、そこから通所施設に通ったりヘルパーが

入ったりするので、完結していない。誰か感染者

が出ると、施設でどこまで後追いをすればよい

のか、難しいところがある」という（11月21日）。

施設ごとの事業内容や対象者によって、支援現

場の課題が異なることを示しているといえる。 

 

（３）－４ 施設Ｄ 

Ｄでも、新型コロナウイルスに関するケース

の報告がされている。例えば、前の病院での検査

では陰性だった方が、転院先で再度検査を行っ

たら陽性だった、というケースがある。その際、

「慌てて転院元の病院に話をして、転院元の病

院で調べたら、小さなクラスター（患者4人と看

護師１人が陽性）が確認」されたという（12月５

日）。新型コロナウイルスでの検査体制の難しさ

（１回目は陰性でも、２回目で陽性の場合があ

る）を表すケースである。 

また、Ｄの法人施設では、「スタッフが入浴介

助をした利用者が感染していたが、それに気づ

くまでに時間的なブランクがあった。その間に

接触のあった利用者７人が濃厚接触者になっ

た」という（11月21日）。この際、「スタッフは、

事業所内で必ずマスクをしており、マスクを外

して喋っていないことと、食事のときに注意し

ていること等で、濃厚接触者に該当する人はい

なかった。一方、利用者に関しては近距離で介助

していて、こちらはマスクだが相手はマスクも

していないということもあり、すごく短時間で

入ったケース以外は濃厚接触者となった」とい

う。 

Ｄのみならず、最大限の対策を取っている各

支援現場だが、介助等の支援では、利用者との接

触は不可避である。必要な支援と感染症対策と

の両立の難しさを示唆している。 

更に、年末という時期で感染者数が増えてい

ることへ、警戒感を強くしていた。「この先、ベ

ッドがない所がかなり厳しくなってきている。

新型コロナに関係なく、どこの病院もこの時期

は、心不全の方や病状不安定な方が増えてくる

ので、本当に医療という点ではかなり逼迫して

きている」という意見からも、そうした医療機関

の現場の声が伝わってくる。 
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５．議論の推移と各施設の特徴 

 

さて、本論で取り上げた川崎ネット縁会議の

議事録から、各時期での議論の推移、施設ごとの

特徴的な内容を見て取ることができる。ここで

少し整理したい。 

 

（１）時期区分による変化 

共通していた課題として、第１期では、物資の

不足に関するもの（マスク、ガウン、プラスチッ

クグローブ等）に加え、情報共有の課題に関する

ものが多かった。新型コロナウイルスが確認さ

れる一方、どのような対策を取るべきか、何に気

を付けるべきか、社会での緊張感の高まりに対

して必要な情報が不足していたことが要因とし

て考えられる。 

第２期には、一旦感染者数が収まる中で、徐々

に平時が戻りつつある社会と、緊張した状態が

続く医療・保健・福祉の現場の緊張感の差が大き

くなっていく様子がうかがえた。福祉施設等で

は、物資の不足は解決していく中で、次の感染拡

大のリスクに備え、感染症対策の徹底と支援の

オンライン化を進める動きが目立つようになっ

た。 

第３期には、再び感染者数が増加傾向に転じ、

地域の施設でも感染者・濃厚接触者が確認され

た。新型コロナウイルス関連では、感染症対策に

加え、情報への取捨選択が求められるようにな

っていった。長期化する感染症の問題の中、仕事

を失ったり、体調を崩したりする人も増えてい

る。しかし、４月からの経験や知識が蓄積され始

め、現場も徐々に冷静な対応が可能になりつつ

ある。 

 

（２）各施設の支援現場での状況と課題 

次に、事例として取り上げた各施設について

改めて整理していく。 

Ａは、コロナ禍での福祉施設のサービス維持

の困難さについて一貫して述べている。感染症

対策のために、施設内でのスタッフのフロア間

の移動を制限したり、デイサービス提供時に三

密を避ける等の工夫をしたりしていた。また、シ

ョートステイにおいて、感染症対策を徹底する

ことは、施設によっては難しいことも述べられ

ていた。特に、感染症対策においてゾーニングの

重要性がマスメディアでも取り上げられたが、

職員や利用者の業務場所や生活空間（食事やト

イレ等）を分けることができない施設は、少なく

ないという。 

子どもと親を含めた家庭への支援を行ってい

るＢでは、コロナ禍で、従来の活動（子ども食堂

等）が制限される中、フードパントリー等で地域

内での支援を継続していた。フードパントリー

での支援を通して、「支援を必要とする人が、食

糧支援で把握できたことは重要」だったとも述

べている。その中には、「深刻な課題を抱える家

庭からの相談」もあり、「フードパントリーを通

してできた関係性から、経済的な問題を抱える

家庭も見えてきた」という。 

Ｃは、コロナ禍での各相談に関する報告をし

ている。相談内容は、それまでと同じサービスを

受けられなくなった人、仕事が無くなった人、精

神的に不安定になった人等、多岐にわたる。そう

した中、高齢者のグループホームと障害者のグ

ループホームとの違い等、支援の枠組みを捉え

る上で重要な指摘をしている。 

Ｄでは、消費が多いビニールエプロン・プラス

チックグローブの不足、換気の課題、熱中症への

リスク等が報告されている。介助等の支援等、利

用者との接触する支援も多いＤの報告からは、

必要な支援と感染症対策との両立が求められて

いる現場の様子がうかがえた。 

また、会食等を原則禁止とし、職員間のコミュ

ニケーションが減ったことで、精神的に不安定

になっている職員もいるという。 

 

６．まとめにかえて 

 

本論では、地域社会を支える新しいネットワ

ークの取組みとして、川崎ネット縁の活動を通

して得られた現場支援者の活動の記録を検討し

た。同活動の議事録から、各施設の直面してい

る課題とその対応を見てきたが、そこには各施

設の特徴が表れている。 
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例えば、高齢者を対象とする施設では、三密

対策の影響で会食会等の活動が制限され、利用

者の ADL に関する影響が懸念されている。そし

て、利用者と家族との面会が制限される中、タ

ブレットを活用したリモート面会を活用してい

た。 

子ども・家庭支援を行っている施設では、学校

の休校による家庭への負担が心配されていた。

また、子ども食堂が中止になる中で、フードパン

トリーへと切り替え、家庭への支援を継続する

等の対応を行われていた。 

ケアの提供場所が、施設の内か外かでも差異

があった。通所介護等の支援の場合、施設側で感

染症対策を徹底し、ゾーニングを行う等して、感

染リスクを抑えている。しかし、訪問看護では、

利用者の自宅に向かうため、より十全な準備が

必要だという（利用者によっては、マスクをして

おらず、夏でもエアコンをつけていないことも

あるため）。 

なお、同じグループホームという事業でも、高

齢者を対象とする施設の場合、施設内で完結し

た支援が可能だが、障害者を対象とする施設で

は、支援が施設内で完結していない等、事情が異

なっていた。 

本論で取り上げたのは、川崎ネット縁という

一地域の事例であるが、そこで出てきた課題や

意見は、感染症と向き合っている全国の支援現

場にも敷衍しうるものではないだろうか。 

しかし、新型コロナウイルスの感染状況は未

だ収束の兆しが見えておらず、支援の現場では、

新たな対応を余儀なくされることも想定される。

したがって、今後も川崎ネット縁会議の議論の

推移を注視し、記録に収めていくことがより精

緻な実践知の蓄積につながるだろう。 

なお、本論で取り上げられなかった支援者の

声を含めた、より総合的な分析については、今後

の課題としたい。 
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https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/kodomosyokudo.html（2021年5月20日閲覧）. 

 

111



 

ポストコロナ時代の地方移住 

〜新しい生活様式に即したまち選びの時代〜 

前田 誠彦 

静岡市役所 政策官 

 

（要旨）静岡市は、2021年１月１日時点での推計人口は約68万７千人と、全国に20市あ

る政令指定都市の中では、人口最少の都市である。そして、国よりもいち早く1990年を

ピークに人口減少に転じており、この傾向に歯止めはかかっていない。 

その理由として、2015年に公表した「静岡市人口ビジョン」では、自然減のみならず、

進学や就職を契機とした18歳から22歳の年齢層が、主に東京都、神奈川県といった首都

圏へ転出することによる社会減が引き続いているという点があげられている。 

そこで、本市では社会減を緩和するための移住促進策の一つとして、2017年から「テ

レワークを活用した地方移住」の取り組みを進めてきたところであるが、2020年に世界

中を襲った「新型コロナウイルス感染症」を契機に、にわかにテレワーク自体が注目を

集めるようになってきている。 

本稿では、コロナ対策として提唱されるようになった「新しい生活様式」を踏まえ、

「テレワークを活用した地方創生」について、その可能性及び課題と展望について考察

する。 

  

キーワード：ポストコロナ、テレワーク、人口減少対策、地方移住、地方創生 

 

 

１．なぜテレワークなのか 

 

要旨で記載した通り、本市は、2017年から「テ

レワーク移住の推進」に取り組んできた。 

このあたりについては、2019年発行の「地域構

想」に、「新たな地方移住の可能性を探る～テレワ

ークを活用したライフスタイルの転換～」という

タイトルで寄稿させていただいたところであるが、

今一度振り返りをしておく。 

そもそも、何ゆえに「テレワーク」に着目した

かという点であるが、その原点は「人口減少対

策」にある。 

2014年に、日本創成会議の分科会である人口減

少問題検討分科会が発表した試算結果は、「896の

市区町村が消滅の危機に直面する」というセンセ

ーショナルなフレーズとともに紹介された。 

人口が減ること＝悪と、単純に決めつけること

はできないが、あまりに人口が少ないと、まちの

活力が失われるであろうことは、容易に予測され

るところである。 

そして、活力のないまちが魅力的なまちになる

ことは難しく、次の世代を担う若者がまちから流

出を続ければ、冗談でなく消滅自治体になりかね

ない状況にあるという危機感を持たなければなら

ない。 

人口減少のおそろしいところは、徐々に進行し

ていき、誰の目にも明らかになった時点では手遅

れになりかねない点にある。 

ある日突然に２割の人がいなくなれば、誰でも

異変に気づくのはたやすいが、わずかずつでは気

づきにくいのである。 

たとえば、全校生徒数が1,000人の学校の校長先

112



表１ 静岡市移住支援センターの相談実績（年間推移、主な相談内容数） 

生が、全体集会で200人休んでいれば、「今日はや

けに少ないな。」とただちに感じることであろう。 

しかし、１％の10人が休んでいたところで同じ

ことを感じることは難しい。そして、その990人の

状態が続き、それに慣れた頃にまた10人・・・と

段階的に減っていき、ふと「前よりだいぶ少ない

な。」と感じた時は、かなり生徒が減っているので

はないだろうか。 

静岡市は、試算では2040年に約２割の人口減少

で、約70万人から56万人程度になるものと推計さ

れていた。このとおりになった場合、いかなる影

響を及ぼすのであろうか。 

行政サービスは、民間企業と異なり、採算性よ

り公共性を優先せざるを得ない。利用者が少ない

からと言って、道路の維持管理を放棄したり、公

共施設を次々と廃止したり、水道水の供給をやめ

たりすることは現実的ではない。 

そして、財源が厳しくなるであろうことは予測

できるが、財源不足を理由に、現在提供している

行政サービスを大幅に低下することを、市民が望

むとは考えにくい。 

したがって、過度に人口減少を恐れる必要はな

いものの、一定の水準の人口を維持しつつ、より

無駄のない質の高い行政サービスのあり方を探り、

軟着陸を目指していくこと、が必要と考える。 

そこで、社会減対策から手をつけて、人口減少

を緩和していくことを考えた。静岡市は、2015年

から、東京有楽町駅前から徒歩１分の東京交通会

館内にある「ふるさと回帰支援センター」の中に、

市町村単位では唯一「静岡市移住支援センター」

を設置している。（図１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移住を促進するにあたっては、何よりも移住希

望者の生の声を聴くことが重要であろうと考え、

情報提供、相談機能を合わせ持つ窓口を新設した。 

相談件数が増えるにつれ、移住に踏み切るには、

「仕事」と「住まい」が特にネックとなることが

明らかになった。（表１） 

特に「仕事」については、全く違う職場に飛び

込んでいくのは、職場環境や人間関係など、表面

的な求人案内ではわからない部分もあり、勇気が

いることである。 

それでは、「仕事」は従来のままで、「住まい」

だけを変えるのであれば、悩みは半分になるので

はないか。 

この仮説が、「テレワーク」の実証実験につなが

ったのである。「仕事はそのまま、住まいは静岡」

のキャッチフレーズの元に、まずは市庁舎内の会

議室を仮設のサテライトオフィスとして貸し出し、

民間企業に試してもらうこととした。 

 

 

図１ 静岡市移住支援センターの様子 
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２．テレワークの活用に向けた実証実験 

 

・・・と簡単に書いたが、この程度のことを始

めるのにも自治体には制約が多い。そもそも予算

主義であり、実証実験に関する経費は計上されて

いないため、民間のサテライトオフィスを借り上

げることもできない。 

市庁舎は言うまでもなく市民の税金で建てられ

たものであり、その一部であっても特定の事業者

に無償で貸し出すことは望ましくない、といった

意見が出てくるのである。 

これについては、人口減少問題という本市の直

面する重要課題の解決策を探るための実証実験で

公益性が高いこと、有償貸し出しでは協力企業が

出てくる可能性が低いことについて庁舎設備を管

理する部局に説明し、了解を得ることができた。 

協力企業の条件としては、①テレワークに関す

る理解があり、社内制度が整っていること、②テ

レワークを活用した移住可能性の調査に協力いた

だけること、③首都圏に本拠地を構える企業であ

ること、を掲げた。 

そして、東京都千代田区に本社を置く「ネット

ワンシステムズ株式会社」と協議が進み、2017年

８月に同社と「地方創生推進に向けた連携協定」

を締結した上で、実証実験に取り組む運びとなっ

た。（図２） 

社会実験の概要及び結果については、2019年の

「地域構想」に調査・事例報告として寄稿したた

め、本稿では割愛するが、十分に仮説は成立しそ

うである、との感触は得ることができた。 

余談であるが、サテライトオフィスとして機能

するために必要とされるテレビ会議用機材など、

当時の静岡市にはなかった。 

予算がないので、むろん買うことなどできず、

東京から巨大なテレビ会議機材が運ばれることと

なったが、その運搬経費（運ぶだけで10万円以上

かかるらしい。）すら、協力企業に負担してもらう

有様であった。 

「あれも無理です。これも無理です。」と言うた

びに申し訳ない気持ちでいっぱいだったが、この

実証実験で2017年度の総務省による「テレワーク

先駆者百選 総務大臣賞」を、ネットワンシステ

ムズ（株）が受賞し、ほっとしたのである。 

また、この実証実験は思わぬ副産物を産んだ。

これを契機に、テレビ会議が市役所内で試行され

るようになり、市長、副市長を初め幹部職員が利

用するようになり、いつしかテレビ会議機材もそ

ろえられるようになった。 

新型コロナウイルス感染症により、全国的な会

議や市役所内の会議がリモートで行われるケース

が増えたのだが、あらかじめ経験していたため、

円滑に業務を執行することができた。 

これが、数年前の、テレビ会議の試行すらして

いない時期にリモート会議全盛となったら、おそ

らくかなり混乱したものと思われる。 

 

 

図２ 実証実験の様子 

 

３．テレワーク推進賞を受賞 

 

ところで、本市は、2020年２月17日、新型コロ

ナウイルスが全国的に感染拡大する直前に、「一

般社団法人日本テレワーク協会」の第20回テレワ

ーク推進賞の「テレワーク促進部門奨励賞」を受

賞し、筆者も表彰式会場の水道橋の東京ドームホ

テルに足を運んだ。（図３） 

日本テレワーク協会は、1991年に設立された前

身の日本サテライトオフィス協会から、2000年に

現在の名称に変更し、2019年６月現在、297の企

業・団体が加入している一般社団法人である。（調

べたところ、2020年10月には406企業・団体と、１

年あまりで３割以上増えていた。これも新型コロ

ナの影響であろうか？） 

われわれの調べた中では、唯一のテレワークに

関する団体であり、2017年度から本市も加入し、
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図４ 静岡市お試しテレワーク体験事業の案内 

図３ 第20回テレワーク推進賞授賞式(2020年２月17日）

の様子 

2018年度には「サードワークプレース研究部会」

に参画させていただいた。 

部会は、シーエーシー斎藤氏を部会長、合同会

社ユビキタスライフスタイル研究所萩原氏を副部

会長に据え、都心型、近郊型、地方型の３分類で

様々なコワーキングスペースを周りながら、サー

ドワークプレースについて調査研究を行うという

興味深い内容であった。 

研究成果として、都心型では企業利用の場合に

はコミュニティはあまり重視されず、近郊型では

郊外のコワーキングスペースの数自体が少なく、

選択肢が少ない、地方型ではドロップインのコワ

ーキングスペースでは、運営収入不足が懸念され

ることが示された。 

そこで、「お試しテレワーク体験事業」（図４）

を本格的に推進し、事業を利用する首都圏企業か

ら率直な意見、助言をもらい、今後の事業展開に

結びつけていくこととした。 

この事業では、コワーキングスペースの利用料

や宿泊費、交通費（いずれも上限あり）を市が負

担することにより、まずは本市でテレワーク体験

するハードルを下げることとした。 

また、単に経費負担をするだけでなく、市内の

コワーキングスペース等と調整を図り、一覧でき

るマップを作成して、日替わりで様々なテレワー

ク体験が可能となるように工夫した。 

利用者からは、「毎日異なる環境で仕事をする

ことができ、新鮮な気持ちで取り組むことができ

た。」「土地勘のない所で、このようなマップがあ

るのは、とてもありがたかった。」との高評価を得

ることができた。 

一方で、「テレホンブースがない。」「機密性の

高い仕事に向く個室がなかった。」といった施設

に対する注文の声もあり、今後の課題も明らかに

なった。 

そして、ホテル暮らしではない宿泊スタイルを

望む声にも応えられるよう、市営住宅の一部を改

修した「お試し住宅」の利用も可能とし、実際に

街中のコワーキングスペースまで通勤したり、地

元のスーパーで買い物できるよう暮らした場合の

イメージがつかめるようにした。 

こちらも、「単に観光で訪れるような表面的な

部分だけでなく、住んでいる人の暮らしぶりや、

まちの雰囲気を知ることができた。」と、利用者か

らは歓迎の声が多かった。 

このように、きめの細かい受け皿をつくってい

ったことが評価されるポイントとなって、本章冒

頭の表彰につながったのである。 

表彰式の終わりに、代表の方から「テレワーク

推進賞も、20回を数えるようになった。さらに、

取り組む企業、団体が増え、テレワークが当たり

前の社会になることを望む。」旨のあいさつがあ

り、筆者も同じ思いを持ったのだが、まさか数か

月後には現実のものになろうとは、予測しなかっ

たのである。 
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４．新型コロナウイルスとテレワーク 

 

2020年１月15日に初の国内で感染確認がされて

以降、連日「新型コロナウイルス感染症」に関す

る報道がされない日はない、と言っても過言では

ない状況が続いている。 

同年３月18日には、①換気の悪い密閉空間、②

多くの人が密集、③近距離での会話（密接）を避

けての外出について、総理大臣官邸公式 Twitter

を通じて、国民に対する呼びかけがなされた。 

また、あまりの感染拡大の速度に、「全国一律の

休校措置」や、外出自粛を求める「緊急事態宣言」

が全国を対象に発出されるというかつてない状況

に陥った。 

本市も、ゴールデンウィーク直前に、対象施設

に対して休業要請を行い、協力した事業者に対し

ては現金給付を行うという「新型コロナウイルス

感染拡大防止協力金」制度の実施に踏み切った。 

本来であれば、税金の使い道としては、「にぎわ

いを生み出して、経済の活性化を図る」ことが適

当である。 

しかし、この制度は、そんなことは百も承知の

上で、「税金を使って、人の動きを止め、にぎわい

を止める」というこれまでの常識では到底あり得

ない制度である。 

前代未聞の状況には、前代未聞の対策で臨むよ

りないことを痛感したしだいである。 

そうは言っても、いつまでも家の中に閉じこも

り続けているわけにもいかない。学校に行かない

まま、全ての教育が円滑に進むはずもなく、また、

一切外出をしないまま、あるいは一切仕事をしな

いまま生活していくことは難しい。 

このような中、満員電車の「密」を避け、オフ

ィスでの感染リスクを下げるためにも、にわかに

「テレワーク」が着目され、国からもその利用が

推奨されるようになった。 

 図らずも、「テレワーク」という言葉が、新聞や

ＴＶといったマスメディアに登場する場面も急速

に拡大し、これまで導入に積極的でなかった企業

がチャレンジする機会が激増したのである。 

近年の目覚ましいＩＣＴの進展は、誰もが感じて

いることであろう。ネットショッピングを使って

買い物をした経験がある人も多いであろうし、レ

ジでスマホをかざして支払いをしている光景も珍

しくなくなった。 

ビジネスの場においても、当然活用できる可能

性があるはずなのだが、なかなかテレワークの普

及が進んでいなかったのは何ゆえであろうか。 

私見であるが、「必要性を感じたことも、考えた

こともなかった。」ことに、その原因があるのでは

ないかと考える。 

民間企業においても、新しいことに踏み出すに

は、そのきっかけがないと難しい。特に、これま

でのやり方で何とかできている場合は、目先の課

題解決が優先され、「こうした方がいいかもしれ

ない。」レベルの取り組みには、なかなか踏み出せ

ないのが実態であろう。 

ところが、理由はともあれ、半ば強制的にテレ

ワークを検討せざるを得ない状況が訪れた。国が

牽引役となって経済界に働きかけ、首都圏の通勤

混雑は若干緩和されている。 

東京労働局のホームページでは、テレワークの

参考事例として、2012年のロンドンオリンピック

の際に、交通渋滞緩和を目的に取り組みが加速さ

れたイギリスが紹介されている。 

その紹介の中では、会期中の交通混雑回避にと

どまらず、テレワーク導入企業における事業継続

体制の確立、生産性や従業員満足の向上、ワーク

ライフバランスの改善などの成果が得られた、と

の報告が案内されている。 

そして、我が国も東京オリンピックを見据えて、

2017年から開会式の日にあたる７月24日を「テレ

ワーク・デイ」と名付けた取り組みを進め、2019

年には７月22日から９月６日までを「テレワーク・

デイズ2019」として一斉実施を呼びかけ、68万人

が参加した。 

これは、まだ新型コロナウイルス感染症が感染

拡大する前の出来事であったが、１年後にオリン

ピックを控えているわりには、協力企業が少ない

こと、参加企業の大半が大企業であり、中小企業

に普及していくにはまだ時間がかかりそうなこと、

首都圏の企業に偏っていて（これは元々の目的か

ら考えれば正しいのであるが。）地方にまで波及

するには時間がかかりそうなことを感じた。 
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ところが、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大の前に、一地方都市である本市においても、テ

レワークに取り組む企業が増え、足元の静岡市役

所でさえ、在宅勤務に取り組むようになったのは、

画期的なことである。 

これまで、個人情報の保護やセキュリティの関

係、勤怠制度が確立していないことなどを理由に

遅々として進まなかったのであるが、本気でやろ

うと思えばできることはあったわけである。 

できない理由を探すよりできることを探す方が、

前向きで未来志向である。 

おりしも、国においてもＤＸ（デジタルトランス

フォーメーション）が提唱され、経済産業省が

2018年に示したガイドラインでは、「企業がビジ

ネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタ

ル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、

製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとと

もに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文

化・風土を変革し、競争上の優位性を確立するこ

と。」と定義しているものであるが、これを推進し

ていく方向性を示している。 

そして、ＤＸについては、企業のみならず、報道

で取り上げられた行政手続きにおける押印廃止な

ど、自治体も同じように変革を求められていると

考える。 

このため、本市も、これまでの事業手法や働き

方が単なる慣例となっていないか、ＩＣＴを活用し

て改善できることはないのかということを、ゼロ

ベースから見直して住民サービスの向上につなげ

ていく準備を始めた。 

具体的には、本年４月から「デジタル統括監」

という新設した局長級職員のもとに、デジタル化

推進課、システム管理課という組織を新たに設け、

どのような手順でどのように推進していくのかと

いう検討を進めている。 

また、なかなか国の手が届きにくい中小企業に

ついては、昨年度、本市で予算化した「中小企業

ＩＴ活用支援事業費助成」制度が好評で、年度途中

で改めて補正予算を組む事態となり、関心の高ま

りを感じている。 

とはいえ、まだまだ「 ＩＴってなんだ。」とか「と

りあえずパソコンを入れれば、何かいいことがあ

るのか。」といったレベルの中小企業も多く見受

けられるようで、きめの細かいフォローが必要だ

と考える。 

そもそも中小企業がテレワークやＷＥＢ会議を

導入すると、どんなメリットがあるのかというこ

とをわかりやすく説明し、経営者の胸にストンと

落ちないと、単なる一過性のブームに終わってし

まうのではないかと懸念される。 

この解決のためには、2019年の「地域構想」前

回記載した（株）石井事務機センター（当時の名

称）や、向陽電気土木（株）といった実際に成功

している中小企業の事例を、紹介することも重要

ではあるが、迷っていることや悩んでいること、

わからないことなどを、率直に相談できる場を新

たに設けることが有効ではないだろうか。 

今のところ、中小企業がテレワークの導入をた

めらう理由を理解して、ともに解決の道を探って

いく伴走型の支援をするような窓口がなかなかな

いというのが実状である。 

中小企業にとってのメリットという点では、上

記の２社が「優秀な人材確保」と「継続雇用」と

いう悩みを解決することができたことは、前回書

いた通りである。 

そして、両社が口をそろえて「制度から始める

テレワークはうまくいかない。形から入るのは失

敗の元。」と話されたことは、実践した者の言葉と

して重く、このような経験やノウハウを中小企業

の実践者から中小企業の挑戦者に直接伝授しても

らえる機会を創り上げていくことが重要ではない

かと考える。 

  

５．テレワークの可能性と課題 

  

さて、ＩＣＴは目覚ましい発達の日々を迎え、よ

り高速で大容量の情報交換を可能としている。５

Ｇはおろかその100倍とも言われる６Ｇの研究も

進んでおり、通信環境さえ整っていれば、全国ど

こに居を構えていようとも、同じように働ける時

代がやってくると言っても過言ではない。 

つまり、本市が使ってきた「仕事はそのまま、

住まいは静岡」のキャッチフレーズの「静岡」の

部分が、北は北海道から南は沖縄まで、どこの自
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治体でもそのまま使えてしまう可能性が高いとい

うことである。 

これまで、本市では、首都圏との地理的距離の

近さを「新幹線で１時間」とアピールし、冬でも

雪が降ることがない温暖な気候もあいまって、移

住希望者から高く評価されてきた。 

しかし、テレワークを活用し、どこでも仕事が

できる働き方が当たり前の世の中になれば、これ

らの天から与えられた優位性だけに頼っているだ

けでは、あえて「静岡市」に住むことを選ぶ人が

減っていくのではないか、と危惧している。 

テレワークの一番の効用は、「移動にかかる社

会的コストの削減」にあると考える。もちろん、

金銭的なコストも減るのであるが、何よりも移動

時間を短縮できる点が大きい。これまで、通勤や

出張に費やしてきた「時間」を、異なる活動に転

換できるのである。 

ということは、この「時間」を有意義に使える

まちが選ばれる時代がやってくるのではないか、

と考える。つまり、「このまちに住んでみたい。住

み続けたい。」と思われるようなまちの魅力を高

める取り組みで、選ばれるまちとしていくことが

求められている。 

このことは、言うのは簡単であるが、現実には

なかなか難しい課題である。そして、ある程度タ

ーゲットを絞り、そのターゲットをイメージして、

政策を立案し、まちづくりに取り組むことが望ま

しいと考える。万人に向けてという考え方もない

わけではないが、初めからあまりに対象を広げす

ぎると「二兎を追う者は一兎をも得ず」という結

果になりかねない。 

本市の人口動態を子細に分析した「人口ビジョ

ン」では、社会減の主な要因は首都圏への特に女

性の流出にあるとされている。愛知県などへの流

出がないわけではないが、比率としては１割程度

に過ぎない。 

このため、東京有楽町の交通会館の「ふるさと

回帰センター」内に、本市独自の「移住支援セン

ター」を拠点として設け、移住相談に応じるとと

もに、最先端の情報収集にあたっている。 

最近の動向としては、若年層からのテレワーク

をベースとした移住相談が激増しているそうなの

で、このニーズをきちんととらえて、移住にまで

つなげていくシステムが必要だと考えている。 

なお、テレワーク（在宅勤務）の課題としては、

静岡県が2021年１月に実施した「静岡県中小企業

のテレワーク実施に係る意識調査」の調査結果で

は、「仕事と生活の切り替えが難しい」が最も多く、

後は「周りの音が気になる」「インターネット環境

が良くない」「仕事専用のスペースがない」といっ

たハード面での課題があげられていた。 

私見ではあるが、日本人の国民性と在宅勤務の

マッチングは難しいのではないかと考える。定刻

通りに新幹線が発着するのが当たり前、約束通り

の時間に商談の場に居るのが常識、といったこと

が必ずしも世界中で通用するわけではない。 

ふだん生活している「家庭」と「仕事」は分け

たいという友人の方が多く、また、「ワーク（仕

事）」と「バケーション（休暇）」の要素を併せ持

つ「ワーケーション」についても、「オンとオフの

時間は切り分けたい。」という意見が多かった。 

ただし、世代の違いによる価値観の違いもある

かとは思うので、今後の動向を注視していきたい

ところである。 

 

６．テレワーク時代におけるまちづくり 

～５大構想とＳＤＧｓの推進～ 

 

さて、前章でテレワークによる新しい働き方が

当たり前の時代になると、地理的優位性だけで選

ばれるまちとなることは難しく、まち自体の魅力

を高めることが大切と書いたが、本市がどのよう

に考えているのかという方向性を示しておく。 

簡潔に言えば、既にある地域資源に光を当てる

まちづくりを５大構想と名づけ、「誰ひとり取り

残さない」というＳＤＧｓの理念の下で推進してい

こうという考え方である。 

５大構想のキーワードの一つ目は、「歴史」であ

る。 

静岡市は、徳川家康公が晩年を過ごした地であ

り、江戸での３年半を終え、日本中のどこで暮ら

すかを自由に選べた家康公が、選んだまちである

ことを、今一度考え直す必要がある。 

「駿府城」が焼失したこともあり、その面影は
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石垣に残される程度で、静岡市民は驚くほど徳川

家康公について関心が薄い。 

しかし、ようやく歴史文化施設を2023年に整備

することが決まり、これから一気に反転攻勢をか

けていきたい。400年ほど前には、ここ静岡市が大

変にぎわっていたわけで、「歴史文化のまちづく

り」は、その素地を現代に蘇らせようとするもの

である。 

そして、二つ目には、清水港を活かした「海洋

文化のまちづくり」、三つ目には、観るスポーツや

一流のコンサートを学べるアリーナを視野に入れ

た「教育文化のまちづくり」も並行して進めてい

く予定である。 

さらには、四つ目として、20年続けてきた「大

道芸ワールドカップ」を応用し、まちのあちらこ

ちらで、文化的なふれあいのできる「まちは劇場」、

五つ目には、75歳と当時としては極めて長寿だっ

た徳川家康公にあやかった「健康長寿のまち」と

いう「５大構想」を着実に進めていきたいと考え

ている。 

そして、これらの構想を進めていく際のベース

となる考え方として、2015年に国連で発表された

ＳＤＧｓの理念、「誰ひとり取り残さない」を据えて、

企業や団体とともに取り組みを始めたところであ

る。 

静岡市は、ＳＤＧｓ未来都市であることはもちろ

ん、アジアで唯一の「ＳＤＧｓハブ都市」として国連

で紹介されている。 

ハブ都市は、文字通り中心的な牽引役として周

辺のまちに影響を与えることを求められている。

ハブ都市にふさわしい活動を続けていけば、正に

世界レベルで暮らしやすいまちになっていくもの

と考える。（図５） 

 

７．おわりに 

 

予想すらしなかった新型コロナウイルスの世界

的な感染拡大は、テレワークの活用の壮大な社会

実験につながったと感じる。 

そして、コロナ騒動が収束した後にも、テレワ

ークを活かした柔軟な働き方は残るのではないか

と考える。ロンドンオリンピックが終わった後に

も、イギリスにおいてテレワークが進んだことと

同じことがおきる可能性は十分にある。 

毎日、感染者数がメディアを通じて発表される

ことにも慣れてしまった感があるが、本稿執筆の

段階で、日本の感染者数は44万８千人余、このう

ちの首都圏１都３県だけで22万１千人余、ほぼ半

分を占めていることを受け、筆者は改めて「首都

圏への人口集中」を感じたところである。 

敗戦後の日本を立て直すためには、首都東京に

政治、経済、文化、情報を集約するのが効率的で

あったと推測できるし、そのベッドタウンとして

周辺に人口が集中していったことも理解できる。 

しかし、東京とその近隣である首都圏への人口

の集中は、今回のような状況においては、対応が

難しい。「三密を避けましょう。」といったところ

で、そもそも人口密度が高すぎて、極めて難しい

ことなのではないだろうか。 

歴史を振り返ると、人類は、様々な感染症と戦

っている。今回、コロナに対応できたとしても、

次に新たな感染症が発生しないということはない

のである。 

「過密」が今回のような感染症に脆いことが示

されてきたため、これまでより首都圏からの移住

を試みる人が増えていくものと考える。 

たとえば、大正大学地域構想研究所の調査によ

ると、東京都在住の20～40代の男女のうち、コロ

ナの影響で移住への関心が高まったとの回答が

12.6％、コロナ禍と関係なく関心を持ち続けてい

るとの回答が30.8％もあり、大変心強い結果であ

った。 

そして、地方移住を支援するＮＰＯ法人「ふるさ

と回帰支援センター」から、移住希望地ランキン

グで初めて静岡県がトップになったとの発表があ

った。 

 今後、テレワークを活用した働き方が一般化し

ていくと、今よりも「どこに住むか」という選択

肢は確実に広がり、まちを選ぶことができる時代

がやってくるのではないだろうか。 

静岡市もＳＤＧｓの「誰ひとり取り残さない」とい

う理念のもと、５大構想を力強く進め、多くの方

に選んでもらえるまちを目指していきたい。 
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図５ 静岡市ＳＤＧｓフォーラム（2021年３月14日開催、 

日本平ホテル）の様子 

   （田辺信宏・静岡市長（左から２番目）とイゲ・ 

米国ハワイ州知事（右側のスクリーン）とのオン

ライン・セッション） 

 

図６ 第20回テレワーク推進賞奨励賞の表彰状・記念品 
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学びでつながる地域振興プロジェクト 

遠藤 健治、阿部 忠義 

大正大学 地域構想研究所 南三陸支局（宮城県南三陸町） 

 

１．地域紹介 

 宮城県南三陸町は、世界三大漁場とも称される三陸海岸に東向きに面し、残る三方を山に囲まれてい

る。連なる山々の尾根がほぼ町境と一致し、分水嶺となっているため、水源から海に至るまでが小さな

１つの町の中で完結しているという特徴的な自然環境を持っている。町に降った雨は町内の森や里、街

や川を経て海へと流れ込むため、漁業が盛んに営まれる志津川湾の環境を左右するのは、山々や森と里

の環境、そして私たち町民のくらしのスタイルそのものである。 

2011年３月11日、南三陸町は東日本大震災により甚大な被害を受けたものの、その悲しみと苦難の中

で私たち町民は、町が元来より抱えていた根源的な課題を見直し、新たな町へと生まれ変わるきっかけ

となった。 

こうした中、大正大学では震災直後いち早く、TSR（＝大正大学の社会的責任）の理念に基づき、南三

陸町における現地ボランティアをはじめとした支援活動を展開。継続的な復興支援を行った。このこと

がご縁となり、宿泊研修施設「南三陸まなびの里いりやど」が建設され、2013年３月にオープンした。 

以来、東北再生私大ネット36をはじめ、全国の大学や企業などの様々な研修ツアーの拠点として利用

されるようになった。特に5年目となった地域創生学部の地域実習は、南三陸ならではのカリキュラムに

より充実したものとなり、大きな成果が得られた。こうした取り組みが、南三陸地域との交流・活性化

につながり、町にとってもなくてはならない研修施設に成長し、事業も軌道に乗ってきた。ところが、

新型コロナウィルス感染症拡大の懸念から予約キャンセルが多発し、状況が一変した。2020年度は、緊

急事態宣言が発令された時期の４月～５月は前年同月対比5％以下にまで落ち込みするなど、想定外の

惨事となった。 

 

２．今後の活動方針 

東日本大震災から10年が経過した。南三陸町では、2020年10月には震災復興祈念公園が全面開園し、

犠牲者の追悼と震災の伝承の場となった。復興商店街のさんさん商店街と祈念公園を結ぶ「中橋」も同

時に開通し、中心市街地が整い、復興完遂に向けて着実に前進している。これからは、地域のコミュニ

ティーの再構築や生業の再生などのソフト面に注力し、その発展に向けた基盤を確立させていくことが

課題となっている。こうした概況の中、今後の活動方針を次のように行うこととした。 

《活動方針》 

南三陸町では長い歴史のなか、これまでも幾たびもの自然災害を乗り越えて、人々の営みが維持され

てきた。そのなかでも大きな東日本大震災を経験し、私たちは「人と人のつながり」「自然と人のつなが

り」「世代から世代へのつながり」の大切さを気付かされた。 

その経験を生かし、次代を担う若者へ伝え、自分にとって大切な価値観を得るきっかけとなり、「未来

を創る人」を育んでいくために、大正大学地域構想研究所南三陸支局として、一般社団法人南三陸研修

センターはもちろん、地域とともに日本一の研修フィールドを目指して、各事業に取り組んでいく。ま

た、大正大学のエリアキャンパスとして位置づけられている宿泊研修施設「南三陸まなびの里いりやど」

の適正な管理運営と機能充実に努めていくとともに、更なる事業成果を積み重ね、地域関係者と連携を

図りながら持続可能な事業の確立に努めていく。事業方針や定款で規定された「目的および事業」に基

づき、2021年度事業の重点項目を下記のように捉えている。 

123



 

オンライン研修の様子 

１) 新型コロナウィルスの感染予防対策を図りながら、適正な宿泊研修施設の管理をおこなう。併せ

て、スタッフの意識・スキルの向上に努め、より効率的な事業運営ができるように業務改善を行い、

経営安定化を図る 

２) 東北再生「私大ネット３６」スタディツアーや地域創生学部等の地域実習受入において、より教育

効果が得られプログラムの充実と、地域に還元できるような仕掛けを行っていく 

  コロナ禍においては、オンラインによる研修を充実させ、教育プログラムの高度化を図る 

３) バイオマス施設見学などの循環型社会への取り組みを学ぶプログラムを実施するとともに、各種

団体を対象としたフルオーダーメイドの研修プランや、スポーツ・アート・サークルを対象とした合

宿応援プランなどを売り込み、積極的な集客活動をおこなう 

４) 研修事業を展開する中でつながる関係人口を構築し、移住促進・企業立地促進につなげていく取り

組みをおこなう 

５) 情報発信等事業やコロナ対策関連事業などの受託事業や各種補助金事業へ積極的に取り組む 

以上のように、地域を学ぶフィールドとして研修事業や地域振興事業、関係人口促進事業、地域創生

学部地域実習などを、地域内外の関係者の協力を得ながら、積極的に展開していくとともに、「まなびの

里」のストーリーが、若者にとってインパクトのあるものになるよう意識しながら、各種事業に取り組

んでいく。こうした取り組みが大きな成果となり、学生・社会人・地域人など関わる全ての人に良い意

味での刺激となり、人づくり・地域づくりの観点からも有益となるような地域振興事業へ進化させてい

きたいと考えている。 

 

３．地域との連携・関係づくりの活動実績など 

南三陸町は、「森・里・海・ひと」をキーワードに、各々がそれらの関わり合いを重要視した取り組み

を実践し、町の“復興”を超えた新たな町づくりへと取り組んでいる。 

養殖施設の流出は過密養殖を解消し、結果的に海洋環境や漁業者の環境配慮が一新され、国内初とな

る国際的な養殖認証“ASC”の取得へと至った。一方、森林においては、古く伊達藩の時代から重宝され

ていたブランド杉材「南三陸杉」を通じた地域振興に取り組み、同じく国際的な森林認証“FSC”の取得

を果たし、これらの双方を併せて一自治体で取得した、世界的に見ても稀有な町となっている。また、

2018年10月には志津川湾が、特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約「ラムサール条

約」に海藻藻場としては国内で初めて指定登録された。 

こうした南三陸ならではの事由を新たな研修プログラムに取り入れ、地域との連携や関係づくりに努

めながら、地域振興の一助を担っている。 

また、関係人口構築、移住促進・企業立地促進のための事業活動や自治体関連受託事業へ積極的に取

り組んでおり、その地域貢献度は少なくなく、今日では、南三陸研修センターの事業活動そのものが社

会貢献につながっているものと自負している。 
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このまちをもっと好きになるために 

私たち一人ひとりができることは何だろう 

金田 綾子

大正大学 地域構想研究所 最上支局 

 令和３年度の完成を目標に町では最上町の第５次総合計画の策定に向けて、行政と町民が一体となっ

て取り組んでいます。人口減少と少子高齢化が進む中、町民ができる事、行政ができる事を考えながら 

協働のまちづくりを進めていくことが重要になってきます。 

  

１．一つの取り組みとして新たな居場所づくり 

小学生の場合 

町では小学校の統廃合が進み、小学校区が広範囲になってきています。その影響により、特に児童の

平日の放課後の居場所の在り方が問われています。なかでも〈学童保育〉への需要が高まっている背景

を注視する必要があると考えます。 

 本来なら小学生のころは、「友達と遊ぶ」「地域の人々とふれあう」「自然と親しむ」等の豊かな育ちに

むけた様々な経験の機会か必要であるはずなのに、それが最近は不足していると感じます。現在は町内

に二校ある小学校も数年後には一校体制になる事が見込まれており、ますます学童保育に頼る現象が加

速するものと予想されます。 

 〈学童保育〉と子供たちの居場所の関連性を考えれば、〈学童保育〉はあくまでも≪預かりの場≫であ

り、文科省が進める≪放課後子供教室≫とは一線を画するものですが、探究心の向上に繋がるプログラ

ムの開発はどちらにおいても重要であると思われます。 

 現在最上町で〈学童保育〉を行っている場所は３か所ありますが、旧月楯小学校で行っている〈学童

保育〉も利用者が少なくなれば小学校がある地域の〈学童保育〉と統合する事も視野に入っているのが

現状です。統合された小学校から学童保育にまっすぐ向かう事になれば、集落内からはますます子ども

たちの声が聞こえなくなる事が懸念されます。 

又、〈学童保育〉の要件から外れた子ども達が各家庭に引きこもってしまう事がないように新たな居場

所づくりが求められてくると考えられます。 

  

 高齢者の場合 

 ＮＢＯ法人アルカディアもがみが「みんなの家」を拠点に行っている事業の一つに「いきいき介護予

防塾」というのがあり、将来介護をうけることがないように、元気な高齢者が軽度の運動をしたり、歌

を歌ったり、頭を使う問題を解いたりして半日を過ごす事業ですが、参加者は月１回の開催をとても楽

しみにしています。この事業を発展させて、「みんなの家」に来れば自由にみんなと楽しく過ごせるとい

う機会があれば、高齢者が意欲的に参加することでおのずと健康で下の図にあるような元気な光齢者が

増えていくものと思います。 

 

以上の事から、居場所づくりを分けて考えましたが、小学生と高齢者が一緒に様々な事が体験できる

居場所があれば、親から子へ子から孫へ、伝えられることがたくさんあり、最上町がもっと好きになる
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気持ちが小さい頃から醸成されるものと考えます。 

旧月楯小学校では学校が閉校になる前は、高齢者と小学生が一緒になってお正月の伝統行事である「だ

んごさし」等が行われていましたし、月楯小学校が閉校になってしまったからこそ、田んぼアートによ

る田植えなどの行事も一緒にできる大切な作業となってきます。小さい頃の体験は大人になってからも

ふるさとを思い出す心の拠りどころとなるものと思います。 

 

最上町の第５次総合計画のテーマである「このまちをもっと好きになるために」子ども達と高齢者が

もっと触れ合う事ができるような、街なかだけでなく廃校になった小学校の一つの使い方として新たな

居場所づくりを今後の活動目標としたいと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最上町社会福祉協議会・最上町高齢者等の外出支援を考える会 
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テクノロジーと地域創生をテーマとした 

教育事業の確立へ 

天野 浩史 

大正大学 地域構想研究所 藤枝支局

藤枝市は、株式会社ソフトバンクと提携した IoT 通信基盤ネットワークの構築や、仕事を発注したい

企業と受注したい個人をつなぐマッチングサービス「藤枝くらシェア」の展開など、ICT を活用したま

ちづくりを推進する先駆的な自治体である。令和２年３月に策定された『第２期ふじえだ健康都市創生

総合戦略（藤枝市まち・ひと・しごと創生総合戦略）』にも ICT を掛け合わせた「コンパクトで輝きのあ

る安全・快適・便利な「スマート・コンパクトシティ」の形成」を明確に謳い、Society5.0の到来を見

越した未来志向のまちづくりを展開している。そのため、藤枝支局では支局立ち上げ当初から、ICT や

テクノロジーを藤枝市特有の強みと捉え、地域創生学部の地域実習を通じて生成された知見を ICT 政策

へ還元することを重点として活動を展開している。支局として３期目を迎えるにあたり、今年度は新た

にテクノロジーと地域創生の教育領域で二つの事業に取り組んできた。 

 一つが、「藤枝未来型人材育成プロジェクト」への参画である。藤枝未来型人材育成プロジェクトとは、

藤枝 ICT コンソーシアムの主催事業として今年度より立ち上がった事業であり、ICT のスキルや能力を

高め、仕事をしたい求職者に学びの機会を提供し、人材を求める企業とのマッチングを進めるプロジェ

クトである。コンソーシアム会員企業である株式会社サンロフトが運営受託をしており、藤枝支局では

企画段階から議論に参画し、筆者がアドバイザーとして講座の開発や受講生と企業向けのセミナー運営

に取り組んできた。本来であれば受講生に対して対面形式で講座を提供する計画であったが、新型コロ

ナウイルスの感染拡大により、急遽オンライン動画として撮影・提供する形式に切り替えられ、受講生

は自分のペースに合わせた学習を行うことで ICT やマーケティングなどの知識、スキルを身につけてき

た。次年度以降もカリキュラムをはじめとした学びのデザインにおいて、支局として関わっていく予定

である。 
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 もう一つは、大学生のマイプロジェクト支援である。地域における活動を授業内で完結させるだけで

はなく、授業外でも継続させたい、発展させたいという大学生は少なくない。そこで、２年前から藤枝

市で展開している内閣府学生対流促進事業の流れを受け、大正大学３年生のプロジェクト支援を今年度

実施した。学生Ａを現地法人「一般社団法人ミライヌ」のディレクター（学生インターン）として迎え、

「地域愛発見サイト ジブンドコ。」のプロトタイプ版（https://www.jibundoko.com）を共同開発し、

現在試験運用を進めている。「写真を見返して浮き上がる記憶が、まちと人のつながりを結びなおすの

ではないか？シビックプライド（まちへの誇り）の醸成につながるのではないか？」という学生Ａの問

いを探究するアクションリサーチとしての側面もあり、2021年２月には市民へのオンラインインタビュ

ーを通じたシビックプライド醸成の要因調査も行い、調査分析を踏まえサイトリニューアルを予定して

いる。地域の受け入れ先から提供された課題に取り組む課題解決型の形式ではなく、参加側（学生Ａ）

の興味関心や実現したい目標を踏まえ、それを現実にするための社会資源のコーディネートをするマイ

プロジェクト型のプログラムとして、課題は多いものの、継続的にプログラム改良や大学生の受け入れ

を進めていきたい。 

 国が掲げるデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進により、テクノロジーの進化・発展はよ

り加速し、地方においては地方創生政策と融合しながら展開がされていく。その際、論点となるのは、

テクノロジーと市民生活の共生のあり方や、人間がテクノロジーをどう活用していくかであろう。地方

だからこそできるテクノロジーと地方創生の両立、またその人材育成プログラムの開発を重点テーマと

して、藤枝支局では今後も展開をしていきたい。 
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国生みの島から世界の未来をはじめる 

～アントレプレナーシップエコシステムづくりへの挑戦～ 

山中 昌幸

大正大学 地域構想研究所 淡路支局 

１．目的・背景 

本学と淡路島の北部に位置する兵庫県淡路市は2019年10月に包括連携協定を結び、2019年度より本

学の地域創生学部の一年生７名が地域実習を開始した。本学としては、地域創生の推進のために地域

構想研究所の支局の開設と共に事業を推進するための地域ベンチャーも立ち上げ、研究とその研究を

事業化して両輪で社会実装を行う新たな地域を必要としていた。山中は2016年に新設された地域創生

学部に地域構想研究所の専任講師として運営に携わっていたが、完成年度を迎える2020年に地元であ

る関西に戻ることを計画していたことから、関西支局長兼任で淡路支局長として赴任することになっ

た。山中が教員になるため休眠をしていた自身が代表を務める株式会社次世代共創企画の資本金を

100万円から500万円に増資をして事業再開をし、また本社も大阪市から淡路市に移転を行った。 

淡路支局では、山中が専門とする起業家精神を持つ人材を持続的に輩出する地域を目指す「アント

レプレナーシップエコシステム」の社会実装を大学発地域ベンチャーである株式会社次世代共創企画

と協働で行う。そこでは、新たなプロジェクトを創出支援しながら多様に連鎖させて地域創生の実践

を行いながら、その社会実装の一環として、地域創生学部の実習支援も行う。 

 

２，活動内容 

 淡路島で活動を始めるにあたり、独自性ある地域の強みとして、約1300年前に編纂された日本最古

の歴史書である古事記に淡路島が伊弉諾尊（いざなぎのみこと）・伊弉冉尊（いざなみのみこと）が天

沼矛（あめのぬぼこ）で下界をかき回し、日本で最初に生まれた島であることに着目をした。そこで、

国始まりの淡路島を島まるごとラボとし、今度はここから新しい世界の未来をはじめることをコンセ

プトに、新しい価値を創出するプラットフォームとして、アントレプレナーシップエコシステムの社

会実装を行うことにした。 

2020年４月５日から淡路支局と地域ベンチャーを立ち上げ活動を開始したが、２月より発生した新

型コロナの感染拡大防止のため、４月７日に緊急事態宣言が発令され、動きが全くとれなくなった。

また、宣言解除後も、コロナ禍における新しい生活様式により、当初予定していた人を集めて行う人

材育成・研修事業や、運営資金として予定していた企業版ふるさと納税の活用も経済活動がとまるな

かで企業も寄付どころでなくなり、事業計画が白紙になってしまった。 

そのような積極的な活動ができない状況下のため、活動ができないのであれば、ここは焦らず、じ

っくりと淡路島を体感しようと方針の転換を行った。その結果、淡路島の自然や食の豊かさ、時間が

のんびりと過ぎていく、また、事業者も自営業者が多く、お互いのお店で購買することで、地域内で

経済をまわしているため自営業者が多く成り立っているなど、じっくりと生活をしてみないとわから

ないことに数多く気づかされた。心豊かな時間を送ることができることを実感し、その体感した淡路
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島の強みをいかすために、VR（バーチャルリアリティ）を活用して淡路島の疑似体験ができるサービ

スを開発した。これはコロナ禍でいわゆるおうち時間が長くなっているなかで、家でも心豊かな時間

を過ごせるサービスである。また、日常から離れ自然豊かな場所で働くワーケーションの推進など新

しい生活様式に合わせた新たなプロジェクトも創出することになった。さらに島内出身者が島外の大

学等の進学後に魅力的な仕事がないため島に戻ってこない現状も知ることで、創出するプロジェクト

を島内出身者が戻ってきたくなるような魅力的な未来の仕事創りにも繋がることを決めた。その結果、

五斗長プロジェクトなど、現在、10近くのプロジェクトが生まれている（下記参照）。 

  

これまでのプロジェクト一覧（表） 

 名称 目次 協働団体（者） 

① 
淡路 VRステーション 

プロジェクト 

淡 路 の 魅 力 的 な 風 景 等 を VR(virtual 

reality)撮影し、定期的に youtube「淡路島 VR

チャンネル」で配信中。「家にいながらも淡路

島を疑似体験してほしい！」との思いで運営

中。  

スポーツステイ淡路島 

大畑渉（京都産業大学学生） 

（株）明成孝橋美術 

NPO 法人島くらし等 

② 
インターネットラジ

オ プロジェクト 

「淡路ラボ―未来が始まる３０分―」と題し、

休学した本学の学生がプロデュース、若者向

けに新しい生き方や働き方を素敵なゲストと

の対談を通して紹介する番組を企画・運営中。

淡路ラボ内に収録ブースを作成、収録を進め

ている。 

岩本流星（大正大学学生）、

FMGIG 等 

③ 
五斗長まるごと玉ね

ぎプロジェクト 

弥生時代の遺跡跡が見つかり、棚田もある五

斗長地区にて、産品であるたまねぎの EC サイ

トの開発、ブランディングのための料理の開

発や都市との交流イベントの企画運営や事業

を行う。持続可能化して 2000年続く集落を目

指している。 

㈱五斗長営農 

㈱ビジネスラリアート 

食エコミュージアム&ライブフ

ーズアカデミー等 

④ 
大正大学 香りプロ

ジェクト 

淡路島はお花やお線香を代表とするように

「香り」が特徴である。本プロジェクトでは

香りのスペシャリストと大正大学がコラボし

て、新たな商品開発を進めている。 

北條規（大正大学教授） 

IZUMI KAN 

一般社団法人コンソーシアム

すがも花街道等 

⑤ 
郡家活性化プロジェ

クト 

郡家商店街の空き家をサテライトオフィスに

する構想や、長期間使われていなかった古民

家を学生ハウスにするなど伊弉諾神宮と深い

ご縁がある地域の活性化を行っている。 

大杖康之（日本創生神楽連合

会副会長） 

福山慎一（淡路市地域おこし

協力隊） 

岩本流星（大正大学学生）等 

⑥ 

学校&民宿プロジェ

クト with ミライ

企業 

自然豊かな淡路島で、学びの場と心と体がリ

セットできる場の提供を計画している。訪れ

た人が、少しでも心豊かに、幸福度が上がる

ことを期待している。 

一般社団法人ミライ企業協議

会等 

⑦ 

リトリート型ワーケ

ーションプロジェク

ト 

ワーケーションにリトリートを取り入れ、新

たな生き方、働き方を提案している。淡路島

の地域資源を活かして心と体をリセットする

リトリートの要素を入れて独自性のあるプロ

グラムを推進している。 

㈱シマトワークス 

川人ゆかり（合同会社ミラマ

ール社長） 

山野宏章（大阪行岡医療大学

教員）等 
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⑧ 
淡路島と世界を繋ぐ

プロジェクト 

世界に「Awaji」をプロモーションし、体験い

ただく様々なプログラムを通して、自分で自

分の心と体を整える「セルフ・エンパワーメ

ント」の考え方や力を身に付ける活動などを

推進する。淡路島にとっても淡路島に来た外

国人にとっても win-win となるようなインバ

ウンドを増やすことを目指している。 

㈱シマトワークス 

サガラデザインオフィス株式

会社 

NPO 法人 JAE等 

⑨ 
淡路島未来創造塾

（仮名） 

淡路島で地域資源を活用した起業して自分ら

しい働き方、生き方をする個人を増やすため

に、オンラインサロンなどを通じ、新たなコ

ミュニティー構築を目指している。一方通行

ではなく、その場にいる参加者が相互通行に

て学びあい、情報交換・共有できる場を提供

予定。 

NPO 法人島くらし等 

⑩ 

淡路島日本遺産プロ

モーションプロジェ

クト（仮名） 

淡路島日本遺産を通して、日本の自然や伝統、

文化の良さを VR 等で発信するプロジェクト

を予定している。 

中川悠（淡路島日本遺産プロ

デューサー） 

淡路島日本遺産委員会 

 

３．成果と課題 

このようにコロナ禍で新しい生活様式に合わせたプロジェクトが生まれ、世界に発信するために大

阪万博との連携を考えていたところ、知人からの紹介で、2021年1月には全国でも大手企業などまだ

20団体しか登録されておらず、淡路島では初めて2025年の大阪関西万博の共創パートナーに登録され

た。これを機に自分たちが手掛けるプロジェクトもすべ大阪関西万博の共創チャレンジに登録ができ

るようになった。今後も大阪関西万博とは連携して活動を推進していくつもりである。（新聞記事参

照） 

 また、プロジェクトを推進するために、発信やコーディネートをサポートするインターン生の募集

をかけたところ、大阪関西万博の共創パートナーになったこともあり、全国から学生が集まり、一時、

インターンシップのマッチングサイトでは、人気ランキング一位になるほどの人気であった。最終的

には、大正大学の学生を合わせて5名の学生がこの春休みは住み込みで活動することになり、彼らと

活動することで、さらに地域から新たな相談が増えてきた。さらに、地域との関係性ができることで、

島外だけではなく、島内の地域同士での繋がりをこちらが作り、新しい価値を創ることもできるよう

になってきた。 

一方で、活動を推進するにあたり、下記の3点の課題も明確になってきた。 

① モデルとなるプロジェクトの創出 

現在は、まだ想いが先行しているため、資金調達や挑戦したい人や協働者が増えている。その

ため、３件程度のモデルとなるプロジェクトを作りこみ、広く発信することで、淡路ラボの意義

を伝えていく必要性がある。 

② 共創を促進できるプロジェクトコーディネーターの発掘と育成 

100のプロジェクトを推進するために、協働者間の win-win づくりができるコーディネーター

の存在が重要になる。そのためにコーディネーターとして挑戦したい人を発掘し、育成していき

たい。 
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③ 共創を促進する場の仕組み作り 

プロジェクトで挑戦したい人に人・もの・お金・情報が集まり、収益モデル化までを支援でき

る中間支援機能の充実、およびその中間支援機能を持続化するためのコーディネーターや事務局

の人件費を含めた資金の獲得などを行う必要がある。 

 

４．今後について 

 2021年度の活動方針として、このできたばかりの新しい価値を共創するプラットフォームからさら

なるプロジェクトを創出・支援するために上記の課題を解決していく。①発信を強化するため、ホー

ムページをオウンドメディア化し、学生記者を組織化し、定期配信を行う仕組みづくりを進める。

②コーディネーターは学生でもできるようにし、他団体と連携することでコーディネート機能を補完

する。また、コーディネーター講座を開きコーディネーターの育成を行う。③運営資金の獲得のため

に、コロナ禍で企業版ふるさと納税の推進を保留していたが、その再開と、独自の収益モデル確立の

ために、コーディネート費を得られるような試行をする。以上の３つを2021年度の事業方針として活

動を推進し、「アントレプレナーシップエコシステム」の社会実装をすることで、今後も大正大学の地

域支局として、地域創生の新たなモデルづくりを進めていきたい。 

 

 

132



 

With コロナでの活動と今後の展望 
 

鈴江 省吾 

大正大学 地域構想研究所 阿南支局 

１．地域との連携活動実績 

支局が開設されて４年目。地域創生ソリューションパートナーである（株）すだっち阿南とともに

飛躍の年を目指していたが、やはりコロナ禍に翻弄された１年となった。各交流会やイベントは中止・

縮小を余儀なくされ、学生はもちろん、地域構想研究所、地域創生学部の先生方とも直接対話する事

が出来なかった。そのような状況でも、本学が先進的に導入していた TV 会議システムや teams、汎用

性のある ZOOM 等を活用して様々な事業に取り組み、定例の運営会議等で情報を共有することで基本

的な支局活動は達成できたのではないかと感じている。 

まず、阿南市との包括連携協定に基づく受託研究事業であるが、市の機構改革等もあって、各分野

の専門家が中長期的なまちづくりを提言する「あなん未来会議」を５年間の区切りとして一旦休止。

新たに関係人口をテーマに加え、阿南市の移住状況等をデータに基づいて検証し、今後の施策に反映

する「関係人口を核としたシティプロモーション」を実施することとなった。9月には地域構想研究所

の中島ゆき研究員とともに市役所を訪問し、移住交流支援コーディネーターから過去の移住相談やア

ンケートデータを収集。また、阿南の豊かな海で楽しむ SUP を通じて県外から人を呼び込もうとする

サステナブル阿南の代表、就農目的で移住した家族や地域ぐるみで移住推進活動を実践する「加茂谷

元気なまちづくり会」へのヒアリングなどを精力的に行った。さらに、10月には阿南市初の SUP 大会

の参加者を対象に WEBアンケートを実施。関係人口が実習テーマの大正大学学生も調査に協力して多

くの参加者から貴重なデータを得ることができた。本年度の報告書では過去の相談データの分析結果

に加えて、汎用性の高いアンケートやデータ入力システムの提案をはじめ、関係人口としての入り口

は狭いが共に協働する地域貢献型で深い関係性を生み出している SUPタウン事業の効果を実証した内

容となっており、今後２年間でさらなる「シティプロモーション」への提言を進める予定である。 
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受託研究のもう一つの柱「高校生ミライ会議」については第３波の到来で開催が困難となったため、

コロナに負けずに頑張っている若者を紹介する「ミライ新聞」を制作することとし、市内高校の協力

を得ながら「過去のミライ会議参加者」「まちづくりに参画している現役高校生」の取材を行った。 

また、徳島県からの受託事業「県南キャンパス事業」もコロナ禍で実施が危ぶまれたが、地域創生

学部実習との相乗効果が得られる方法として、３年生が自身の研究テーマについて高校生と意見交換

を行う「富岡西 VS 大正大学リモート交流会」を開催。また２年生のオンラインマルシェ「おうち de

あなん」が地元でも認知されるようなプロモーション活動や魅力あるパッケージの制作に当事業を活

用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高校との連携では、昨年から「地域との協働による高校教育改革推進事業（地域魅力型）」コンソー

シアム会議委員の委嘱を受けている城西高校神山校の課題研究発表会及び会議に出席。地元の荒れた

農地を石積みで復旧、木工スピーカーの制作、農業女子のアクセサリー販売など、高校生のひたむき

な活動発表を拝聴した。特に、子どもが遊びながら食育を学べるよう作ったという「双六」が秀逸で、

「罰ゲームはないの」と質問すると、「子どもが可哀想だから」という女生徒の優しい回答に思わず笑

みがこぼれた。指導された先生や中間支援機構として機能する「神山つなぐ公社」の連携を見聞し、

今後の支局の目指すべき展望を再認識することができた。 

地域との関わりでは、「まちゼミ」「まちマルシェ」「商人塾」などの商店街活性化事業をはじめ「SUP

タウンプロジェクト」「阿南グランフィットネス 観光協会」など観光プロモーションや移住交流・創

業支援などに参画したほか、学生が実習でお世話になった「平等寺」と連携して「講演会・まちなか

散策」のイベントを行った。 

情報発信の分野では、地域構想研究所発行のメールマガジン及び「地域人」に関係人口事業や学生

の実習などを投稿したほか、市内高校や地元メディアへも大学の取組について情報提供している。ま

た、座・ガモールの商品を阿南駅前の観光物産館に常設して好評を博している。さらに特筆すべきは、

阿南市総合計画の表紙デザインに阿南で実習した地域創生学部２年「須藤剛志」さんの作品が採用さ

れ大きな反響を呼んだことだ。 

 

２．今後の活動方針 

来年度、市の受託事業に「SDGs の市民啓発」を加えるほか、研究所の『地域戦略人材塾』にも市職

員に参加していただく予定である。昨年9月に阿南市東京事務所が廃止されたが、新たなキーワード

関係人口創出をはじめ、持続可能なまちづくりを実践するために阿南支局の役割はさらに重要となっ

てくる。地域構想研究所の一員として広く全国にアンテナを張りながら、大学の知見、学生の力、連

携自治体、地元の人・企業・産業・自然をうまく融合させ、引き続き支局活動に取り組んで行きたい。 
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コロナ禍における大正大学と 

奄美大島（離島）との関わりと今後の展望  
 

坂井 三智子

大正大学 地域構想研究所 奄美支局 

2020年度、新型コロナウィルスが猛威を奮い、日本全土が混乱しました。 

ここ奄美でも４月にコロナウィルスに感染者が確認され、島内はじめ、奄美群島が肝を冷やすことと

なりました。奄美群島は、離島であること、そして高齢者が多いこと、病床数の不足など、懸念事項が

数多くあり、島民みんなが緊張した日常を送った2020年となりました。 

奄美は2017年２月より、世界自然遺産登録を目指しユネスコに推薦書を提出、同10月にＩＣＵＮの現

地調査を受けましたが、2018年に登録延期を勧告され、同６月に推薦を取り下げられました。その後、

ＩＣＵＮから指摘された希少種を捕食する外来種対策や推薦地域の飛び地解消などを進め、2019年２月

に推薦書を再び提出し、同５月ごろに勧告が出される見通しでした。ですが、新型コロナの世界的な感

染拡大を受け、世界遺産委員会が21年に延期となり、『世界自然遺産登録』までもがコロナウィルスに振

り回されています。ですが、この延期期間で、島民の『世界自然遺産登録後の奄美』を考える時間をも

らえたのではないかと思います。世界自然遺産登録後は、観光客が増加すると言われています。インバ

ウンドも増える事が見込まれていますが、島民の受入体制が完全にできているとは言えません。2021年

５月までに島民の意識をどこまで世界自然遺産登録に合わせることができるかが今後の目標なのかもし

れないと考えます。 

大正大学地域構想研究所奄美支局では、開催予定の「こども学」がやむなく中止となりました。昨年

受講していた子どもたちや保護者から今年の開催の有無を聞かれるなど、地域に浸透してきていると感

じていた講座であり、毎年、たくさんのこどもたちが楽しそうに受講している姿を見ていただけに、こ

の中止の判断は苦渋の判断であり、かつ、先に述べた、『世界自然遺産登録後の奄美』をこどもたちと一

緒に考える講義も考えていたので、とても残念でした。 

奄美支局の活動でメインとなる『こども学』が中止になったことで、ほかに何ができるかを考えまし

た。コロナ禍では『人を集めて講座を開く』などの活動ができないので、このコロナ禍でなかなか旅行

に行けない人たちに、座・ガモールの商品で旅行気分を楽しんでいただこうと思いました。旅先でしか

購入できないような商品を巣鴨の座・ガモール２号店・３号店から取り寄せ、奄美店に並べました。北

は東北、南は九州、日本全国、大正大学が提携を結んでいる地域の商品が奄美店に届きました。食文化

は地域で違う、ということがわかる品揃えでした。おかげさまでたくさんのお客様に喜んでいただきま

した。 

今後もいろいろな商品を発注し、奄美店で日本全国いろんなところへ気分だけでも旅してもらえるよ

うにしたいと思います。 

更に、コロナ禍だからできること、リモートでできることが何かないかを考えました。 

奄美は高校を卒業したら約８割の学生が進学・就職で島を離れます。 

昨年、奄美を離れた学生たちは、誰も経験した事のない『コロナ禍の世界』に飛び込んでいったこと
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になります。まったく知らない土地で、友達もなかなかできないまま不安な日々を過ごしたことでしょ

う。そして、いまだに不安な日々を過ごしている人もたくさんいるのではないかと思います。また、今

年の高校３年生は来年度、そんな世界へ飛び込んでいくこととなります。学生はもちろんのこと、保護

者もそんな中へこどもたちを送り出すことはとても不安だと思います。そんな不安を少しでも解消して

いただけたらと、今年度大正大学が開催したリモートでのオープンキャンパスを、なぜまちモーレでも

放映することにしました。『人を集める』ことがなかなか難しい時期だったので、なぜまちモーレを利用

してくれている高校生に声をかけました。『東京の今』を知ってもらえるように、大正大学の資料、東京

の不動産情報などを送っていただき、配布いたしました。リモートオープンキャンパスでは、現代学生

がどんな生活を送っているのかなど具体的な話も聞けて、とても参考になったという感想をもらいまし

た。 

 

  

 

今後も、大学の様子、東京の様子、東京での生活など、高校生や保護者から質問があった場合は、大

正大学の職員や奄美実習に来ていた学生たちにも話を聞き、伝え、島を離れるこどもたちの不安を取り

除き、明るく未来を見据えてもらえるようにサポートできたらと考えております。 

 

また、日常的に、小学生が遊びに寄ってくれます。その際、こどもたちには当店の大きな窓ガラスに

絵を描いてもらったり、折り紙をおったり、カードゲームをしたりしています。こどもたちが気軽に立

ち寄ってくれることで、こどもたちの見守りもできます。０～１歳頃までの赤ちゃんが遊びやすいよう

に、マットを敷き、授乳スペースも作ったことで、赤ちゃん連れのお母さんが立ち寄ってくれる事も多

くなりました。居心地の良いスペースになるよう、日々模索しながらですが、地域の人々やこどもたち

と『心を密に』接していけたらと考えております。 
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大正大学 地域構想研究所 紀要「地域構想」について 

 

１．目的 

本研究所は 2014 年に設立以来、地域創生や地域課題解決のための基礎研究を行い、学術的な英知を

集めて地域や関係各所の連携を促進してきた。今後もこの連携活動をさらに深め、地域創生のための新

しい価値を「共創」することによって社会に貢献したいと考えており、継続的にこれらの活動および研

究成果を発表する場として、「地域構想」を発行する。 

 

２．編集方針 

（１）投稿資格 

 ・大学教員、研究員、支局員 

 ・連携自治体職員 

 ・連携団体・機関メンバー 

・その他、上記投稿資格のある者の推薦を受けた者 

 

（２）発行回数 

年 1 回（3 月発行） 

 

（３）投稿内容 

 論題は地方創生、地域活性に関するものであれば自由である。二重投稿は原則禁止とする。ただ

し、他で発表済みのものでも論文中に掲載しきれなかった「事例」の詳細報告としての再編集など、

論点が異なる場合はその旨を記載し受け付ける。 

 

（４）掲載審査 

   掲載の可否については、匿名の審査委員による審査に基づき、編集委員会が決定する。 

 

（５）掲載ジャンル 

 ①論文 

主題や内容に学術的な新規性があり、かつ論理的一貫性、既存研究に基づく論考、現象の分析・

解明に貢献している結論の明瞭さ等、今後の応用性や発展性が期待される完成度を有する研究成果。 

 ②研究ノート 

 論文ほど完成度が高くないものの、オリジナルな学術研究、調査、事例などをまとめた研究報

告の位置づけであり、「論文」となり得る理論的・実証的研究の中間報告（速報）も含まれる。 

 ③調査・事例報告（地域支局通信を含む） 

地域活動の実践事例やオリジナルな現地調査など、具体的な取り組みをまとめた報告により、

地域の課題解決の情報を提示するもの。 
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（６）著作権および著者の責任（大正大学研究紀要投稿要領に準拠） 

①紀要に掲載された著作物の著作権は、別途著作者とその他の第三者との明示的な合意に基づき

本学に事前の通知がなされない限り、著作者に帰属するものと推定する。 

②著者は著作物の投稿をもって、本学が教育・研究に供する目的をもってする場合には、本学に

よる複製、口述、展示、頒布、貸与、一部抜粋、その他の方法で無償にて使用し（印刷物その他

の物理的な記憶媒体への複製を含む）、かつデータベース化して保存することをあらかじめ承諾

したものとみなす。但し、本学は、著者の著作者人格権に最大限配慮しなければならない。 

③他者に著作権・所有権が帰属する資料を投稿論文等に引用・転載する場合は、著作者自身が、

著作権者・所有権者の了解を得た上で、出所を明記する。 

④紀要に掲載された著作物において、著作権侵害、名誉毀損、又は、その他の紛争が生じた場合

は、著作者の責任において処理するものとする。 

 

（７）出版権 

紀要の出版権は大正大学地域構想研究所に帰属する。 

 

 

大正大学 地域構想研究所 
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